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がん対策について

(1)がん対策推進基本計画の見直 しについて
がんは、昭和 56年 より死亡の第 1位であり、現在では年間の死亡者が 35万
人を超え、死亡の 3人に 1人ががんによるものである。また、生涯の うち 2人に
1人ががんに罹患すると推計 されている。依然 としてがんは国民の生命 と健康に
とつて重大な問題である。

こ うした状況 を踏 まえ、がん対策を総合的かつ計画的に推進す るため、平成

18年 に 「がん対策基本法」 (以下 「基本法」 とい う。)が成立 し、平成 19年
4月 に施行 された。 さらに平成 19年 6月 には、基本法に基づき、がん対策の基
本的方向について定めるとともに、都道府県がん対策推進計画の基本 となる 「が

ん対策推進基本計画」 (以下 「基本計画」とい う。)が 閣議決定された。
基本計画は、基本法において少なくとも 5年 ごとに見直す こととなってお り、
また、新たな課題 も明 らかになってきたため、厚生労働省においては、がん対策

推進協議会の意見を聴 くなどして見直 しを行い、新たな基本計画が平成 24年 6
月に閣議決定された。新たな基本計画では、「がんになっても安心 して暮 らせ る

社会の構築」を 3つ 目の全体 目標 として掲げ、がん患者 とその家族やがんの経験
者を社会全体で支えていくこととしている。

都道府県におかれては、新たな基本計画及び 「都道府県がん対策推進計画の見

直 しに係 る指針」 (平成 24年 9月 10日 付け健が発 0910第 1号厚生労働省
健康局がん対策・ 健康増進課課長通知)等 を踏まえ、「都道府県がん対策推進計
画」の策定をお願いしたい。

(2)小児がん対策について
「がん」は小児の病死原因の 1位である。小児がんは治療後の経過が成人に比
べて長いことに加 えて、晩期合併症や患者の発育・教育に関する問題等、成人の

がん患者 とは異なる問題を抱えている。 しか し、医療機関によっては少ない経験

の中で医療が行われている可能性があり、小児がん患者が必ず しも適切な医療を

受けられていないことが懸念 されたこと等から、新たな基本計画では、小児がん

拠点病院及び小児がんの中核的な機関を整備することが 日標に定められた。

これを受け、厚生労働省では、「小児がん医療 。支援のあ り方に関する検討会」

において小児がん拠点病院の要件等について検討を行い、検討結果を踏まえ、「小

児がん拠点病院の整備について」 (平成 24年 9日 7日 付け健発 0907号 健康
局長通知)を策定 した。全国 37の 医療機関が申請 し、「小児がん拠点病院の指
定に関す る検討会」において選定を進め、平成 25年 2月 に 15の医療機関を小
児がん拠点病院 として指定 したところである。今後、小児がん拠点病院を中心 と

して地域における連携をすすめ、小児がん患者 とその家族が安心して適切な医療

や支援を受けられるような環境の整備 を目指すこととしている。

都道府県におかれては、都道府県がん対策推進計画策定の際に、小児がん拠点

病院の活用や都道府県内医療施設 と小児がん拠点病院との連携等、小児がん対策

も盛 り込むようご協力をお願いしたい。
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(3)緩和ケアについて
緩和ケアについては、がん患者 とその家族などががんと診断された時から身体

的 。精神心理的 。社会的苦痛などに対 して適切に緩和ケアを受け、苦痛が緩和さ

れることを目標 として、新たな基本計画においても、重点的に取 り組むべき 4つ
の課題の一つ として位置づけられてお り、「3年以内に、拠点病院を中心に、緩
和ケアを迅速に提供できる診療体制を整備す るとともに、緩和ケアチームや緩和

ケア外来などの専門的な緩和ケアの提供体制の整備 と質の向上を図る」 とい う個

別 目標が掲げられている。

これを受け、厚生労働省では平成 24年 4月 より「緩和ケア推進検討会」を開
催 し、緩和ケアを迅速に提供できる診療体制や専門的な緩和ケアの提供体制等に

ついて議論を進めている。平成 25年度予算案においては、「緩和ケア推進事業」
を盛 り込み、都道府県がん診療連携拠点病院等を対象 として、これまでの 「緩和

ケアチーム」、「緩和ケア外来」、「緩和ケア病棟」等を統括 した 「緩和ケアセン

ター」を整備 し、医師・看護師を中心とした多職種が連携 してチーム医療を提供

する事業の実施に必要な経費を計上 しているところである。

また、「がん診療 に携わる全ての医療従事者が基本的な緩和ケアを理解 し、知

識 と技術 を習得す る」 とい う前基本計画か らの個別 目標に対 しては、平成 20年
に策定 した「がん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会の開催指針について」

(平成 20年 4月 1日 付け健発第 0401016号 健康局長通知)に基づき、都
道府県及びがん診療連携拠点病院等において緩和ケア研修会を実施 していただい

ているところであるが、緩和ケア研修会の修了証書発行件数 (研修会主催責任者

からの確認依頼によ り、当該研修会が開催指針に準拠 していることを厚生労働省

が確認 した研修会の修了予定者数)は、平成 24年 9月 末現在、 47都道府県で
計 3万 6647人 であつた。ラ|き続き研修会の開催及び調整にご尽力いただくよ
うお願い したい。

(4)がん検診について
がん検診については、新たな基本計画において、引き続きがん検診受診率 50
%(胃 、肺、大腸がんについては当面 40%)の 達成を目指すとともに、科学的
根拠のあるがん検診の実施やがん検診の精度管理向上に引き続き取 り組むことと

している。

厚生労働省では、がん検診の検診項 目や精度管理、受診率向上施策等について

検討を行 うため、平成 24年 5月 より「がん検診のあり方に関する検討会」を開
催 している。平成 25年 2月 には子宮頸がん検診に関して、主にヒ トパピローマ
ウイルス (HPv)検 査の扱いについてとりまとめの議論を行つた ところである。
HPV検 査については、子宮頸がん検診 として実施 している細胞診に組み合わせ
た場合に、感度 を高めがんの見逃 しを減少 され ることや、検診間隔を延ばしても

同等の効果を上げることなどが期待 されているが、日本における最適な実施方法

等の知見は十分ではないとの指摘があった。 このため、平成 25年度予算案にお
いては、無料クーポンを配布するがん検診推進事業において、全国でHPV検 査
を実施する場合の方法等を検証するため、HPV検 査等のデータ等を確実に収集
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可能な体制を整 えた市区町村が、子官頸がんの罹患率の高い一部の者 (30、
35、 40歳の女性)に対 して細胞診 と同時にHPV検 査を実施する事業に対 し
て支援を行 うこととしている。事業を実施 していただ く市町村に求められる要件

等は、現在、厚生労働科学研究の研究班で検討 しているところであり、実施要綱

等で周知 してい くこととしている。

また、子宮頸がん検診については、検討会での議論を踏まえ、検診の名称を「子

宮がん検診」か ら「子宮頸がん検診」へ変更するとともに、検診実施機関から市

区町村への報告様式をベセスダシステムに統一する等、「がん予防重点健康教育

及びがん検診実施のための指針」を一部改訂する予定である。

今後、検討会では受診率向上施策や精度管理について検討を進めていくことと

している。また、市区町村に対 してがん検診の実施体制等に関するアンケー ト調

査を実施することを予定 してお り、都道府県におかれても調査票の市区町村への

送付や集計等、ご協力をお願いする予定である。

(5)がん診療連携拠点病院等について
平成 13年か ら整備を開始 したがん診療連携拠点病院 (以下 「拠点病院」 とい
う。)については、平成 25年 3月 現在、全国に 397病 院の医療機関を拠点病
院 として指定 している。新たな基本計画においては、拠点病院間に診療実績の格

差があること、未だ 113の 2次医療圏に拠点病院が指定 されていないこと、地
域連携が不十分であること、さらに国指定の拠点病院に加え、県が独 自の要件に

従ってがん診療 を行 う医療機関を指定 してお り、患者にとってわか りにくいなど

の課題が指摘 されている。

これを受け、厚生労働省においては、「がん診療提供体制のあ り方に関する検

討会」を平成 24年 12月 か ら開始 した。検討会においては、まず、今後の拠点
病院の全体の方向性をまとめた上で、今後、拠点病院の要件についても、検討会

のもとに設置を予定しているワーキンググループで検討することとしている。

検討会の議論を踏まえ、平成 25年度に新たな拠点病院の要件を策定し、新た
な要件に基づき新規の拠点病院の募集を再開し、平成 26年度 より新たな要件に
基づいた拠点病院の指定を行 う予定としている。

(6)がん対策予算について
がん対策予算については、基本法及び基本計画の見直 しを踏まえ、平成 25年
度においても総合的かつ計画的にがん対策を推進するために必要な予算を計上 し

てお り、緩和ケアやがん検診の他に、治療 と職業生活の両立等について新規の事

業を実施することとしている。がん患者の就労に関する総合支援事業等において

は、がん診療連携拠点病院の相談窓口に社会保険労務士や産業カウンセラー等を

配置 し、就労継続 を希望するがん患者等に対 し各種相談や情報提供を行 うととも

に、就労支援機 関等 との連携を強化することとしている。

これ らの事業の詳細については、追ってお示 しすることとしているが、各都道

府県におかれては、新規事業を含めたがん対策の実施に必要な財源の確保につい

て特段の御配慮をお願いする。
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2.生活習慣病対策について

(1)健康日本 21(第 二次)について

(新たな国民健康づくり運動に向けた取組について )

生活習慣の改善に向けては、現行の 「健康 日本 21」 (平成 12～ 24年度 )
の次の計画 として、平成 25年度から平成 34年度までを活動期間とする健康 日
本 21(第 2次)を平成 24年 7月 10日 に大臣告示 したところである。
この健康 日本 21(第 二次)においては、健康の増進に関する基本的な方向と
して以下の 5つの方向性をお示 しした。
①健康寿命の延伸と健康格差の縮小

②生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底

③社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上

④健康を支え、守るための社会環境の整備

⑤栄養 。食生活、身体活動 。運動、休養、飲酒、喫煙、歯・口腔の健康に関す
る生活習慣及び社会環境の改善

その特徴としては、現行の健康日本 21で推進していた 1次予防に加え、重症
化予防の徹底を掲げたことや、これまで着日していた個人の生活習慣の改善の取

組だけでなくそれを支える社会環境の整備も同時に必要であるとの考えからその

位置づけを強調して盛り込んでいるところである。
これらの基本的方向に対応して 53項 目の具体的な目標を設定したところであ
り、各自治体におかれても、これを勘案していただき、それぞれの健康増進計画
の見直し等を進め、地域の健康課題等に解決に向けた取組を進めていただきたい。
なお、自治体における取組を技術的に支援するため、厚生労働科学研究を活用

することとしている。具体的には、平成 24年度中には健診等データの分析のた
めのツールや、各種スライ ドやF~4発 ツール等の電子媒体を提供する予定である。
また、平成 25年度以降は新たな研究班を立ち上げ、個々の日標項目に関する各
自治体の状況を可視化するウェブサイ トを開発 。公開し、国民が誰でも地域にお

ける取組の進捗状況を容易に把握・比較することができるようにするとともに、

その状況に関する分析を行つた上で好事例集を作成する等して自治体にフィー ド
バックするほか、健康日本 21(第二次)の推進に関する自治体担当者からの相
談に応じ、技術的支援を行うための研究課題を公募した。こうした研究IJIを活用
しながら、各自治体における健康増進計画の推進に努めていただきたい。

(2)国民健康づ〈り運動の推進について

(Smart Life Project(ス マー トライフプロジェクト)について)
現行の健康日本 21において、国民の健康寿命を延ばすために、主に生活習慣
病の予防を目的とした「すこやか生活習慣国民運動」を平成 20年度から実施し、
「適度な運動」「適切な食生活」「禁煙」を推進してきているところである。こ

の「すこやか生活習慣国民運動」を更に普及、発展させるため、幅広い企業連携
を主体とした取り組みとして「Smart Life Project」 を平成 23年 2月 から開始
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している。

健康 日本 21(第 2次)においても、「Smart Life Project」 を通 じて、自治
体・民間団体・企業等 との連携を引き続き実施 していく予定としてお り、多 くの

自治体の御参画をお願いする。

また、本年度か ら生活習 ll■病の予防などの啓発活動の奨励 。普及を図るため、
「健康寿命をのばそ う !ア ワー ド」を創設 し、自治体・民間団体・企業の皆様に

おいて健康増進や生活習慣病の予防に貢献する優れた啓発活動や取組事例に対 し

て大臣表彰を行 うこととしてお り、平成 25年度は 9月 に実施する予定としてい
るので、多数の応募をお願いする。

(3)生活習慣の改善に向けた取組について

(健康増進法に基づ く健康増進事業について)

平成 20年 4月 より、医療保険者が行 う特定健康診査・特定保健指導以外に、
市町村においては、骨粗艦症検診、歯周疾患検診等の健康増進法に基づ く健康増

進事業を実施 しているところである。都道府県においては、地域・職域連携推進

協議会等を通 じて医療保険者 と連携 し、市町村が実施する健康増進事業 と特定健

康診査 ‐特定保健指導 との連携が円滑に進むよう引き続き支援をお願いする。

なお、平成 25年度からは、健康 日本 21(第 二次)の 目標項 目としている、
ロコモティブシン ドロームの認知度向上に資するために、健康教育のメニューに
ロコモティブシン ドロームを追加する予定である。また、特定健診・保健指導や

がん検診などと連携 して事業を実施するための検討を行 うための経費を計上予定

である。

(標準的な健診・ 保健指導プログラムについて )

健康 日本 21(第 二次)や第 2期医療費適正化計画の着実な推進に向けて、平
成 19年 に策定 した標準的な健診・ 保健指導プログラム (確定版)の改訂を行っ
ているところである。

今回の改訂にあたっては、主たる利用者である現場の健診・保健指導実施者 (医

師、保健師、管理栄養士等)の視点で見直 しを行い、非肥満者への対応を含 めて
情報提供 。受診勧奨の重要性を強調することで生活習慣病対策を推進する方向性

を示す こととしてお り、年度内の公表を予定 している。

より効果的で効率的な保健事業を展開するためには、特定健診・特定保健指導
のデータの活用が重要であり、これは健康 日本 21(第二次)の推進にも資する。
こうした考え方についてもこの標準的な健診 。保健指導プログラム (改訂版)に
記載 しているので、御活用をお願いする。

(身体活動基準及び身体活動指針について)

日常の身体活動 (生活活動・運動)の量を増やすことで、メタボ リックシン ド
ロームを含めた循環器疾患 。糖尿病 。がんといった生活習慣病の発症及びこれ ら

を原因として死亡に至 るリスクや加齢に伴 う生活機能低下 (ロ コモティブシン ド

ローム及び認知症)を きたす リスクを下げることができる。
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今般、健康 日本 21(第 二次)の推進に資するよう、平成 18年に策定 した「健
康づ くりのための運動基準 2006」 等を改定を行い、平成 25年 3月 12日 付
けで通知 したところである。

今回の改訂にあたっては、身体活動の増カロで リスクを低減できるものとして、

従来の糖尿病・循環器疾患等に加 え、がんやロコモティブシン ドローム・認知症

が含まれ ることを明確化 した。また、こどもか ら高齢者までの基準を検討すると

ともに、保健指導で運動指導を安全に推進するための具体的な手順を示 した。さ

らに、身体活動を推進するためには社会環境の整備が重視であることか ら、「ま   ・
ちづ くり」や 「職場づ くり」における保健事業の活用例を紹介 しているので御活

用いただきたい。                             .
また、身体活動指針 2013を 国民向けのパンフレッ トとして、自治体等でカ
スタマイズ して配布できるような形で作成 しているので、御活用をお願いする。

(運動実践の場の提供について )

健康づ くりのための運動等を安全かつ適切に行 うことができる施設を 「健康増

進施設」 (運動型、温泉利用型、温泉利用プログラム型の 3種類)と して認定 し
ている。 (平成 25年 2月 22日 現在、運動型 353施 設、温泉利用型 19施設、
温泉利用プログラム型 37施設 )
また、これ らの施設においては、運動指導の専門家による運動指導等が行われ

ているところである。

今後 とも、特定保健指導を始めとする生活習慣病予防対策における運動指導の

担い手 として、健康増進施設の活用を図られたい。

(糖尿病対策について)

糖尿病は脳卒中や心筋梗塞の リスクを高め、神経障害による足壊疸、網膜症に

よる失明、腎症による人工透析の導入等、様々な合併症を引き起こし、生活の質

ならびに社会経済活力 と社会保障資源に多大な影響を及ぼす。

糖尿病対策を更に推進するため、重症化予防対策を強化することとしてお り、

糖尿病の専門病院と一般の診療所 との診療連携体制を構築するため、都道府県に

おける、

・診療連携体制のあ り方の検討

・連携体制構築のための医療機関に対する説明会等の開催
。適切な食事・運動療法を診療所においても受けられ るよう診療所の看護師や

管理栄養士等 と専門病院の糖尿病療養指導士 との連携強化等の支援などを、糖尿

病疾病管理対策強化事業により、引き続 き実施 してい くこととしているので、こ

の事業が円滑に進むよう御協力を御願いする。

糖尿病の重症化予防のためには、治療中断を防ぐことが重要であり、健康 日本

21(第 二次)においても日標設定をしている。昨年度、治療継続の重要性を啓
発す るため 「糖尿病の治療を放置 した働き盛 りの今」 とい うパンフレッ トを作成

し、厚生労働省のホームページ上にて公表 しているので、適宜御活用いただきた

い 。
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(たばこ対策について )

たばこが健康に悪影響を与えることは明らかとなってお り、がん、循環器疾患

等の生活習慣病を予防する上で、たばこ対策を進めることは重要な課題である。

このため、平成 24年 6月 8日 に閣議決定された 「がん対策推進基本計画」及
び平成 25年度か ら始まる「健康 日本 21(第 二次 )」 において、具体的な数値
目標 を設定 した。

これを踏まえて、成人の喫煙率の低下に関 しては、たばこをやめたい人が止め

られるよう支援す るために、平成 25年度から、がん診療連携拠点病院内に 「た
ばこ相談員」を設置 して、禁煙に関する無料の電話及び対面相談を受ける体制を

整えるなど、禁煙支援の充実を図る予定である。

また、受動喫煙については、健康増進法第 25条に、受動喫煙による健康への
影響を踏まえ、多数の者が利用する施設について、受動喫煙を防止する措置を講

ずるよう努めなければならない旨が規定されてお り、平成 22年 2月 25日 に、
多数の者が利用す る公共的な空間は、原則 として全面禁煙であるべきこと等を記

した健康局長通知を発出し、平成 24年 10月 29日 に、再度、受動喫煙防止対
策について徹底をお願いする旨、健康局長通知を発出している。また特に、施設

の出入 日付近における喫煙場所の取扱いについては、平成 25年 2月 12日 に、
喫煙場所を施設の出入口から極力離すなど、必要な措置が講 じられるよう、事務

連絡にて、周知及び円滑な運営をお願いしている。

こ うした中、「健康的な生活習慣づ くり重点化事業 (た ばこ対策促進事業 )」

については、平成 25年度予算案では、 40百万円を計上 したところである。
各都道府県、政令市、中核市、保健所設置市及び特別区においては、地域のた

ばこ対策関係者 との連携の下、女性において喫煙率が高い傾向にある 20～ 30
歳代の女性をターゲットとした禁煙対策や、禁煙成功者を中心とした 「禁煙普及

員」による草の根的な禁煙 ‐受動喫煙に関する普及啓発活動などの実施により、

たばこ対策の更なる推進をお願いする。

(アルコール対策について )

多種多様なアルコール飲料が販売されるとともに、飲酒機会が増大する中で、
アルコールに起因する様々な事柄が社会問題となっている。国際的には、飲酒は、
3番 目に大きな疾病負荷と認識されている。
国際的な流れとしては、平成 22年 5月 の第 63回 WHO総会において「アルコ
ールの有害な使用を軽減するための世界戦略」が採択された。本戦略の中では、
アルコールの有害使用のモニタリングやサーベイランスの重要性が強調されてお

り、厚生労働省としては、本戦略を踏まえ、アルコール対策を更に推進すること

としている。

厚生労働省では、平成 25年度から始まる「健康日本 21(第二次)」 におい
て、

①生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者 (1日 当たりの純アルコ

ール摂取量が男性 40g以上、女性 20g以上の者)の割合の減少、
②未成年者の飲酒をなくす、             .
③妊娠中の飲酒をなくす
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を目標 として掲げ取組 を推進 している。特に上記①については、がん、高血圧、

脳出血、脂質異常症等の リスクが 1日 平均飲酒量 とともにほぼ直線的に増加する

こと、また、少量の飲酒では健康への好影響をもたらすとい う「Jカ ーブ効果」

がみ られる全死亡、脳梗塞及び虚血性心疾患についても、概ねこの飲酒量を超え

るとリスクが上昇することになる。

また、平成 24年度 には、健診・保健指導の現場で活用されている「標準的な
健診・保健指導プログラム」を改訂 し、保健指導の現場で適宜御活用いただくた

めのツールと して、飲酒量を判断するスクリーニング (AUDIT)や 保健指導 とし
て減酒支援 (ブ リーフインターベンション)を 実施する際の具体的な方法等を示
す こととした。健康 日本 21(第 二次)で 目指す生活習慣病の改善支援の一環 と   .
して、食生活 。身体活動・禁煙の支援 とともに減酒支援を推進 していくことが重

要である。

(女性の健康づくり対策の推進について )

女性が生涯を通 じて健康で明るく、充実 した 日々を過ごすことができるよ う、

女性の様々な健康問題 を社会全体で総合的に支援する必要がある。

自治体が既に実施 している取組等を集約 し、ホームページで女性の健康づ くり

対策の事例 として啓発 し、女性の視点を取 り入れた健康づくりを推進 している。

また、毎年 3月 1日 か ら 3月 8日 の「女性の健康週間」を活用 し、国及び地方

公共団体、関連団体等社会全体が一体 となって、各種の啓発活動、行事等を展開

することとしてお り、引き続き、運動推進への協力をお願いする。

(4)栄養施策 ‐食育の推進 について

栄養 食́生活は、多 くの生活習慣病 と関連が深 く、生活の質 との関連 も深いこ

とから、健康・ 栄養状態の改善を図るとともに、良好な食生活を実現するための

個人の行動変容を促す こと、さらに個人の行動変容を支援する環境の確保が必要

である。

そこで、栄養 。食生活に関する知識の普及啓発、科学的根拠に基づく栄養施策

の推進、管理栄養士等による栄養指導の実施、管理栄養士等の人材育成を柱 とし

て栄養施策を推進 している。

(管理栄養士等による栄養指導の実施について)                  _
「糖尿病予防戦略事業」については、飲食店が行 う栄養成分表示やヘルシーメ

ニューの提供の促進など、健全な食習慣を形成するための環境整備に資す る取組    _
を実施する都道府県、保健所設置市及び特別区を補助対象 とし、平成 25年度予
算案において 37百万円を計上 している。なお、申請件数が多数あつた場合には、
事業内容を精査 し予算額内で補助する予定である。

また、質の高い栄養ケアを効率 よく提供す ることを目的とし、特定の疾患別に

特化 した知識・技術を深めた管理栄養士を育成するため、各専門分野別 リーダー

向け研修プログラムを作成、検証を行 う事業について、公益社団法人 日本栄養士

会へ委託 し、実施する予定である。

さらに、「栄養ケア活動支援整備事業」については、増大する在宅療養者に対
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応するため、潜在管理栄養士等の人材確保、

ケアの先駆的活動 を行 う民間団体の補助 と

40百万円を計上 している。

(管理栄養士等の人材育成について )

関係機関・関係職種 と連携 した栄養

して平成 25年度予算案においても

地域における健康づ くりや栄養・食生活の改善のため重要な役割を担 う行政

栄養士は 5, 877人 (平 成 24年 度 )と なつてお り、 この 10年 間で約
2, 000人 の増カロとなっている。管理栄養士等の配置については地方交付税措
置を講 じているところであ り、引き続き、行政栄養士の配置を含め必要な体制の

整備等に特段の御配慮をお願いする。

また、健康 日本 21(第 二次)の推進に合わせて、概ね 10年を視野に入れ行
政栄養士による栄養改善の業務指針の見直 しを行 うことともに、特定給食施設の

指導及び栄養管理についての通知を改正する予定としている。

また、調理師養成施設のカ リキュラム等については、平成 24年 11月 より「調
理師の養成のあり方等に関する検討会」を開催 し、調理師養成施設のカ リキュラ

ムや調理師試験等の見直 しに関する検討を行い、平成 25年 2月 に報告書を取 り
まとめた ところである。今後、調理師法施行規則及び調理師試験基準等を改正す

る予定であ り、引き続き、調理師養成施設の指導監督及び調理師試験の適切な実

施 をお願いする。

(国民健康 ‐栄養調査について)

国民健康・栄養調査については、平成 22年度は世帯の所得、 23年 度は生鮮
食品の人手困難 さなどを新たに調査項 目に加え、健康・栄養施策の基礎資料の収

集に努めている。平成 24年度の調査では、健康 日本 21(第 二次)の主要な目
標に関す るベースラインデータを収集 し、都道府県間の比較を行 うために、調査

地区数を拡大 して実施 した。今後は、健康 日本 21(第 二次)の 中間評価、最終
評価にあわせて平成 28年度、平成 32年度に拡大調査を実施する予定である。
平成 25年度は従来 どお りの調査地区数に戻 して調査を実施 し、国民健康・栄養
調査担当者会議は、7月 末に開催することとしているので、御協力をお願いする。

(食事摂取基準について )

食事摂取基準は、国民の健康の保持・増進 と生活習慣病の予防を目的とし、エ

ネルギー及び各栄養素の摂取量の基準を示 したものであり、 5年毎に改定を行っ
ている。平成 27年度から使用する 「日本人の食事摂取基準 (2015年 版 )」
を策定するため、平成 25年 2月 より検討会を開催 し、平成 25年度中に報告書
を取 りまとめる予定である。今回の改定にあたっては、高齢化の進展や糖尿病有

病者数の増加等を踏まえ、生活習慣病の発症予防だけではなく、重症化予防も視

野に入れることとしている。

(健康づ くりのための食育の推進について )

内閣府においては、第 2次食育推進基本計画 (平成 23年度～ 27年度)に基
づいて取組を推進 されているところであり、その計画の中で、生活習慣病の予防
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及び改善につながる食育の推進が重点課題に掲げられていることから、食育の推

進にあたっては、関係部局等 との連携を十分に図るとともに、健康 日本 21(第
二次)や都道府県及び市町村の健康増進計画の内容や動向と調整 しつつ、地域の
特性に応 じた取組の推進をお願いする。

毎年実施 している「食生活改善普及運動」については、健康増進の総合的な推

進を図る観点か ら、平成 25年度 も 9月 の 「健康増進普及月間」にあわせ実施す
ることとしてお り、それぞれの地域の特性 を勘案の上、効果的な運動の推進をお

願い したい。

.地域保健対策について

地域保健対策 については、各地方公共団体で地域の実情に即 した具体的施策の

推進 を図っていただいているが、急速な少子高齢化の進行、市町村合併の進展や

市町村への権限移譲などにより、地域保健 をめぐる環境は大きく変化 している。

こうした状況を踏まえ、地域保健に関す る新たな課題に即応できるよう、一層の

体制整備等を図つていくことが重要である。

また、地震や豪雨をは じめとする自然災害や新型インフルエンザ等の感染症ヘ

の対応など、緊急時における国民の健康の確保 も、地域保健対策の重要な課題の

ひとつであ り、引き続き地域健康危機管理対策の取組を推進することが重要であ

る。

各地方公共団体におかれては、健康危機 管理における保健衛生部局の役割分担

の明確化や休 日・ 夜間を含めた情報の収集、伝達体制の整備に努めるとともに、

保健所 と本庁、地方衛生研究所等の関係機関、関係団体 との連携の強化等を一層

推進 していただきたい。

(1)地域保健対策の推進に関する基本的な指針改正の機妻
地域保健対策については、地域保健法第 4条第 1項の規定に基づく「地域保健対
策の推進に関する基本的な指針」 (平成 6年厚生省告示第 374号 )により、地域保
健対策の円滑な実施及び総合的な推進に取 り組んでいただいている。

今般、少子高齢化の更なる進展、非感染性疾患 (NCD)対 策の重要性の増大等、
近年の地域保健を取 り巻く状況が大きく変化 していることを受け、所要の改正を行

った。

主な改正の概要は、以下のとお りであ り、各自治体におかれては、改正された指

針の趣 旨を踏まえ、体制の構築や施策の展開を通じて地域保健対策の推進を図つて

いただきたい。

(改正の内容 )

1.ソーシャルキャピタルを活用した自助及び共助の支援の推進
2.地域の特性をいかした保健と福祉の健康なまちづくりの推進
3.医療、介護及び福祉等の関連施策 との連携強化
4.地域における健康危機管理体制の確保
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5.学校保健 との連携
6.科学的根拠に基づいた地域保健の推進
7.保健所の運営及び人材確保に関する事項
8.地方衛生研究所の機能強化
9.快適で安心できる生活環境の確保
10.国民の健康増進及びがん対策等の推進

(2)健康危機管理対応について

(保健所等における健康危機管理体制の確保 )

保健所等の危機管理体制の確保については、平時からの体制づ くりが重要であ

る。「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」(平成 6年厚生省告示第374号 )
及び 「地域における健康危機管理について～地域健康危機管理ガイ ドライン～」

(平成 13年 3月 30日 付健総発第 17号厚生労働省健康局総務課長通知 )に より、
その対応 をお願い し、また、「保健所における健康危機管理体制の整備の徹底に    |
ついて」 (平成 20年 2月 15日 付健総発第 0215001号厚生労働省健康局総務課
長通知)に より、特に休 日・ 夜間における健康危機事例に的確に対応できるよう、
その徹底をお願い している。引き続き地域の健康危機管理の拠点として、体制の    |
確保に万全を期 され るよう、改めてお願いする。                   |
なお、厚生労働省 としても健康危機管理事例発生の未然防止や拡大抑制のため

に、平時から体制を整備するとともに、健康危機事例発生時には、迅速かつ適切

な対応のための保健活動等を行 うための費用について、補助制度を設けているの    |
で、活用 されたい。

b地域健康危機管理対策特別事業
・平成25年度予算案 50,000千 円
。補助率 10/1o
・補助先 都道府県、保健所設置市、特別区
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既存の補助制度のない事業であつて、緊急的に財政支

援が必要 となった場合に健康相談等の健康危機事例に

応 じた保健活動の支援を実施。

(健康危機管理研修 )

平成 13年度か ら実施 している 「健康危機管理保健所長等研修」については、
平成 22年度 より「健康危機管理研修」とし、平成25年度 も国立保健医療科学院
において健康危機管理を第一線で担当する保健所長等管理的職員を対象に実施す

ることとしているので、受講について特段のご配慮をお願いする。自治体のニー

ズを踏まえ、平成 22年度より、大規模震災を題材 とした図上演習や健康危機事
案発生時における報道機関等への対応に関する講義、演習をカロえる等、短期間で

の有事対応能力の向上を目指 したプログラムを提供できるよう努めている。

なお、以下の日程は今後再調整 される可能性があるので、必ず国立保健医療科

学院HPで 確認すること。

a実 務編
・対象 :保健所長等地域における健康危機管理を

担当する管理的立場の職員

。研修 日程 (定員各30名 )

第 1回  平成25年 6月 24日 (月 )～ 6月 26日 (水 )
第 2回 平成25年 10月 16日 (水 )～ 10月 18日 (金 )
。研修案内ア ドレス

http://www.niph.go.jp/entrance/h25/course/short/short_

hoken01.htllll

高度技術編

対象 :保健所長等地域における健康危機管理を

担当する管理的立場の職員

原則 として平成 16年度以降に国立保健医療科学院が

実施 した健康危機管理研修基礎 コースもしくは実務編

(平成 21年度から)を修了しているか、または同等
の知識・技術を有する方

・研修 日程 (定員20名 )

平成26年 1月 29日 (水)～ 1月 31日 (金 )
。研修案内ア ドレス

http://― .niph.go.jp/entrance/h25/course/short/
shOrt_hOken02.htnll
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(3)保健所における医師確保

(保健所長の資格要件の緩和 )

地方分権改革推進委員会か らの 「保健所長の医師資格要件Jについての緩和を
求める第 1次勧告 (平成 20年 5月 28日 )等 を踏まえ、「地域保健法施行令第
4条 に定める保健所長の資格について」 (平成 21年 3月 31日 健発第0331041
厚生労働省健康局長通知)に より、医師以外の資格要件の緩和措置を講 じたとこ
ろである。医師を保健所長に配置することが著 しく困難な場合には本制度を有効

に活用 されたい。

<通知等の内容 >
○ 医師以外の保健所長の資格要件の緩和
「地域保健法施行令第 4条に定める保健所長の資格について」
(平成 21年 3月 31日 健発第0331041厚生労働省健康局長通知 )

(公衆衛生医師の確保 )

地域における保健対策や健康危機管理体制の整備を推進するためには、公衆衛

生医師の育成 。確保が重要であるが、一部の地方公共団体では、公衆衛生医師の

確保が困難な状況にある。 このような地方公共団体では、平成 16年度から実施
している「公衆衛生医師確保推進登録事業」の活用や平成 19年 3月 に取 りまと
め られた 「公衆衛生医師の育成・確保のための環境整備評価委員会」報告書を活

用するなどして、公衆衛生医師の確保 ‐育成に向けての努力を引き続きお願いす

る。

(4)保健文化賞
保健文化賞 (第一生命保険相互会社主催、厚生労働省後援・厚生労働大臣賞交付 )

は、保健衛生の向上に寄与することを目的として、昭和24年度に創設 され、保健

衛生及び関連する福祉等の分野です ぐれた業績をあげられた個人 と団体を顕彰 し

ている。

平成 25年度の応募期間は、平成 25年 2月 1日 (金)か ら 4月 15日 (月 )ま で
となっているので、都道府県、保健所設置市及び特別区におかれては、地域に密

着 した地道な活動を行っている者 (団体)か ら応募に関する推薦の依頼があった
場合や、推薦す るにふさわ しい者 (団体)がいる場合は、その業績等を調査の上、
推薦 されるようお願いする。

(5)厚生労働大臣表彰 (食生活改善事業功労者及び公衆衛生事業功労者 )
平成 25年度厚生労働大臣表彰 (食生活改善事業功労者及び公衆衛生事業功労
者)については、平成 24年度 と同様の手続きにより引き続き実施する予定であ
り、実施時期を含めた詳細については、別途お知 らせすることとしている。
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4.保 健活動について

(1)「地域における保健師の保健活動について」の見直 しについて
保健師の人材確保や保健活動の充実強化の方向性、保健師が保健活動を行 う上

での留意事項、保健師が保健活動において取 り組むべき具体的な方向性について

は、「地域における保健師の保健活動について」 (平成 15年健発第 1010003号厚
生労働省健康局長通知)等により示 している。
現行の通知発出以降、社会経済情勢の変化、介護保険制度の改正や特定健診
。特定保健指導制度の施行など関連施策の制度改正や新規事業の創設、東 日本大

震災をはじめとする災害時の支援活動で保健師の役割の重要性が高まっている状

況などを踏まえ、今後の地域における保健師の活動の方向性について有識者によ

る検討会で議論 され、報告書がとりまとめられた。

今後、保健師の活動の方向性について改めて通知を発出する予定であるので、

各 自治体におかれては、通知や報告書をきっかけとして、地域の実情に応 じた保

健師の活動の方向性及び保健師の活動を支える体制整備等についてご検討いただ
きたい。

(参考 )

○地域における保健師の保健活動の在 り方に関する検討会報告書 (未公表 )

(平成24年度地域保健総合推進事業 )

(2)市町村保健活動体制の再構築
地域住民に身近な保健事業の担い手 として、市町村の役割は年々大きくなつて

きてお り、また、地域の健康課題は複雑化、多様化 している。市町村合併の進展

に伴 う人 口規模の拡大 もあいまつて、市町村保健師等の活動範囲は拡大 し、求め

られる役割 も多様化 している。

市町村保健活動の中核的な機能である、地域住民 自らが健康状態を改善できる

ように支援す る機能や、地域の健康課題を把握 し対応する施策を企画立案 。評価

す る機能等を十分に発揮できるよう、地区分担制 と業務分担制の併用などの体制

整備や、専門技術職員 の適正配置、統括的な役割を担 う保健師の配置など、市町

村保健活動の機能強化について特段のご支援をお願いする。

(参考 )

○市町村保健活動の再構築に関する検討会報告書 (平成 18年度 )
○地区活動のあり方 とその推進体制に関する検討会報告書 (平成 20年度地域
保健総合推進事業 )

(3)保健師の人材確保について
厚生労働省では、これまで関係省庁 と調整の上、地方公共団体における業務量

の増大を踏まえ、地方交付税措置対象 となる保健師数の確保に努めてきてお り、

近年は、特定健診・特定保健指導の実施や 自殺対策の強化のため、地方交付税措

置の対象人数が拡大 されてきた。一方、地方交付税で措置 された人数 (試算)と
実人員数 とを比較すると、地方交付税による措置人数が実人員数を大きく上回っ
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ている状況にある。

自治体 ごとに状況は異なると思われ るが、多種多様な住民ニーズや新たな健康

課題に対 し、住民に効果的かつ質の高い保健福祉サービスを提供するため、保健

師の計画的な確保に努めていただくことが必要。

また、生活保護制度の見直 しに関連 して、社会・援護局の平成 25年度予算案
では、福祉事務所において、健診結果に基づく保健指導や受給者からの健康相談

等の際に、助言指導等必要な対応 を行 う専門の職員を配置できるよう、地方交付

税措置 として、ケースワーカー等の増員が計上 されている。各 自治体におかれて

は、この措置 を活用 して、福祉事務所で健康管理面や医療扶助の相談等を行 う専

門職員を配置するなど、生活保護受給者への健康管理の支援に向けた取組に努め

ていただきたい。

(参考 :近年の地方交付税による保健師増員措置状況) 
｀

平成 23年度 市町村分約 1,400人分
道府県分約  70人分

増員趣 旨 :自 殺担当部局に保健師を配置 し、自殺未遂者や うつ病患者 とその家

族等に対する相談支援等の充実を図る。

(4)被災者の健康の確保
東 日本大震災から、 2年が経過 したが、今なお多くの方々が仮設住宅等での生
活を余儀なくされている。被災地の復興が一 日も早 くなされ、被災した方々がよ

り良い生活環境を取 り戻 し、健康的に過 ごせるよう、被災地健康支援事業の実施

期限を平成 25年度末まで延長するなど、厚生労働省としても引き続き支援に努
めている。

これまで、被災者の健康支援に必要な保健師等の派遣に多 くの自治体が協力い

ただいたことについて、改めて御ネL申 し上げるとともに、今後 とも必要な支援に

ご協力いただきたい。

(5)生活習慣病予防の本格的な取組の推進
健康寿命の延伸をめざし、平成 20年度から、生活習慣病の予防と中長期的な
医療費の適正化の観点から、医療保険者が地域保健関係者 と協働 して特定健診・

特定保健指導を行つている。 この趣 旨を踏まえ、国民の生活習慣改善に向けた積

極的な普及啓発のほか、今回改訂 した 「標準的な健診・保健指導プログラム」を

もとに、効果的かつ効率的な保健指導を実施 していただきたい。

また、生活習
ll■病対策は、自治体の衛生部門と国保部門の密接な連携のもと、

ポピュレーシ ョンアプローチとハイ リスクアプローチの組み合わせによる重点的

な取組 も重要である。都道府県におかれては、これ らの活動が円滑に実施できる

体制の構築や、効果のある保健指導の実施に向け、人材の育成や確保等、市町村

の支援 も含 め種々の対策に積極的に取 り組んでいただきたい。

なお、健診 。保健指導の実施にあた り、都道府県の指導者等を対象に、「生活

習慣病対策健診・保健指導に関する企画・運営・技術研修 (研修計画編・事業評

価編 )」 を国立保健医療科学院において実施す ることとしているので、受講促進
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について特段の御配慮をお願いする。

(6)地域・職域の保健活動の推進について
生活習 ll■病を予防するためには、個々人の主体的な健康づ くりへの取組に加え、

地域 。職域における保健事業による生涯を通 じた継続的な健康管理の支援が重要

である。

平成 17年度か ら全国的な取組 として、地域保健 と職域保健が連携を図り、健
康づ くりのための社会資源 を相互に有効活用 して、保健事業を共同で実施するな

どの取組を推進するため「地域・職域連携推進協議会」の設置を推進 。支援 して

V｀ る。

23年度か らは、本協議会に自殺 。うつ病等に対応するための構成員を増員す
ることにより、地域の実情に応 じたメンタルヘルス対策の推進を図る役割を追カロ

したも本協議会でメンタルヘルス対策に取 り組む場合は、地域保健 と職域保健分

野の支援実務者の連携が図 られ、休職者等一人ひとりの状況に応 じた具体的な対

応が図 られるよう、適切な支援実務者の確保に努められたい。

また、平成 24年 6月 に「自殺予防対策に関する行政評価・監視」で、総務省
が調査 した 20自 治体の うち、地域・職域連携推進協議会において、自殺予防対
策に取 り組んでいるのが 1県 にとどまったこと等から、地域において、地域保健
と産業保健 との連携による自殺予防対策を一層推進する必要がある旨、総務省 よ

り勧告があった。

厚生労働省 としても、地域・ 職域連携の取組事例等の情報提供を推進 していく
ので、各 自治体においても、それ らを参考に地域・ 職域連携推進協議会による地

域 ‐職域連携 による自殺予防対策に、よリー層取 り組んでいただきたい。

(参考 :自 殺予防対策に関する行政評価・監視結果報告書 )

http://www.soumu.go.jp/main_cOntent/000164604.pdf

(7)保健指導従事者の人材育成
生活習慣病対策の充実 。強化や、新たな健康課題に適切に取 り組むための人材

育成については、保健師等による効果的な保健指導の実施を念頭に、適切かつ高

度な知識 と技術の習得が重要である。また、保健師助産師看護師法等の改正によ

り、保健師の臨地研修の実施に努めるよう義務づけられたことから、自治体にお

いて、保健師の研修体制の一層の整備を図ることが求められている。

そこで、平成 23年度から補助事業として 「地域保健従事者現任教育推進事業」

を実施 している。本事業では、都道府県又は指定都市が人材育成の中核 となる保

健所等を中心 として地域保健従事者の現任教育体制を構築するとともに、当該保

健所がそれ以外の保健所等での研修内容の把握・評価を行い、必要により助言等

を行 うこととしている。各都道府県・指定都市においては、本事業を積極的に活

用 して、地域保健従事者に係 る階層別の人材育成計画や人材育成ガイ ドライン等

の作成・総点検を行 うなど、研修体制の充実強化を図っていただくようお願いす

る。

また、保健師等が研修に参加する機会を確保するため、

① 都道府県及び指定都市の保健師を対象 として、国立保健医療科学院が行 う
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研修に参カロする際の代替職員配置及び旅費の支援

② 保健所保健師を対象 として、人材育成の中核となる保健所等が行 う研修に
参加する際の代替職員配置及び旅費の支援

③ 市町村保健師を対象 として、保健所等が行 う研修に参加す る際の代替職員
配置及び旅費の支援

を行 うこととしている。

さらに、厚生労働省では、全国数力所において、市町村の管理的立場にある保

健師を対象として、人材及び業務の管理に必要な能力を向上させるための研修事

業を実施 してお り、平成25年度も継続実施す る予定であるので積極的な参カロをお

願い したい。     ｀

これ らの事業も活用 しながら、地域保健従事者に対 し計画的かつ効果的に研修

の受講機会を提供 し、保健師等の資質向上に努めていただくようお願い したい。

(8)ホームレスの保健対策について
ホームレスの自立支援の一環 として、都道府県、政令市、特別区において、「ホ

ームレス保健サー ビス支援事業」 (健康に不安 を抱えるホームレスに対す る健康

相談等の保健サー ビスの実施)を実施 していただいているが、平成 25年度におい
ても、所要の国庫補助 を予定 しているので、特に、多数のホームレスが所在する

地域においては、福祉部局 との連携を図 りなが ら同事業を積極的に実施 していた

だくよう努められたい。

(参考)平成 25年度各研修等 日程 (案 )

○生活習慣病対策健診・保健指導に関する企画・ 運営・技術研修

開催時期 研修計画編 :平成 25年 6月 3日 (月 )～ 6月 4日 (火 )
事業評価編 :平成 25年 6月 5日 (木 )～ 6月 7日 (金 )

対 象 者 ①行政、保険者、関係団体等の指導者で特定健診 。特定保健指導の
技術面の普及・推進に関わる者、 リーダー的な立場にある者
②行政で事業推進に携わる者または保険者協議会、地域・職域連携

推進協議会等で評価に携わる者

開催場所 国立保健医療科学院 (埼玉県和光市 )

○保健師中央会議

開催時期  平成 25年 7月 10日 (水)～ 7月 11日 (木 )
開催場所  東京都内での開催を予定

○全国保健師長研修会

開催時期  平成 25年 10月 31日 (木)～ 11月 1日 (金 )
開催場所  鳥取県
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〇保健師等ブロック別研修会

北海道東北ブロック

開催時期  平成 25年 7月 31日 (水 )～ 8月 2日 (金 )
開催場所   秋田県
関東甲信越ブロック

開催時期  平成 25年 7月 24日 (水 )～ 7月 26日 (金 )
開催場所  栃木県
東海北陸プロック

開催時期  平成 25年 8月 26日 (月 )～ 8月 28日 (水 )
開催場所  岐阜県
近畿ブロック

開催時期  平成 25年 9月 17日 (火)～ 9月 19日 (木 )
開催場所  兵庫県
中国四国プロック

開催時期  平成 25年 9月 4日 (水 )～ 9月 6日 (金 )
開催場所  島根県
九州ブロック

開催時期  平成 25年 8月 21日 (水 )～ 8月 23日 (金 )
開催場所  大分県

O医療 ソーシャル ワーカー リーダーシップ研修
開催時期  第 1回 :平成25年 5月 13日 (月 )～ 5月 17日 (金 )

第 2回 :平成 25年 H月 25日 (月 )～ 11月 29日 (金 )
開催場所  国立保健医療科学院 (埼玉県和光市)
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平成 25年度予算 (案 )の概要
がんに関する統計について

がん対策基本法、がん対

がん対策関連の検討会の

小児がん対策について

策推進基本計画の見直 し等について

進捗状況について

・緩和ケアについて

。がん検診について

がん診療提供体制について

。「女性の健康週間」の実施について

。健康増進施設の厚生労働大臣認定制度の概要

・平成 24年度行政栄養士等の調査結果
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栄養士免許交付数の推移、管理栄養士登録数の推移、

栄養士養成施設設置状況
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調理師の就業届出状況

・平成 23年国民健康・

・ソーシャル・キャピタ

・保健所長の兼務状況

移、調理技術技能審査実施状況、

、調理師養成施設設置状況

栄養調査について

厚生労働省における公衆衛生医師確保取組事例

「地域における保健師の保健活動について」の見直 し関係

平成 16年以降の主な制度改正等
新人看護職員研修ガイドラ

研修における連携の例

イン (保健師編 )

都道府県別にみた保援助保健師及び市町村保健師数

・保健所及び市町村の地域保健従事者数

(別冊 )

・標準的な健康・保健指導プログラム (改訂版)(案 )
。健康づ くりのための身体活動基準 2013
・健康づくりのための身体活動指針 2013

ルについて

資-1

資-9

資-9

資 -12

資 -12

資 -13

資 -15

資-17

資 -20

資-23

資-24

資-25

資-26

資-27

資-28

資 -29

資-30

資-30

資-31

資 -32

資-33

資 -34

資-35



平成25年度がん対策予算案の概要
平成25年度予算案 235億円 (平成24年度予算額 275億円)

O平 成19年 4月に施行された「がん対策基本法」及び同年6月 に策定され、平成24年 6月に見直しがされた
「がん対策推進基本計画」を踏まえ、総合的かつ計画的にがん対策を推進する。

20億円(21億円)

(1)がん医療に携わる専門的な医療従事者の育成
新規 'がん医療に携わる看護研修事業
新規 ・医科歯科連携事業
(2)がん診療連携拠点病院の機能強化
(3)医薬品・医療機器の早期開発・承認等に向けた取組

03億円 (
02億円 (
0.1億円 (
193億円 (
0 11意円 (

01億円)
一億円)
一億円)
204億円)
0:1億円)

44億 円(5億円)
(1)がんと診断された時からの緩和ケアの推進
新規 oがん診療連携拠点病院機能強化事業(緩和ケア推進事業)
・都道府県健康対策推進事業 (緩和ケア研修事業)
(2)在 宅医療・介護サービス提供体制の構築

38億円( 34億円)
1 0億円(  ―億円)
09億円( 1 2億 円)
06億円( 16億 円)

17億円(19億円)

・がん診療連携拠点病院機能強化事業 (院内がん登録促進事業 )
・都道府県健康対策推進事業 (緩和ケア研修を除く)
・国立がん研究センター委託費
・がん総合相談に携わる者に対する研修プログラム策定事業

91億円( 92億 円)
68億円( 82億 円)
04億円( 08億 円)
04億円( 0.5億円)

92億円(124億円)

(1)がん予防
・健康的な生活習慣づくり重点化事業 (たばこ対策促進事業)
(2)がんの早期発見
改 ・がん検診推進事業

14.3億円(141億 円)
04億円( 04億 円)
776億円(1100億円)
726億円(1049億円)

96億円(102億円)

○ がんによる死亡者の減少、すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の維持向上
を実現するためのがん対策に資する研究を着実に推進する。
・第3次対がん総合戦略研究経費
・難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究経費
うち がん治療創薬研究関係
・がん臨床試験基盤整備事業

308億円(371億円)
309億円(286億円)
5.0億円(  ―億円)
10億円( 1 5億円)

4億円(4億円)

・がん診療連携lll点病院機能強化事業(′lヽ児がんセンター(仮称)基盤整備事業)
・がん診療連携拠点病院機能強化事業(′ lヽ児がん拠点病院機能強化事業)
。小児がん医療に携わる医師に対する緩和ケア研修等事業
・小児がん拠点病院整備費

05億円(  一億円)
20億円( 25億 円)
03億円( 03億 円)
10億円( 10億 円)

26億円(―億円)
新規・がん診療連携拠点病院機能強化事業(がん患者の就労に関する総合支援事業) 18億 円(  ―億円)

(再掲)力〈ん診療連携拠点病院の機能強化関連

・がん診療連携拠点病院機能強化事業(全体)

資-1
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平成 25年 度がん対策予算案について

235億 円 (275億 円 )

○がん対策の総合的かつ計画的な推進

がんが国民の疾病による死亡の最大の原因となつている現状並びに平成
19年 4月 に施行された「がん対策基本法」及び同年6月 に策定され、平成
24年 6月 に見直しがされた「がん対策推進基本計画」を踏まえ、総合的か
つ計画的にがん対策を推進する。

がん診療連携拠点病院において着手医師をがん医療の専門医師として育成する体制の
構築や、がん医療の専門的な知識及び技能を有する医師、看護師、栗剤師、診療放射線
技師等の育成並びにこれらの医師等に対する指導者の育成を行う。

(主な事業 )

がん診療連携拠点病院機能強化事業 18億円
がん医療水準の向上と地域格差の是正を図るため、がん診療連携拠点病院における
医師等の医療従事者に対して、放射線療法や化学療法等、質の高い医療を行うために
必要な研修を行うほか、患者や家族への相談支援等の実施、地域の医療機関との連携
を推進する。

(補助先)都道府県、独立行政法人等
(補助率)都道府県 (1/2)、 独立行政法人等 (定額 (10/10))

①・がん医療に携わる看護研修事業 21百 万円
がん治療の多様化に伴い、看護業務も多様化しており、がん看護へのニーズは高ま
つてきているため、がん看護を専門とするがん看護指導者を養成する研修会を実施し、
看護師の質の向上を図る。

(委託先)公益財団法人日本看護協会

①・医科歯科連携事業 10百万円
がん患者における口腔 トラブルは、がん治療や生活の質を著し〈低下させるとされ
てお り、がん患者に対する口腔ケアの必要性が高まっているため、歯科医師に対 し、
がん患者の口腔ケアに関する研修会等を行うことで、がん患者に対する歯科医療の質
の向上や均てん化を図る。

(委託先)社団法人日本歯科医師会

1 放射線療法、化学療法、
行う医療従事者の育成

手術療法の更なる充実 と

2
これらを専門的に
0億円 (21億円)
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2.がんと診断されたときからの緩和ケアの推進  4.4億円 ( 5億円)

がん患者とその家族が可能な限り質の高い生活を送れるよう。緩和ケアががんと診断
されたときから提供されるとともに、診断、治療、在宅医療など様々な場面で切れ目無
く実施されるよう、がん診療連携拠点病院等において、各事業を実施する。

(主な事業)

0・ 緩和ケア推進事業
(がん診療連携拠点病院機能強化事業費 )

1億円

がん性疼痛をはじめとする苦痛を抱えた患者に対し、より迅速かつ適切な緩和ケ
アを提供するため、都道府県がん拠点病院において「緩和ケアセンター」を設置し、
緩和ケアチームや緩和ケア外来の運営、重度のがん性落痛が発症した場合に緊急入

院 (緊急緩和ケア病床の確保)による徹底した緩和治療が実施できる体制を整備す
る。また、院内の相談支援センターや都道府県内の拠点病院、在宅医療機関等との
連携を進めることにより、診断時より切れ日の無い緩和ケア診療体制を構築する。

(補助先)都道府県、独立行政法人等
(補助率)都道府県 (1/2)、 独立行政法人等 (定額 (10/10))

3.がん登録の推進とがん医療に関する相談支援及び情報提供体制の整備
17億円 (19億円)

科学的知見に基づく適切ながん医療の提供に資するよう、がん患者の診断・治療内容
等の情報を把握・分析するため、独立行政法人国立がん研究センターにおいて院内がん

登録を進めるとともに、がん診療連携拠点病院に対して精度の高い院内がん登録を実施
するための支援を行う。また、がん診療連携拠点病院以外の医療機関が収集したがん登

録情報を都道府県が回収し、地域ごとのきめ細やかながん対策の推進を図るための支援
を行う。

(主な事業)

・院内がん登録促進事業 9 1億 円
(がん診療連携拠点病院機能強化事業費)

がん診療連携拠点病院における質の高い院内がん登録を促進するための支援を行

う。

(補助先)都道府県、独立行政法人等
(補助率)都道府県 (1/2)、 独立行政法人等 (定額 (10/10))

・都道府県健康対策推進事業 (がん登録部分)             3 1億 円
がん登録を推進し、がんの罹患者数・罹患率や治療効果の把握等、がん対策の基礎

となるデータを把握 し、地域ごとのきめ細やかながん対策を進めるため、がん診療連

携拠点病院以外の医療機関においてがん登録を行うこと等により、医療機関が収集し

たがん登録情報を都道府県が回収し、がん対策の推進を図る。

(補助先)都道府県
(補助率)1/2
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4.がんの予防・早期発見の推進 92億円 (124億円)

働き盛 りの世代が無料で検診を受けることができる乳がん検診、子宮頸がん検診及び
大腸がん検診の体制を整備することなどにより、がんによる死亡リスクの大幅な軽減を
図る。

(主な事業 )

0・ がん検診推進事業 73億円
撃Lがん、子宮頸がん検診については平成21年度より、大腸がん検診については平成23

年度よりがん検診の無料クーポン券等を配布してきているところであるが、がん検診の重
要性や検診方法の理解を促すとともに、検診受診率の向上を図るため、引き続き財政
支援を行う。

また、子宮頸がんは、若年層の罹患が増加傾向にあるとともに、諸外国では低下傾向に
ある死亡率が日本では上昇しており、緊急な取組が求められている。子宮頸がん検診と
して実施している細胞診にHPV検査を新たに組み合わせた場合、感度を高め、がんの
見逃しを減少させることや、検診間隔を延ばしても同等の効果を上げることなどが
期待されているが、わが国における最適な実施方法等の知見は十分ではない。
このため、平成25年度において、全国でHPV検査を実施する場合の方法等を検証す
るため、HPV検査等の知見を確実に収集可能な体制を整えた市町村が、細胞診と同時
にHPV検査を実施する事業に対して支援する。

(補助先)市 町村
(補助率) 1/2
(対象年齢)子宮頸がん :20歳、25歳、

乳 が ん :40歳、45歳、
大 腸 が ん :40歳 、45歳 、
HPV検 査 :30歳、35歳、

(主な事業)

0・ 難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究経費  (※厚生科学課計上)  5億 円
難治性がんや小児がんを含む希少がん等を中心に、抗体医薬等の分子標的薬や核酸
医薬、がんペプチ ドヮクチン等の創薬研究に関して、適応拡大も含め、GLP準拠の非
臨床試験や国際水準の医師主導治験を強力に推進する。また、早期診断を可能とする
革新的な診断方法 (診断薬等)の実用化へ向けた研究を推進する。

第 3次対がん総合戦略研究経費 (※厚生科学課計上)31億 円

難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究経費 (重点を除く)

(※厚生科学課計上)26億 円

30歳、35歳、40歳の女性

50歳、55歳、60歳の女性

50歳、55歳、60歳の男性・女性

40歳の女性

5.がんに関する研究の推進 96億円 (102億 円 )
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6.小児へのがん対策の推進 4億円 (4億円)

小児においてがんは病死原因の第 1位であり、小児がん患者とその家族が安心して適
切な医療や支援を受けられるような環境の整備を目指し、小児がん拠点病院や小児がん
の中核的な機関の整備等を行う。

(主な事業)

①・小児がんセンター (仮称)基盤整備事業               o 5億 円
(がん診療連携拠点病院機能強化事業費)

小児がん拠点病院をとりまとめ、情報の集約・発信、診療実績などのデータベース
の構築、コールセンター等による相談支援、全国の小児がん関連施設に対する診療、
連携、臨床試験の支援等の機能を担う中核的な機関 (小児がんセンター (仮称))の設
置・運営の支援を行う。

(補助先)独立行政法人等
(補助率)定額 (10/10)

① フ.がん患者の治療と職業生活の両立         2.6億 円

がんやがん患者・経験者に対する理解をすすめ、がん患者・経験者及びその家族等の

仕事と治療の両立を支援する。

(主な事業 )

0。 がん患者の就労に関する総合支援事業                1 8億 円
(がん診療連携拠点病院機能強化事業費)    J
長期の治療等が必要ながん患者の「治療と仕事の両立」等を支援するため、がん診
療連携拠点病院に相談窓口を設置し、就労に関する相談支援及び情報提供を行う。

(補助先)都道府県、独立行政法人等
(補助率)都道府県 (1/2)、 独立行政法人等 (定額 (10/10))

8.がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な経費
19百万円 (21百万円)

がん対策の総合的な調整・推進を図るため、都道府県計画作成に関する支援、国際連
携体制の構築や国民に対するメッセージの発信及び施策の進捗管理及び評価等を行う。

・がん対策推進費                         15百 万円
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平成25年度健康増進対策予算案の概要
平成25年度予算案 27億円(平成24年度予算額 30億円)

15億円(17億円)

〈主な事業〉
・たばこ対策促進事業(健康的な生活習慣づくり重点化事業)
・糖尿病予防戦略事業(健康的な生活習慣づくり重点化事業)
・地域の健康増進活動支援事業(健康的な生活習慣づくり重点化事業)
・健康増進事業(肝炎対策分除く)
・栄養ケア活動支援整備事業
・健康日本21推進費 (生活習慣病予防対策推進費)
改 ・食事摂取基準等策定費 (栄養対策総合推進費)
・管理栄養士専門分野別人材育成事業費(栄養対策総合推進費)
改 ・たばこ・アルコール対策推進費
・健康増進総合支援システム事業費

0.4億円 (
0.4億円 (
0.8億円 (
82億 円 (
04億 円 (
0_8億円 (
0.2億円 (
0.2億円 (
0.3億円 (
05億 円 (

04億円)
04億円)
09億円)
92億円)
05億円)
11億円)
01億円)
02億円)
01億円)
05億円)

12億円(12億円)

・循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究費
うち 生活習慣病の新規治療薬の研究開発関係

・国民健康・栄養調査委託費

11億円(  10億円)
25億 円(  ―億円)
1 3億円( 22億 円)

平成25年度地域保健対策予算案の概要
平成25年度予算案 8.6億円 (平成24年度予算額 921意円 )

1億円(13億円)
・市町村保健活動体制強化費
・地域保健従事者現任教育推進事業
・保健師管理者能力育成研修事業
・地域保健活動事業等経費
・地域保健対策啓発普及経費

01億 円 (
05億 円 (
01億 円 (
01億 円 (
03億 円 (

01億円)
07億円)
01億円)
01億円)
03億円)

21億円(23億円)
・地域・職域連携推進関係経費等
・ホームレス保健サービス支援事業費
・地域保健総合推進事業

o6億円( 06億円)
01億円( 0′ 1億円)
1 5億円( 17億円)

55億円(56億円)
・健康危機管理支援ライブラリーシステム事業費
・地域健康危機管理対策事業費
・健康危機管理対策経費
・健康安全・危機管理対策総合研究費

0、 3億円( 03億円)
0.7億円( 07億円)
01億円( 0.1億円)
4.5億円( 4.6億円)
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平成 25年度健康増進対策予算案について

27億 円 (30億 円 )

1 健康づくり‐生活習慣病予防対策の推進    15億 円 (17億円)

健康寿命の延伸を実現することなどを目的とした「健康日本 21(第 2次 )」 を着実
に推進するため、国民一人ひとりが日々の生活の中で自発的に健康づくりの具体的な行

動を起こしていけるよう、地域での健康づくりを着実に実施するために自治体・企業・

民間団体の連携を更に推進し、健康づ〈りの国民運動化を推進する事業などを実施する。

(主な事業 )

・健康日本 21推進費                        o 8億 円

健康日本 21(第 2次 )をより広く国民に浸透させていくために、自治体・企業・
民間団体との連携を主体としたスマー トライフプロジェクトの推進などを図る。

健康増進事業 (肝炎対策分除く)

(補助先)都道府県 (間接補助先 :市町村)、 政令指定都市
(補助率)1/2、 1/3

健康的な生活習慣づくり重点化事業

(補助先)都道府県、保健所設置市、特別区、民間団体
(補助率)1/2、 10/¬ 0

8 2億 円

1 6億 円

2,生活習慣病予防に関する研究などの推進    12億 円 (12億円)

生活習慣病の予防から診断、治療に至るまでの研究を体系的に実施する中で、糖尿病
などの合併症に特化した予防、診断、治療に関する研究を重点的に推進し、今後の対策

の推進に必要なエビデンスの構築を目指す。

また、国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基礎資料とするため、引き続き

国民健康・栄養調査を実施する。

(主な事業 )

・循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業  (※厚生科学課計上)11億 円

国民健康・栄養調査委託費

(委託先)都道府県、保健所設置市、特別区

1 3億 円
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平成 25年度地域保健対策予算案について

8.6億円 (9.2億円)

1.人材育成対策の推進 1億円 (1.3.億円)

地域保健従事者に対する人材育成の中核となる保健所等を中心とした現任教育体制の

構築を推進するとともに、円滑な人材育成を実施するための支援策を講ずる。

(主な事業)

・地域保健従事者の現任教育体制の推進               37百 万円
地域保健従事者の人材育成ガイ ドラインの作成及び研修実施の評価など人材育成
の中核となる保健所等を中心とした現任教育体制の構築を推進するとともに、それ
以外の保健所等の研修内容の把握・評価を行い必要により助言などを行う。

また、研修責任者の人材育成能力の向上のため、国立保健医療科学院が行う研修
に参加する際の代替職員配置等の支援を行う。

(補助先)都道府県、政令指定都市
(補助率)1/2

・新任保健師の育成支援                     11百 万円
新任保健師が家庭訪間などを行う際に退職保健師が育成 トレーナーとなって同行
し必要な助言などを行うとともに、研修への参加機会の確保のため自治体に対し代
替職員設置などの支援を行 う。

(補助先)都道府県、保健所設置市、特別区、市町村
(補助率)1/2

2.地域・職域の連携体制等の推進 2.1億 円 (2.3億 円 )

(主な事業)

。地域・職域連携推進事業                     49百 万円
広域的な地域・職域の連携を図り、生涯を通じた継続的な保健サービスの提供体
制を整備する。

(補助先)都道府県、保健所設置市、特別区
(補助率)1/2

3 地域健康危機管理対策の推進 5.5億円 (5.6億円)

(主な事業)

・健康安全・危機管理対策総合研究の推進 (※厚生科学課計上)    4 5億 円
地域での健康危機管理体制の基盤強化などに資する健康安全・危機管理対策総合
研究事業により総合的な研究を推進する。

資-8



がんに関する統計

項  目 現 状 出 典
死 亡 数 窓数35万 7,305人 (全死因に対し285%)

[男性 21万3,190人 ](全死因に対し325%)
[女性 14万4,115人 ](全死国に対し24.2%)
→  “日本人の 3人に 1人ががんで死亡 "

人口動態統計
(平成23年 )

罹患数 74万 3,p64人 (上皮内がん含む)
[男性 42万 7949人 ]
多い部位 :①胃、②大腸、③肺、④前立腺、⑤肝臓
[女性 31万 5715人 ]
多い部位 :①乳房、②大腸、③胃、④肺、⑤子宮頸部

地域がん登録全国推計値
(平成19年 )

生涯 リスク 男性 :54%、 女性 :41%
→  “日本人の 2人に 1人ががんになる"

国立がんセンターがん対策情
報センターによる推計値
(平成17年 )

受療・患者 継続的な医療を受けていると推計される者は152=6万人
・ 調査日に入院中と推計される者は13万 4,800人
・ 外来受診したと推計される者は16万 3,500人

患者調査
(平成23年 )

がん医療費 3兆312億円
※ 一般診療医療費全体の111%

国民医療費
(平成22年 )

がん対策基本法
(平成18年法律第98号、平成19年4月施行)

L枷 J策を総含白い つ計画白旬に推進 ‖

―

ハ

ー‐

―‐

「

―

がん予防及び早期発見の推進

○ がん予防の推進
0 がん検診の質の向上等

＼

／

∃
　
「

がん医療の均てんイヒの促進等

○ 専P5的な知識及び技能を有する医師、そ
の他の医療従事者の育成

○ 医療機関の整備等
0 がん患者の療養生活の質の維持向上
O がん医療に関する情報の収集提供体制の
整備等

＼

／

Ｊ
　
「

研究の推進等

0 がんに関する研究の促進
○ 研究成果の活用
0 医薬品及び医療機器の早期承認に
資する治験の促進

○ 臨床研究に係る環境整備

」 ＼

¬ /

厚生労働大臣
がん対策推進基本計回案の作成

がん対策推進基本計画

地方公共団体

都道府県がん対策推進計画
がん医療の提供の状況等を
踏まえ策定
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1 がん医療

8禁彎醤曇湾」L竜霞亀蹄 蔵実とチーム医療の推進
③がんと診断された時からの緩和ケアの推進

鱚 、鑢 薫二査麟騎菫鵬 向けた靭
⑥その他(希少がん、病理診断、リハビリテーション)

6がん研究
がん対策に資する研究をよリー層推進する。2年以内に、関係省庁が

務署淵鰹黎諦a7勇臨鍵 ■_体
的な昭事項等

2がんに関する相談支援と情報提供
患者とその家族の悩みや不安を波み上げ、患者とその尿族にとつて
より活用しやすい相談支援体制を実現する。

法的位置づけの検討も含め、効率的な予後調査体制の相築や院内

生鋼
を実施する医療機関数の増加を通して、がん登録の精度を向

8がんの教育・普及啓発

を推進摯群
するがん教育のあり方を検討し、健康教育の中でがん教育

4がんの予防
平成34年度までに、成人喫煙率を12%、 未成年の喫煙率をo%、 受勁
喫煙については、行政機関及び医療機関は0%、 家庭は396、 飲食店は
■5%、 職場は平成32年までに受動喫煙の無い職場を実現する。

0がん患者の就労を含めた社会的な問題‐
就労に関するこ

=ズ
や課題を明らかにした上で、職場における理解の

促進、相談支援体制の充実を通じて、がんになっても安らして働き暮ら
せる社会の構築を目指す。

5がんの早期発見
がん検診の受診率を5年以内に50%(冒、肺、大腸は当面40%)を達成
する。

都道府県がん対策推進計画の見直しの進捗状況 (8月 時点 )

※患者支援、緩和ケア.在宅医療、検診、予防、相談支援・情報提供、医療、地域医療、小児がん等

都道府県がん対策推進計画を見直す予定がある 47自治体

見直しの予定 平成25年 2月 ～4月

31自治体

見直しのための議論を開始していない

平成24年 8月 ～ 11月

主に常設の協議会や検討会等にて議論 42自治体

がん対策推進計画の見直しのために別途設置した検討会等で検討

置雲奪罪奨乱蹴I馨蟹%の
既存の検討会や、①・②の検討会等の下に専門委 16自 治体※

都道府県がん対策推進計画の見直しを行つている検討会の委員数 9人～29人

うち、患者委員の数 1人 114自 治体 2人 :15自 治体 3人 :9自治体 4人 :6自治体 5人 :2自治体

労働省調べ
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都道府県がん対策推進計画の見直しに係る指針
(平成24年 9月 10日 付け厚生労働省健康局がん対策・健康増進課長通知別添 )

第 1 趣旨
(略 )

各都道府県が都道府県計画を見直すにあたっては、基本計画に記載されているとおり、都道府県がん対策推進協議会等への
がん患者等の参画をはじめとして、関係者等の意見の把握に努め、がん対策の課題を抽出し、その解決に向けた目標の設定及
び施策の明示、進捗状況の評価等を実施し、必要があるときは、都道府県計画を変更するよう努めることが必要である。
以下、第2都道府県計画の内容、第3都道府県計画の見直しの手順において、都道府県がん対策推進計画の変更に関する
事項を示すので参考とされたい。

第 2 都道府県計画の内容
都道府県計画は、基本計画を基本として、がん患者に対するがん医療の提供の状況等を踏まえ、医療法 (昭和 23年法律第
205号 )第 30条の4第 1項に規定する「医療計画」、健康増進法 (平成 14年法律第 103号)第 8条第 1項に規定する
「都道府県健康増進計画」及び介議保険法 (平成 9年法律第123号)第 118条第1項に規定する「都道府県介護保険事業
支援計画J等との調和を図ること。この際、基本法並びに基本計画の趣旨に鑑み、これらの記載事項は都道府県が講じるべき
基本的な基準を示したものとして捉えつつ、下記「第3都道府県計画の見直しの方法」に係る事項も含め、地域の特性に応じ
た自主的かつ主体的な措置を盛り込むよう努めることが望ましい。

第 3 都道府県計画の見直 しの方法

①関係者等の意見のllB握

都道府県計画の見直しを行うため、都道府県がん対策推進協議会等、がん対策について議論する体制を整備する。議論には、
がん患者及びその家族又は遺族を代表する者、がん医療に従事する者並びに医療保険者、学識経験のある者が参加すること。特
に、がん患者等の参加に当たつては、がん患者等がきちんと議論に参加できるよう十分な情報提供と解説などの支援を行う必要
がある。また、必要に応じて専門事項について議論する体制を整備する。この際、都道府県がん対策推進協議会等と緊密に連携
することが重要である。
なお、都道府県がん対策推進協議会等での議論以外にも、タウンミーティングの開催、患者・住民へのヒアリングやアンケー
ト調査、パブリックコメントの実施等により、患者・住民の意見を反映させるよう努めること。

②都道府県計画の評価及びがん対策の課顕の抽出
都道府県は、都道府県計画を構築するにあたって、地域がん登録を通じたがん死亡・罹患の状況、患者動向、医療資源等の
情報等を収集し、現状を把握する必要がある。この際、公的統計等により入手可能な情報以外にも、必要に応じ、独自調査やデ
ータの解析などを積極的に行い、活用することが重要である。
把握した現状を分析し、都道府県計画の進捗状況の評価を行い、がん対策の課題を抽出する。

都道府県がん対策推進計画の見直しに係る指針
(平成24年 9月 10日付け厚生労働省健康局がん対策・健康増進課長通知別添)

第 3 都道府県計画の見直 しの方法 (続 き)

③解決に向けた目標の設定及び施策のB」l示
抽出した課題をもとに、地域の実情に応した日欄を設定するとともに、日標達成に要する期間を定めることが望まし
い。目標の設定l_当たっては、基本計画や医療計画における目標を参考にしつつ、基本法及び基本計画に盛り込まれた
政策循環 (PDCAサイクル)の仕組みを十分に踏まえ、地域の課題解決及びそれに資する事項を設定することが考え
られる。
施策については、課題に対応した日標の達成のために、できる限り具体的な施策を盛り込むとともに、各々の施策と
目標の達成との連関を示すことや、その施策の着実な実施に向け必要な財政措置を行つていくことが重要である。

④都道府県計画の変更

①～③の手順によつて、都道府県計画に変更が必要であると認めるときには、都道府県は、都道府県計画を見直し、
住民に分かりやすい形で公表し、周知する必要がある。

⑤進捗状況の評価
計画の実効性を高めるためには、施策の成果と進捗状況に関する評価を行い、必要に応じて計画の内容を見直すこと
が必要である。このため都道府県は、あらかじめ評価を行う体制を整え、都道府県計画の評価を行う組織や時期を計画
に記載するとともに、都道府県は、日様の達成状況や施策の進捗状況を把握し、がん対策の課題を抽出し、課題の解決
に向けた施策の策定等、必要に応じて計画の見直しを行う仕組みを組み込んでいくことが重要である。
また、国は、都道府県におけるがん対策の成果と進捗状況に関する調査を適時行い状況の把握に努めるほか、基本計
画に基づくがん対策の進捗状況について計画期間全体における政策循環 (PDCAサ イクル)を確保するため 3年を目
途に中間評価を行うこととしており、その中間評価に向けて、がん対策の評価に資する、医療やサービスの質も含めた
分かりやすい指標の策定について必要な検討を行うこととしている。このため、都道府県においては、そういった状況
を踏まえながら、がん医療の質の向上、がんの予防及び早期発見の推進などがん対策の評価に資する指標について必要
な検討を行い、今後策定される指標を加えることも含めて、指標による辟価の考え方を組み込んでおくことが望ましい
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がん対策関連の検討会の進捗状況について

ー

・「緩和ケア推進検討会」を平成 24年 4月 から開始し、計 8回開催した。
・ 緩和ケアセンターの整備や身体的苦痛・精神心理的苦痛等の緩和において基本的緩和ケアに求められる
方策を盛り込んだ報告書を9月 に「中間とりまとめ」として公表した。
・引き続き、専門的緩和ケアを提供するための各職種の適正配置、専門的緩和ケアヘのアクセスの改善、緩
和ケアにおける地域連携などについて議論を進めるとともに、緩和ケアセンターに求められる機能について
も―定の議論を行つた。
・今後、拠点病院の指定要件に係る事項について議論を行つた後、「緩和ケアの教育体制」や「緩和ケアの
普及啓発」といった事項について議論を進める予定。

がん検診について
「がん検診のあり方に関する検討会」を平成24年 5月 から開始し、計 4回開催した。
・ 第2-4回 日は主に子宮頸がん検診におけるHPV検査の扱いに関して議論を行つた。今後、他のがん
種や受診率向上施策、精度管理について議論を進める予定。

がん診療提供体制について
「がん診療提供体制のあり方に関する検討会」を平成 24年 12月 から開始し、計 2回開催した。
・ まず、今後のがん診療連携拠点病院のあり方をまとめた上で、がん対策推進基本計画を踏まえ、がん診
療連携拠点病院の要件案を策定する予定。
・ その他、拠点病院の要件以外の課題 (例 t拠点病院の評価、がん医療の質の評価、情報提供)について
も議論する予定。

がん研究について
関係省庁と連携して、年度内に「第3次対がん 10か年総合戦略」に続くがん研究戦略を策定するため
の場を設置し、具体的な検討を開始する。

小児がんにおける現状と課題

・ 小児においてがんは病死原因の第1位であるが、がん対策推進基本計画に小児
がん対策はほとんど盛り込まれておらず、小児がん対策が遅れている。
・ 小児がんは発生頻度が低く、さまざまな部位から発生するうえ、小児から思春期、若
年成人まで発症するため、多種多様ながん種と幅広い年齢層を念頭に置いた対策
が必要。また、治療による合併症に加え、成長発達期の治療による合併症 (発育口発
達障害、内分泌障害、臓器障害等)への対応が必要であり、成人がんとは異なる取
り組みが必要。
・ 毎年、2000～ 2500人の新規患者が約200の施設で治療されているが、必ずしも
適切な治療がなされていない。
・ その他、治療に関する正確な情報提供・相談支援体制の整備、療養環境や教育体
型の整備、治療後                の確立、緩和ケア等が課題
としてあげられる。

(「小児がん専門委員会報告書Jより)

死因1日位 (カッコは死亡率 (人口10万対))>
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小児がん拠点病院の要件 (概要 )
.(「小児がん拠 点病院の整備について」(平成 24年9月 7日健発0907第2号 ))

(1)拠点病院の数

患者数が限られる中、質の高い医療及び支援を提供するため、一定程度の集約化が必要であり、地域バラ
ンスも考慮し、当面の間、拠点病院を全国に10カ所程度整備する。

(2)拠点病院の役割

て、地域全体の小児がん医療及び支援の質
―アップの体制整備等の役割を担う。

(3)拠点病院の要件

①診療機能 (集学的治療の提供、キャンサーボードの開催、長期フォローアップ体制、緩和ケアチームの整備、
地域医療機関との連携、セカンドオピニオンの実施等)

②診療従事者 (放射線治療医師・診療放射線技師・薬剤師・認定看護師等の配置等)

③医療施設 (放射線治療機器の設置、集中治療室の設置※等)

④診療実績 (造血器腫瘍年間10例程度以上、固形腫瘍年間10例度以上(うち脳・脊髄腫瘍が2例程度以
⊇ )

⑤日本小児血液・がん学会の[研修施設」及び日本小児外科学会の「認定施設」であること。

⑥骨髄移植推進財団の移植認定病院又は日本さい帯血バンクネットワークの移植医療機関であること。

⑦相談支援センターの設置

③院内がん登録の実施 ※は必須要件ではない。

⑨臨床研究 (臨床研究専門部署の設置※、CRCの配置※等)
⑩療育環境の整備(保育士の配置、教育支援、プレイルームの整備、長期滞在施設の整備等)

出典 :緩和ケア推進検討会

中間とりまとめ
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緩和ケアセンターの概要
【背景】

がん対策推進基本計画において、親和ケアについては「診断時からの組和ケアの推進Jが重点螺題に掲げられている。現在、がん診療連携拠点病院(全国39フ

カ所)を中心に緩和ケアチームや緩和ケア外来が一定数整備された一方、専門的組和ケアにたどり着けない、施設間の質の格差等の指摘があり、拠点病院で提供
される組和ケアの体制強化と質の向上力(求められている。今なおがん性疼痛をはじめとする苦痛を抱えた患者に対して

め、各都道府県拠点嶺院等において、「緩和ケアセンター」を整備する。

緩和ケアセンターにおいては、緩和ケアチームや緩和ケア外来の運営をはじめ、三度のがん性疼痛が発症した場合に目協墜蒟饉塾五艶底LL饉担ぬ量が実施
できる体制整備の他、都道府県内の拠点病院をはじめ、在宅医療機関やホスビス・緩和ケア病棟等と幽堕LE配慮L口壼固担鐘盪2四盪壼生製を構築する。

(課題)
・がん性疼痛や症状増悪時等に対応
できる体制整備
,緩和ケア外来における質の向上 等

地域緩和医療連携
拠点機能の強化

①医燎日内の在宅目療機関
やホスピス 組和ケア病棟
等との地域性に配慮した強
回な緩和ケア診僚体制の
In業

′②医療日内における組和
ケア診環の実態調査
(緩和ケア病床敗の把lE等 )

③緩和ケ7関連研修会
の管理運営     等

管
理
・運
営

出典 :編和ケア推進検討会
中間とりまとめ

がん診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会
修7証書交付枚数等―買

都道府県がん診療連携拠点病院 等

各拠点病院に組和ケアセンターを整備し、
地域及び施設内の緩和ケア診療体制を構築する。

絹和ケアチームを軸とした

・身体症状担当日鰤     ・E薇ツーシヤルワーカー
・■神佳状担当医師     ・●庫o理士
・口腱ケ7担当歯科医師   ・リハビリテーション:■
・がん■贖専門■臓

"      
関する医瘤従事者

・晨和ケア|1連口定■晨鰤  ・曽理彙姜士
・●和秦物饉法認定凛剤岬  ・歯科脩生士     奪 緊急緩和ケア病床

(病棟)の確保

①症状増悪等の急変時
対応のための体制整備

②鮒治性症状への対応

①根和ケアチームや組和ケア外来の運営
②緊急時の徹慮した緩和医療の実施体制の整備
③在宅医療機関やホスビス等との

親和ケア惨療体制の構築
④緩和ケアの患者相談窓ロ
⑤緩和ケア関連研修会の管理運営
⑥根和ケア鯵療情報の集約・分析

都道府県
交付枚数 開催回数

都道府県
交付枚数 開催回数

北海道 滋賀県 ※

2 青森県 ※ 京都府 ※

3 岩手県 ※ 大阪府 2.237

4 宮城県 ※ 兵庫県 ※ 1442

5 秋田県 ※ 奈良県

山形県 ※ 「口歌山県 ※ 570

福島県 ※ 鳥取県

茨城県 ※ 島根県

栃木県 ※ 岡山県 807

10 畔馬県 広島県 ※ 1.142

崎玉県 1,022 山口県 459

12 千葉県 ※ 1,088 慮島県 ※

13 東京都 3,503 香川県

14 神秦jII県 ※ 1,312 愛媛県

15 断温県 ※ 笥知県 ※

16 富山県 ※ 福岡県 ※

石川県 佐賀県 ※

福井県 ※ 長崎県 ※ 6“

山梨県 鴨本県

20 長野県 806 44 大分県

21 岐阜県 宮崎県 ※ 340

22 静岡県 ※ 882 奎児島県

23 憂知県 2,001 沖縄県 ※

24 二重県 605 合計 36.647
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がん検診の精度管理・事業評価について
がん検診の精度管理を推進するためには、

「目標と標準の設置」

「質と達成度のモニタリング・分析」及び

「改善に向けた取組」

の 3つの段階について、がん検診に関わる関係者 (国、都道府県、市町村、検
診実施機関等)の役割を明確にした上で、それぞれが果たすべき役割を着実に
果たしていくことが求められる。

出奥 :平成20年 3月 がん検診事業あ評価に関する委員会報告書「今後の我が国におけるがん検ぞ事業評価の在り方についてJ

第4回がん検診のあり方に関する検討会資料

技術・体制的指標

目標と標準の設置
●技術・体制的指標
●プロセス指標

がん検診の事業評価において

続的に検診の質を確保するという
観点から.「技術・体制的指標」
及び「プロセス指標」の評価を徹
底し、結果としてがんによる死亡
少効果を目指す事が必要

質と達成度のモニタリング・
. ..1111: 1● ル  JII■1:t l,` ■,       ,

改善に向けた取組

技術・体制的指標としては、「がん検診の事業評価に関する委員会」において平成20年 3月 にとりまと
められた「事業評価のためのチェックリスト」及び「仕様書に明記すべき必要最低限の精度管理項
目Jがある。

●  「事業評価のためのチェックリス ト」
・乳がん検診のための事業評価のためのチェックリス ト (検診実施機関用、市町村用、都道府県用)

・子富頸がん検診のための事業評価のためのチェックリス ト (検診実施機関用、市町村用、都道府県用)
。大腸がん検診のための事業評価のためのチェックリスト (検診実施機関用、市町村用、都道府県用)

・胃がん検診のための事業評価のためのチェックリス ト (検診実施機関用、市町村用、都道府県用 ,

・肺がん検診のための事業評価のためのチェックリス ト (横診実施機関用、市町村用、都道府県用)

●  「仕様書に明記すべき必要最低限の精度管理項目」
・手Lがん検診、子富頸がん検診、大腸がん検診、胃がん検診、肺がん検診

チエックリストの例 (胃がん検診 市町村用)

胃がん検診のためのチェックリスト【市町村用】

1.嵩 瀕 情 諸

(1)対象者の綱羅的な名簿を住民台帳などに基づいて作成しているか

② 対象者に均等に受診勧奨を4bているか
2.受診者の情報管理''つ                  ｀

(1)対象者数喘鶴毒釧りを把握しているか

② 受診者数を性別・坤齢階像別に集計しているか    ゛
③ 個人別の受診幌録)台帳またはデータベースを作成しているか
しa)受診者数を過去の検診受診歴別に集計してLヽるか="

出典 :平成20年 3月 がん検診事業あ評価に関する委員会報告書「今後の性が国におけるがん検診事業評価の在り方についてJ
第4回がん検診のあり方に関する検討会資料
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● プロセス指標としては
・  がん検診受診率
・  要精検率
・  精検受診率、精密検査未受診率、未把握率
・  陽性反応的中度
。 がん発見率     等がある。

● 「がん検診事業の評価に関する委員会」において「各がん検診に関する事業評価指標と
それぞれの許容値及び目標値」が提示された。

」

第4回がん検診のあり方に関する検討会資料

技術・体制的指標 チエックリストの大項目を8害り以上を実施している市区町村の割合

536535 538フ・・フ         539536 557 544

大幅がん

プロセス指標

243
198203 _ヽ

__|1董_
師がん(男女) 大13がん (男女 ) 乳がん(IC去 1年)  子宮口がん (遺去1年)

プロセス指標 精密検査未把握卒等 (平成21年 )

目がん          肺がん          大腸がん

出典:標準的検診法と制度管理に係る新たなシステムなどの開発に関する研究班調べ、

■H19

5フ ア

533

■H21 ●H22

548565 556

■H23

585579565

冒がん

プロセス指標 受診率

撃L力 ス`υ

■H16

子宮がん

`H22
32

口H19
314

233 23

層精密検査未受診旱  精密検査未把握率

子宮頭がん 乳力(ん

平成22年地域保健 健康増進事業報告、平成22年国民生活基礎調査
第4回がん検診のあり方に関する検討会資料

許容値 目標値
全力ぐん乳がん 子宮頸がん 大腸がん 胃がん 肺がん

精検受診率 80%以上 70%以上 90%以上

未把握率 10%以下 5%以下

未受診率 10%以 下 20%以下 5%以下

未受診率+未把握率 20%以下 30%以下 10%以下

要精検率 11.0%以 下 1.4%以下 70%以下 1100/6以下 3.0%以下

がん発見率 0 230/01共」L 005%以上 013%以 上 0110/6以 上 003%以 上

陽性反応的中度 2 4%以上 44%以 上 190/6以上 10%以上 13%以 上
出典 :平成20年 3 の評価に関する委員会報告書「今後の我が国にお り方について

592

249248
202

子富嗅がん (過去2年 )

目がん
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がん検診の効果を発揮するためには、
有効ながん検診を正しく実施する必要がある

厚生労働省におけるこれまでの主な取り組み _=

・ がん検診の指針 (力tん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指
針)を策定し、検診項目、対象年齢、検診間隔等を提示

第 4回がん検診のあり方に関する検討会資料

・技術・体制的指標として、精度管理のためのチエックリスト(都道府県用、
市町村用、検診実施機関用)の策定

・地域保健健康増進事業報告にてプロセス指標のモニタリングに資する項
目を収集

。がん検診推進事業
。がん検診企業アクション

・がん検診推進50%全国大会

がん診療連携拠点病院制1度褐調贔蝠 どな,ir月
10雌

●専P目的ながん医療の提供等
X露
♂塊鯛顧

(手術、放射線療法及び化学療法を効果的に絹み合わせ

―

実施や緩和ケアの実施等)

●地域のがん診療の連携協力体制の構築
(研

'多

や診療支援、患者の受入・紹介等)

●がん患者に対する相談支援及び情報提供

(独)日立がん研究センター
がん対策情報センター

地域の医療機関等 (病院、惨農所 (例 :在宅療
養支援鯵僚所)、 かかりつけEなど)

地域がん診療連携拠点病院

相談支援センター
地域がん診療連携拠点病院

相談支摂センター

地域がん診療連携拠点病院

相瞑支摂セ

"―

前
と

・
糾
縮
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がん診療連携拠点病院のあゆみ
>平成13年 8月 地域がん診療拠点病院の整備に関する指針

>平成14年 3月 地域がん診療拠点病院の指定開始(5施設 )

>平成17年 4月 がん医療水準均てん化に関する検討会報告書
拠点病院指定要件をできる限り数値を含めて明確化すること、地域がん診療拠点病院を、診療・教
育研修・研究・情報発信機能に応じて2段階に階層化すること、特定機能病院を指定の対象とすること等
が提言された。

>平成18年 2月 がん診療連携拠点病院の整備について(旧指針)

>平成18年 6月 がん対策基本法 成立

>平成19年4月 がん対策基本法施行

>平成19年 6月 がん対策推進基本計画の閣議決定

>平成20年 3月 がん診療連携拠点病院の整備について(現在の指針)

>平成24年 6月 (新)がん対策推進基本計画の閣議決定

>平成24年 12月 ～ がん診療提供体制のあり方に関する検討会
平成24年4月 現在 397施設が指定

第1回が 体制の 方 資本

数の拠点病院カ
同-2次医療圏に指定されている現状

下記条件を満たす場合、同一の2次医療圏であつても複数の医療機関が拠点病院に
指定されてきた。

●

整備がより=層図ら左ること
力1明確で」

・ 当該病院を指定することによつて、当該医療圏や都道府県のがん診療体制に期
待される相乗効果が、者「道府県の推薦意見書に数値目標などを用い記載されて
いること。
・ 単に人口が多いということだけでなく、がん患者の通院圏域、拠点病院間の役
割分担、隣接する医療圏との関係等について、都道府県より十分な説明があるこ
と。
・ 都道府県は、拠点病院の運営が適切に行われるための体制を確保するよう努
めること。

(平成24年 3月 9日がん診療連携拠点病院の指定に関する検討会資料より抜粋)

8病院指定 :札幌
フ病院指定 :区中央部 (東京)、 名古屋、乙訓
5病院指定 :仙台、大阪市、広島、福岡 1糸島

(京都 )
(福岡)、 熊本      20
第1回がん診療提供体制のあり方に関する検討会資沐
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都道府県が指定する拠点病院等の現状
(平成24年4月時点)

独自に指定を行つている都道府県数 36

上位5都府県
大阪 46
東京 25
島根 23
鹿児島 15
千葉 13

国と同じ要件 9/36

27/36

国の要件と異なる要件 (多いもの )

放射線治療に関する要件を緩和 (治療機器、医療従事
者の配置、連携も可等)

0本ゴi41馨学
"|"詐
Ⅲ
`が

ん種|,1定を合|'
入院患者数要件を緩和

出典 :がん対策・健康増進課調べ

第1回がん診療提供体制のあり方に関する検討会資米
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知

市
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Ｉ
Ｌ
各

健発第 0128002号

平成 20年 1月 28日

厚生労働省健康局長

「女性の健康週間」の実施について

平成 19年 4月 に策定された「新健康フロンティア戦略」において、「女性の健康

力」が柱の一つに位置付けられ、女性が生涯を通じて健康で明るく、充実した日々

を自立して過ごすことを総合的に支援するため、「女性の健康週間」を創設し、女

性の健康づくりを国民運動として展開することとされております。

これを踏まえ、毎年 3月 1日 から3月 8日 までを「女性の健康週間」とし、別添

「女性の健康週間実施要綱」に基づき実施するので、本週間への御協力を賜 ります

ようお願い申し上げます。

また、各都道府県におかれましては、管内市町村及び関係団体に対する周知につ

いても併せてお願い申し上げます。
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別添

女性の健康週間実施要綱

1,名 称

女性の健康週間

2.趣 旨

平成 19年 4月 に策定された「新健康フロンティア戦 llg.」 において、 「女性の

健康力」が柱の一つに位置付けられ、女性が生涯を通じて健康で明るく、充実し

た日々を自立して過ごすことを総合的に支援するため、 「女性の健康週間」を創

設 し、女性の健康づくりを国民運動として展開することとされた。

これを踏まえ、女性の健康に関する知識の向上と、女性を取り巻く健康課題に

対する社会的関心の喚起を図るため、 「女性の健康週間」を創設 し、国及び地方

公共団体、関係団体等社会全体が一体となって、各種の啓発事業及び行事等を展

開することとする。

3.期 間

毎年 3月 1日 から8日 まで

ただし、地域の実情による期間延長等の変更は差し支えない。

4.主 唱

厚生労働省、 (社)日 本産婦人科医会、 (社)日 本産科婦人科学会

5,協 力

(1)関係府省等

内閣府、地方公共団体

(2)関係団体

(社)日 本医師会、 (社)日 本歯科医師会、 (社)日 本薬剤師会、 (社 )

日本看護協会、 (社)日 本栄養士会、 (財)日 本食生活協会、 (社)全国結

核予防婦人団体連絡協議会、 (NPO)メ ノポーズを考える会、 (NPO)

更年期 とカロ齢のヘルスケアのほか、上記の趣旨に賛同すると認められる報道
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機関及び営利を目的としない法人とする。

関係団体については、厚生労働省のホームページにおいて公表するものと

する。

6.実施の方法

(1)厚生労働省

ア 関係行政機関、関係団体との緊密な連携の下に、女性の健康週間の全国的
な推進を図る。

イ 報道機関等の協力を得て、女性の健康週間の広報・宣伝及び女性の健康づ
くりのための知識の普及を図る。

(2)関係府省等及び関係団体

女性の健康週間の実施に当たっては、次に掲げる方法を参考にして地域の実

情に応じて、創意工夫を凝らした効果的な広報 。宣伝及び知識の普及活動等を

行う。

ア 新聞、テレビ、ラジオ、有線放送、インターネット、行政の広報紙、関係
機関紙、懸垂幕、ポスター及びパンフレット等による広報 。宣伝の実施

イ 講演会、映画会、展示会、保健学級、栄養教室、運動教室、健康相談室等
の開催による女性の健康づくりに関する正しい知識の普及

ウ 管内市町オf及び関連団体に対する周知

7.実施に当たっての留意事項

(1)他の関係団体等と相互に緊密な連携を図り(女性の健康づくりの意識向上
に資する運動を展開すること。

(2)地域の実情に応じて、重点的に実施すべき事項を明確にした上で、広報手
段を積極的に活用するなど、運動の効果的な推進を図ること。
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根 拠 健康増進施設認定規程 (昭和63年厚生省告示第273号 )
認定を行う者 厚生労働大臣

認定期間 10年間
施設類型 運動型 温泉利用型 温泉利用プログラム型

認定要件

1蜆認 ら爛 顆 言与テ卑締 81訴
l②体力測定、運動プロク

・
ラム提供及び応急処置のための設備

③健康運動指導士又はこれと同等以上の能力を有すると
認められる者及び運動指導を行う者の配置
*同等以上の能力を有する者
健康運動指導士の養成カリキュラムと同等以上の内容
の講習会を受講し資格を取得した者
*運動指導を行う者
健康運動指導土又はこれと同等以上の能力を有すると
認められる者が望ましい。

④医療機関と適切な連携関係を有していること

⑤継続的利用者に対する指導を適切に行つていること

①体重・血圧測定、温泉
利用プロク

'ラム提供、生活
指導及び応急処置のた
めの設備の配置

②温泉利用フ
゜
ロク
・
ラムを実

践するための設備の配
置

③温泉入浴指導員の配
置

④医療機関と適切な連
携関係を有していること

認定施設数 353‖E言我 19施設 37施設

医療費控除制度
の概要

指定運動療法施設におい
て、健康スポーツ医等か
ら処方箋を受け運動療法
を行なつた場合、施設利
用料が所得税の医療費
控除の対象となる。

温泉利用型施設において、温
泉療法の知識。経験を有する
医師の指示に基づく治療のた
めの温泉療法を受けた場合、
施設利用料等が所得税の医
療費控除の対象となる。

指定運動療法施
設認定要件

①大臣認定健康増進施設(運動型又は温泉利用型)であること

②健康運動指導士又はこれと同等以上の能力を有すると認
められる者及び健康運動実践指導者又はこれと同等以上
の能力を有すると認められる者が配置されていること

③提携医療機関の担当医が健康スホ一゚ツ医(日本医師会資格)
等であること

④l回毎の施設利用料金が5千円以内に設定されていること

⑤会員以外の者に運動療法等のための利用を認めること等

指定施設数 191施設 3施設

H2412 2

健康増進施設の厚生労働大臣認定制度の概要
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平成 24年度行政栄養士等の配置状況

1.健 康栄養関係行政栄養士数

*保健所には支所、保健センターを含む
・ ( )は嘱託・非常勤においても常勤と同等の勤務時間 (目安・週 4日 以上かつ 1日 6時間以上)で勤務している場合の再掲

2.管 理栄養士、栄養士配置数の増減状況  (平成24年 6月 1日現在)
H2461現在
総 数

H2361現在
総 数

前年度からの

増減数

都道府県 802 796 6

保健所設置市 1,119 1,089※¬ 30

特別区 274 279 -5

市町村 3,682 3,445※ 2 237

合計 5,877 5,609 268

*1 平成24年度より保健所設置市になつた自治体を含む

*2平 成24年度より保健所設置市になつた自治体を除く

(資料 :厚生労働省健康局がん対策・健康増進課 )

(平成24年 6月 1日現在)

都 道 府 県
総 数

保 健 所 設 置 市
総   数

区
数
男特
総

村
数
町市
総 合 計

本  庁 144

(19)

517

(161)

133

(36)

3,682

(11200)

4,476

(1,416)

保健所・

福祉事務所
等*

658

(58)

602

(181)

141

(33)

一　

　

一

17401

(272)

合 計
802

(77)

1,119

(342)

274

(69)

3,682

(1,200)

5,877

(1,688)
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管理栄養士国家試験実施状況

資料 :厚生労働省健康局がん対策・健康増進課

※第19回までは、管理栄養士養成施設の卒業者は試験科目の一部が免除。
第20回以降は、改正栄養士法に基づき六科目免除試験は廃止され、全員全科目受験である。
第25回は、東日本大震災の発生に伴い、3月実施の国家試験を受けられなかった者に対し、フ月に追加試験を行った。

験試科学

願
数

出

者

験

数

受

者
格

数

合
者

合格率
%

第1回

(昭和62)

国家試験

一
験

験受

受

除

計

目
　
免目

科

科

全
　
一二

5,967

5,861

106

5,760

5,472

99

2,338

2,151

43

０

　

９

　

３

第5回

(平成3)

国家試験

計

全 科 目 受 験

六 科 目 免 除 受 験

6.663

5,402

1 261

6,295

5,068

1 227

53 2

第10回

(平成8)

国家試験

．
験
　
験受

受

除

計
　
目

免目

科

科

全
　
六

13,815

12,014

1,801

13,194

11,426

1.768

5,334 40 4

第 15回

(平成 13)

国家試験

験受目科全

計

六 科 目 免 除 受 験

23,078

21,009

2.069

21,748

19,725

2 023

4,662 214

第 20E●El

(平成18)

国家試験

言十

管理栄養士養成課程 (新 卒 )

管理栄養士養成課程 (既 卒 )

栄 養 士 養 成 課 程 (既 卒 )

21,896

5

570

833

513

224

5.504

4,217

37

1 250

26 8

72 3

72
38

第21回

(平成19)

国家試験

計

管理栄養士養成課程 (新 卒 )

管理栄養士養成課程 (既卒 )

栄 養 士 養 成 課 程 (既 卒 )

22,927

6,672

1.145

13.754

7

5

1

592

461

212

919

35 2

818
185
140

第22回

(平成20)

国家試験

計

管理栄 養士養成課程 (新 卒 )

管理栄 養士養成課程 (既 卒 )

栄 養 士 養 成 課 程 (既 卒 )

23.339 22,073

6.955

1,362

13,756

5,607

128

1 233

31 6

80 6

94
90

第23回

(平成21)

国家試験

計

管理栄養士養成課程 (新 卒 )

管理栄養士養成課程 (既 卒 )

栄 養 士 養 成 課 程 (既 卒 )

25,404 23,744

7,608

1,769

14 367

6,877

5,645

152

1 000

29 0

74 2

86
75

第24回

(平成22)

国家試験

計

管理栄養士養成課程 (新 卒 )

管理栄養士養成課程 (既卒 )

栄 養 士 養 成 課 程 (既 卒 )

26,422 25,047

7.865

2.465

14717

8,058

6,187

363

1.503

32 2

787
149
102

第25回

(平成23)

国家試験

計

管理栄 養士養成課程 (新 卒 )

管理栄養士養成課程 (既 卒 )

栄 養 士 養 成 課 程 (既 卒 )

21,287 923

702

145

076

９

　

７

　

２

　

０

6.320

320

1 427

40 5

82 1

149
142

第25回追加

(平成23)

国家試験

計

管理栄養士養成課程 (新 卒 )

管理栄養士養成課程 (既 卒 )

栄 養 士 養 成 課 程 (既 卒 )

1,860 1,562

312

187

1,063

532

206

47

279

34 1

66

25 1

26 3

第26回

(平成24)

国家試験

計

管理栄養士養成課程 (新卒 )

管理栄養士養成課程 (既 卒 )

栄 養 士 養 成 課 程 (既 卒 )

22.384

7,946

2,445

10877

10,480

7,277
712

21491

49 3

91 6

29 1

22 9
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栄養士免許交付数の推移

総数

(累計 )

免許

交付数

免許取得資格

養成施設卒菜 試験合格

昭和 20～ 25年
30年
40年

50年

60年

平成 7年

17年度
18年度
19年度
20年度
21年度
22年度
23年度

7,070

17.937

94,705

245,051

433,378

639,578

854,290

873,652

893,516

913,200

932,054

949,3521

967,3361

3,822

10,029

17.506

19,259

22,110

18,873

19,362

19,864

19,684

18,854

17.298

17,984

3,452

9、 971

17.332

19,246

22.110

18,873

19,361

19,864

19,684

18.854

17.298

17.984

3

58

174

13

0

0

1

0

0

0

0

0

70

※平成22年度宮城県を除く

管理栄養士登録数の推移
総数
(累計 )

免許
交付数

取得資 各
養成施設卒業

昭和 40年

50年

60年

平成 7年

17年

18年

19年

20年

21年

22年

23年

1.671

9,878

28,097

71,733

122,807

128.301

135,804

142,698

149,455

157,472

165、 950

420

1,566

2.047

ユ250

7、 637

5,494

7.503

6.394

6,757

3.017

8,478

290

226

434

5,225

7,633

5,475

7.488

6,384

6,742

3.010

0,469

130

155

318

0

０

０

０

０

０

０

０

1,185

1,295

25

4

19

15

10

15

7

9

(各年12月 末現在 資料 局がん対 ・健康

栄養士養成施設設置状況

総計
(累計 )

指 定
柿貴1数

種 類 別
大 学 短 大 種

校
各
学

昭和 25年
30年
40年
50年

60年

平成 7年

17年

18年

19年

20年

21年

22年

23年

24年

17

83

150
273

(30)

281

(30)

288

(29)

320

(102)

312

(108)

308

(111)

312

(118)
313

(125)
3:4

(130)

306

(130)

303
(131)

1 7

フ

5

3

(0)

1

(0)

12

(0)

14

(10)

8

(6)

6

(3)

7

(7)

9

(7)

7

(5)

34

70

(29)

66

(29)

66

(29)

124

(97)

128

(103)

125

(105)

131

(112)

135

(118)

140
(123)

139

(123)

140
(124)

７

４５

９８

７７

　

８０

　

８２

　

５６

　

４５

　

４３

　

４２

　

３８

　

３４

　

２７

　

２３

13

23

19

18

17

16

15

12

12

７

‐４

‐８

２６

０

３５

０

４０

　

４０

０

３９

０

４０

０

３９

０

４０

０

４０

０

４０

０

４０

０

(各年度当
注 :( )内は管理栄養士養成施設であり再掲である。)
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調理師免許交付数の推移

※平成22年度宮城県除く

総数
(累計 )

免許
交付数

免 許

養成施設
卒  業

請習課程
修  7

試験合格 附則講習
認  定

昭和40年

50年

60年

平成 7年

17年度

20年度

21年度

22年度

23年度

557,747

1.296,138

2.108260

2726.183

3.335,981

3,471.46フ

3513.989

3555,6フ 9

3596046

39,890

107990

62.804

63,352

50059

41,958

42.522

41,690

40367

1,975

17.283

20,039

22751

20,008

17.386

16448

15,546

16613

26,642

84864

42.738

40,591

30,049

24.571

26.060

26,i43

23754

11.106

5,843

27

7

0

1

14

1

0

(

調理技術技能審査実施状況

交付数 累計 試験科目

日本料理 西洋料理 麺 料理 すじ料理 中国料理 醐中平成7年度 2.405 16.612 500

(6022)

202

(3309)

18

(240)

30

(891)

87

(1329)

:.568

(4021)

17年度 28,661 258

(10521)

178

(5042)

13

(398)

24

1 137)

113

(2561)

523

(9002)

20年度 31,897 368

11478)

178

(5579)

12

(447)

23

(1211

127

(2919ヽ

401

(10263ヽ

21年度 32928 321

11フ 99)

191

(5770)

２５

　

４７２

26

(1237〕

91

(3010)

377

(10640)

22年度 33.フ 88 287

(12086ヽ

155

(5925)

．
　

４７２

28

(1265〕

88

(3098)

302

(10942)

23年度 34.504 222

(12308)

100

(6025)

19

(491)

16

(1281)

66

(3164)

293

(11235)

( )i試験科目別累計   (資 料 (厚生労働省健康局がん対策:健康増進課)

調理師の就業届出状況

届出数

寄宿舎 学校 病院 事業所
社会福祉
施設

人
設
老
施
護
健
介
保

41511 27.074 8,697 44688

矯正施設
飲食店
営業

魚介類
販売業 鰊韓

その他 合 計

94、349 7313 243.247

:東日 の影響に り、 てヽ

(資料:平成22年度衛生行政報告例)

総数
(累計 ) 雌躙 颯畔

月l

高校 その他
昭和40年
50年
60年

平成 7年
17年
20年
21年
22年
23年
24年

47
212
243
253
271
271

274
274
272
274

９

‐０

２

０

７

１

５

４

１

５

フ
５９
■
９４
‐０２
‐０２
‐０５

‐０６
‐０４
‐０６

４０

‐４８

‐６‐

‐５６

‐５３

‐５３

‐５３

‐５‐

‐５２

‐５。

10

12

12
13

13

14

一

一

¨

一

３

２

２

２

２

２
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平成23年国民健康・栄養調査について

目  的 :健康増進法 (平成 14年法律第 103号)に基づき、国民の健康増進の総合的な推進を
図るための基礎資料を得る

調査客体 :平成 23年国民生活基礎調査により設定された単位区(約 2,000単位区。東日本大震

災の影響により、岩手県、宮城県及び福島県の全域を除く。)から無作為抽出した

300単位区内の5,549世帯のうち、転出等で対象から外れた 127世帯を除く5,422世

帯及び当該世帯の1歳以上の世帯員

調査項目:[身体状況調査]身長、体重、腹囲、血圧、血液検査、歩数、間診朝長薬状況、運動)

[栄養摂取状況調査]食品摂取量、栄養素等摂取量、食事状況 (欠食、外食等)

[生活習慣調査]食生活、身体活動・運動、休養 (目垂眠)、 飲酒、喫煙、歯の健康等に

関する生活習慣全般

調査結果の概要

〈食生活に関する状況〉

。生鮮食品の摂取状況について、平成 13年と比べると、野菜類、果物類、魚介類の摂取量は

減少し、肉類の摂取量は増加。年齢階級別では、20～40歳代の野菜類、果物類、魚介類の

摂取量が少ない。

・ふだん生鮮食品を入手している者のうち、この 1年間に生鮮食品の人手を控えたり、入手

できなかった理由として、「価格が高い」と回答した者の害1合が 30.4%と 最も高く、20～

40歳代では4割以上。
・世帯の年間収入別食品摂取量は、世帯収入 600万円以上の世帯員に比べて、200万円未満
の世帯員は、野菜類の摂取量は男性のみ、果物類と肉類の摂取量は男女とも少ない。

・災害時に備えて非常用の食料を用意している世帯の割合は、474%。 地域プロック別にみ

ると、東海プロックが 659%と 最も高く、九州ブロックが 24.6%と 最も低い。

(たばこに関する状況〉

・現在習慣的に喫煙 している者の割合は、20.1%(男性 32.4%、 女性 9.7%)。
・平成 22年 10月 のたばこの値上げで喫煙状況に影響を受けた者の害」合は、29.2%。 そのう

ち、たばこの値上げで受けた影響として、「吸うのをやめた」と回答した者の割合は、150%、
「ずつと吸つているが、本数を減らした」と回答した者の割合は 39:0%。

平成 23年国民健康・栄養調査結果の概要については、厚生労働省のホームページをご覧下さい。

http://www mhiw g9,」 p/stf/houdOu/2r9852000002qlst htmi
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0人々の協調行動を活発にすることによつて、社会の効率性を高めることのできる、
「信頼」『規範」『ネットワーク」といつた社会組織の特徴

O物的資本〔PhvJCal cap社J)や人的資本(Human CaphJ)な どと並ぶ新しい概念
(参考)人的資本は、教育によってもたらされるスキル・資質・知識のストックを表す個人の属性

くアメリカの政治学者、ロバート・パットナムの定義〉

2.ソ
=シャル
・キャピタルと市民活動との関係

*出典 :コミュニティ機能再生とソーシャル・キヤピタルに関する研究調査報告書
(内閣府経済社会総合研究所編 平成17年8月 )

ソーシヤル・キャピタル
の各要素と市民活動

量とは正の相関関係
● 市民活動の活性化を通じ
て、ソーシヤル・キヤピタルが
培養される可能性

● ソーシヤル・キャピタルが
かならば、市民活動への参
加が促進される可能性

ソーシヤル・キヤピ勿レの変容をも越 す市民活動の要素

○地縁組織を始めとするネッ
トワークが独立 して存在

○ネットワークヘの参加も自
発性に欠けるものも存在。中
には、垂直的で閉鎖的なネッ
トワークも

OI→ Ⅱ→
Шの順で進

行

(Ⅱ  Ⅲの
同時進行 も

ある。 )

○市民活動により、水平的でオープ
ンなネットワークが新たに誕生

○既存のネットワークとの連携を通
じて、地域の橋渡 し的なソーシャ
ル・キャピタルを培養

○既存のネツトワ=ク も変化し、活

I 先駆性あるいは課題発見力の要素

既存のNPO
やボランティ
ア団体等

地域の課題を発見あ

るいは他の地域に

あつてその地域にな
いものを発見

対応するため
の行動を起こ

す

新しい市民活

動のきっかけ

吟
Ⅱ 人間関係づくりを行 うリーダーシップあるいはコーディネーターの要素

活動テーマ

の設定

地域に情報の共有化
を働きかけ相互理解
を求めるも

テーマに関する理解
者や共に行動してく
れる人々を得る

Ⅲ コミュニケーションのための公共空間の要素

情報共有化、相互理解
を深めるためのコミュ
ニケーションの場 吟囲 ⇒

橋渡 じ型のソーシャ
ル・キャピタルの培
養
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指 定 都 市
20年度

` 08ヽ

21年度
で'o9ヽ
22年魔
(′ loヽ

23年 r

`' 11ヽ

24年度

こ_い コ
=_結千     き

IL J
目  樺  原

苦

__  ■ 足   _

‐     芦
山

″
=」レ  ヽ

口

Jヽ

中 核 市
2o年 度 21年度 強

い
23年度
( [1)
24年菫

`' 12ヽ″ヽ 計 0 0

20年 度
イ
.o8)
1年 度 22年度

`'lo〉

23年度

`'1,ヽ

24年魔
イ′,2)

訃 0

特 別 区
20年度

` o8う

21年度

`'oqヽ

22年薦 23年 度 24年童

20年 度
( 03)
21年 度 22年度

て'loヽ
23年 度

合 計

保 鍵 所 敷 517 510
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公衆衛生医師の募集を行つている自治体

1 北海道 13 福井県 25 岡山県 37 船橋市 49 北九州市

2 青森県 14 山梨県 26 広島県 38 柏市 50 大分市

3 岩手県 15 長野県 27 山口県 39 隣浜市 51 宮崎市

4 宮城県 16 岐阜県 28 香川県 40 相模原市

5 秋田県 17 愛知県 29 愛媛県 41 岐阜市

6 茨城県 18 二重県 30 佐賀県 42 名古屋市

7 栃木県 19 大阪府 31 長崎県 43 大阪市

8 詳馬県 20 兵庫県 32 熊本県 44 堺市

9 埼玉県 21 奈良県 33 宮崎県 45 神戸市

10 千葉県 22 和歌山県 34 鹿児島県 46 倉敷市

東京都 23 鳥取県 35 仙台市 47 広島市

12 新潟県 24 島根県 36 千葉市 48 福岡市

平成25年 1月 28日現在の登録自治体の状況
詳細は各自治体のHPをご覧いただくか、各自治体にお問い

お問合せ先 応募連絡先

厚生労働省 腱‖〔局 力Sん対策・健ちに増避課 公衆脅i生医 Itr確保推進室

所在地 〒1008916 東京都千代田区Viが側122
TCL:03 5253 1Hl(内中祟2335)
FAX :03-3502-3099

E mail communitvheal thOmhl■ gO,D
URL  http://wT″  nhlw 80 jp/bupa/kenko3/kouslluu― eisei― ishi html

発達障害者支援法制定
(17年施行)

1阜鶏発見・発達支援等1事業、発
専門的な医療機関の確保等

児童福祉法改正/児童虐待の防止
等に関する法律改正

児童虐待の定義明確化、通告義務の範囲拡大、市町村における児
童相談に関する体制強化等

介護保険法改正

(18年施行)
要介護度の区分変更と介護予防サービスの導入、市町村における
「地域包括支援センター」の創設等

障害者自立支援法制定
(18年施行)

障害の種別(身体、知的、精神)にかかわらず、共通の制度のもとで
市町村が一元的に福祉サービス等の提供を行う仕組みを構築

高齢者虐待の防止、高齢者の養護
者に対する支援等に関する法律制
定 (18年施行)

高齢者虐待の定義、虐待を受けた高齢者の保護と養護者への支援、
家庭や施設等の虐待通報窓口を市町村とすること等

がん対策基本法制定
(19年施行)

がん対策推進基本計画の策定、がん予防及び早期発見の推進、が
ん医療の均てん化の促進等

自殺対策基本法制定

昇季:妻鼻諄
〕
早
殺#季?総合

的推進、自殺者,親族割こ

医療制度改革
(高齢者の医療の確保に関する法
律制定 (20年施行))

医療費適正化計画の策定、医療保険者への特定健康診査・特定保
健指導の義務づけ、後期高齢者医療制度の創設
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【新人看護職員研修ガイドライン～保健師編～】

●新人保健師の到達目標として、1年以内に経験し修得を目指す項目とその

到達の目安を示している

●研修体制や研修方法は、各所属機関の特性、研修に対する考え方、職員

の構成等に合わせて行えるように、研修体制、研修方法、研修プログラム、

技術指導の例を参考として示しているなどです。

(平成23年 2月 )

保健師は、人間の生命、健康、生活に深く関わる職業であり、住民(労働者)の健やかな
暮らしと、生活者としての価値観及び人権を尊重することを基本とし、その基本的知識・

技術及び倫理観は生涯にわたって研鑽されるべきものである。新人保健師研修におい
ては、専門職業人として成長する上で生涯にわたり自己研鑽を積む基本姿勢を育成す
ることが重要である。

②新人保健師研修は、基礎教育で学んだ知識・技術を土台に、実践活動を通して、保健
師活動の基本的視点を形成するための基礎となる研修である。
③新人保健師を支えるためには、指導者のみならず全職員が新人保健師に関心を持ち、
皆で育てるという組織文化の醸成が重要である。特に、保健師の活動の場が広がる中、
どのような体制下においても保健師に必要な視点を十分育成できることは不可欠であ
る。このガイドラインは新人保健師に求められる基本的能力と、その能力を育成するた
めに必要な体制等を示すと同時に、新人保健師育成を通して周囲の職員が共に成長す
ることを目指すものである。なお、周囲の職員とは、保健師以外の職種も含めて組織を
構成する職員を指すものとする。
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研修における連携の例

麟
◆

実際に

出向き支

出向き支援

実際に

出向き支援

支援

※OJT(On the Job Training):職 場内教育 Off JT(ofFthe Job Training卜 職場外教育
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〇都道府県別にみた保健所保健師及び市町村保健師数

注)1 人口は、平成24年 3月 31日 現在「住民基本台帳」、ただし百単位を四捨五入)
2保健師数は、平成24年 3月 3¬ 日現在「地域保健・健康増進事業報告」
3保健所数は、平成20年 4月 1日現在「健康局総務課地域保健室調べ」
4「都道府県保健所」における「保健師1人あたりの担当人口J=「人口」の内「政令市以外の市町村人口/都道府県保健所保健師数
5保健師1人当り担当人口は、小数点第1位を四捨五人

人   口  (千 人 ) 保健所数 市町村敗 保 健 師 保健岬1人当り担当人ロ

総数

lA)

政令市

特男1区

(8)

政令市

以外の

市町村

(C)

都道

府県

政令市

特別区

政令市

特別区

政令市

以外の

市町村

総数

(D)

都道府県

保健所

(D

政令市

特別区

(Fl

政令市

以外の

市町村

(G)

総数

lAンてD)

都道府県

保健所

(CンC)

政令市

特別区

0ソ(D

政令市

以外の

市町村

(C・1/(G)

1北海道
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O保健所及び市町村の地域保健従事者数

※ 平成24年 3月末現在 (「地域保健・健康増進事業報告」より)
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平成25年度予算 (案)の概要

25年度予算額 (案 )
うち一般会計

うち東日本大震災復興特別会計

335:
3

543百 万円
26, 217百 万円
9, 326百 万円

※平成 24年度補正予算 (案)          35, 820百 万円
○肝炎研究推進のための臨床研究基盤体制の整備   1, 320百 万円
O生活衛生関係営業の安定化支援           314百 万円
0水道施設の耐震化・老朽化対策等の推進    27, 840百 万円
○新型インフルエンザ対策の推進         6, 346百 万円

L_________¨ ― ‐ ´ ‐ ― ― ‐ ― _‐ ― ― ― ‐ ― ― ¨ ‐ ― ― ¨ ¨ ― ― ― ― ‐ ― ― ― ― ‐ ― ‐ ‐ ― ― ― ― ― ‐ ― ‐ ‐ ― ‐ ― ― ‐ ‐ ― ― ‐ ― ― ― ― __― ― ‐ ― ‐ ‐ _」

24年度予算額
(う ち一般会計

(う ち東日本大震災復興特月1会計

336, 203百 万 円 )

298, 084百 万円)
38, 119百 万円)

その他の政策的経費
(新型インフルエンサ

・
対策、

がん対策等)

1,084億円(323%) 原 爆
424億円(427%)

医療費
993億円(296%)

平成25年度
健康局予算額 (案 )

3,355億円
(100%)

保健衛生施設整備費等

18億円(4.9%) 結核等
32億円(32%)公共投資関係費

367億円(110%)
手 当
911億円(272%)

水道施設整備費

349億円(951%)

毒ガス等

7億円(0.8%)
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1 予防接種の推進などの感染症対策   132億 円 (134億円)

平成25年度予算 (案)の概要
(対策別 :新規事項及び主な改正内容等)

平成24年 5月 に厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会より今後の予防接種制度の
在り方全般について提言された「予防接種制度の見直しについて (第二次提言)」 に基づ
き、 3ワ クチン (ヒ ブ、小児用肺炎球菌、子宮頸がん予防)の定期接種化などを内容と
する予防接種法改正法案を平成25年通常国会に提出する。

平成25年度予算案においては、日1反応報告制度の法定化など予防接種法改正に伴う必
要経費を計上する。

なお、子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例基金については、平成24年度末で
終了するが、 3ワ クチンの定期接種費用については、地方財源を確保 し地方財政措置を
講じる。

(主な事業)

①・厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会 (仮称)の新設        6百 万円
予防接種行政の各種施策 (①予防接種基本方針・政策、②研究開発・生産・流通、
③副反応の発生状況)について、一元的・中長期的な視点で評価・検討を行う。

①・予防接種副反応報告整理・調査事業                 50百 万円
予防接種後の副反応報告を法定1ヒ し、これを薬事制度上の副作用等報告と一元的に
取り扱うとともに、個々の副反応報告の評価を実施することとしている。これに伴い、
独立行政法人医薬品医療機器総合機構 (PMDA)に おいて、評価を行うために必要
な副反応報告の情報整理や調査を実施する。

(補助先)独立行政法人医薬品医療機器総合機構
(補助率)定額 (10/10相 当)

①・予防接種副反応報告システム導入・運用経費 16百万円
予防接種副反応報告の情報整理・調査を円滑に実施するためt関係機関 (厚生労働
省、国立感染症研究所、独立行政法人医薬品医療機器総合機構 (PMDA))が 同時
に予防接種副反応報告を共有するためのデータベースを構築する。

〇・予防接種事故救済給付費 12億円
′ 定期接種ワクチンの追加に伴い、予防接種による健康被害が生じた場合の予防接種
健康被害者に対する救済給付を行う。

(補助先)都道府県
(補助率)2/3(負 担割合 :国 1/2、 都道府県 1/4、 市町村 ¬/4)

⑤・予防接種に係る普及啓発 3百万円
制度改正後の予防接種を円滑に実施するため、予防接種法改正事項 (定期接種ワク
チンの追加、副反応報告制度等)について、地方自治体等を対象とした説明会の実施
等を行う。

(1)予防接種の推進 13億円 (11億円)
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0(2)新 型インフルエンザ対策の強化 97百 万円

平成24年 5月 に公布された新型インフルエンザ等対策特別措置法では、新型インフル
エンザが発生した際に速やかにブレパンデミックワクチンを接種する必要がある医療従
事者や社会機能維持者が従事する事業者は、厚生労働大臣の登録を受けることになって
いることから、登録事業者を管理するための基盤整備などを行う。

(主な事業)

0・ プレバンデミックワクチン接種に係る登録事業者管理システム開発調査委託事業
28百万円

プレパンデミックワクチン接種対象者が従事する事業者は、新型インフルエンザ等
対策特別措置法に基づき、厚生労働大臣の登録を受けることと,なつているため、登録
事業者を管理するためのシステム構築に必要なコンサルティングを行い、接種体制の
整備を推進する。

0。 新型インフルエンザ対策事業 (特定接種に係る登録事業経費 ) 58百 万円
プレパンデミックワクチン接種対象者が従事する事業者は、新型インフルエンザ等
対策特別措置法に基づき、厚生労働大臣の登録を受けることとなっているため、プレ
バンデミックワクチン接種対象者が従事する事業者リス トの作成などを行い、接種体
制の整備を推進する。

(補助先)都道府県
(補助率)1/2

(参考)【平成24年度補正予算案】

○新型インフルエンザ対策の推進

新型インフルエンザの発生に備えて、

チンの一部が有効期限切れとなるため、

63億円
国が備警しているプレバンデミックヮク

備蓄の維持に必要な買い替え等を行う。

(3)HTLV-1関 連疾患に関する研究の推進   lo億 円 (10億円)

ヒトT細胞白血病ウイルス 1型 (HTLV-1)への感染対策と、これにより発症する成人
T細胞白血病 (ATL)や HTLV-1関連脊髄症 (HAM)の診断・治療法などに関する研究を、感
染症・がん 。難病・母子保健対策が連携し、HTLV-1関連疾患研究領域として総合的な推
進を図る。

今年 1月 に閣議決定された「日本経済再生に向けた緊急経済対策」に基づき、医療関
連イノベーションを促進するため、新興・再興感染症などに対する次世代ワクチン (新
たな混合ワクチン、万能ワクチン、遺伝子組み換えワクチンなど)の開発に関する研究

0(4)次 世代ワクチン開発に関する研究の推進

を推進する。

-3-

(※厚生科学課計上)



2 がん対策 235億円(275億円)

がん対策の総合的かつ計画的な推進

がんが国民の疾病による死亡の最大の原因となっている現状並びに平成
19年 4月 に施行された「がん対策基本法」及び同年 6月 に策定され、平成
24年 6月 に見直しがされた「がん対策推進基本計画」を踏まえ、総合的か
つ計画的にがん対策を推進する。

がん診療連携拠点病院において着手医師をがん医療の専門医師として育成する体制の
構築や、がん医療の専門的な知識及び技能を有する医師、看護師、薬剤師、診療放射線
技師等の育成並びにこれらの医師等に対する指導者の育成を行う。

(主な事業)

がん診療連携拠点病院機能強化事業 ¬8億円
がん医療水準の向上と地域格差の是正を図るため、がん診療連携拠点病院における
医師等の医療従事者に対して、放射線療法や化学療法等、質の高い医療を行うために
必要な研修を行 うほか、患者や家族への相談支援等の実施、地域の医療機関との連携
を推進する。

(補助先)都道府県、独立行政法人等
(補助率)都道府県 (¬ /2)、 独立行政法人等 (定額 (10/10))

0・ がん医療に携わる看護研修事業 21百 万円
がん治療の多様化に伴い、看護業務も多様化しており、がん看護べのニーズは高ま
つてきているため、がん看護を専門とするがん看護指導者を養成する研修会を実施し、
看護師の質の向上を図る。

(委託先)公益財団法人日本看護協会

がん患者とその家族が可能な限り質の高い生活を送れるよう、緩和ケアががんと診断
されたときから提供されるとともに、診断、治療、在宅医療など様々な場面で切れ日無
く実施されるよう、がん診療連携拠点病院等において、各事業を実施する。

(主な事業 )

0・ 緩和ケア推進事業                          1億 円

(がん診療連携拠点病院機能強化事業費)

がん性疼痛をはじめとする苦痛を抱えた患者に対し、より迅速かつ適切な緩和ケ
アを提供するため、都道府県がん拠点病院において「緩和ケアセンター」を設置し、
緩和ケアチームや緩和ケア外来の運営、重度のがん性疼痛が発症した場合に緊急入

放射線療法、化学療法、

医療従事者の育成

手術療法の更なる充実とこれらを専門的に行う
20億円 (21億円)

(2)がんと診断されたときからの緩和ケアの推進   4.4億 円 ( 5億円 )
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院 (緊急緩和ケア病床の確保)に よる徹底した緩和治療が実施できる体制を整備す
る。また、院内の相談支援センターや都道府県内の拠点病院、在宅医療機関等との
連携を進めることにより、診断時より切れ目の無い緩和ケア診療体制を構築する。

(補助先)都道府県、独立行政法人等
(補助率)都道府県 (1/2)、 独立行政法人等 (定額 (10/10))

(3)がん登録の推進とがん医療に関する相談支援及び情報提供体制の整備
1フ 億円 (19億円 )

科学的知見に基づく適切ながん医療の提供に資するよう、がん患者の診断・治療内容
等の情報を把握・分析するため、独立行政法人国立がん研究センターにおいて院内がん
登録を進めるとともに、がん診療連携拠点病院に対して精度の高い院内がん登録を実施
するための支援を行う。また、がん診療連携拠点病院以外の医療機関が収集したがん登
録情報を都道府県が回収し、地域ごとのきめ細やかながん対策の推進を図るための支援
を行う。

(主な事業 )

院内がん登録促進事業 9 ¬億円
(がん診療連携拠点病院機能強化事業費)

がん診療連携拠点病院における質の高い院内がん登録を促進するための支援を行
う。

(補助先)都道府県、独立行政法人等
(補助率)都道府県 (1/2)、 独立行政法人等 (定額 (10/10))

・都道府県健康対策推進事業 (がん登録部分 )

がん登録を推進 し、がんの罹患者数・罹患率や治療効果の把握等、がん対策の基礎
となるデータを把握 し、地域ごとのきめ細やかながん対策を進めるため、がん診療連
携拠点病院以外の医療機関においてがん登録を行うこ1等により、医療機関が収集し
たがん登録情報を都道府県が回収し、がん対策の推進を図る。

(補助先)都道府県
(補助率)1/2

働き盛 りの世代が無料で検診を受けることができる乳がん検診、子宮頸がん検診及び
大腸がん検診の体制を整備することなどにより、がんによる死亡リスクの大幅な軽減を
図る。

(主な事業)

①・がん検診推進事業                        73億 円
乳がん、子宮頸がん検診については平成21年度より、大腸がん検診については平成23
年度よりがん検診の無料クーポン券等を配布してきているところであるが、がん検診の重
要性や検診方法の理解を促すとともに、検診受診率の向上を図るため、引き続き財政
支援を行う。

3 1億 円

(4)がんの予防・早期発見の推進 92億円 (124億 円)
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また、子宮頸がんは、若年層の罹患が増加傾向にあるとともに、諸外国では低下傾向に
ある死亡率が日本では上昇しており、緊急な取組が求められている。子宮頸がん検診と
して実施している細胞診にHPV検査を新たに組み合わせた場合、感度を高め、がんの
見逃しを減少させることや、検診間隔を延ばしても同等の効果を上げることなどが
期待されているが、わが国における最適な実施方法等の知見は十分ではない。
このため、平成25年度において、全国でHPV検査を実施する場合の方法等を検
証するため、HPV検査等の知見を確実に収集可能な体制を整えた市町村が、細胞診と
同時にHPV検査を実施する事業に対して支援する。

(補助先)市 町村
(補助率) 1/2
(対象年齢)子宮頸がん :20歳、25歳、30歳、35歳、40歳の女性

乳 が ん :40歳、45歳、50歳、55歳、60歳の女性
大 腸 が ん :40歳、45歳、50歳、55歳、60歳の男性・女性
HPV検 査 :30歳、35歳、40歳の女性

(主な事業 )

0・ 難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究経費  (※厚生科学課計上)  5億 円
難治性がんや小児がんを含む希少がん等を中心に、抗体医薬等の分子標的薬や核酸
医薬、がんペプチ ドヮクチン等の創薬研究に関して、適応拡大も含め、GLP準拠の非
臨床試験や国際水準の医師主導治験を強力に推進する。また、早期診断を可能とする
革新的な診断方法 (診断薬等)の実用化へ向けた研究を推進する。

第 3次対がん総合戦略研究経費 (※厚生科学課計上)31億 円

・難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究経費 (重点を除く)

(※厚生科学課計上)26億 円

がん患者・経験者の就労に関するニーズや課題を明らかにした上で、がんやがん患者
・経験者に対する理解をすすめ、がん患者・経験者及びその家族等の仕事と治療の両立
を支援する。

(主な事業 )

⑤・がん患者の就労に関する総合支援事業

(がん診療連携拠点病院機能強化事業費 )

1 8億 円

長期の治療等が必要ながん患者の「治療 1仕事の両立」等を支援するため、がん診
療連携拠点病院に相談窓口を設置 し、就労に関する相談支援及び情報提供を行う。

(補助先)都道府県、独立行政法人等
(補助率)都道府県 (1/2)、 独立行政法人等 (定額 (10/10))
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(5)がんに関する研究の推進          96億 円 (102億円)

0(6)が ん患者の治療と職業生活の両立



(フ )小児へのがん対策の推進 4億円 (4億円 )

小児においてがんは病死原因の第 1位であり、小児がん患者とその家族が安心 して適
切な医療や支援を受けられるような環境の整備を目指し、小児がん拠点病院や小児がん
の中核的な機関の整備等を行う。

(主な事業 )

0・ 小児がんセンター (仮称)基盤整備事業
(がん診療連携拠点病院機能強化事業費)

0 5億 円

小児がん拠点病院をとりまとめ、情報の集約・発信、診療実績などのデータベース
の構築、コールセンター等による相談支援、全国の小児がん関連施設に対する診療、
連携、臨床試験の支援等の機能を担う中核的な機関 (小児がんセンター (仮称))の設
置・運営の支援を行う。

(補助先)独立行政法人等
(補助率)定額 (10/10)

(8)がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な経費
19百万円 (21百万円 )

がん対策の総合的な調整・推進を図ぅため、都道府県計画作成に関する支援、国際連
携体制の構築や国民に対するメッセージの発信及び施策の進捗管理及び評価等を行う。

がん対策推進費 15百 万円
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3 肝炎対策 188億 円 (239億 円)

(1)肝炎治療促進のための環境整備 100億 円 (137億 円 )

インターフェロン治療及び核酸アナログ製剤治療を必要とする肝炎患者がその治療を

B型肝炎及びC型肝炎は、インターフェロン治療あるいは核酸アナログ製剤治療に
より、ウイルスの排除・増殖の抑制が可能であり、その後の肝硬変、肝がんといった
より重篤な病態べの進行を防ぐこと又は遅らせることが可能であることから、これら
の治療に係る患者の自己負担を軽減することにより、適切な医療の確保及び受療促進
を図る。

(補助先)都道府県
(補助率)1/2

保健所等における利便性に配慮した検査体制を確保し、肝炎ウイルス検査等を実施す
るとともに、個々人へのアプローチを積極的に行うなど、着実に検査の受検促進を図る。

(主な事業 )

保健所における肝炎ウイルス検査等の実施

保健所等において、希望者に対して肝炎ウイルス検査等を実施する。

(補助先)都道府県、保健所設置市、特別区
(補助率)定額 (1/2)

10億円

受けられるよう、医療費の助成を行う。

(主な事業)

・肝炎治療特別促進事業の実施

健康増進事業における肝炎ウイルス検査等の実施

健康増進法に基づき市町村が実施する健康増進事業のうち、
いて、引き続き個別勧奨による検診受診促進を図ることとし、
見を推進する。            ‐

99億 円

20億円

肝炎ウイルス検診につ

肝炎ウイルスの早期発

(補助先)都道府県、(間接補助先 :市町村)、 政令指定都市
(補助率)定額 (1/3)

(2)肝炎ウイルス検査等の促進 29億円 (41億円)
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(3)健康管理の推進と安全
への対応      ｀

安心の肝炎治療の推進、
7.
肝硬変・肝がん患者
4億円 (9.9億円)

都道府県が指定・整備する「肝疾患診療連携拠点病院」に加え、二次医療圏に 1カ所
程度で整備されている「肝疾患専門医療機関」においても、患者、キャリア等からの相
談に対する支援体制を整備することにより、患者支援の充実を図る。
また、肝炎情報センターにおいてこれら拠点病院に対する支援として、医師等に研修
を行い、治療水準の向上を図るとともに、患者の視点に立った支援対策等を推進する。

(主な事業)

肝疾患診療連携拠点病院等連絡協議会の設置等 5.2億 円

都道府県において、肝疾患診・・A連携拠点病院を整備し、肝疾患診療連携拠点病院等
連絡協議会を設置するとともに、患者等からの相談等に対応する体制 (相談センター)
を整備する。

(補助先)都道府県、独立行政法人等
(補助率)都道府県 (1/2)、 独立行政法人等 (定額 (10/10))

0・ 肝炎患者の就労に関する相談支援体制の強化 38百 万円

「肝炎対策基本指針」に基づき、就労継続を希望する肝炎患者に対し、肝疾患診療
連携拠点病院の肝疾患相談センターなどに社会保険労務士や産業カウンセラーなどを
配置 し、「治療と職業生活の両立」に関する各種相談や適切な情報提供を行うととも
に、就労支援機関などとの連携を強化する。

(補助先)都道府県、独立行政法人等
(補助率)都道府県 (1/2)、 独立行政法人等 (定額 (10/10))

リーフレットの作成、講習会やシンポジウムの開催等により、積極的に普及啓発を図
るとともに、保健所等において肝炎に関する相談受付を実施するほか、電話・FAXに よる
相談窓口を設けるなど、患者を含む国民に対する情報提供体制を確保する。

(主な事業)

0・ 肝炎総合対策推進国民運動による普及啓発の推進 1億円

肝炎に関する知識や肝炎ウイルス検査の必要性を分かりやす く伝え、あらゆる国民
が肝炎への正しい知識を持ち、自ら積極的に早期発見・早期治療に向けて行動変容し
ていく新たな国民運動を展開する。

(4)国民に対する正しい知識の普及と理解   1.6億 円 (1.8｀億円)
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(5)研究の推進 50億円 (49億円)

平成 24年度を初年度とする「肝炎研究 10ヵ 年戦略」に基づき、B型肝炎やC型肝
炎等の新たな治療方法等の研究開発を推進する。また、平成22年 1月 に施行された『肝
炎対策基本法J及び平成23年 5月 に策定された「肝炎対策基本指針」の趣旨を踏まえ、
引き続き、肝炎対策を総合的に推進するための基盤となる行政的な研究を推進する。

(主な事業)

肝炎等克服緊急対策研究事業 (厚生科学課計上)13億 円

ウイルス性肝炎は国内最大級の感染症であり、感染を放置すると肝硬変、肝がんと
いった重篤な病態に進行する。この克服のために、肝炎ウイルスの持続感染機構の解
明や肝硬変における病態の進展予防及び新規治療法の開発等を行う、肝炎に関する基
礎、臨床、疫学研究等を推進する。

B型肝炎創薬実用化等研究事業 (厚生科学課計上)28億 円

B型肝炎の治療薬である核酸アナログ製剤は、原則として一生服用 し続ける必要が
あり、薬剤耐性等により中断した場合には病状が悪化することが懸念される。このた
め、B型肝炎の新規治療薬の開発等を目指 し、大規模スクリーニング等の創菓研究や
臨床研究等の強化、推進を図る。

(参考)【平成24年度補正予算案】
○肝炎研究推進のための臨床研究基盤体制整備 13億円
日本の肝炎研究の推進を図る二環として、ヒトの遺伝子や免疫機構の解析に関する
究等をより加速させることにより、新しい治療法の開発や新薬の開発を促進させるため
肝炎研究の中核施設である (独 )国立国際医療研究センターの肝炎・免疫研究センタ
に最先端の研究機器を配備する。
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4 難病対策 549億 円 (459億 円)

(1)難病患者の生活支援等の推進 447億 円 (356億 円)

難病の治療研究を推進 し、患者の経済的負担の軽減を図るため、医療費助成を引き続
き実施するとともに、都道府県の超過負担を減少させるべく、所要額を計上する。
(440億 円 (350億 円))
また、平成25年 1月 に厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会でとりまとめられ
た「́難病対策の改革について (提言)」 を踏まえ、「難病対策の推進のための患者データ
登録整備事業」 (新規)を実施する。
(参考 )

「平成25年度における年少扶養控除等の見直 しによる地方財政の追加増収分等の取扱
い等について」(平成25年 1月 27日 三大臣合意 (総務大臣、財務大臣、厚生労働大臣)(抄 )
「 (¬ )特定疾患治療研究事業については、平成26年度予算において超過負担の解消
を実現すべく、法制化その他必要な措置について調整を進めること。」

(主な事業 )

・特定疾患治療研究事業 440億 円
治療法が確立 していない特定疾患に関する医療の確立、普及を図るとともに、患
者の医療費の負担軽減を図る。 (対象疾患 :56疾患)
(補助先)都道府県
(補助率)1/2、 10/10(特 定疾患治療研究費のうちスモン分、スモンに対する

はり、きゅう及びマッサージ治療研究費)

0・ 難病対策の推進のための患者データ登録整備事業 1 5億 円
難病患者データの精度の向上と有効活用、国際協力の推進を図るため、新たに患
者データ登録システムを開発 し、患者・国民・医療現場に成果を還元できる仕組み
を構築していく。

・難病相談・支援センター事業                  1 4億 円
難病患者のもつ様々なニーズに対応したきめ細かな相談支援が行えるよう、都道
府県毎の活動拠点となる「難病相談・支援センター」において、地域における難病
患者支援対策を一層推進する。(47ヶ所)

(補助先)都道府県
(補助率)1/2

重症難病患者入院施設確保事業 1 4億 円
在宅療養中の重症難病患者であつて、常時医学的管理下に置 く必要のある者が
介護者の事情により在宅で介護等を受けることが困難になった場合に一時的に入院
することが可能な病床を、各都道府県の難病拠点病院に確保する。

(補助先)都道府県
(補助率)1/2

―
‖
―



(2)難病に関する調査・研究の推進 102億 円 (102億円)

難治性疾患克服研究事業等 (※厚生科学課計上)  lo2億 円
難病の革新的診断・治療法の開発を促進するため、創薬研究をはじめ、再生医療

技術を用いた研究や個別化医療に関する研究を総合的・戦略的に推進するとともに、

国際ネットワークヘの参加などを通じて、難病対策の国際的連携の構築を図る。

また、希少疾患の中でもきわめて患者数の少ない疾病の医薬品や医療機器の研究
開発に対する支援を行い、製品化を推進する。

5 エイズ対策の推進 54億円 (57億円)

HIV感 染やエイズの発症予防のため、同性愛者等が集まる場所に焦点を
絞つた普及啓発や、保健所等において、夜間・休日など利用者の利便性に配慮した検
査・相談を行う。また、HIV感 染者・エイズ患者への在宅医療・介護を含む医療体
制の整備を図るとともに、患者等の生活の質を高めるため、電話相談やカウンセリン
グ等を行う。

保健所等における検査 。相談体制の充実等により、エイズの発生とまん延の防止を図
るとともに、HIV感 染者等の相談窓口を設置し、電話相談やカウンセリング等により
感染者等のケアを行う。

(主な事業 )

保健所等におけるHIV検 査・相談事業 2 7億 円
HIV検 査・相談について、利便性に配慮 した体制の整備、検査の必要性が高い対
象者やこれらの対象者の多い地域への重点化など、効率的・効果的な施策の推進を図
る。

(補助先)都道府県、政令市、特別区
(補助率)1/2

HIV感 染者等保健福祉相談事業 フ8百万円
全国の中核拠点病院にカウンセラーを設置 し、HIV感 染した者及びその家族に対
する相談を実施することにより、その社会的・精神的な問題の軽減に寄与するととも
に、HlV検 査について検査機会を確保するため、世界エイズデーや HIv検 査普及
週間等のイベン トを活用した検査等を実施する。

(委託先)公募

・血液凝固異常症実態調査事業 7百万円
血液製剤を通じて HIVに 感染した血友病患者を中心に血液凝固異常者の病態を把
握 しごHIVの みならず血液凝固異常症の患者に及ぷ様々な障害について調査し、治
療と生活の向上に寄与するために必要な情報を整理し、研究者、臨床医等に提供する
ことにより、治療とQOLの向上を図る。
(委託先)公募

(1)発生の予防及びまん延の防止 4.8億円 (5億円)
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(2)医療等の提供及び国際的な連携 11億円 (13億円)

エイズ治療拠点病院を中心とする医療従事者への実務研修や診療情報網の強化等、総
合的な医療提供体制を確保するとともに、わが国のエイズに関する国際貢献への期待に
応えるため、国際協力を通 じて、国際的な連携を図る。

(主な事業 )

・ HIV感 染者・エイズ患者の在宅医療・介護の環境整備事業
39百万円

H「V治療の進歩により長期存命が可能となつたH:V感 染者・エイズ患者への
在宅医療・介護の環境を整備するため、訪問看護師や訪問看護治療研究費への実地
研修、かかりつけ医や地域の歯科医への講習会等を実施する。

(委託先)公募  ン

・中核拠点病院連絡調整員要請事業 12百 万円
より高度な医療を受けられる地方プロック拠点病院に集中するHiV感染者やエイ
ズ患者を地域の医療機関で受け入れるための調整を行う連絡調整員 (コ ーディネー
ターナース)を養成し:HlV医 療の連携体制を強化する。
(委託先)公募

血友病患者等治療研究事業 4 6億 円
先天性血液凝固因子障害等患者のおかれている特別な立場に鑑み、社会保険各法
の規定に基づく自己負担分を公費負担する。

(補助先)都道府県
(補助率)1/2

国民のエイズに対する関心と理解を深めるため、青少年や同性愛者等の個別施策層ヘ
の普及啓発、世界エイズデー等における普及啓発イベントやインターネットによる情報
提供等を実施する。

(主な事業 )

・ NGO等 への支援事業 1 4億 円
より効果的なHIV感 染予防の普及啓発や患者支援を行うため、HIv陽 性者や
同性愛者等で構成されるNGOoNPOに よる当事者性のある活動への支援を行
つ。

(委託先)公募
「世界エイズデー」普及啓発事業 26百 万円
国民のエイズに関する関心と理解を高めるため、WHoの 提唱する 12月 1日 の
『世界エイズデー」に合わせ、街頭等における啓発普及活動を実施し、エイズに関
する正しい知識の浸透を図る。

(委託先)公募

(3)普及啓発及び教育 11億円 (12億円)

-13-



(4)研究開発の推進 27億円 (27億円)

我が国の HIV感 染者・エイズ患者の報告数は依然として増加 し続けており、また多
剤併用療法の普及による療養の長期化に伴う新たな課題が生じている。これらの課題に
対応するべく臨床分野、基礎分野、社会医学分野.疫学分野における研究を行う。

(主な事業 )

・医療関連分野におけるイノベーションの一体的な推進 (※厚生科学課計上)2億 円
HIV感 染症のまん延の防止に資する、世界初のエイズ予防ワクチンの開発を進
めるとともに、新たなHIV治 療薬や合併症の治療薬の開発を行い、HIV感 染症
の長期予後の改善を図る。
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6 リウマチ・アレルギー対策の推進   5。 9億円 (5.9億円)

リウマチ、気管支喘息、ア トピー性皮膚炎、花粉症、食物アレルギー等免疫アレル
ギー疾患の治療法等の研究を推進する。また、都道府県において、リウマチ系疾患や
食物アレルギー等に関する研修の実施、正しい知識の普及啓発、診療ガイ ドラインの
普及等を行う。

(主な事業 )

。リウマチ・アレルギー特別対策事業                 6百 万円
リウマチ系疾患や食物アレルギー等について新規患者の抑制を図るため、研修の
実施、正しい知識の普及啓発、診療ガイドラインの普及等情報提供等を行う。

(補助先)都道府県、政令指定都市、中核市
(補助率)1/2

アレルギー相談センター事業 10百 万円
アレルギー患者やその家族に対し、免疫アレルギー疾患予防・治療研究事業の成
果やアレルギー専門家、専門医療機関の所在、最新の治療指針等の情報提供等を行う。
(補助先)財団法人日本予防医学協会
(補助率)定額 (10/10)

免疫アレルギー疾患等予防 L治療研究事業   (※ 厚生科学課計上) 5 7億 円
免疫アレルギー疾患は、長期にわたり生活の質を低下させるため、国民の健康上
重大な問題となっているため、免疫アレルギー疾患について、発症原因と病態との
関係を明らかにし、予防、診断及び治療法に関する新規技術を開発するとともに、
既存の治療法の再評価を行うことにより、国民に対してより良質かつ適切な医療の
提供を目指す。

慢性腎臓病 (CKD)に 関する診断・治療法の研究開発を推進する。また、都道府
県において、CKDに 関する連絡協議会の設置、研修の実施、正しい知識の普及啓発
等を行う。

(主な事業)

・慢性腎臓病 (CKD)特 別対策事業                 9百 万円
CKD対 策を推進するため、都道府県において連絡協議会の設置、研修の実施、
正しい知識の普及啓発等を実施する。

(補助先)都道府県、政令指定都市、中核市
(補助率)1/2

7 腎疾患対策の推進 2.1億 円 (2.4億円 )
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腎疾患重症化予防実践事業 28百万円
腎疾患の重症1ヒや透析導入患者の増加を抑制するため、透析患者数を当初予測よ
り15%減 らすための「腎疾患重症化予防のための戦略研究」の成果を利用した個
別栄養指導等の予防プログラムを実践する。                 ′

(委託先)公募

腎疾患対策研究事業 (※厚生科学課計上)1,7億 円
腎機能異常の早期発見、早期治療、重症化防止とともに、診療現場における診療
連携等の有効な診療システムのエビデンスを確立し、CKDの 腎不全への進行を防
止 し、新たな透析導入患者の減少を図るための研究を戦略的に実施するとともに、
腎疾患の病態について解明を進め、安全で有効な診断・治療法の開発を推進する。

8 慢性落痛対策の推進 1.2億円 (1.2億円)

「慢性疼痛」を来す疾患には、数百万人の患者が罹患しており、多額の医療費を要
し、社会的損失も大きぃため、平成 21年度より開催 している「慢性の痛みに関する
検討会」の報告を踏まえ、平成 23年度より慢性の痛みに関する診断・治療法の研究
開発を推進し、平成 24年度より相談事業を実施している。平成 25年度においても
引き続き両事業を実施する。

(主な事業)

か らだの痛み相談 。支援事業 10百万円
疼痛患者・患者家族が症状を訴えても適切な診断・助言が得られないという現状
を改善するため、的確な相談や助言ができる信頼性の高い相談窓口等患者の受け皿
的機関を設け、患者・家族へのサポー ト体制の整備を図る。
(補助先)公募
(補助率)定額 (10/10)

慢性の痛み対策研究事業 (※厚生科学課計上) 1 2億 円
慢性の痛みに関する研究を継続的に実施するための基盤を形成すること、効率的
かつ効果的な行政施策を実施するために必要な情報を収集すること、病態解明や客
観的な評価方法の確立や画期的な診断・治療法の開発等を推進する。
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9 移植対策 27億円(27億円)

(1)造血幹細胞移植対策の推進 【一部新規】   19億 円 (18億円)
3種類の移植法 (骨髄移植、末梢血幹細胞移植、済帯血移植)の うち、患者の疾病の種
類やステージに応 じて最適な移植法を選択し、実施できる医療体制を整備するとともに、
治療成績の向上を図る。

(主な事業)

0・ 造血幹細胞移植患者 ,ドナー情報登録支援事業 31百 万円
患者の治療内容や ドナーの健康等の情報を登録・分析し、個人が特定されないよう
プライバシすに十分配慮 した上で、医療機関や研究者のみならず、患者相談を行つて
いる者などに公開することにより、 3種類の移植術のうち、患者の疾病の種類やステ
ージに応じて最適な移植法を選択し、治療できるような体制整備を行う。

(補助先)日本赤十宇社
(補助率)定額 (10/10、 1/2)

0・ 造血幹細胞移植医療体制整備事業 65百万円
血液がん等に対する造血幹細胞を用いた早期治療の実践を行うとともに、造血幹細胞
移植に関する人材育成、治療成績の向上及び研究を促進させるための基盤整備を図る。

(補助先)医療法人、独立行政法人等
(補助率)定額 (10/10)

0・ 膀帯血の品質向上のための共同事業に対する支援 18百 万円
謄帯血の調製保存技術に関する研修や、採取技術向上のための検討を進めるなど、僣
帯血の品質の一層の向上を図るとともに、膀帯血移植の更なる安全性の確保を図る。
(補助先)日本赤十字社
(補助率)定額 (10/10)

脳死下臓器提供事例が増加している中、臓器移植が適切に実施されるよう、あっせん
業務に従事する者の増員を行い、あつせん業務体制の充実を図るとともに、引き続き、
移植医療への理解や臓器提供に係る意思表示の必要性について普及啓発に取り組む。

(主な事業)

0・ あっせん事業従事者の増員 18百万円
脳死下臓器提供事例への適切な対応やドナー家族のケアの強化、提供体制整備の支
援を行うため、連絡調整者 (コ ーディネーター)の増員 (35人→38人 )を行う。
(補助先)(社 )日 本臓器移植ネットワーク
(補助率)定額 (10/10)
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(1)健康づくり・生活習慣病予防対策の推進    15億 円 (17億円)

10 健康増進対策 27億円(30億 円)

健康寿命の延伸を実現することなどを目的とした「健康日本 21(第 2次 )」 を着実
に推進するため、国民一人ひとりが日々の生活の中で自発的に健康づくりの具体的な行
動を起こしていけるよう、地域での健康づくりを着実に実施するために自治体・企業・

民間団体の連携を更に推進し、健康づくりの国民運動化を推進する事業などを実施する。

(主な事業 )

・健康日本 2¬ 推進費                         o 8億 円
健康日本 21(第 2次)をより広 く国民に浸透させていくために、自治体・企業・
民間団体との連携を主体としたスマー トライフプロジェク トの推進などを図る。

健康増進事業 (肝炎対策分除く)

(補助先)都道府県 (間接補助先 :市町村 )、 政令指定都市
(補助率)1/2、 1/3

健康的な生活習慣づくり重点化事業

(補助先)都道府県、保健所設置市、特別区、民間団体
(補助率)1/2、 10/10

8.2億 円

1 6億 円

生活習慣病の予防から診断、治療に至るまでの研究を体系的に実施する中で、糖尿病
などの合併症に特化した予防、診断、治療に関する研究を重点的に推進し、今後の対策
の推進に必要なエビデンスの構築を目指す。

また、国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基礎資料とするため、引き続き
国民健康・栄養調査を実施する。

(主な事業 )

・循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業  (※厚生科学課計上)11億 円

国民健康・栄養調査委託費

(委託先)都道府県、保健所設置市、特別区

1 3億 円

(2)生活習慣病予防に関する研究などの推進    12億 円 (12億円)
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11 保健衛生施設などの災害復旧に対する支援 (復興)
6.4億円

東日本大震災で被災した保健衛生施設などのうち、各自治体の復興計画で、平成25年

度に復旧が予定されている施設などの復旧に必要な経費について、財政支援を行う。

(主な事業)

・保健衛生施設などの設備災害復旧に対する支援          54百 万円
(補助先)都道府県、市町村、医療法人等
(補助率)定額 (施設毎に定める額)

・保健衛生施設などの施設災害復旧に対する支援          5 9億 円
(補助先)都道府県、市町村、医療法人等
(補助率)財政援助法又は予算措置により国庫補助率を嵩上げ
1/2→ 2/3(例 :地方衛生研究所、公的精神科病院など)
¬/3→ 1/2(例 :市町村保健センター、民間精神科病院など)
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12 水道事業の耐震化 口老朽化対策、災害復旧の推進など
350億 円 (582億円)

(1)水道施設の耐震化・老朽化対策等の推進  263億 円 (380億円)

災害時においても安全で良質な水道水を安定的に供給できるよう、地方公共団体が実
施する水道施設の耐震化・老朽化対策等の推進に要する費用に対して補助を行う。

(主な事業)
,水道施設整備費補助 〔公共〕

(補助先)地方公共団体
(補助率)1/2,4/10,1/3,1/4

260億 円

(参考 )

【平成24年度補正予算案】

○水道施設の耐震化・老朽化対策等の推進 278億 円
災害時においても安全で良質な水道水を安定的に供給できるよう、地方公共
団体が実施する水道施設の耐震化・老朽化対策等の推進に要する費用に対して
補助を行う。

東日本大震災で被災した水道施設のうち、各自治体の復興計画で、平成25年度に復旧
が予定されている施設の復旧に必要な経費について、財政支援を行う。

水道施設災害復旧事業費補助                     85億 円
(補助先)地方公共団体
(補助率)80/100～ 90/100,1/2

(2)水道施設の災害復旧に対する支援 (復興) 85億 円 (200億円)
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13 生活衛生関係営業の活性化や振興等   27億 円 (26億円)

中小零細の生活衛生関係営業者の営業の振興を図るとともに、生活衛生
サービスの安全・安心の推進のため、全国生活衛生営業指導センターのシ
ンクタンク機能及び、都道府県生活衛生営業指導センターの総合調整機能
の強化を図ると共に、組合・連合会の先駆的取組への支援を行うほか、株
式会社日本政策金融公庫の低利融資を行う。
東日本大震災により被災した営業者自らが復興の担い手となるよう、被
災した営業者の営業再開を支援する。

(主な事業)

・生活衛生関係営業対策事業費補助金 8億円
全国生活衛生営業指導センター及び都道府県生活衛生営業指導センターのシンク
タンク機能や総合調整機能を強化し、理容・美容、クリーニング、飲食店等の生衛
業者が連携して行う地域の活性化を図るなどの事業に対し、支援・指導を行う。

(補助先)① 財団法人全国生活衛生営業指導センター
②都道府県
③全国生活衛生同業組合連合会、都道府県生活衛生同業組合

(補助率),①、③定額
②1/2

株式会社日本政策金融公庫補給金 17億円
生衛業の振興及び経営の安定を図るための、株式会社日本政策金融公庫における
生活衛生資金貸付業務に対する補給金。

(補助先)株式会社日本政策金融公庫
(補助率)定額
(参 考)貸付計画額 1, 150億円

~蕉
参考う
~【

平成2二年度補正亨算1~「
~~……~―――一……―――

生活衛生関係営業の安定化支援 3`1億円 ((株 )日本政策金融公庫への政府出資金)
生活衛生関係営業の安定化を支援するため、(株)日本政策金融公庫の融資
について、開業当初に雇用を維持・拡大する場合等の金利の引下げ措置を実
施する。

・被災した生活衛生関係営業者への支援 (復興)

東日本大震災により被災した営業者自らが復興の担い手となるよう、
業者の営業再開を支援する。

(補助先)全国生活衛生同業組合連合会、都道府県生活衛生同業組合、
財団法人全国生活衛生営業指導センター

(補助率)定額

1 2億円
被災した営

ｒ

Ｆ

ｌ

ｔ [rif[ド II嘗誓i整辱写」ナ
活衛生関係営業東日本大震災復興特

,1貸

付」の

〕
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14 B型 肝炎訴訟の給付金などの支給   572億 円 (345億円)

特定 B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法に基づき、B型肝炎ウ
イルスの感染被害を受けた人々への給付金などの支給に万全を期すため、社会保険診療報
酬支払基金に設置 した基金に給付金などの支給に必要な費用の積み増 しを行う。

(交付先)社会保険診療報酬支払基金

〇保健、医療、福祉にわたる総合的な施策の推進

高齢化が進む原爆被爆者の援護施策として、医療の給付、諸手当の支給、原爆養
護ホームの運営、調査研究事業など総合的な施策を引き続き実施する。
また、広島原爆による黒い雨を体験 して健康不安を訴える方々に対して、個別面
談による心のケアや、健康状態の把握や専門医による対応を実施 し、不安軽減のた
めの取組を推進する。

(主な事業 )
。医療費の支給、健康診断

・諸手当の支給

436億 円

936億 円

65億円保健福祉事業 (原爆養護ホームの運営等 )

15 原爆被爆者の援護     1,481億 円 (1,478億 円)
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16 ハンセン病対策の推進 42億円 (49億円)

ハンセン病問題の解決の促進に関する法律などに基づき、ハンセン病療養所の入所
者への必要な療養の確保、退所者などへの社会生活支援策、偏見・差別の解消のため
の普及啓発などの施策を着実に実施する。

また、ィ)潟象と磨麻養所での摩史的建造物などの保存に向けた取組みを推進すると
ともに、栗生楽泉園に重監房資料館 (※ )を整備する。
※重監房資料館:ハンセン病に対する隔離政策の歴史において、象徴的な施設である「重監房 (特別病

置を講じる。

(主な事業 )
。国立ハンセン病資料館運営費 3 2億 円
国立ハンセン病資料館を運営し、ハンセン病やハンセン病対策の歴史に関する正
しい知識の普及啓発などを行う。

(委託先)公募
・歴史的建造物等の保存等経費 3 7億 円
ハンセン病療養所の歴史的建造物の保存などに向けた取組を行う。

うち重監房再現に関する経費 3 6億 円
国立療養所栗生楽泉園に設置されていた重監房の再現・展示のための重監房
資料館を整備

私立ハンセン病療養所の運営を支援し、入所者に対する必要な療養の確保を図る。

(主な事業 )
・私立ハンセン病療養所運営経費                1 2億 円
(補助先)(―財)神山復生病院
(補助率)定額 (10/10)

退所者給与金・非入所者給与金の支給、ハンセン病療養所入所者家族に対する生活援
護などを行う。

(主な事業 )

・退所者等対策経費 28億円
ハンセン病療養所の退所者に対して、退所者給与金を支給する。また、裁判上の
和解が成立した非入所者に対して、非入所者給与金を支給する。

室)Jについて、歴史の教訓として後世に継承するための施設。

ハンセン病の患者であった者などの名誉の回復を図るため、普及啓発その他必要な措

(1)謝罪・名誉回復措置 11億円 (14億円)

(2)在園保障 1.2億円 (2.2億円)

(3)社会復帰・社会生活支援 30億円 (32億円)
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17 地域保健対策の推進 8.6億 円 (9.2億円)

(1)人材育成対策の推進 1億円 (1.3億円)

地域保健従事者に対する人材育成の中核となる保健所等を中心とした現任教育体制の
構築を推進するとともに、円滑な人材育成を実施するための支援策を請ずる。

(主な事業)

・地域保健従事者の現任教育体制の推進 37百 万円
地域保健従事者の人材育成ガイ ドラインの作成及び研修実施の評1面など人材育成
の中核となる保健所等を中心とした現任教育体制の構築を推進するとともに、それ
以外の保健所等の研修内容の把握・評価を行い必要により助言などを行う。
また、研修責任者の人材育成能力の向上のため、国立保健医療科学院が行う研修
に参加する際の代替職員配置等の支援を行う。

(補助先)都道府県、政令指定都市
(補助率)1/2                            、

新任保健師の育成支援 11百 万円
新任保健師が家庭訪間などを行う際に退職保健師が育成 トレーナーとなって同行
し必要な助言などを行うとともに、研修への参加機会の確保のため自治体に対し代
替職員設置などの支援を行う。

(補助先)都道府県、保健所設置市、特別区、市町村
(補助率)1/2

(2)地域・職域の連携体制等の推進 2.1億円 (2 3億 円)

(主な事業)

・地域・職域連携推進事業

広域的な地域・職域の連携を図り、

制を整備する。

(補助先)都道府県、保健所設置市、
(補助率)1/2

49百万円
生涯を通じた継続的な保健サービスの提供体

特別区

(3)地域健康危機管理対策の推進 5.5億円 (5,6億円)

(主な事業)

・健康安全・危機管理対策総合研究の推進 (※厚生科学課計上 )
地域での健康危機管理体制の基盤強化などに資する健康安全
研究事業により総合的な研究を推進する。

4 5億 円
。危機管理対策総合
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【原子爆弾被爆者援護対策室】

原爆症認定について

)原爆症認定審査について
ア 原爆症認定の状況について
厚生労働大臣が原爆症の認定を行 うに当たって、科学的・医学的見地か

ら専門的な意見を聴 くこととされている「疾病 。障害認定審査会原子爆弾

被爆者医療分科会」では、平成 20年 4月 以降、従来の審査方針 を見直し
た 「新 しい審査の方針」に基づき審査を行い、現在までに約 20, loo
件を超える審査を行っている。

この うち認定件数は、約 10, 300件 を超えてお り、認定件数の増加
に伴い、医療特別手当支給件数が増加す ることか ら、平成 25年度予算
(案)で必要な額を確保 したので、各都道府県、広島市、長崎市 (以下「都
道府県市」 とい う。)におかれても必要な予算措置をよろしくお願い した
い 。

また、認定 となって、都道府県市において遡及 して手当を支給するよう
な場合があるが、既に支給 された健康管理手当との調整等により、適切な

文給をお願い したい。

イ 原爆症認定申請の進達について
厚生労働省では、引き続 き迅速な審査に努めているが、都道府県市を通

じていただく申請書類の中には、審査に必要な検査結果報告書等、医学的

な書類がそろつていない事例 もあり、追加で提出をお願いすることにより

審査に時間を要 している場合 もみられることから、申請書の進達に当たっ

ては、必要 とされている書類の確認に一層の御協力をお願いしたい。

なお、審査に必要な書類については、平成 20年 7月 3日 付け総務課長
通知 「「原子爆弾被爆者 に対する援護に関する法律第 11条の規定による
認定の審査に必要 となる書類等について」の一部改正について」及び同年
9月 8日 付け事務連絡 「原爆症認定申請に係る資料の進達について」を発
出しているので、これ らに留意願いたい。

ウ 指定医療機関の指定について
原爆症認定疾病の医療については、厚生労働大臣が指定する指定医療機

関が担当することとしているが、原爆症認定者数の増カロに伴い、新たな指

定医療機関の指定が必要な場合が考えられる。

各都道府県におかれては、被爆者の要望や利便性にも配慮 し、必要に応

じて医療機関に対 して指定申請を呼びかける等、引き続き御協力をお願い

したい。

なお、指定医療機関の指定事務は各地方厚生局が担当している。
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(2)原爆症認定制度の在 り方の検討について
原爆症認定制度については、平成 21年 12月 に成立 した「原爆症認定
集団訴訟の原告に孫 る問題の解決のための基金に対する補助に関する法

律」の附則 に、原爆症認定制度の在 り方について検討する旨が規定 された。
これを踏まえ、「原爆症認定制度の在 り方に関する検討会」が平成 22
年 12月 より開催 している。昨年 6月 出された「中間とりまとめ」では、
制度の不備 をなくすため、現行制度をより良いものにしてい くとい う今後
の基本的な議論の方向性が示 されたお り、現在、詳細な議論を精力的に行
つているところである。

2.広 島の被爆地域拡大要望について
広島に投下された原子爆弾に伴 う黒い雨については、平成 20年広島市を中
心 として被爆地域周辺の住民を対象 とした実態調査等が実施 され、これ らの報
告を踏まえ、平成 22年国に対 して被爆地域拡大の要望がされたところ。
被爆地域の指定にあたっては、科学的 。合理的な根拠が必要であることから、
「原爆体験者等健康意識調査報告書」等に関する検討会を平成 22年 より開催
し、要望を受けた地域における原爆放射線による健康影響について科学的な検
証を行つた結果、平成 24年 7月 に報告書がとりまとめられたところである。
当該報告書に基づき、広島原爆による黒い雨を体験 して健康不安を訴える方
々に対 して、個別面談による心のケアや、健康状態の把握や専門医による対応
を実施 し、不安軽減のための取組みを推進す ることとしている。 (広島県市に

委 n‐Cの方向)

3_在外被爆者の方々に対する支援について
在外被爆者の方々に対する援護は、平成 14年度に被爆者健康手帳交付のた
めの渡 日支援等の事業を開始 し、平成 16年度に居住国での医療費を助成する
保健医療助成事業を創設 した。

また、国外か らの申請手続については、平成 17年度に健康管理手当等の申
請、平成 20年度に被爆者健康手帳の申請、さらに平成 22年 4月 からは原爆
症認定及び健康診断受診者証の申請 を可能 とす るなど支援の充実に努めてい

る。

在外被爆者の方々が高齢化 していることに鑑み、都道府県市におかれては、
なお一層の円滑な事務処理をお願いする。

なお、在外被爆者の方々が居住国でかかった医療費に対 して助成を行 う保健

医療助成事業については、平成 25年度予算 (案)において上限額を以下のと
お り見直す こととしている。

(参 考 )
保健医療助成費上限額の見直 し

'176, 000円  →  179, 00o円 (通常)
。187, 000円  →  191, Ooo円 (4日 以上入院 )
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(1)在外被爆者の方々からの原爆症認定申請について
軸 の方々からの原爆症認定申請については、平成 20年 6月 に成立した改
正被爆者援護法の附則において、「政府 |ま、この法律の施行の状況等を踏まえ、在外

被爆者に係る原爆症認定申請の在り方について検討を行う」旨規定されたことを受け

て、検討した結果、平成 22年 4月 か ら国外か らの原爆症認定申請を可能 と
したところである。

申請にあたっては、在外公館で受け付けた後、都道府県市を通 じて国に進

達 していただいているので、引き続 き御協力をお願いしたい。

なお、審査結果については、都道府県市を通 じて直接申請者へ送付するこ

ととしているので、留意願いたい。

(2)未払い手当について
平成 19年 2月 の最高裁判決を受け、時効を理由に未払い となつていた平
成 9年 11月 分以前の健康管理手当等の支払いを平成 19年 4月 より開始 し
ているが、手当証書等の書類が文書保存期間を経過 し廃棄 されているなどの

理由により確認できない場合には、その他の関係書類により可能な限り当時
の手当認定の事実を推認することにより、未払手当の支給を行 うこととして
いる。都道府県市におかれては、該当す る案件がある場合には、個別に照会

願いたい。

(3)402号 通達に係る在外被爆者の方々への賠償について
402号 通達に関 しては、約 1, 200名 の在外被爆者又はその遺族の方
々が、大阪、広島及び長崎の各地方裁判所に提訴 している。

これに対 しては、平成 19年 11月 の三菱徴用工最高裁判決で示 された要
件 と同様の状況にあることが確認できた方については、和解により賠償金を

支払 うこととし、各地方裁判所において和解に向けた手続を行らてぃる。
この和解に係 る要件の確認に当たっては、被爆者健康手帳の交付等の事実

確認につき、都道府県市の御協力が必要であり、各裁判所から調査嘱託がな
されているので、引き続き御協力をお願い したい。

(参 考 )
O在外被爆者 の方々の国家賠償について
。平成 19年 11月 の最高裁判決において、被爆者が出国 した際に各種手
当の支給を停止する取扱いを規定する通達 (いわゆる「402号 通達」)
の発出及び運用に関し、過失があった として、 loo万 円の国家賠償請
求が認められた。
・同様の状況にある在外被爆者の方々に対する対応については、国家賠償
にかかわるものであり、司法の場を通 じて要件の確認をした上で、和解
により賠償金を支払 うことが適当であ り、 10o万 円の賠償金 とlo万
円の弁護士費用を支払 うこととしている。      _
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4.各種手当について
(1)各種手当額の改定について
平成 25年度の各種手当額については、全国消費者物価指数の対前年比変
動率が0_0%と なった結果、平成 25年 4月 か らの手当額については、現在
と同額 となる。

また、現在支給 されている手当額は、特例法でマイナスの物価スライ ドを
行わず手当額 を据え置いたことなどにより、本来の手当額 よ り1.7%高い水
準で支払われている。この特例水準について、平成 25年度から27年度ま    

‐

での 3年間で解消す る法律が、平成 24年 11月 に成立し、平成 25年 10
月か ら施行 されるため、平成 25年 10月 以降の手当額は、現在 より0.7%    ‐

引き下がることになる。

なお、解消の全体スケジュールは、H25.10～▲o,7%、 H26.4～▲0.7%、 H27.
4～▲0.3%と なっている。

(参 考)手 当額 (月 額)の見直 し
(現行)    (平 成2鮮 10月 )

・医療特別手当     136,480円  →  135,540円
。特別手当       50,400円  →  50,050円
。原子爆弾小頭症手当  46,970円  →  46,650円
・健康管理手当     33,570円  →  33,330円
。保健手当         16,830円   →   16,720円

33,57o円   →   33,330円
。介護手当 重度    104,530円  →  104,530円

中度     69,680円  →  69,680円
。家族介護手当     21,420円  →  21,270円

(2)現況の把握等について
従前より在外被爆者について、各種手当を受給している場合には、現況の届
出を毎年 5月 に提出 していただき、現況を把握することとしているが、平成
18年 4月 1日 から、国内の被爆者の現況の把握を確実に行 うため、直近 1年
以内の現況を把握できない被爆者は現況の届出を提出いただくこととしている。
国内の被爆者の場合は、住民基本台帳の活用等により、届出に換えることが
できるので、引き続き、適切な対応をお願いしたい。                 ・

また、各種手当の支給に当たっては、それぞれの手当ごとに定めている支
給決定手続を遵守し、適切な支給をお願いしたい。

5.その他
(1)健康診断について
ア 実施時期について
被爆者及び被爆二世の健康診断については、適切に広報していただくと
ともに、受診者の利便性を図る観点から、年度の早い時期から実施するよ
う配慮願いたい。
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イ 被爆者援護法に基づく健康診断と特定健康診査の実施について
平成 20午度より、「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づく、特
定健康診査が実施されているところであるが、被爆者健診の検査項目の一
部が重複しており、受診者の負担の軽減を図るため、引き続き、可能な限
り共同実施ができる体制づくりに努めていただきたい。
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【指導調査室】

6 公衆衛生関係行政事務指導監査について

(1)平成 25年度の指導F_a査について

ア 指導監査の日程について
原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律 (以下「原爆被爆者援護法」という。)、

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 (結核に関する事務に限

る。以下 「感染症法」という。)並びに特定疾患治療研究事業に関する行政事務指
導監査については、平成 25年度においても別記の計画により実施することとして
いるので、対象都道府県等にあっては、特段の御協力をお願いする。

なお、具体的な実施 日程は別途通知する予定である。

イ 提出資料の作成等について
指導監査の実施に当たっては、毎年度、都道府県等における事業の実施状況につ

いて事前に資料の提出をお願いしているところであり、提出資料の作成に当たって

は、対象都道府県等にお示 しする作成要領等に留意するとともに、期限 (指導監査

実施時期の 60日 前)ま でに提出されるようお願いする。
なお、 「厚生労働行政総合情報システム」 (http:〃www,wish.mhlw.go.jp/)に

平成 25年度の提出資料の様式を掲載することとしているので活用されたい。
また、併せて実施する 「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」の事務指導

監査についても、資料の提出等に当たり、関係部局との連携方、特によろしくお願

いする。

ウ 指導監査の重点事項について
平成 25年度の指導監査においては、各制度ごとに以下の事項を重点事項として
実施することとしている。

(ア )原爆被爆者援護法関係

a 被爆者健康手帳の審査・交付状況
(申請書類の審査、広島・長崎両県市への照会、必要書類の添付、事情聴取、

記録の確認、未処理案件の状況 )

b 健康診断の実施状況
(健康診断の周知・受診勧奨の状況、精密検査対象者の未受診理由の把握状

況、交通手当の支給状況)                ′
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―   c 原爆症認定申請の事務処理状況
(必要書類の確認状況、認定書の返還状況、認定書・却下通知の処理状況)

占 各種手当の認定、支給事務処理状況
(各種手当の認定、支給台帳の整備状況)

(イ )感染症法関係

a 健康診断の実施状況
(対象者の選定・受診者の把握方法、受診者・未受診者の把握状況、未受診

者への受診勧奨方策、患者との接触者に対する健康診断受診勧告等の状況)

b 医師及び病院管理者が行う届出状況
(届出状況、医師及び病院管理者への指導状況)

c 家庭訪問等指導の実施状況
(訪問基準の整備状況、家庭訪問等指導の実施状況)

d 就業制限の実施状況
(感染症の診査に関する協議会 (以下「協議会」という。)への諮問・報告    |

|

状況、就業制限の手続状況 )

e 入院勧告の実施状況
(協議会への諮問・報告状況、患者等への説明・意見を述べる機会の付与の

手続状況、勧告等の手続状況)

f 結核医療費の公費負担事務処理状況                      |
(公費負担申請書の審査・事務処理状況、承認始期の状況、療養費払の書類    ¬
の整備・処理状況、自己負担の認定に係る書類の確認状況、連名簿及び診療

報酬明細書の写し等による審査点検状況)

(ウ )特定疾患治療研究事業関係

a 特定疾患対策協議会の運営状況
(協議会規程等の整備・委員の構成状況、審査体制等の状況 )

b 特定疾患医療受給者証及び特定疾患登録者証の審査、交付状況
(受給者証の有効期間の確認、生計中心者 。自己負担限度額の審査状況)

c 公費負担事務処理状況
(連名簿による承認期間・受給者番号等の点検確認状況、診療報酬明細書の

写し等による審査点検状況 )

d 連名簿及び診療報酬明細書の写し等を活用した事業評価への取組状況
(診療内容の調査・分析状況、調査・分析結果の情報提供等の状況)
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e 難病患者認定適正化事業の実施状況
(特定疾患調査解析システムの入力状況、厚生労働省へのデータ送信状況)

(2)平成 24年度の指導監査における主な指摘事項について

平成 24年度の指導監査は、 42の 自治体を対象に実施することとしており、昨年
末時点で、約 8割の実施を終えたところであるが(これまでの指導監査において是正   .
改善を図る必要があると指摘した主な内容は以下のとおりである。

なお、これ らの指摘事項には、過去に是正改善を図るよう指摘 したにもかかわらず、  ｀

依然 として改善されていない事例も含まれているので、各自治体におかれては、改め

て指摘の趣旨を御理解の上、改善に向けて適切に対処されるよう、一層の御尽力をお

願いする。

ア 原爆被爆者援護法関係
・ 被爆者健康手帳の交付の遅延

イ 感染症法関係
(ア)定期健康診断の低受診率、報告書未提出の事業所等への指導が不十分
(イ )定期健康診断 (一般住民)の対象者の範囲、広報内容が不適切な市町村への指
導が不十分

(ウ )接触者に対する健康診断受診勧告の実施、未受診者対策が不十分
(工)医師及び病院管理者からの入退院届が遅延 (未提出)
(オ)新登録患者に対する家庭訪問等指導の実施が不十分
(力 )就業制限の通知が行われていない等実施が不適切
(キ)入院勧告に係る協議会への諮問・報告、患者等への説明・意見を述べる機会の
付与手続等の実施が不適切

(ク )公費負担に係る連名簿等の審査点検が不十分

ウ 特定疾患治療研究事業関係
。 特定疾患調査解析システムによる一次判定が未実施

・ 事業評価への取組及び当省へのデータ送信が不十分
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(別 記 )

平成 25年度公衆衛生関係行政事務指導監査実施計画

実 施 期 間
'自

治 体 名 備 考

各自治体ごとに

実施期間を定めて

別途通知する。

(都道府県)

青 森 県 山 形 県

群 馬 県 埼 玉 県

愛 知 県 二 重 県

兵 庫 県 鳥 取 県

高 知 県 福 岡 県

茨 城 県

神奈川県

京 都 府

島 根 県

長 崎 県

[19]
栃 木 県

山 梨 県

大 阪 府

山 口 県

(指定都市)         [  7]
千 葉 市 横 浜 市 静 岡 市 京 都 市

堺  市 北九州市 熊 本 市

(中核市)         [  lo]
宇都宮市 高 崎 市 富 山 市 長 野 市
豊 橋 市 豊 中 市 下 関 市 松 山 市

高 知 市 鹿児島市

(政令市)

町 田 市 藤 沢 市

(特別区)

千代田区 中 央 区
北  区 板 橋 区

[ 2]

渋 谷 区

足 立 区

[    8]

中 野 区

江戸川区

[合計 46]

(注 )

1 指定都市について

は、感染症法 (結核

に係る事務に限る。

以下同じ。)及び精

神保健福祉法につい

て実施する。

中核市 。政令市 ‐

特別区については、

感染症法についての

み実施する。

平成 24年度の対

象自治体であって

も、当該年度におけ

る指導監査の結果に

よつては、平成 25

年度において追加し

て実施する場合があ

る。
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フ 保健衛生施設等施設 ,設備整備費補助金について

(1)平成 25年度予算 (案)について
○ 一般会計

(項)保健衛生施設整備費
(日 )保健衛生施設等施設整備費補助金            883百 万円

【補助メニュー】

(項)地域保健対策費

(日 )保健衛生施設等設備整備費補助金          1, 560百 万円

【補助メニュー】

○ 東日本大震災復興特別会計 (復興庁一括計上)

(項)社会保障等復興政策費
(日 )保健衛生施設等設備整備費補助金             65百 万円

(日 )保健衛生施設等設備災害復旧費補助金           54百 万円

(項)社会保障等復興事業費
(日 )保健衛生施設等災害復旧費補助金            590百 万円

。原爆医療施設

・感染症指定医療機関
。農村検診センター

・医薬分業推進支援センター

・精神科病院
。結核研究所

。結核患者収容モデル病室  ・原爆被爆者保健福祉施設
,放射線影響研究所施設   ・感染症外来協力医療機関
。多剤耐性結核専門医療機関 ・エイズ治療個室等の施設
・HIV検査 。相談室 ・食肉衛生検査所
・小児がん拠点病院     ・難病相談・支援センター
・新型インフルエンサ

゛
患者入院医療機関 等

。原爆医療施設
:感染症指定医療機関
,食肉衛生検査所
。HIV検査・相談室

・精神科病院
。さい帯血バンク

・組織バンク

・眼球あっせん機関
。医薬分業推進支援センター

・エイズ治療拠点病院

・市場衛生検査所
。マンモグラフィ検診機関
。 新在世インフルエンサ

゛
患者入院医療機関

・食品衛生検査施設

。結核研究所

・地方中核がん診療施設
。と畜場
。難病医療拠点・協力病院

(CADシステム整備事業)

・感染症外来協力医療機関

・末梢血幹細胞採取施設 等

※下線は平成24年 11月 に追加 したメニュー
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(2)平成 25年度整備計画について

保健衛生施設等施設整備費補助金に係 る平成 25年度整備計画内容の説明聴取につ
いては、既に各地方厚生 (支)局において実施 したところであるが、例年、建設用地
の確保、地域住民との調整等により内示 (実施計画承認)後に申請取 り下げ又は計画
の変更といつたケースが見受けられるので、各都道府県等におかれては、事業者の整

備計画の進捗状況を十分把握するとともに、事業の延期・中止等の事態を生 じさせる

ことがないよう、事業者等に対しても適切な指導をお願いする。

なお、 PFI手 法を活用 した施設整備を検討する際は、内閣府において PFI専 門
家の派遣やホームページを通じた情報提供等を行っているので御活用願いたい。

8 毒ガス障害者対策について

毒ガスによる健康被害を受けた方々に対する各種事業については、広島県、福岡県

及び神奈り|1県に委託 して実施 しているところであり、これらの県におかれては、今後

とも協力をお願いしたい。

また、平成 25年度の手当の支給額については、原爆被爆者に対する各種手当と同
様に、平成 25年 10月 から△ 0.7%分 を引き下げることとしている (介護手当除
く)た め、改定に向けて準備をお願いしたい。

(参 考 )
手当額 (月 額)の見直し

(現行)   (平 成25年 10月 )
100,670円   →   99,970円特別手当

医療手当

入院8日 。通院3日以上

入院8日・通院3日未満

健康管理手当

保健手当

介護手当 重度
中度

家族介護手当

35,930円

33,570F弓

33,570円

16,830円

104,290円

69,520円

21,420円

→   35,680円

→   33,330円

→   33,330円

→   16,720円

→  104,290円

→  69,520円

→   21,270円
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原子爆弾被爆者に対する援護の仕組み

原子爆弾被爆者に対する援護として、被爆者が受けた放射能による健康被害という、他の戦争犠牲者には見
られない「特別の犠牲」に着目し、国の責任において、医療の給付、各種手当の支給等、総合的な保健口医療 J

福祉施策を講じている。

被爆者の範囲 以下
のいずれかに該当する者であって「被爆者健康手帳」の交付を受けた者 【手帳保持者 約21.1万人】

(平成23年度末)

①原爆投下の際「被爆地域」(広島市。長崎市の区域,隣接地域)に在った者
②入市被爆者(原爆投下後2週間以内に爆心地付近(約2km)に入市した者)
③救護被爆者(放射能の影響を受けるような事情の下にあった者)など

認定を受けた者には医療特別手当(月額136:480円 )を支給 【支給対象者 約8,100人】
※手当額は平成24年4月 以降の額。平成25年 10月 以降は月額 135,540円。 (平成23年度末)

被爆者の疾病について①原爆放射線に起因し、②現に医療を要する状態にあるかを認定
:原子爆弾被爆者医療分科会にて専門的な観点から客観的に審査し、厚生労働大臣が認定
「厚生労働大臣は、原爆症認定を行うに当たっては、政令で定める審議会(*)の意見を聴かなければならない。」(被爆者援護法第11条第2項 )

1援 護 措 置 l【 1,481億円 (平成25年度予算(案 ))】
1 医療の給付(医療費の無料化)【  436億円】

【  936儒テ1可】
健康管理手当 (月額:33,570円 )【支給対象者 約17.9万人(平成23年度末)】 (被爆者の85%が受給)
医療特別手当 (月額:136,480円 )【支給対象者 約8,100人 (前出)】     など
※手当額は平成24年4月以降の額。平成25年 10月以降は健康管理手当 (月額,:33,330円 )医療特別手当(月額:135,540円 )3健康診断の実施(年2回 )
4福祉事業の実施(居宅生活支援、原爆養護ホーム事業など)
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(平成25年度予算 (案):約 1,481億 円)

原爆投下当時の広島市 。長崎市の区域及びそれに隣接する政令で定める区1或内にいた者等

広島市長・長崎市長 。都道府県知事が認定して「被爆者健康手帳」を交付

全 員

|

医療保険の自己員担分を国贅で補壇

(ごく例外を除き、すべての疾病)

介護保険の医療系サービスの1割負
担分も国費で補嗅

爆関係の援護施策の概要

・特別養護者人ホームの入所や

デイサービスの利用時などの

1割負担分を公費で補瞑

各手当の支給要件該当の認定を受けた者

【代表例】

0 健康管理手当
・一定の疾病にかかってぃる者
広島市長・長崎市長 都道府県知事がそれぞれの
「自査会」の意見を聴いたうえて測定

層渠饗髯
響によるもので.●gいことが明らかな揚8

○ 健康管理手当
月顕33. 570円 (H244現在)

O この他に、保健手当、特別手当.原子爆弾小頭症
手当、介護手当、家族介護手当がある

一定の要件を
満たした者

申請が認められた者
○ 原爆景瞳ホームヘの入所を希望する者
・身体上又は精神上の障害のため、日常生活に支障があ
る者等
○ 介護保険法に規定する訪間介護サービス等を希望する
者
・低所得者の被爆者で介護保険法による認定を受けてい
る者

福7■サービスの提供
°
 厘疑計暦座要台含8合暫奮石磐伊

所、特景5カ所)
・ディサービス・ショートスティも実施

°
 奮琶賃檀馨じ

規定する訪問介護サービス等の利用

(約394議円) (約 1億円)

原爆腋劇線が原因で疾病にかかっている者
・厚生労働大臣カロの「審査会Jの意見を聴いた上で
認定

原爆症の冶療+手当の支総
(約 17儡円)(約217億円)



平成20年度は平成
19年度実績の約23
倍を認定

平成21年度は平成
19年度実績の約22
倍を認定
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原爆症認定制度の在り方に関する検討会について

ハ
ー
ヽ

原爆症認定制度については、平成21年 12月 に成立した「原爆症認定集団訴訟の原告に係る問題
の解決のための基金に対する補助に関する法律」の附則におぃて、原爆症認定制度の在り方につい
て検討する旨が規定され、平成22年 8月に、内閣総理大臣から原爆症認定制度の見直しの検討を進
めることが表明されたところである。
これを踏まえ、原爆症認定制度の在り方について検討を行い、その結果に基づいて必要な措置を講
ずることとするため、厚生労働大臣の主催により、

言計
経験者及び関係団体等の有

書
者からなる「原

爆症認定制度の在り方に関する検討会」を開催す|

※平成22年 12月 からこれまでに計19回開催。

・荒井 史男 弁護士
・石  弘光 ―橋大学名誉教授
・草間 朋子  東京医療保健大学冨1学長長
・佐々木 敦朗  広島市副市長
・潮谷 義子  日本社会事業大学理事長
・神野 直彦(座長)東 京大学名誉教授
・高橋 滋  ―橋大学副学長

株式会社日本総合研究所理事長
日本原水爆被害者団体協議会事務局長
日本原水爆被害者団体協議会代表委員
(財)放射線影響研究所元理事長
長崎市副市長
神奈川県立保健福祉大学名誉教授

・高橋 進
・田中 熙巳
口坪井 直
・長瀧 重信
・三藤 義文
・山崎 泰彦



原爆症認定制度の在り方に関する検討会
中間とりまとめ (概要) 平成24年6月

ロ
ー
輌

平成22年12月に設置された r原爆症認定制度のttJ方に関する検討婁』は、『知る』『考える』『作る』
と段階を区切り議論してきた。このたび。『作るJ.1段階のスロとして。13口 :にわたる検討会の議論をまと
め,おおむねの方向性を示し 認識共有を図る.ため.『中間とりまとめJを策定。

【おおむね認識の共有が図られている事
項】
・被爆者に寄り添うという視点とともに、国
民に説明し、理解を得ることができる制度
とする必要
・ 上切劇凶祉度とするため、必要に応じて、
被爆者援護法を改正すべき など

より良い制度を目指すという方向は一致。
今後、まず制度の不備をなくし、現行制度を
より良いものにすることを基本に議論する。
被爆者援護法第10条・第11条に基づく
原爆症認定の制度は破綻しているという意
見があることにも留意。

【おおむね認識の共有が図られている事
項】
・ 司法判断と行政認定の乖離をどう埋
めていくか考える必要
・ 健康被害の原因が放射線なのか加
齢なのかの切り分けができなくなってい
る現状を考慮すべき
・ 疾病によつて、医療の必要性は様々
で、治癒する疾病も多い など

【様々な意見がある事項】
・司法と行政判断の乖離の埋め方
r放射線起因性のとらえ方

【おおむね認識の共有が図られている
事項】
・ 被爆者援護施策全体のパランスを
考える必要
・ 医療特別手当の額は高額であり、給
付の必要がある状況が、どのようなも
のか考える必要
・ 被爆者援護の財源についても、国民
の理解が得られるように努めることが
必要

【様々な意見がある事項】
・手当の給付対象の範囲・基準
・手当額の設定・支給方法



黒い雨体5実による健康不安を軽湖するための取り組みについて (実施イメージ案)

黒い雨体験による健康不安を訴える方

心のケアの取組実施

熾
１
０

整する予定である。



原 爆 諸 手 当 一 覧

手 当 の 種 類 平成25年度支給単価 支 給 要 件

医療特別手当
月

額 ‖詣∬3円 原子爆弾
の放射能が原因で病気やけがの状態にあるという厚生労働大臣の認定を受けた人で、

まだその病気やけがの治っていない人

特別手当
月

額 』:棚)― 円
原子爆弾の放射能が原因で病気やけがの状態にあるという厚生労働大臣の認定を受けた人で、
現在はその病気やけがが治った人

原子爆弾小頭症手当
月

額 (1:IX3  円原子爆弾の放射能が原因で小頭症の状態にある人

健康管理手当
月

額 』:露:)円 高
血圧性心疾患等の循環器機能障害のほか、運動器機能障害、視機能障害 (白内障)、 造血機能障
害、肝臓機能障害、内分泌腺機能障害等 11障害のいずれかを伴う病気にかかっている人

保健手当

月

額 鳩,鴨)占 2 km以内で直接
被爆した人と当
時その人の胎児
だった人

月

額 ごl:島 円 身障手帳 1級から3級程度の身体障害、ケロィドのある人又は70歳以上の身
寄りのない単身居宅生活者

介護手当
月

額

重

度

104,290 円

以内

精神上又は身体上の障害のために費用を支出して身のまわりの世話をする人を雇つた場合

中

度

69,520   円

以内
(重度 :身障手帳 1級及び2級の一部程度、中度 :身障手帳2級の一部及び3級程度)

家族介護手当
月

額 (:||:倦 円 重度の障害のある人で、費用を出さずに身のまわりの世話をうけている場合(身障手帳 1級及び2級の一部程度)

葬祭料 201,000   円 原爆の影響の関連により死亡した被爆者の葬祭を行う人に支給

踏
―
『

※支給単価の括弧内の額は、平成25年 10月 以降の単価。平成25年 10月 の改定は、これまで年金と運動して採られてきた手当額の特例水準を計画的に
解消するもの(平成25年度から平成27年度の3年間で段階的に解消予定)。



1.平成 23年度公衆衛生関係行政事務指導監査結果め概要

(1)指導監査を実施した地方公共団体の数

・ 都 道 府 県   9か 所
。 指 定 都 市   5か 所
。 中核市 。政令市    8か 所
。 特  別  区    8か 所

言+      30か 所

(2)主な指摘事項

ア 原爆被爆者援護法関係

(ア )被爆者健康手帳に関する事務処理
・ 被爆者健康手帳の交付の遅延              1か 所

(イ )各種手当等の認定関係
・ 健康管理手当専門医の意見聴取が不十分         1か 所
。 手当等認定事務が不適切                1か 所

イ 感染症法関係

(ア)定期健康診断に関する事項
a 受診率が低い事業所に対する指導が不十分       14か 所

b 報告書が未提出の事業所に対する指導が不十分     13か 所

c 広報内容が不適切な市町村に対する指導が不十分    14か 所
(イ )定期外健康診断 (接触者健診)に関する事務処理
a 対象者に対する勧告が不十分 (未実施を含む)      6か 所

b 勧告を受けたにもかかわらず受診 していない者がいる   8か 所
(ウ )患者管理に関する事務処理                         ,
a 新患者発生届出 (法第12条)の遅延又は入退院届出 (法
第53条の11)の遅延 (未届出を含む)          28か 所      ・
b 新登録患者に対する保健師等による家庭訪問等指導の
実施が不十分                      2か 所

(工)就業制限に関する事務処理
・ 就業制限の通知が行われ′ていない等実施が不適切     5か 所
(オ)入院勧告・措置制度
a 入院勧告・措置及び入院期間の延長の手続等が遅延 し

資-3



ている等実施が不適切 (法第20条第 1～ 5項)       18か 所

b 患者等への説明・意見を述べる機会の付与手続き等の
実施が不適切 (法第20条第6～8項)           14か 所

(力 )公費負担制度
｀ a 自己負担額の認定が未実施 (再認定を含む)       6か 所

b 公費負担に係る連名簿等の審査点検が不十分       8か 所

ウ 特定疾患治療研究事業関係

(ア)特定疾患対策協議会の運営に関する事務処理
・ 特定疾患対策協議会等における審査が不適切       2か 所

(イ )公費負担に関する事務処理
・ 公費負担に係る連名簿等の審査点検が不十分       1か 所

(ウ )難病患者認定適正化事業
・ 特定疾患対策協議会における最終判定結果の入力及び
入カデータの送信が不十分                2か 所

資-9



1  日  白勺

毒 ガ ス

'障

害 者 対 策 の
概 要

おお くのしま

第二次大戦中、広島県大久野島にあった旧陸軍造兵廠忠海製造所等、福岡県北九州市にあった同曾根
製造所及び神奈川県寒川町にあった旧相槙海軍工廠に従事していた者等の中には、当時製造していた毒
ガスによる健康被害が多くみられることから、健康診断及び相談指導の実施、医療費、各種手当の支給
等を行い、健康の保持と向上を図つている。

2.対象者
毒ガス障害者対策は、当時の従事関係に応じ、対策を講じている。
(1)旧陸軍共済組合等の組合員であった者については財務省
→ 「力゛ス障害者救済のための特別措置要綱」 (昭29)及び「ガス障害者に
対する特別手当等支給要綱」 (昭45)に より国家公務員共済組合連
合会が実施

(2)動員学徒、女壬梃身隊員等の組全量以外の者については厚生労働省
→ 「毒力

゛
ス障害者に対する救済措置要綱」 (昭49)に より広島県、福岡

県及び神奈川県に委託 して実施

3.疾病の範囲
・ 慢′l■呼吸器疾患 (慢性鼻咽頭炎、慢性気管支炎等)
。 同疾病に罹患しているものに発生した気道がん (副鼻腔がん、舌がん等)
・ 上記疾病にかかっている者に併発した循環器疾患、呼吸器感染症、消
化器疾患疾患、皮膚疾患

対策の概要<厚生労働省 >
健康管理手帳  動員学徒等として従事していた者に交付

年 1回 (一般検査、精密検査)
毒ガスに起因する疾病を有する者に交付

医療保険の自己負担分を支給

毒ガスに起因する疾病を有し、かつ重篤と

認められた者に支給

特別手当を支給されている者であって、その

疾病に係る療養を受けた期間について支給

毒ガスに起因する疾病が継続する者に支給

毒ガス障害の再発のおそれのある者に支給

費用を支出して介護を受けている者に支給

疾病が重度であり、家族の介護を要する状態
にある者に支給

相談員を配置し健康管理等に関する相談を

実施

毒ガス障害者対策に資するため総合的な

調査研究を推進         ´

5 平成 25年度予算 :761, 152千 円 (内委託額 759, 353千 円)

6.創設年度 :昭和 49年度

<予

①

②

③

④

⑤

　

⑥

　

⑦

③

⑨

⑩

４

⑪ 相談事業

⑫ 調査研究事業

支 給 額

(H25戦 )

受 給 者
H24年 3月末現在

①   ―
③   ―
⑤  100,67硼
99,970円

()入 8以 35,930円

35,680円

入8未 33,570円
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()    33,570円
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()    16,830円

16,720円

() 重度104,290円
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⑩  21,420円
21,270円

1,962人

1,718人

60人

1,416人

10人

0人

0人

0人

健康診断

医療手帳

医療費

特別手当

医療手当

健康管理手当

保健手当

介護手当

家族介護手当

※⑨以外は上段湘 .こ磁5単価

財 務 省 : 951・A
厚生労働省 : 1,962人

鵬 |:℃ #〕
(平成24年 3月末現在)

毒力
や
ス障害者対策費

平成25年度予算
761,152千円

うち

24,715千 円

うち 医療費

63,458千円

うち 各種手当

662,574千円
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1.予 防 接 種 制 度 につ いて

(1)予防接種制度の見直しについて
平成 24年 5月 23日 に厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会より今後の
予防接種制度のあ り方全般について提言 された 「予防接種制度の見直しについ

て (第二次提言 )」 を踏まえ、定期接種ワクチンの追加などを内容 とする予防

接種法改正法案を今通常国会に提出し、平成 25年 4月 1日 からの施行を目指 し
ている。

具体的内容 としては、平成 22年度及び平成 23年度補正予算 (約 1,600億円)
により平成 24年度末まで基金事業で接種を行つてきた、ヒブ、小児用肺炎球菌、
子官頸がん予防の 3つのワクチンの定期接種化、医師等に対す る冨1反応報告の

義務化等を行 う予定である。

また、平成 25年 1月 27日 に「平成 25年度における年少扶養控除等の見直 し
による地方財政の追加増収分等の取扱い等について」 (三大臣合意 (総務大臣、

財務大臣、厚生労働大臣)に基づき、定期接種化 される 3つのワクチンについ
て、公費負担の対象範囲が基金事業 と同様に 9割 となるよう、地方財源を確保
し、普通交付税措置を講 じ、併せて既存の定期接種 (一類疾病分)についても、
公費負担の対象範囲が 9割 となるよう、普通交付税措置を講 じることとされて
いる。

副反応報告制度の義務化など新たな制度が円滑に実施されるよう、管内市町

村の契約医療機関等への周知徹底について、ご協力をお願いする。

(2)日 本脳炎の予防接種について
日本脳炎の定期接種については、予防接種で使用する日本脳炎ワクチンにつ

いて、平成 17年 5月 に重篤な副反応 (重症のADEM(急 性散在性脳脊髄炎))
が認められたことから、同月以降、積極的勧奨を差し控えてきた。

平成 22年 4月 からは、新たに開発 された乾燥細胞培養 日本脳炎ワクチンの供
給実績や副反応報告の状況を勘案 し、専門家の意見を踏まえ、積極的勧奨を再

開し、標準的な接種年齢の対象者にカロえ、積極的勧奨の差 し控えによって接種

されていない対象者に順次、積極的勧奨を実施 している。

平成 23年 5月 には、予防接種法施行令の改正によって、積極的勧奨の差 し控
えによって接種機会を逃 した者 (平成 7年 6月 1日 生まれ～平成 19年 4月 1日
生まれ)について、20歳未満まで定期の予防接種の対象者 として実施できるよ
う措置 したところである。さら生=平成 25年 4月 1日 からは、平成 7年 4月 2
日生まれ～同年 5月 31日 生まれの者についても、特例対象者 となる。

積極的勧奨の差 し控 え!二より接種機会を逃 した者に対する壬庄 25年度にお
ける積極的勧奨の実施 !こ 2L〕 ては、 1期鐘種 lt、 平成 25査聖塾二F■ lQ歳 にな
る者、2期接種については 18歳になる者に対して実施することとしている。ま
た、積極的勧奨の差 し控え期間中に 1期、 1期追加の接種を完了した者につい
ては、市町村が実施可能な範囲で 2期の積極的勧奨を行つても差 し支えない。

ヽ
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(3)予防接種後の健康状況調査について
予防接種後の健康状況調査については、都道府県、市町村及び医療機関等の

協力を得て実施 しているが、その調査結果については、厚生労働省 HPに 掲載
するなどして広 く公表 している。本調査結果は、予防接種による副反応を理解

し、予防接種を受ける際の判断の基 となるので、副反応に関する情報を求める

者に対 して、適宜提供 されるよう、管内市町村及び関係機関に周知をお願いす

る。

※予防接種後健康状況調査に関するページ

http://www mhlw go.」 p/Stf/shingi/2r9852000002qfib html(平成23年度前期分)

http://www mhlW go」 p/stf/Shingi/2r9852000002qfxs.html(平成23年度後期分及び累計)

(4)BCGの 接種時期の見直 しについて
平成 17年度からBCGの 早期接種により小児結核の予防効果をあげるため、
接種対象年齢を 4歳未満から生後 6月 未満まで引き下げた。一方、厚生科学審
議会結核部会及び予防接種部会において、近年、予防接種スケジュールが過密

となつていること、 BCG接 種後の骨炎・骨髄炎の日1反応が増加 してお り、生
後早期の BCG接 種 との関係 も否定できないことから、接種時期の見直しにつ
いて審議 された結果、平成 25年 4月 1日 より、BCGの 接種時期を生後 6月 末
満までから生後 1歳未満までに引き上げることとした。
なお、積極的勧奨を実施する時期については、原則 として、生後 5月 から生

後 8月 に達するまでの期間とし、結核の発生状況等市町村の実情に応 じて、こ

れ以外の期間に実施することも差 し支えないこととする。

(5)長期にわたる疾患等のため、定期接種を受けられなかった場合について
予防接種法等において、接種対象年齢が定められている一方、明らかに免疫

機能に異常のある疾患を有する者などが接種不適当者 とされてお り、長期に渡

る重篤な疾患等のため、予防接種法等で規定する対象年齢を超えてしま うと、

定期の予防接種を受けることができないこととなる。このような長期にわたる

疾患から回復 した子 どもの保護者等からの要望 も踏まえ、平成 25年 1月 30日
より、このような場合にも定期接種を受けるための特例を設けたところである。

(6)予防接種健康被害者に対する衛生・福祉関係部局の連携等について
予防接種による健康被害者に対する救済措置については、障害年金等救済給

付の支給が円滑に行われるよう、引き続き指導をお願いする。

また、公益財団法人予防接種 リサーチセンターで健康被害者への保健・福祉

を支援するための保健福祉相談事業を行つてお り、健康被害者が必要に応 じて

当該事業が利用できるよう、管内市町村等 との連携を図 り、情報提供に協力を

お願いする。

※公益財団法人予防接種リサーチセンター 電話03-6206-2113(代 表)
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また、予防接種健康被害者が重症心身障害児施設等への入所を希望する場合

には、当該者及びその家族等による申請手続き等が円滑に行われるよう、福祉

関係主管部局 との連携を図るなどの配慮をお願いする。

2.新 型 イ ン フル エ ンザ 対策 につ いて

(1)新型インフルエンザ等対策有識者会議の中間とりまとめ等について
「新型インフルエンザ対策行動計画」については、平成 21年に発生 した新型
インフルエンザ (A/HlNl)の経験等を踏まえて、平成 23年 9月 の新型インフル
エンザ対策閣僚会議で改定を行つた。従来までの行動計画は、病原性の高い新

型インフルエンザのみを想定 した内容 となっていたが、この改定により、ウイ

ルスの病原性・感染力等に応 じた柔軟な対策を迅速 。合理的に実施できるよう

になったところである。

また、平成 24年 5月 11日 に新型インフルエンザ等対策の実効性を更に高め
るために、「新型インフルエンザ等対策特別措置法」が公布 された。

本法律は、病原性が高い新型インフルエンザや同様な危険性のある新感染症

に対 して、国民の生命・健康を保護 し、国民生活 。国民経済に及ぼす影響が最

小 となるようにす ることを目的とし、政府対策本部の設置や住民に対する予防

接種の実施など新型インフルエンザ等発生時における措置の法的根拠が整備 さ
      |れた。

新型インフルエンザ等対策の円滑な推進のため、新型インフルエンザ等対策

閣僚会議の下に、新型インフルエンザ等対策有識者会議が設置され、特措法施      |
行令、政府行動計画、ガイ ドライン等について検討が行われ、平成 25年 2月 に
「新型インフルエ ンザ等対策有識者会議中間 とりまとめ」が報告 された ところ

である。

この中間まとめの中でも、医療体制の確保については、都道府県等において、

海外発生期から地域発生早期でのり予国者 。接触者外来の設置や地域感染期以降

における医療機関の体制整備が求められてお り、準備をお願いする。

また、特定接種の登録については、対象 となる登録事業者の従事者の基準を

政府行動計画策定までに具体的に検討することとしている。今後、登録手続に

ついてもお示 ししたいと考えてお り、その際には協力をお願いする。

現在、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、「新型インフルエンザ

等対策特別措置法施行令」を制定するにあた り、内閣官房新型インフルエンザ

等対策室において、 2月 18日 か ら3月 19日 までの間、「パブリックコメン トJ

として広 くご意見を募集 しているところである。

今後は、法律の施行に向けて政省令の策定を行 うとともに、本年 5、 6月 を

目途に政府行動計画の策定を進めていくこととしている。    |
そのため、各地方公共団体においても、行動計画の策定に着手 していただく

ようお願いする。

※「新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令 (案)等」に対する意見募集 (パブリックコメ

‐
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ン ト)について

http://search e― gov go jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=060130218&Mode=0

(2)抗インフルエンザウイルス薬の備蓄等について
抗インフルエンザウイルス薬については、諸外国における備蓄状況や最新の

医学的な知見等を踏まえ、国と都道府県をあわせて国民の 45%に相当する量を
目標 として、備蓄を推進することとしている。

国における備蓄については、平成 21年度までに、オセルタミビル リン酸塩 (商
品名 :タ ミフル)約 3,000万人分、ザナ ミビル水和物 (商品名 :リ レンザ)約
300万人分を備蓄しているところである。
また、国においては平成 24年度予備費において、国の備蓄 目標を確保するた
め、平成 25年度に有効期限を迎えるタミフル、リレンザの買い替えを行 う必要
な経費を確保 しているところである。

各都道府県におかれては、備蓄 している抗インフルエンザウイルス薬が順次、

使用期限を迎えることとなるため、備蓄量を維持するために必要な購入経費に

ついて、地方財政措置が講 じられていることとなったところである。

なお、平成 25年 2月 に報告 された「新型インフルエンザ等対策有識者会議中
間 とりまとめ」を受けて、抗インフルエンザウイルス薬のタミフルとリレンザ

の具体的な備蓄割合を通知することとしている。

また、新型インフルエンザの発生に備えて国が備蓄しているプレパンデ ミッ

クワクチンの一部が有効期限切れ となるため、新たにワクチンを備蓄するとと

もにワクチン原液の一部を製剤化するために、平成 24年度補正予算で約 1千
万人分のプ レパンデ ミックワクチン原液の備蓄 と、一部製剤化に必要な経費を

確保 したところである。

3.そ の他感染症対策について

(1)感染症法上の届出方法等の変更について
ヒブ、小児用肺炎球菌が来年度からの予防接種法の定期接種の対象疾病とし

て追加される方向で検討されている中、これらの疾患の今後の患者発生動向を

注視していく必要がある。このため、感染症法施行規則を改正し、これまでヒ

ブ及び肺炎球菌を含めた細菌性髄膜炎については「細菌性髄膜炎」として定点

報告のみとしてきたが、新たに「侵襲性インフルエンザ菌感染症J及び「侵襲
性肺炎球菌感染症」による感染症として全数届出対象とすることとした。

また、併せて、髄膜炎菌による感染症については、これまで 「髄膜炎菌性髄

膜炎」として全数届出対象としてきたが、髄膜炎のみならず、敗血症等を含め

て把握するため、「侵襲性髄膜炎菌感染症」として報告をお願いする。
いずれも本年4月 1日 からの施行を予定しているので、よろしくお願いする。

この他、重症熱性血小板減少症候群 (SFTS)を 感染症法上の四類感染症
等に位置づける感染症法施行令の改正が、本年 3月 4日 より施行されたので、

‐
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ご協力をお願いする。

(2)麻しん対策について
麻 しん対策については、平成 24年度までに麻 しんを排除し、かつ、その後も

排除状態を維持することを目標に、特に総合的に予防対策に取 り組むべき感染

症 として位置づけ、「麻 しんに関する特定感染症予防指針」を策定 し対策を行

つてきたところである。

平成 24年 12月 14日 に「麻 しんに関する特定感染症予防指針」を改正し、平
成 25年 4月 1日 から適用することとした。
本改正指針においては、
。平成 20年度から5年間の時限措置として実施 した、定期の予防接種の対象者
の時限的追加 (13歳相当の者 (中学校 1年生相当)及び 18歳相当の者 (高校
3年生相当)に より、感受性者数の減少がみられ、当該年齢層の麻 しん発生
数の大幅な減少 と大規模な集団発生の消失を認めたことから、当初の目的は

ほぼ達成することができたと考えられ、時限措置は平成 24年度で終了するこ

と、
。一定程度の未接種者の存在が課題 として残るが、時限措置を延長することで

得 られる効果が限定的と予想 されることや、海外からの麻 しんの輸入例が中

心 となりつつある現状等を踏まえ、今後は、麻 しん患者が一例でも発生した

場合の迅速な対応を強化することが必要であること、
・国は、麻 しんが排除・維持 されているかを判定 し、世界保健機関西太平洋地

域事務局に報告する排除認定会議を設置すること、
。関係機関との連携を強化 し、国民に対 し、麻しんとその予防に関す る適切な

情報提供を行 うよう努めるものとすること、

が記載されてお り、麻 しんの排除に向けた新たな取 り組みを推進することが

求められている。

都道府県等におかれては、本改正指針に基づいて麻しん対策を一層推進でき

るよう、引き続きご理解 とご協力をお願いする。

※麻しんに関するページ

http://www.m占 lw go.jp/bunya/kenkou/kekkaku― kansenshou21/

(3)風 しん対策について         |
昨年から患者が増加 している風しん対策について、本年 1月 29日 の結核感染症

課長通知「先天性風 しん症候群の発生予防等を含む風 しん対策の三層の徹底につ

いて (情報提供及び依頼 )」 (25年 2月 26日 改定)に より注意喚起をお願いした
ところであるが、今後も風 しんや先天性風 しん症候群の増加傾向が持続すること

が懸念されることから、都道府県等においては、本通知に基づいて先天性風 しん

症候群の発生予防等を含む風 しん対策を一層徹底 して実施されるよう、引き続き

ご理解 とご協力をお願いする。
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※風しんに関するページ

http://www mhlw.go jp/bunya/kenkou/kekkaku― kansenshou21/

(4)今冬のインフルエンザ対策について
① 総論
今冬のインフルエンザの流行シーズンに備え、平成

24年 11月 9日 に「今冬のインフルエンザ総合対策」を
取 りまとめたところであ り、これに基づき、厚生労働

省のホームペー ジにインフルエンザに関する情報等を

掲載 した専用のページを開設 し(※ )、 流行状況の提供、

予防接種に関す る情報提供や QAの作成・公表等を行つ

ている。

各都道府県等をはじめ、関係機関の皆様におかれて

は、改めて、対策の周知及びインフルエンザ予防対策

の徹底をお願いする。

インフルエンザ予防啓発ポスター▲

※平成 24年度今冬のインフルエンザ総合対策について
http://www mhlw go_jp/bunya/kenkou/influenza/index himl

②  インフルエンザの流行状況等について
今シーズンは、平成 24年第 50週 (12/10の週)に、インフルエンザの患者
発生報告数がインフルエンザ流行の開始の目安 としている 1.00を上回り、平年
並みの流行入 りとなった ところであ り、現段階では、平年並みの流行状況とな

つている。

また、インフルエンザ ウイルスサーベイランスの結果によると、現段階では、

H3N2が大半を占める状況にある。

国においては、今後も流行状況等を注視 し、都道府県等に対 し、必要な情報

を適時適切に提供 してい くこととしている。

(5)結核対策について
結核患者は減少傾向にあるものの、年間約 2万 3千人の新規患者が発生する
など、結核は依然 として我が国の主要な感染症である。

今後の結核対策や医療のあり方を含めた「結核に関する特定感染症予防指針」

について、厚生科学審議会感染症分科会結核部会での審議を踏まえ、平成 23年
5月 16日 に改正 したところである:

都道府県等においては、改正後の予防指針等も踏まえながら、 「結核対策特

別促進事業」等 も活用 し、引き続き、地域の実情に応 じた結核対策の一層の推

進をお願いする。
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(6)HTLV-1対策につい Cヽ
HTLV-1対策については、平成 22年 12月 に取 りまとめられた「HTLV-1総合対
策」に基づき推進 している。

HTLV-1(ヒ トT細胞自血病ウイルス 1型)の感染者は、全国に約 100万人以
上と推定されてお り、ATL(成人 T細胞自血病)や HAM(HTLV l関連脊髄症)と い
つた重篤な疾病を発症する可能性があることから、国は、地方公共団体、医療

機関、患者団体等との密接な連携を図 り、総合対策を強力に推進することとさ

れている。厚生労働省においては、これまでに 4回にわた りHTLV-1対策推進協
議会を開催 し、患者や学識経験者その他関係者からの意見を聞きながら総合対

策を推進 している。

具体的には、平成 23年度から、保健所における特定感染症検査等事業の補助
対象に、HTLI11検査及び HTLV-1に関する相談指導を加えている。
また、HTLV lキ ャリアや ATL・ HAM患者からの相談に対応できるように、保
健所、がん相談支援センター及び難病相談・支援センター等において、相談体

制の構築を図 り、研修の実施やマニュアルの配布等を行つている。

さらに、国民への正 しい知識の普及を行 うとともに、都道府県等のご協力を

得ながら相談機関の リス トを作成 し、厚生労働省の HTLV-1ポータルサイ トで公

開する等、患者家族などに役立つ情報提供を行つている。なお、HTLV l関連研
究を加速化するために、厚生労働科学研究費補助金に、HTLV l関 連疾患研究領
域を設置 し、平成 23、 24年度は約 10億円を確保 し研究を実施 してきている。
平成 25年度においても、引き続き約 10億円の研究費を確保することとしてい

る。

これ らの施策の実施に当たつては、感染症 。がん 。難病の担当課だけでなく、

母子保健担当課との連携が必要であり、都道府県等におかれては、体制の確保

等につき、引き続きご理解 とご協力をお願いしたい。

※HTLV-1(ヒ トT細胞白血病ウイルス1型 )に関するページ
ht tp://www.mhlw.go.」 p/bunya/kenkou/kekkaku― kansenshou29/

(7)感染症指定医療機関の指定の促進について
第一種感染症指定医療機関の指定については、平成 24年 4月 1日 現在で 35

都道府県 (41医療機関 79床)において指定が完了したところであるが、未だ
12県が未指定のままである。

平成 18年 7月 には総務省からも、第一種感染症指定医療機関の指定が進んで
いないことについて勧告を受けてお り、新型インフルエンザの発生時にも活用

されることが考えられることから、未指定の県においては、早期の指定に向け、

医師会、医療機関関係者等との調整を進められるようお願いする。

平成 23年度に開始 した感染症対策ア ドバイザー養成セ ミナーは、自治体の感
染症対策担当職員に対 し、助言を行 う臨床疫学や行政についての知識を有する

ア ドバイザーの養成を目的としている。地域の感染症対策の担当職員 と、同じ
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自治体で リーダー となり得る感染症担当の臨床医のペアで受講することで、不

明感染症の発生時など有事の際の危機管理に自治体として対応できる体制の構

築や、専門家の養成を目指 している。研修内容 としては、模擬pE者会見を含む

リスクコミュニケーションや感染症対策についての講義 となつている。また、

本研修を終了されたア ドバイザーを構成員 とする全国レベルのネッ トワークの

構築を目指 してお り、これまで参加 されていない自治体におかれては、本研修
への積極的な参加 をお願いする。

さらに、国内に存在 しないエボラ出血熱をはじめとする一類感染症等に対す

る医療研修を行い、国内の感染症医療体制を充実させることを目的としている
「一類感染症等予防・診断・治療研修事業」についても、これまで未参カロの県

においては、積極的な参カロをお願いする。

(8)動物由来感染症対策について
① 狂大病予防対策について
狂大病は、我が国では国内対策及び水際対策を徹底することにより、昭和32

年の動物での発生を最後に認められていないが、諸外国、特にアジアやアフリ

カの国々を中心 として本病が発生 し、多 くの死亡者が出てお り、本病が我が国
へ侵入するリスクは依然としてなくならないことから、日頃から本病の発生に

備えておく必要がある。

このため、各 自治体におかれては、狂大病予防法に基づ く犬の登録及び予防

注射の徹底等について、引き続き、関係市町村及び獣医師会等関係団体と連携

協力 しての狂犬病予防対策の推進をお願いする。また、万が―の侵入に備え、

国内発生時の危機管理体制の確立が重要である。平成24年度厚生労働科学研究

において、 「狂大病対応ガイ ドライン2013」 が取りまとめられたことから、ガ

イ ドライン等を参考に危機管理対応マニュアルの作成・改訂や実地演習の開催

等についても併せてお願いする。

② 獣医師の届出対象感染症について
平成 24年における獣医師からの届出状況は、細菌性赤痢のサル 2件 となって
お り、今後も引き続き迅速な届出へのご配慮をお願いする。なお、獣医師より

届出を受けた都道府県等においては、感染症法に基づく積極的疫学調査の実施、

ねずみ族・昆虫等の駆除等のまん延防止措置や人への感染防止のための所要の

措置について、遺漏なきよう対応をお願いする。

③ 鳥インフルエンザ (H5Nl)について
平成24年は、家きん 。野鳥等における鳥インフルエンザ (H5Nl)の 発生事案
は確認 されていないが、鳥インフルエンザ発生の際には関係通知等に基づき、

関係機関 との連携を密にし、鳥類等に接触 した者への積極的疫学調査の実施、

感染防止措置の指導等、鳥インフルエンザの人への感染防止の迅速かつ適切な

対応に遺漏ないようお願いする。

‐
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④ 動物の輸入届出制度
平成 17年 9月 に動物の輸入届出制度が施行され、輸入動物を原因とする

感染症の発生の防止と、問題発生時の迅速な追跡調査を可能 とす るため、

対象動物を輸入す る者に対 し、その都度、輸出国政府発行の衛生証明書を

添付 した上で、動物の輸出国、種類、数量等の情報とともに厚生労働大臣 (厚

生労働省の検疫所)へ届け出ることを義務付けているところである (平成
24年は約 3,746件の届出 (こ の うち 9件は、衛生証明書の不備等により不
受理))。
都道府県等においては、引き続き管内の動物等取扱者等関係者への周知

について協力をお願いするとともに、万が一感染症法において分類 された

疾病 (感染症法第 15条参照)に感染疑いのある動物の輸入が判明 した場合
には、感染症法に基づき、積極的疫学調査や人への感染防止のための所要

の措置について、厚生労働大臣から指示をすることとなるので、迅速な協

力をお願いする。

(9)性感染症対策について
性感染症を取 り巻 く状況 として、感染症の発生動向調査を見ると、10代後半
から 20歳代の男女の報告数が最も多く、特に若年層を中心とした大事な健康問
題 となっていることか ら、性感染症の予防に必要な対策 として、予防を支援す

る環境づくりが最 も重要である。      ′

若年層における発生の割合が高いことや、性行動が多様化 していることなど

を踏まえた対策を進めることが重要であり、性感染症に関する特定感染症予防

指針に基づき、都道府県等においては、教育委員会等関係機関と連携 し、性感

染症の感空 。まん延防止に努めていただくよう引き続きお願いする。

また、国の補助事業 として、「特定感染症検査等事業」においては保健所が

行 う性感染症検査及び検査前・後の相談事業

に対 して、また、「感染症対策特別促進事業」

においては性感染症に関する普及啓発事業に

対 して、それぞれ国庫補助を行ってお り、都

道府県等におかれては体制確保の充実を図つ

ていただいているところであるが、引き続き、

性感染症対策の一層の推進をお願いする。

さらに、平成 24年 6月 8日 に性感染症に関
する専用ページを新たに開設し、性感染症の

疾患別情報のほか、性感染症に関する特定感

染症予防指針に関す る情報、発生動向のデー

タ、関連通知、検査や受診を勧める啓発ツー

ル等の施策情報を順次掲載 しているので活

用していただきたい。
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性感染症予防啓発ポスター▲

※性感染症に関するページ

http://w,w mlllw go jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku― kansenshou/seikansenshOu/

4.B型 肝 炎訴 訟 につ いて

B型肝炎訴訟については、平成 23年 6月 に、国と原告団との間で締結 された
「基本合意書」及び平成 24年 1月 13日 に施行 された 「特定 B型肝炎ウイルス

感染者給付金等の支給に関する特別措置法」(平成 23年法律第 126号。以下「B
肝特措法」とい う。)に基づき、和解手続及び給付金等の支給が行われている。
平成 25年 2月 末時点で、全国で 8,277人 が提訴してお り、その うち 2,417
人が和解 している。

厚生労働省では、 B肝特措法案に対する附帯決議で、政府が救済制度を国民
へ周知することとされていることを踏まえ、 リーフレット・ポスターや訴訟の

手引きの作成・配布のほか、政府広報の実施やホームページでの情報提供等に

よる周知 。広報を行っている。

平成 24年 7月 の B型肝炎訴訟全国原告団・弁護団と厚生労働大臣の定期協議
の場では、原告団・弁護団から救済措置の周知徹底の要望があり、厚生労働大

臣から、 B肝特措法の給付制度やその対象者について、引き続き周知を図つて
いく旨発言 した。

こうした経緯を踏まえ、今般、救済措置の更なる周知を目的として、 リーフ

レット及びポスターを作成 し、配布することとした。

リーフレット及びポスターの作成、配布に当たっては、原告団 。弁護団から

各自治体での掲示や配布が確実に行われるよう要望があった。

ついては、各都道府県・保健所設置市・特別区において、庁舎や出先機関で

の リーフレットの配布やポスターの掲示による救済措置の周知に協力いただく

とともに、各都道府県においては、管内の市町村、保健所、関係医療機関 (肝

疾患診療連携拠点病院、肝疾患専門医療機関)、 その他の公共施設等に送付いた

だくようお願いする。

また、市町村、保健所、関係医療機関 (肝疾患診療連携拠点病院、肝疾患専

門医療機関)に送付いただく際には、市町村、保健所に対 して、庁舎や出先機
関での リーフレットの配布やポスターの掲示による周知を、関係医療機関 (肝

疾患診療連携拠点病院、肝疾患専門医療機関)に対しては当該医療機関内での
リーフレットの配布やポスターの掲示による周知を依頼いただくようお願いす

る。

‐
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Ｄ

感染症の発生予防・防止措置
の充実
感染症予肪事業費 【負担金】 ●鮨■γ2ぃ

調査研究体制の強化
・予防機種副反応報告整理・調査事業費【補助金】
予ヽ防様種割反応報告シス瓢導入・運用経費

・ワクチン価格等調査事業費

予ヽ防接種後躙反応・健康状況調査事業員
。結核研究所補助 【補助金】

114,004]

664,952

567,970]

487,779

1,Hl,834]

666 321

600.000

3,660,347]

543.956

50 082

16418

15,718

25 117

401 606

i 保健衛生施設等設備整備費補助金 ●助事ν2            1560000の 内数

1 保健l■生施設等施設整備費補助金 ■助澤1/2             883.000の 内数

〈厚生労働科学研究費)

i 新型インフルエンザ等囀                     ~・

 ~~~~~―・

l③ うち次世代ワクチン開発I興
・再興8染症研究 輔 助金】        | 2102,8771

1」叫 里 理菫菫■ 11里す握

関する研究 開 300,0001

'研

究 (一部再掲))                    .~~~~「………
I~…
    ・ ∞・ ∞01

5人材育成の充実及び       ( 683,192][ 580,013]
64,505)    (     56,083)

国際協力
の強化                 29,762 

‐  29461

・新型インフ

"ガ

・対策事業コ

・政府開発援助結核研究撃

(鰺燎従旱者研修) 8′ 351

,補助 【補助全】 :5.137

[

6動物由来感染fi対策          46,477][  43,542]
・動物出来感染症対策■ |

32.238  -       32 147

・動物出来感最症対策費 橿鍾

予防対麟■) 2 985

1感ユ壼里蝸 向年口査■う 28,423

7その他
・新型インフルエンザ予V             l'

430,924  ‐    1.452 974

・予防接糧事故救済綸付野

接租健康絞書給付金 1‖ 318

:I負担金】 薔助
=2/3

' 166,257

平成25年 1月

1.平成25年度結核感染症課予算 (案)の概要
(1)予防接種の推進などの感染症対策

資-1



(予防接種対策 )
単位 :

平成 24年 度
予  算  額

平成 25年 度
予算額 (案 )

差     引
増 △ 減 棟

主 な 内 容

[

千円

3,352,833]

1,360,703

: F
「
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

Ｌ

[

千円

3,579,452]

1,476.575

3染症対策の内数

[

千円

226,619]

115,172

!

<対前年度伸率
く対前年度伸率

1健康被害救済給付費
・予防接租事故救済f06付費 【負担金】 ●助■ぃ

・新型インフルエンザ予防接租健康被署給付金

・ポリオ生ワクチン2次感業者対策費 【補助金】

2保健福祉相談事業 【補助金】
・保健福祉相談事業

・研修事業費

啓発普及事業

3予防接種後副反応報告制度事業費
D ・予防接種副反応報告整理・鵬査事業費 【補助金】
D ・予防棲積副反応報告システム導入・運用経費
・予防機種後]反応・健康状況口査

+6 8%

+851

1.253.988

“

ゆ■2/3

38,773

>
>

1.286.873

1.166 257

111318

9,298

37.591

33116

1.583

2 892

91.61フ

50,082

16418

25 117

2,969

14,239

17ヵ 所

2ヵ 所

3.249

20 507  -→

予防接種従事者研修事業

予防接種センター機能推進事業輛助金】●助亭レ2
※予防機種し

'―

事業実施力所数

・予防機種要注意者への予防接穫等の実施

休日 ,時間外の予防接租実施

2,986

14

麻しん排除対策推進費 3.383

D 予防接種に係る普及啓発費

1,992,130] 118,595

15,718

15718

8ヮ クテン等調査研究開発の推進等
D ・ワクテン価格等口査費

新型インフルエンザ等新興 再興感染症研究 【補助金】 2,102,377

300 1K10うち次世代ワクチン開発に関する研究 (再枯)

9その他
D ・厚生科学審議会予防接種・ワクテン分科会 (仮称)経費
疾病 障害認定書査会感業症・予防接種審査分科会経費
・予防横程対策推進費

・予防機種事故発生調査費 【補助金】 ■助
"/3

26.827 21.478

6.226

5 633

7 635

1,984

馨詈-2



(新型インフルエンザ対策) 位 :千円 )
平成 24年 度
予  算  領

平成 25年 度
予算額 (案 )

差     引
増 △ 減 額

主 な 内 容

[

(

5,781

2,715

2,680

Ｊ

＞

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

一

和
　
５‐６
囲
３４６
　
　
　
　
¨

[

(

千円

5,681,549]

2,615,286)

2,588,664

感染症対策の内数

[

(

千円

△ 99,967]

△ 99,803)

Δ 91,682

:

く対前年度仲率   △17%>
く対前年度伸率   △37%>
く対前年度伸率   △341>

[  2,520,932]   [  2,500,569]

1医薬品の備蓄と研究開発の推進等    255,811 -  129,9o0
・新型インフロン

「
対策費 (抗

`ン "Iン
サウイ
"薬
年の保管)                94,218

く厚生労働科学研究費)

新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究 【補助金】
うち次世代ワウチン儡発に関する研究 (再格)

平成24年 Fx補正予算において、新型インフルエンザ対策の推進 (プレバンデミックヮクチンの購入
等)として、68億円を計上。

地域の医療体制等の確立

・悪業症対策特別促進事業費 【補助金】

うち特定機種に係る登録事業経費 ●助■1′2

・感染症指定医廉機関運営費 【補助金】 薔助率″

・新型インフルエンサ対策事業費c饉仕事者研り

772,645]

756 120

821,566]

807,762

96.012

57.622

673,326

8351

⊃

国民各界各層に対する取組の要請

新型インフロンサ・対策事葉費 (ェ しぃ情組の共有)

・新型イン
'ル

エガ 等対策有腱者会霞経費

国・地方公共団体等の体制整備

.感染症予防事業費【負担壼】 薔動中1″・1/3
・感染症発生動向鮨査事業費【負担金】 薔効率′2
・感染虚発生動向調査システム費

・インフはガ
・
薬耐性株サ‐Aィランス事業員

22,342 18. 166

13.282

1 359

1,726,049]
1,631,035)

1,604 413

600 000

7フ 6 728

87 i34

30.556

D

1,780,539]
1,652,382)

1 617 639

D フ‐171ンデシウワクチン接題に係る登録事業者管理システム開発調査
委託事業費

水際対策の強化等

・動物自来感染症対策費

国際協力

513,695

28,434

504,633

28.423

28 423

(保健衛生施設等設備整備費補助金) ■コ¬/2            1 660 0ooの内数
・感染症外来協力医療機関設備 (HEPAフィル

'二

付ハ‐ティション・空気清浄機等の補助)

新型インフ脚ンサ・患者入院医療機関設備 (人工呼吸器、PPE、 簡易陰IIE装置等の補助 )

く保健衛生施設等施設整備費補助金) ●コ
`1/2             880,Oooの 内数

・新型インフロンサ豊者入院医療機関施設

〈世界保健機関等拠出金)
.感染症対策事業 【提出金】                        105,119

171,363] 110,566]

資-3



(2)B型 肝炎訴訟対策

※ 1[   ]内 の数字は厚生労働省計上分
※ 2 (   )内の数字は健康局計上分
※ 3 111111 で囲んだ事項は他課計上分

位 :千円)
平成 24年 度
予  算  額

平成 25年 度
予算額 (案 )

差 引

額増 △ 減 主 な 内 容

千円

34,483,811

千円

57,200,000

千円

22,716,189 く対前年度伸率   +65_鮮 >

羹黒霙

わ酔 者給,金等支給 3448a印 一 ユ mQ∞o

準肇-4



2.予 防 接 種 健 康 被 害 給 付 に つ い て

臨時接種及び

―類疾病の定期接種
二類疾病の定期接種

(参考)医薬品副作用被害救済制度
生物由来製品感染等被害救済制度

医療費 健康保険等による給付の額を除い
た自己負担分

一類疾病の額に準ずる 健康保険等による給付の額を除
いた自己負担分

医療手当 通院3日未満 (月 額)
通院3日以上 (月額)
入院8日未満 (月額)
入院8日 以上 (月 額)
同
=月
入通院 (月額)

33,600円

35,600円

33,600円

35,600円

35,600円

―類疾病の額に準ずる 通院3日未満 (月額)33,600円
通院3日以上 (月額)35,600円
入院8日未満 (月額)33,600円
入院8日以上 (月額)35,600円
同一月入通院 (月額)35,600円

障害児養育
年金

1級 (年額)1,520,400円
2級 (年額)1′ 215′ 600円

1級 (年額)844,800円
2級 (年額)675,600円

障害年金 1級 (年額)4.860,000円
2級 (年額)3′ 888′ 000円
3級 (年額)2′ 916,Ollll円

1級 (年額)2,700,000円

2級 (年額)2,160,000円

1級 (年額)2,700,000円
2級 (年額)2,160,000円

死亡した
場合の補償

死亡一時金 42,500.000円 ・生計維持者でない場合
遺族一時金 7,084,800円

・生計維持者である場合
遺族年金 (年額)2,361,600円

(10年を限度 )

・生計維持者でない場合
遺族一時金 7,084,800円

。生計維持者である場合
遺族年金(年額)2,361,600円

(10年を限度)

葬祭料 201,000円 一類疾病の額に準ずる 201,000円

介護加算 1級 (年額)8341200円
2級 (年額)556,200円

(注 1)単価は平成24年4月現在.
(注 2)具体的な綸付額につし`ては、政令で規定.
(注 3)二類疾病の定期機種に係る救済銀については、医薬品副作用被害救済制度の給付額を参酌して定めることとされている

(注 2)同一人から複数の申請がされる事例(医療費・医療手当と障害年金など)があるため、件数は人数と必ずしも一致しない
(注 3)認定割合は、保留となつたものを含めずに計算している。

(内訳 )

■|■151 7 l13
20年度

７
′ 57 8

´
Ｕ 87.7

38 9 ｎ
υ
２

一

９０一８

一
22年度 ０

こ
仄
υ 31 5

嶼
υ 86.1

■9
(注 1)該 た件数である

|‐||145
つ
０

20年度 48 「
′ 3 0 0 0 1

■ 21年度 27 ４

・
|■■12 10 ■■2

■||121 :il:1■1 0 11■■11
41 |||11115 |||■■7 員

υ ||:lill●0

r暑
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3.新型インフルエンザ等対策有識者会議
中間とりまとめ

平成 25年 2月 7日

目次

1 晰型インフルエンザ●対FO●本的な考え方   _  ̈  ̈    _l

l l 新壺イン
'ル
エンザ■●●●日

"            …   … 1

1 2 籠壺イン
'ル
エンプ●●贅案鮨上の口

=点
について     … …  2

1 0 新型インつルエンザ発生||●機II定について  _         3

1 4 新量インフルエンザ■発生疇0社会へ0影■について     _   4

1 5 基本的人ILの車■につtヽτ    :     …__         6

1 6 =本 的対処方針牛腱間委員会の活用につぃて  ̈ ¨_     Ⅲ… 3

1 7 新型イン
'ル
エンサ■丼資

="う
口慄橿口担Eの連携体

“

    …  3

2 ■定 (地フつ 公共機関 ___     _         ̈-     10

はじめに

0 本全離lt、 嬌里インフルエンザ等対電の円清な権造のため、新型インフル
エンザ■対聟目燎●●●下に設置きれた。

O 平成 21年に発生した麟コィンフルエンザ(A/HlNl)o経 験を踏まえ、
平成 23年 9月 20日に改定がなされた政府の「新型イン

'ル
エンザ対策行動

計口J(以下「政府行動計口Jと いう.)の実効性をさらに高め、靖聖インフ
ルエンザ●発生時に、その脅

"か
ら国民の生命と健康を守り.目民の生活や

経済にユtます影嘔が最小となるようにするため、r晰コインフルエンザ寄対策

特別措置法J(平成 24年法伸軍 31■,以下

“

糊肪

“

Jとぃう。)^平 咸 24
年 5月
"日
に公布された。

0 特指法は、日漱附用

“

1条に3づき、公布の日から目
=し
て 1年を超えな

い範囲内においてR令で定める日からな行されることとされていることから、
同議の施行にF・Iけ、け型インフルエンザ●畷 特別■口法施行令や、●たに

贅定する政府行動訃口、ガイドライン専に保る■■事項を中●I=、 平成 24年
8月の設置以栞、本会■において,フ ロ、社会機能に関する分H金 (分尋会
長 :大西饉)においてはフ回、E書・公彙晰生に関する分H会 で分科奎■ :
同椰僣
=)に
おいては5回にわたり縦出を行つた.

この中間とりまとめは、ま偉のた行まであ限られた時間で口出を,い、一定
の

“

闘を得たものであるうヽ な酎事項によつては、発生時oま況を踏まえる
`姜があるなどのため新型インフルエンザ●の発生時に導断するとしr_ものや、

■に深い横3fを行うことが望まれるものもある。技術の進歩や研■●
=星=を路まえ、今螢も検討をヨlき焼

=行
つていき、政府行動計回の改定等OEIこ反映

していくことが菫要である.

0 今●1色定される新型インフルエンサ■対策特別措置議飾 令や、新たに作
威する政府行動針日、ガイドライン手においてIま、本中間とりまとめの内容
が十分におまえられるとともに、各行取機関¬ =おいてl■これらの実施|二

“ユな予算の確保に踏め.■切な対応が躊じられることを期待する.

6 , ネ■不I●の外出自■●0■●l_ついて     _         37
0 2 庫Fの

“
η●|●■の■■0について _ ……    …   __  3,

7 予RI證■・特だ饉
"に
ついて    …  … …        …   

“フ 1 特定揆崚      .   …  … … …     、    
“7 2 ●■に,する

'0「
a… … ………  …  …   …  … |●

7 ● ワクテンについて        __  ̈   ___ _― ―  14・

3 1 平時における自民へ0相■■供   ___             18

3 2 斃ミ時における国民へ0情僣掟候     ……  、  _     13

3 3 広崚担当官を中心としたテーム0瞳量キ   _  …      … :9

4 ヒ饉体H●■保について   ………   ……    …         21

インフルエンザサーベイランスにつιヽて   …  …        
“水暉対燎について             _    … …   67

斃
=口
からの航空饉 船ヽm手のユ航●饉■●6    _  _   60

在日

"人

への対●…    … … …  …… … 、    __69

口内発生初mにおける現饉対●     ̈ ……     …    70

社会的祠者への支口について _…         … … ……  7]

新コインフルエンザキ発生時o埋,■ び火
「

ミついて      ̈  73

4   4

5  1

5
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1 新型インフルエンザ等対策の基本的な考え方

1 1 新型インフルエンザ等対策の目的

0 病原性が目く感彙拡大のおそれのある新型インフルエンザや斬感彙症が万
―発生すれば、国民の生命や瓢 、経濱全体にも大きな影響を与えがわない。

このため、新型ィンフルエンザ等対策を国家の危機管理に関いる菫ゴな腱題

とLE●け、次の 2点を主r‐る目的として対策を講していくら要がある.
イ)●集掟大を可能な限り抑制し、国民の生命及び健康を保目する。
経彙拡大を抑えて、まや0ビークをなるべく後ろにずらし、医療長供体
IIの整備やワクチン製造のため0時間を確保する。
・ 読行のピーク時のE者数等をなるべ く少なくして巨燎体制へ0負荷を
軽減するとともに、E薇提供Ilmの 強化を目ることで、息者数年が医療攪
供のキャパシティを超えないょうにすることにょり、4要な患者が壼切な
医療を受けられるようI=する。

置切な医療の提供により、■症者麟や死亡者螢を減 らす。

口)国民生活及び国民経済に■ぼす影響が最小となるよう1=する。
地城での感染拡大防lL策により、欠勁者の数を減らす。

事業籠盛計画φ作成 実施年により.医療の提供の彙洒又は日長生活■
び国民経済の安定に寄与する彙務の維持に勢める。

くヽ 贅の動凛 ■
'日
>

までには相

“

031間があ■となることが考えられる。
このため 政府行動at回 は、今までの知見に出づき飛沐●桑・接触事業ヘ
の対策を
=本
としつつも、空気感彙も,壼 lこ置きつつ、さまざまな状況に対

応できる対量の選択肢を示すものとするべ普である。

O 発生当初などの病瞑性 感染力守に目する情電が限られている場合にI主
■去の知見守t踏まえ最も被書が大きい場合を■定し、強力な対員を実施す
る。常に新しい情報を収彙し、対策の2■性を評価し、■なる情報が得られ
次第、■切な対策へと切り僣えることが求められる。

また.屋彙がまん工してくると社会はR張 し、いろいるな事態が生じるこ
とがコ定される。したがって、あらかじめ決oて おいたとおりに1ま,かない
ことがキえられ、社会の曖況を把鶴し、状況に応して目■庫■に対処してtヽ

くことが求められる。事態によつて11、 地城の実情等に応して.●道府県や
各省等が政府対策本部と協麟の上.柔漱に対策を■じることができるように

し、EI●機関も含めた現場が動きやすくなる工夫があ晏である.

0 新型インフルエンザキのまん延による医療提供fllIの限界や社会的澤乱を
回避するためには、行政や欄定 (地方,公共出口による対策だけでは限界が
あり、一般全彙や国民一人ひとリメ.感染予防や感染拡大防止のための適切
な行動や備害などの準備を行うことが必妻である.

0 なお、晰彗インフルエンザ等対策は、日頃からのマスク着用年咬エチケッ
トのは庫、手まいなど、幸節性インフルエンザに対する対策がこ本となる.

倉口薬やワクチンが饉い可籠性が置いSARS(認 )のような新嗜彙佳が発
生した場合、公衆衛生対策が唯―の口第防止対策であり、/AN衆薔生対

"が
よ

り■
=て
ある。

1 3 5聖 インフルエンザ発生時の機書想定について

0 行慟計口0策定 I二当たつては、有勁な対策を■える上で、被書をたとして、
■者欺拗 読行規模に回する数値を置くが、実隕に新型インフルエンザが発

生した場合、これら0■定を超える事ヽも、下目る事■もあり得るというこ

1 2 新型インフルエンザ等対策実膳上の留意点について

(過去0経験等の尊重)
0 新型インフルエンザ等対策の実施にあたっては、2a13(平成 16)年のSA
RS発生時や2¨0(平成 21)年の書型インフルエンザ発生時の経験を踏まえ
る必要がある。その経験を踏まえて取りまとめられた新型インフルエンザ (A
/HlNl)対 策総撻会餞の「報告鋤 や厚生労働+の新型インフルエンザ
専用蒙会議の

'新
型インフルエンザ対軍ガイドラインの見直しに條る意見書J

についても活かしていく必要がある.

(危機管理としての特捨法の性格)

0 特措法は、万―の場合の危機管理0ための制度であつて,緊急事態に■え
てきまざまな情置を隣じることができるよう詢産設巌 れている。しかし、

新型インフルエンザや新惑彙症が発生したとしても、病原性の程度や、抗イ

ンフルエンサウイルス集等0対策が有効であるなどにより、新型インフルエ
ンサ守齋息事態の結置を講する必要がないこともあり得ると考えられ、どの

ようなII合でもこれらの構置を餞じるというものではないことに留意が必要

である .

(特惜まの対象とその特性を踏まえた対応)

0 感染症の予防及び辱彙症0慮者に対するE●に関する法律く平成 10年芸律第
114号。以下「感彙症蔵 ,という。)法第6条

=7頂
に規定する新型インフルエンザ

等感築症は、他の感染症と興なり、国民の大部分が全壺を雲得していないこ

と等から、全目的かつ急速にまん工し、かつ、国民の生命及び健康に
=大
な

影喜を与えるおそれがあり、また、国民生活及び国民菫表の安定を阻吾する

可能性が高いことから,このような事態に備えて、特持法が
"定
された.さ

らに、未知幡 屎症である新曇 症 (感染症法第6条第 9項に規定する断感
染症)の中で、その感桑力の強さから新型インフルエンザと同檬に社会|1影
響力t大きなものが発生した場合は、ロコの危機管理として対応する必要があ

ることからあゎせて特措法の対象としたところである。

0 新型インフルエンザであっても重壼ポH5Nl以外のものや、未知あ感豪
症である軒感染症が発生する可能性もあるため、これらの特措法の対,と な
る特拾法第2条第 1■に規定する新型インフルエレザ年は、発生するまで具
体||な特餞4が分からず、発生した場合であっても、その工逮な知見を得る

とを,頭に■いて対策を検討・実施することがユ要である。

O 新型インフルエンザの流行規模や社会へのレ雷は、病原体側の要因 (出ヨ
した新型インフルエンチウイルスの感簗力等)や宿

=■
の要因 (人の免療の

状■,)、 社会環境など多くの要素に左右される。また、自原性についても憑
いものから高Lヽものまr・様 な々場合があり,、 その発生の時期t含め、事前
にこれらを正確に

'瀾
することは不可籠である。

0 あくまでこの検害4_定は、現時点における科学的知見や過去のバンデミッ
クインフルエンザのデ‐夕を踏まえたある一定の詢掟の下におけるシナリオ
0"ヽある.

0 これらのIL■ l●当たつてlt、 新量ィンフルエンサつクテシや抗インフルエ
ンザウイルス薬年による介入φ影■ (効果)並びに凛在の我が国のE姜体痢
及び輛生状況■を―切今4していないこと,■留なするあ晏がある.

o 被■想定については、現時点において多くの機目があり.科学的知見が+
分とは言えないことから、シナリオの一つとして用いた現行の数口を使用す
ることとするが、厚生労働4は、3嗜銀き長晰●科学的知見0収集に,あら
■に応じて,■ しを行うことが求められる。

(,')■行行動ll口 0薇詈■定の
'は
について

■●●: 奎人口の25%メ嬌コインフルエンザに■0すると霊定
・ユ死皐: 中すまの■含 ● 5396(ア ジアインフルエンザ●並み)

■度の場合 2 o“ (スペインインフルエンザ並み)と ,定

1 4 新型インフルエンザ●発生時の社会への影響について

0 新型インフルエンザ手による社会への影響のな定には多くの臓
"が
あるが、

la去に世界で大流行したインフルエンザのデータ年を●考とした場合、雷饉
機関を晏脇する息著螢は、お 1.3al万人―約25∞万人 〈達つとなると推計
されることをはじめ、以下0ような影書が一つの例として議足される。
・ 曰民の場が、■行期間 (● 8週同)にピークを作りながら口茨罹患する。
罹●書1ま 1■間から10日 In掟度罹■し、次動.■●した従彙員の大部分は、
一定の欠D期間後、治菫じ (免重t得て)、 麟■に■儡する.

旱慮L● 4月 8口 ,ARS(摯 ‐ ●
・・・

,・●凛
`距
上の,`腱 Eと してこ■つけもきた 中暉7月

1`目  
… … …

二とにと, "暉体や
`Ⅲ

■ll 晨 なるIn…
`r.t=た
たO n― と

,の一 け る―
…
し n― いて ―  叫 た場合'一 にヨ́ く●●●を■■
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・ ピーク時 (約 2週間 (習))に従業員が発睫して欠動する割合は、多く見
積もって 5%程度 (F)と考えられるが、■業員自身の罹患0ほか、む し
ら家族の世話、オ離手 (学校・保吉施設等の臨離 彙や、一毒の福祉サー ビ

ス0構小、家濃での凛菱などによる)のため、出動が目姜となる者、不安に
より出動しない者がいることを見込み、ビーク時 (約 2ヨ同)には従業員の
最大 4096EEが欠島するケースが日定される.

0 このような状況を前提として想定される社会状況やそれを想定した■目な
栞罪等におけるガ贅と目編の ,,き、副ユのとおり.

0 新型インフルエンザ●への封贅は、不姜不■の外出自粛中 0整IF.施置の
使用御理等の要

“

、各事業者における彙若縮4ヽ 4による接触機会の即

“

など

医療対応以外の感簗拡大訪上贅と、ワクチンや抗インフルエンサウイルス薬

等を含めた医療対痣を組みあわせて総合的に行うことがあ■である.

特に、医彙対応以外の目員拡大防止策については、社会全体で取りlaむ こ

とにより効果が期待されるものであり、全ての事業者が自発的に■■にお ff

る感葉予防に取り組むことはもちろん、嘔彙■大を妨止する観点から、餞続

する菫
=業
務を厳り込み、出張や会議などの対面による打ち合わせを最け、

電話会議やテレビ会口を利用する.在宅島務、時
=出
コを実施する年により.

F籠な範囲で感柴拡大を防ヰする対策を実施することについてヨ饉||に検討
することが望まれる。

●業者が黎38t口 を作成するに当たっては、行うべき新型インフルエンザ
等への感染防止対量を示す年、日が支晨することが必要である .

0 -方 で.■彙者o従彙員の罹壼事により、一時期.サービス水準が相当程
度低下する可能性を許客すべきことを目星に呼びかけることも

=要
である。

0 なお、公共交五祖口について 1ま、旅客題送を覆保するため指定 (地方)公
井機関となるものであ り、適切な運送を回る,■からは、新型インフルエン
デ様症状のある者の乗車自薇や、マスク着用寄崚エテケッ トの徹庫.時姜出
勁や自転車等の活用の呼びかけなどがな定される.その

=行
については、所

管省庁を中心に、国ユ感染症研究所等関
=機
関の協力を得て、口査研究を推

進した上で、政府が新型インフルエンザ●発生時の行政や事実者の対応方針

をさらに様計すること力(適当である。

1 5 二本的人権の車菫について

0 新型インフルエンチ等対策0実施に当たっては、特給去第 5条や彙腱院内
閣晏員会年における附帝決臓 〈ヨr)を踏まえ.基本的人権を車■すること力:

菫要であり、特措注菫 29条に基づく検贅0ため0序留施設の使用、日法第 31
彙に基づく医療関係者へのEC等の実施の要日等、同議■ 45彙に基づく不要
不急の外出の自粛等の要請、学校、興行■年の使用等割口等の要請専、同法

菫 49条 にこづく臨時の目贅施設0田設のための土地年0使用、日議ヨ

“

彙

に薔づく
=ユ
場責の
=送
●、日議第 55彙にこづく特鑢 ■の発ましの要請専

の実施に当たつて、国民の権■と自由に傷鳳を加える場合は、その制限は当

餞新型インフルエンザ守対策を実施するため必要最小限のものとしなければ

ならない.

0 具体的にlr_軒奎ィンフルエンザ●対鮨●■施に当たって、法令の根拠が
あることを前操として、口民に対して十分説明し、理解を得ることが3本で
ある.特に国民の絲 ,と 自由に劇限を加える場合は、イギリス保健省が定め
た rバンデミック・ インフルエンザヘの対

" 
政策と針目立案のための倫理

的枠組みJに あるような、国民への経観的な情報提供、国民に意見を表明す
る機会を与えることなどに特段の配商 %要 である.

1 6 基本的対処方針専積祠晏員会の活用について

0 晰量インフルエンザ●対策有臓者会躍は、平成 24年 4月 27日 に特精法が
成立したことを受け、その籠●l=向けて、k府行

"計
日の作成に当たっての

こ本的考え方をはじめ、晰型インフルエンザ等緊,事II==や、感難 大防
■●ための構置等の特措法上の■■,政令甍件03本的考え方について総合
的にロハするt_め 、E学公彙薇生字の専円

=を
はじめ、善偉、饉責、たo管

理の専円
=や
地方/AN共 団体●のに広い学臓楽験者が一生に会する場として餃

けられたものである.                   ′

0 また、新重ィンフルエンザ等発生時l_は、どのような着鷹性や感業力を持
つ調原体が発生したのかが特に■■であるため、新型インフルエンザ専対贅

有諄者会腱0■■から、区争公衆薔生学の専門家書中心にエネ的対処方針守
魯間●■会を投け.政府対策本部が作成するこ本的対几方針が医学会衆衛生
学的観点からの合理性が確保されるようにすることが二いである.加えて、
対策は41会規前を含む可能性があうことから、政府対策本13に おいては、あ

要に応じ、新型インフルエンザ等対贅有口者会■における法偉や危機管理●

の専門家の姜員の意見を略くことにより、社会的・政策的合理性が確保され

ることが重要である。

0 このため、新型ィンフルエンザキが発生した畑合、晨F,動計日にこづき、
基本|1対処方針を定めるに当たっては、政府とこ本的対拠方針尋自問晏員会

で密機な情錮交換を行いつつ、基本的対処方II等踏同姜員会において、発生

した新型インフルエンザ等の病原性などの特性に関する商魔な早円的な腱

"をもとに医学公衆衛生学的観点からの対

`措
置を助書し、必要に応して法

憚 危機瞥 の専円露の量見を聴いて、諸じるべき対軍事に ,いて政府対
策本部において決定をすることが求められる。

また.童府行動計画て定めた措置等 r・は対応ができない場合であっても、日

じるべき対策,1■ ついて,最新の知■に善づく工本的対処方針等膳問委員会の

助音をもとに、政府対策木都において決定をすることが
=要
である.

なお、緊急を要する場合であって、基本的対苺方針等鵬固雲員会の委員を―

堂に会することができない■6であっても、できる限り委員の意見を聰くため
の方葉を検討する必要がある。

0 籠がどう.・1断するのか費住体制の明確化を回ることがこヨである。その意
味で新里インフルエンザ●対贅有口者会議が設置され、基本的綱 方針等譴

F・5委員会が設置されている。その一方で、基本的対処方針等騰同委員会が他

の専日家年とコ宣連携を回り、情報交換を

'う
こともキえられる。

0 また、ユ壺Ft● 颯点から工本的対処方針等日間委員会で工本的対処方針年
の検葺を行うが、節目の時期に断型インフルエンザ等維 有臓者会目を開催

し、基本的対処方針等饉目姜員会の委員以外の新型インフルエンザ●対贅有

筆者会議の委員とのうミュニケーションをとることも考えられる。

(■
樹 鮮 督[:F{・

II° mL“ 6綸口め■月嗜 たつては その甲Rセι饉 小助 I・ 0と するよう 十

(■

“

:〔議!Fl聖軍:押::糧幽 鷺:軍踏翌離菫,Eャ

1 フ 軒里インフルエンソ樹 策を,う関係様闊lDEの 速逮体飼

0 罰重インフルエンザ●発生や、疇に緊急事触下においては、日
=的
危機曹

理を効彙|II二行うため、特措法では、●■府県対策の事務が法定受屁事務と

され、日による一般的熟躍二

“

が示される仕laみ となっているほか、国が果

体的な工本的対処方針を定め、椰遭籠県●Iがこれに従って観別の措置をとる

仕lnみが■入されている。このような、危機管理の生組みが効果的に剌用さ

れるよう、そのあり方も含め、日と地方の危機贅理における役割分担につい

て、僣機的にlu肘 してぃくぁ要がある.

0 特槽法においては、日の主■の下で、野ヨインフルエンザキ
"策
を効果的

かつヨ瑠に実施するとの観点から、地域における対策の総合口壺や、餞彙防
止のための協力要籠、物資の議保嗜0国民生活 日ヽ民饉廣0安定に関する借
■などについて、広撃自治体である●道府県に―元1し して実施することとし

ている.

一方、″彙夕■:=おいては、都道府県が実

"す
るI●

「

の多くを保健所設置

市が担うこととされている.

新型インフルエンザ等発生時には、特惜法によづく情置とぼ彙碇議●●他の

まIIにこづく措置が相まってalく ものであるため、都道府県の対贅と保儘所殴

置市の対質と足工みを犠える必要がある.

このため、平時l_おいては、以下のような方策を鵬じることが必要である。

都道府県行動 ll目 を作成する燎に、他の地方7AN共団体と関係がある事項

を定めるとをlま、他の地方/At共団体の■の意■を臓く (特措注第7彙第 3
1E)な ど、特措漱に定められる理騰方賃を確実に実施すること (例えば、
壺簗症法に喜づ く入院借量に関する事務は、保置所投E市が実施主体とな
っているため、当腋事項に関して、事力に保腱所慶E市と,菫するあ要が
ある。).

まr‐、都山常稟行動計画0案の作成o朦、あらかしめ争腱経験
=の
意見

を重く (特格法第 7条絆 8■)ための場を設ltるに当たって、市町村 ("J)
の代表
=の
,加など、特惜表上の連携方策以外にも魯道府県と県内0市町

村が速樹して対策を請じるための方摯tある。
・ 県内の市町村も含めた他の地方公共同体と共同での回腱の案施に,める
こと く特格表第 12彙第 1■).
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0 なお、特措法第 3条及び第4条におぃて、日、地方公共団体、指定 (地方〉
公共桂日、量録事案者、一般の事薬者、国民●t騒がそれぞれ定められてお
り.また、その他の口別具体的な彙文においてもそれぞれの役割が定められ
ている。政府行動針画においては、具体的な事項を定めることとなるが、そ

の朦は、特措去に定められたそうした責薔や役割を踏まえ、どの主体がどの

ような投目を担うのかを、明らかになるようにする必要がある。

2 指定 (地方)公共機関

0 新型インフルエンザ等対策は、政府●動計画及び基本的対処方針の下に、
基本的には、日、も道府県及び市町村において実施すべきものであるが、そ

の実施すべき事項は多岐にわたつており、行政が必要なすべての責諏、檀能

を常に自ら用意しておくことは困■である。医薬品又はE彙機器の製造又lt
菫売や電気、ガス、運輸、通信などの公益|1事彙を営む議人は、その社会的

費務を有しており、他の事業者とは興なり、危41時においてその本来的な葉
務を通じて特別の社会的責務を晏たすことが期待される。このため、災害対
策二本法などと同様に、特措法に指定/4・共機関

"産
を設け、新型インフルエ

ンザ手が発生した場合は、指定 (地方)公共40関の実施する対策が、国及び
地方公共団体の対策と田和し、通切かつ効果的に行われることを翔待するも
のである.

0 指定 (地方)/AN美機関は、特措芸第3条において、日、地方公共団体と並
んで、新型インフルエンサ専対策を実施する責藉を彙う。また、平時には、
発生時の措置の実施に備えて、鍋 計画の作成.崎書●の

=務
を負うことと

されており、発生時には、政府対策本部長 (3道府県対策本部長)の総合調
整・指示を受けることとされている。このように、指定 (地方)/A・夫機関は、
特措注上、一般の事彙者や国民とは具なる74N的責協を負うことから、行表に
対し、労濁、施證、腱■又は物資の燎保について応IEを求めることができる

こととされている。

0 指定/AS美 機関の指定に当たっては、特措法に定める妻件にま当することは
もちろんのこと、特措議に定める●別の事業ごとに期待される具体的な措置

との関連性、危機時においても当餃綸置を餞現することができるための事業

規模など、■則的な菫定
=準
を、同様のII魔を設けている国民保護法等も,

¬ 二、以下のとおり策定することが適当である。

く通則的な指定基準>
指定公共綸関の対拿とする議人は、その案覇の/AN=性 や新型インフルエンザ

専対策のための構置との

“

週性を以下の基準に基づき、総合的に判断して指定

する.

・ 特情法■ 2彙■ 6号0■件 (公共的性回 公菫的事葉を営む議人)によ当

ザ等緊急事態措置の実施にあ要な通信を優先的に取り撮うため必要な措置

を講じなければならない.

(彗庫 )
: 通信及びそ0優先的取り

'い
を繰 できること.

(一定菫童の伝送腱世■ (電気通信回籠殷■)を 自ら設置する固定電
話会社及び募諄電話会社)

・ 地城プロックの相当範囲で電気通信役務を提供する|●彙著であるこ
と。 (全目親榛て電気通信役3を提供する0業者)
・ 電気通48事業者の中で一定の事薬親議を有していること.
(固定電

“

会社、携帝■晴会社は総加入者童のおおむね 1096程度以上

の加入者を有すること)

口)電気事業者の指定の考え方
(翔待される措置)

薔惜漱■ 62彙第 1項にこづき、電気事実者 (電気
=彙
法 (昭和 39年 法

律■ !71号)=2彙 ■ 1■■ 10■に規定する電気事業者をいう。)で ある
指定公共機日は、新型インフルエンザ等緊急事態において、それぞれその

集蕩計口て定めるところにより、電気を安定的かつ適切に供給するため必

要な措置を臓じなければならない。

(■撃)

相当敗の需要家に電気を供給する●務を目行する手業者であること,

(通常彙薔として、供綸区崚において電気を供

“

するま釣■務を負う―

般電気事実者、及び―般電気事■
=を
相手方としてその供給電力を補完す

る電力を供給する注nl●燿を■う卸電気事■者のうち国が政策的に供給

需薔をコたすよう設立した事彙■)

ハ)ガス事彙者の指定の考え方
(期待される情置)

特檜漱第 52彙■ 1■に
=づ
き、ガス事暴者 (ガス事彙議 (昭和 20年法

律目 51■),2条 第 11■に規定するガス事栞■をいう。)である指定公共
機関は、新ロインフルエンザ●栞t事墟において、それぞれその業務計口で
定めるところにより、ガスを安定的かつ適切に供給するため

`要
な繕置を目

しなけれiまならない。

(■串 )

ガスを広■の供綸区壇で相当量の書暴■に供給する事彙者であるこ

と.

すること.

・ 当餞法人の行う業務が、指定公共機関が実施する措置として想定されるも
のとの関連性が保たれてしヽること。

・ 当餃法人の業務地城が広増にわたること。
'X=本 ||に は全目的見電から指定することを二定している指定公共機88
の性格を菫まえ.指定j●●公共薔口との■●IIE上 、少なくとも、当族法
人の業らの影署が■ぼされる地域が 2以上の都ヨ府県にまたがることと

する.(HL潟遭、7●縄颯は
"途
考a)

当骸法人が民間企業である場合には、その事業の規模が相当と露められる

こと。

※ 同一案■の事来者間での菫合が自られるよう、事業規模が同寵車の0案
者については、当腋子黎者の意向を,ユしつつ、ばらつきが生じないよう
指定する。

当餞法人が措置を確実に実施することができると認められること。

X 従業員数、案議用の施投 骰●、経営状況●により確実に実施できるか
どうか罹●する。

0 以上のような薔‖的な指定書I●に工づき、口別の事集ごとに期待される具
体的措置を饉まえ、事彙ごと0具体的な薔革を設けることが適当である。
事婁ごとの基準については、自民保E去等の投いを参考とすべきており、
期待される措量が口星保籠藍年と同一である場合には国民鼻口選■と同機の

基率を、期待される措置が国民保田法キと―郎違いがある場合には新型イン

フルエンtrt対策の特性を踏まえて適菫修正したこl●を、それそれ設けるベ

きである.また、期待される措●メ国民保口法等とは彙なり、新型インフル
エンザ等封贅特市のものである場合には、新型インフルエンザ字対策の特性

を鰭まえた基準を新たに證けるべきである。

このような基本的Itえ 方を31=、 ●■ごとの具体的
=準
については、以下の

とおり考えること力t適当である.

く事業ごとの具体的二串>
イ)電菫通E事栞奢の構定の考え方

(期待される措置)

特措表第 53条第 2■に善づき、電気通IE●業者 (電気通信事彙法 (昭和

50年表●■ 86■)■ 2彙■6■に規定する電気壺
`事
彙者をいう。)であ

る指定公共●田は、晰
=イ
ンフルエンザ●緊急事建において、それぞれそ

の■騒針口で定めるところにより、通信をは保じ、及び晰aイ ンフルエン
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複数の都道府彙でガスを供綸する0業者であること。
ガス事業者の中で一定の事業規饉を有していること.

(需要家数 (取 り付けガスメーター牧)を基車 として、家鷹用零妥
蒙数がおおむね 100万僣リ ト)

二)鉄遭事集者 :旅署及び責わの適切な運送.緊菫場資の選躇
(期待される措置)

特措法第 53彙第 1■に薔づき、通送事彙者である掏定公共性国は、新笙
インフルエンザ専緊急事態において、それぞれその業蒻計口で定めるところ

により、旅審及び貪物の■選を通切に実施するため必要な給置を鱗じなけれ

ばならない。また.峙檜法部 4彙に基づき、■定行政饉口の二叉|ま特定都
道府県知事が野里インフルエンザ等緊急事コ精日の実施のため緊急の必要

があると里めるときに、軒壺インフルエンザ●緊急事態措置の実施にあ要な

食H・ 医薬品 燃料等の運送●■■ 指示を受1することとされている。
(基準 )

・ 複数の3菫府県の住民0相当菫を菫送する路餞を理,すること.
(年間輸送人員がおおむね 1■人以上であること)

・ 食料、医薬品、燃料等0緊急詢資の綸選に関して、相当数の■物を
運送できること。

(全目的規模で費物遺送事案を営む事彙■であること)

ホ)航空事業者 :在外部人の帰口支援
(期待される措置)

政府行●I計目に基づき、饉目を希望する在外

"人
について、可籠な瞑リ

定

"航
空便事の運航が行われている間の帰目が日られるよう、増lEも 含めた

対応の依頼事を受けることとされている.

(基準 )

・ 相当数の旅客を運送できること。
・ 国際路燎をジエッ晰 空機で運腋している事彙者であること.
(ジェット航空機は、旅客を通送する航空機にあっては座席が 100席

超のもの)

へ)責物自動車還4●I業者 (ト ラック事彙者,:緊■物賣の■送
α 待される情置 )

特措差第 53彙第 1■に■づき、運送事秦奢である指定/AN共機日は、新翼
インフルエンザ●緊急事態において、それぞれその業務‖口て定めるところ

チ)外航澪置桑事業者  :緊急物責の菫送
(期待される措置 )

特措法第 53粂第 1■に基づき、還選事彙者である●定公共機口は、新型
インフルエンザ●緊急事態において、それそれその彙務計口で定めるところ

により、旅書ユび貴物の運送を■切に実施するためあ晏な檜Eを
「

じなけれ

はならない。また、特措虫■ 54条に工づき、精定Fn■ 田の晏又は特定彗
道府県知事が新型インフルエンザ●緊急事■措置の実施のため緊急のこ晏

があると認めるときに、新型インフルエンザ●

“

念事鑢■量の実施にあ要な

責料 ‐燃料・ 医薬品等の運送のII 指示を受けることとされている。
(基準 )

・  本邦と海外との間で担当餞の食料、医薬品、燃料尋の緊ユ物賣を還
送できること_

・ 外航海道業者の中で一定の事彙規模を有していること。(総 トン版が
2.001ト ン超の国際船船を3隻以上運航する事綸 )

り)放送事案者
政府行動計国に喜づき、童府は国民に対し、てきる限り迅速に情颯提供

を行 うこととされているため、速報性のある鰈体であるテレビ ラジオ放
送事業を日本全国において行う日本放送協会を指定することが適当.

ヌ)公共的施腱の管理者
検痰去及び特捨注第 20業第 1■に占づき.特定検疫港等における検度の
実施のため、協力を求めることが想定される空港管理者について指定する

ことが壺当。

X なお、道路管理者、日川1管理籠般は、新型インフルエンザキ発生時に
想定される措置がないため、指定しない。

ル)医 療関係機関
(期待される情置)

特措法第 47条 に基づき、病院その他のE燎機関である指定公共機口は、
新型インフルエンザ守緊急Itに おいて、それぞれその案務計口て定あると
ころにより、医療を確保するため必要な措置を●じなければならない。

(薔■)

・ 医豪0全 目的・安定的な姜供に寄与すること。
※ 日本赤十宇社、独立行政法人日立病腕機構寺

により、旅客及び賃物の運送を適切に実施するため泌要な措置を露しなけれ

ばならない。また、特措漱第 54■に
`づ
き、指定●取機関の長又は特定都

道府県知事が新型インフルエンザ等緊急事饉惜■の実施のため緊急の必要

があると認めるときに、新型インフルエンザ等緊急事●措置の実施に必姜な

食料・ 医薬島・燃料等の■選の姜請・指示を受けることとされている。

(聾 )
・ 食料、医薬品、饉H年の緊亀物■の輸送に関して、担当数の■構を
幹彗輸送として置送できること:

おおむね全国||な規模で事彙を営んでしヽる事彙者であること。(複数

の地靖プロックに相当数の事業所を有していること)

トラック亭彙者の中で一定の子彙規模を有していること.

(広崚的な資物の適躇に供することのできるトラックを薇ね 10m
台以上保有していること)

卜)内航蟄

“

蓮航事葉者  :緊急物責の■送
(期待されるIEE)

特措差籠

“

条第 1項にこづき、ヨ躇事業者である指定公共●田は、新型
インフルエンザ宇緊急事日において、それぞれそ●業務計薔で定めるところ

により、旅審及び費物の運送を適切に実施するためら要な措置を請じなけれ

ばならない。また、特措法第 54彙に薔づき、日定行政担口の■又は特定部

道府県知事が新型インフルエンザ●緊急事旭措置の実施のため工このあ
=があると口めるときに、断ヨインフルエンザ等緊急事態措置の実施にあ真な

食料 盤料・ E曜畠年の選選の要晴・指示を受けることとされている。
(二4)
・ ■将、医薬品、終H等の緊急初責の輸送に関して、広増的に■選で
きること。

世嗜ブロックの相当田目を運行する事業者であること。

(3以上0●■府県内の議湾に寄滲する片遭の航路巨離が 31Xl k国以
上の定用航路を運航している事業者 )

・ 内航海■彙奢0中で一定の事彙燎捜を有していること.
(eト ン数が l IIlト ン超0-般貪物を通議するRORO船 (IEE
フエリーを含●.)又は総 トン餞が 3mト ン題の油■船並びにそれら
に準する輸送籠力を有するコンテナ船を3■以上薔航している事業者,

※ なお、旅害の通選を行う旅害船事墓者としては、その多くは暉染拡大ヘ
EEす るはどの漑 魔は露められないため指定しないことが適当である。

E晨口慄者による奎目的な団体であること.
X 医晨社田については、二以上の椰遭府県にわたる法人であっても、E
E●口が所在する地崚における饉饉提供体IIの

“

保と緊宙に関連するこ

とから、基本的には●道府県知事が指定地方公共機田として指定するこ

とが適当.

ヲ)医薬品●製遺販売睾者、医薬躊 口遺卑奢、E黎昌●販売業者
(期待されるIED
41檜注菫47条に

=づ
き、口
=品
●製遺販売業者 (車事法第 12彙第 1■の

E瞑贔又はE薇綸署●製造販売彙の許可を受けた者をいう。).医薬品手蜃n
彙奢 (同法第 13彙第 1項の医薬品又は医壼●●のコ量彙の許可を受けた者
をいう。)著 しくはE凛品等販売案者 (両法

「

24彙椰 1項の目薬品の鳳亮彙
又は円ま第 39彙■ 1■の高曖雷菫E燎棧讐● (同■に規定する高度管理目
壼●●■をいう。)0層発黎のF■を受けた者をいう。)である指定公共●00
は、晰壁インフルエンザ●緊急事mにおいて、それぞれその案薔lf面で定め
るところにより.医薬品又はE饉饉署の■遺又lt販売を確保するためあ要な
措置を自じなければならない。

(=串 )

医薬昌の製造照売業者については、抗インフルエンサウイルス■ .

ワクチンの全目的 安定的な供綸が可能であることとし、指定対
'1ま以下のとおりとする。

> 抗インフルエンザウイルス薬
抗インフルエンザウイルス薬の製造販売栞者 (薬事議に書づくヨ

査販売承腱を受け、品質保証、織続供給等の責務を有する製造販売

彙音)であること。
> ワクテン
籠重インフルエンザ発生時において、国の指示の下、新型インフ

ルエンザワクテンを生産 し、日本国内に供給する●務年を有する■

逮壼亮黎音であること.

・ 医療機署の製造販売案者については、注射署.シ リンジ●0全国||・
安定的な供給が可鮨であることとし、指定対●は以下のとおりとする。
> 注射針、シリンジ●
注輌‖、シリンジ●0製造販売業者であること。
・ 医薬儡卸売質売彙者

`二

ついては、医薬品の全目的・安定的な配送が

可籠であることとし、E薬品卸売競 案者の全目的な団体を指定する
こととする。

資-lo



ワ)その他
・ 特措法霊 01■にこづき、日本崚御 よ、新型インフルエンサ等緊急事
触において.その基著II画で定めるところにより、銀行壽の発行工びに
通貨及び金融の調節を行うとともに、銀行その他の金融4● BBの同で,わ
れる資金決済の円滑な確保を轟し、信用秩序の維持に■するためら晏な

浩置を諄 しなければならないこととされているため、日本銀行を指定す

ることが■当.

・ 特措寇第 53条露 0■に基づき、お使事業を営0者郎 ―晨信書IE事
業者 (星同事業者による信書の送達に関する法律 (平成 14年議伸

"90号)第 2条 第0■に規定する一般に書便事業者をtヽ う。)である鮨綸
共機関lま、新型インフルiンザ等栞a■●において、それぞれその事務
計画マ定めるところにより、郵●■び信書便を確保するため必要な措置

を請じなければならないこととされているため、日本郵便棒式会社を指

定すること力筍 当。

0 上記基準を踏まえ、基串に見合う事業者の意向を尊重しつつ、日別具体的
に、指定公共機関として指定することが適当である.

0 3道 府県知事による拍創 方公共機関の指定については、日における
"足公共機関の指定甚

=を
,照 しつつ、ll崚的な特殊性も踏まえながら、椰遭府

県と相談の上、手引き等を作成していくこと力噛 当である。なお、薦線バス

事業者は、栞車率が高く日棄工大への配慮の必要性がある場合に、指定地方

公共機関として指定することを検討する.

※ なお、旅客自動車運送●彙奢 (バス事業者)について、案務地城が広崚
にわたる高速バスは、運送量も大きくなく、惑業拡大への■日の必要性が

低いため日の指定公共機関とはしないことが適当である。

E臨 糧関における指定地方公共む関の考え方l■以下のとおりとする。

・  感染症対応に車目的な知見及び施設をもつ感簗彙指定医姜機関 (特定、
第一種、■二■)

・  相当数の人院病床があり、救命対応が可能なE療機器等が整備されてい
る。

・ 個別の医療機駒 他に、全てのE燎●田が新型インフルエンサ等の鰺姜
に関わる可能性があるという観点から、国民保自注年でも指定されている

医壼関係者 I二よる団体の指定も摯定される。

3 国民への情報提供について

・ 靖と」瞑
=踏
編ヽ出浩hi■器営躙 認,1■1・・

‐・ rも 公薔ヒ●にし,メ

状況下における新型インフルエンザ■0発生ま滉手に関する情報伝達の公益               来きない運用方法を例示することが求められる.

性に留意 した情報提供0在り方を検ヽすることが求められる。                      (例 )・ ―般的な問い合わせには事務職員を活用

・ O gtAを作成した上で外部の民同彙者に晏託
● 3 広報担当官を中心としたテームの臓E等

ハ) リアルタイムかつ直l■的な方法での双方向の情報共有の検討
0 国民への情報豊供について Iま、厚生労働省の新型インフルエンサ専日ま会              o 日と地方自治体との情口共有の具体的な方法を例示することが求められる。
日の「新型インフルエンザ対策ガイ ドラインの見直しに係る量見書jで取り                (例 )担 当者菫

“

先の事前共有と、発生時の間い合わせ菫口の設置

まとめられてしヽる意見が籠ね妥当である.                                     ・ メール●による対策つ理由、プロセスキの共有

イ) 広鯉 当官を●0と したテーム0置 等                             o 臓費口係をとの自接的な情報共有方差を,示することが求められる。
0 欧鳥対策本部及び厚生労働省における広薇担当官に望まれる役割等を明示                 (a)・ メニルマガジン手を■した情燿共有と、同い合わせ年に対するフィ

する必要がある。                                              ― ドバック

広報担当官は、発生状況や対策に口する情報を、分かりやすく提供するス

ポークスパーソンとしての役酎を有する.                              o 国ユヘの情颯提供を行う手法として、利用者の増大しているSNS(ソ ー
広報担当官は、感染壼全般に関する一定の知摯を有し、政府における■8               シャル ネットワ=ク サービス)の活見について、今後検討する。
決定にある程度目与できる立場であることが求められる。,政官と専門家が

共同して担当することも考えられる。

政府対策ホ都及び厚生労働省における広颯口当チームの腱量l_当たって

は、基本的対処方針守踏同■員会の晏■をメン′‐ に含め、三者力‐ 体的に

活動することもオえられる.

0 政府対策木都及び厚生労慟省における広颯担当官を中心とした広報担当テ
ームの具体的な案務や菫曽方議を明示するあ要がある。                                                  '
・ 情報の集約・壺理・ 彙[・ 窓口黎務を実施することが求められる。
・  ―元的な情爆発倍のため、書対,への意口

=―
本化する●Iがある。

0 情報撮晨に瞭し、政府対策本部や関係省庁のn壺が必要である。
・ 対策の実施主体となる●庁が■切に情報 を■供できるよう、コ嗜対策本
日が田蜃する●晏がある.

口〉 情報提供手段の確保
0 国民が情報を得る●全の増加や、外口人、暉害者など受け取り手に応 した  ´

情曖提供のため、インターネットを合めた多様な情報提供手段を活用するあ

要がある。

0 地方自治体がコールセンターを設■する搬に、他の公衆宙生集8に支障を

3 1 平時における国民へ0情織提供

0 発生時の危機に対応する情颯提供だけでなく、予防的対策として、平時に
おいても、新型インフル■ンザ手

の予防及びまん
=0晰
上に餞する情報や

様々な調査研究の

“

異などを国民に情颯提供する。こうした適切な情鯉提供

を通し、発生した場合0新型インフルエンザ●対策に関し周知を国り、納得
してもらうことが、いぎ発生した時に国民に工しく行動してもらう上で必要

である。

ヽ

0 学牧は桑団E彙が発生したり、地域への感集拡大の起点となりやすい特性
があることから、平常時から保健籠生部局や重市委員会と連携して、児童生

機年に対 し感染症や公衆衛生について情報提供し、T軍に指導していくこと
が必
=で
ある。

3 2 発生時における国民への情報提供

o 腱もが感鍮する可能性があり、同時に他の者に菫豪させる可能性があり、
それが責められるようなことではないという配瞼を国民が持つように情報提

供すべきである。

O 風諄薔害の間目を含め、誤った情報カマ出た場合は、具体的にその内容を把
経し、■々に打ち消す情報を迅速に出すことが重晏である。

0 個人情報0公豪の範囲について_プライ′ヽシーの保護と公■性のイ`ランス
を考慮する必要がある。プライバシーを保謹することは二要であることは当

然であるが、行政機関の保有する情報の公開に関する法律 (平成 ll年法律第
42号 ,■ 7条 (公姜上の理由による●量的開示)の起旨を麟まえ て注1)、 目
民の生命、

‐
●いては国民生活・ 国民経済に,大な影書を■にすおそれがある
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4 医療体制の確保について

4 1 発生時における医靡体制の維持 餞保について

0医 療体制の確保については、厚生労働省の新型r/7ルル ザ専円菫会鮨0
r斯奎インフルエンザ対彙ガイドラインの見Eしに係薇 見書」で取りまとめられて

いる内容が綱ね要当ており、次のように考えられる。

(1)未発生期から進める医療体
"の
壺備について

0 粽道府県並びに保壼所を■■する市及び特別区 (以下
'椰
道府県●Jと い

う。)は、2次諷僚口等の日j●を単位とし、保口所を中0と して、地増医師金、

地域薬鶏師会、地域の中核的
=腋
饉凹 〈日立病院機構、大学HI口病院、公立

病院等)を含むE●機関、薬局、市町村、消防●0口係者からなる対彙菫饉
を設置し、地域の関係者と

'接
に連携をロリながら地域の実情に応じた医晨

体制の整備を確遣する。

0 都道府県と離 所を雄置する市及び特,1区 は、医曇体憫の整備に回する筐
目を行い、その投割分担について■壺すること1敏められる.

0 都道府県においては、保量所を投置する市及び特H区が管哺する地域を含
め、 2次匡籠ロキ0日崚ごとの医療体日の整備状況を随膊フォローアップす
るとともに、あ要な助言、田整を行える体目を壺饉することが求められる。

O E猥 機関は、地域感彙期において撲嬌に増加する患者への対応や出助苛鮨
な■襄数の議少年の影響等を踏まえ、医療機関の特性や規模に応した饉議し

て医療を提供するための診蜃撻続計画を作成するあ
=が
ある。

0 都道府県4は、市町村の協力を得て、地域E椰全写と理携して、あらかし
め帰口者 臓触者外来を設置するE彙機関や公共施臓年のリストを作成し、
■置の準備をすることボ求められる。

0 ■国者・●腱■外来については、感染佳指定医療機口0みでなく、身近な
池城で晏
`で
きるよう、その体●Iを確保することが望ましい.このため、椰

道府県年は、地撃o実情を0案 し、伝わ人口10万人に1か所
=産
、当麟管

暉地城内に確保することが求められる.

0 ●コ時賠 は、F口著 撻触嗜相談センター●
=こ
の■″を差めることメ

求められる.

0 晰奎インフルエンザ●轟者の入院に備え.医崚棧関は、輌床利用

“

やじ壼

織続■日に
=づ
き入院可能奮床菫 (定員超過入腕鰤を含む。)を日●しておく

`晏
がある。も道府県は、市町村の協力を得て、これらの試算をもとに、あ

らかじめ地域壺彙期以降に■症者の入院のために使用可能な
=床
散を決定し、

対策立室の書E■ Hとする。また、壼著数が大幅に増
"し
た場合にも対応で

きるよう.■症奢は人腕、軽症者は在宅口曇に振り分けるとともに、医饉体
制0確保を目ることが■

=ヽ
ある.

0 病
"連
携.費霧連携は、地域の自動・巨助のために重要であり、都道府県

=は
地
=の
自動・互動を支壕するため、平膊より晰型インフルエンザ●をな

定した日

`連
携、病病違傍04量を推贅することが望ましい。また、在宅饉

姜の支饉体鶴を■備しておくこともIIIで ある。

0 椰遭府県手は、入院治ぼが必Iな新型インフルエンチ年の●者が増加し、
医療機国の収容掟力青赳えた場合に■え、公共施殷専E量

"投
以外の施設で

E燎を■供することについて検討を行うι■力%る .

(2)発 生島における医書体劇0筆持・確保について
嗜 外発生期から地域発生早期における医饉体制について)

0 海外発生湖からl●●発生早期において、発生日からの帰□看であって、発
腱 呼吸番症状●を有する者について、新壺インフルエンザ●に罹●するた
険性がそれ以外の患者と大きく具なると考えられる円は、儡口者 接触奢外
末において

“

断を行う。そのため、都道府県■は、得目者 精触者外来を菫
厠する。

0 晰型インフルエンサ手が海外で発生じ帰口者・接触者外来を餃置した場合、
コ薔府県寄は、

=や
かに掲目者・接腱848薇センターを設置する。

0 地●斃生早期において、新ロインフルエンザ●と診断された者に対しては
原則として、感彙症艦に薔づき嘔集症指定E燎機関等に移送し、入院働告を
行う。

行規劇常 10条ただし書き (ぎ)に基づき、定員超過入院■を,うほか、都道
府県知事はt特

'法
■ 48条に基づき、医療機関以外の施般の用途を一時的に

■■して使用する、又は新たに仮設の医崚施量を設置し、目燎の提晨を行う必

要がある.

4 2 臨時のE壼施設について

0 特構去
"48条
において、椰道府県知事は当餞椰道府県つ区球内において病

院子の他の医療機目が不足し、日籠の提供に支障が生すると口める場合には、

こ者●に対するE壼の■供を17う ための施■であって、都壼府県知事が自時
に腑設するもの (f日時の医量籠置」という.)においてE曖を■供しなけれ
ばならないこととされている。

0 医療機■以外においてE晨を■供する■として、以下の施設が燿定される。
既存0医壼機関の敷地外などに設置しf‐テントやプレハブ

体■菫や公民館などの公共施臓

・ ホテ

"宿
泊ロッジなどの宿泊施設

など

0 臨時の医療施性の性置を検●する朦、医晨体制の確保、曜染拡大の防止及
び●生面に関して、次に月げる条件守を考慮する必要がある (2す しもこれ
らの条件をすべて清たすら■はない。)。

・医稟畠・医壼機書等や医療従事者 が確保されること

多枚の■者の宿泊力呵 能なスペース、ベッド等があること

・化
=菫
やシャワーなど衛生腱燎力

'壺
つていること

食事の提供ができること

'曖
房が請 していること

十分な駐車スペースや支遭の使があること

0 臨時の医療施設において医療の提供を受けるほ者の例としては、新型イン
フルエンザ等を発●し外来珍姜を受ける必要のある●奢や病状は比較的軽症

:賢五「:ち:;毬貯
な
'｀
ただしヨ1●かЬ]｀■1ヒ轟讐験撃tピ:懐鑑鏃恙:蓬ヽ 七震

ヽ15翼干二」環
=L∬=よ

く
`を
漸 さ鶴
・
はT明
"山
とい,→ に― 口 えて

“

gu遷 し.(●

(地域

`染
期以降における医療体制について)

0 地域感鞠 となった場合には、都道蔽県4は、帰口奢 機ヽ薇者外来及び帰
国者・ 峰触者相捜センターのコ置並びに感彙掟議に基づく患者の入院措置を

中上する。

0 新型インフルエンザ等の鷹者の診贅を,わないこととしている医療機関尋
を除き、原員1と して一般のE療機関において、新型インフルエンザ■の風書
の診廣を行う.その瞭、通常の院内感染対策に加え、新型インフルエンザ守

の患者とその他の目者とを可ILな限 り時間的・空間的に分出するなどの対贅

を行うこと力球 められる.

0 地域全体で医療体制が確保されるよう、例えば、外来お瞑においては、軽
症者をできる限り地域の中核病院以外の医療機関でじ接する.地離の中核■
浣の診晨に他の腱療機関の医師が協力する0、 病診連携を始め医療機関の連

携を回ることが二要である.

0 入院診療は、原用として内H・ ′卜児H等の人院鬱薇を,う 全ての医崚la田
において行うこととするが、地域の実情に応じ、感彙症指定医薇機関●の Iエ

か、公的医療糧関■ (国ユ病院機構、日立大学附属病院、公立病院、日赤自

院、済生会病院.労災病院■)で 、入院庄者を優先的に受け入れるように野
める。

0 患者敗が大幅に増加したIn合 にも対応できるよう、■症者 まス院、軽症者
は在宅療奏に振り分けることとし、原劇として、医療機関は 自宅での治壺
が可能な入院中の3●については、日状を説明した■で退院を促し、新型イ
ンフルエンザ等の■産患者のための,床を確保するように

"め
る.

0 このほか、E贅機関は、原則として、待機可能な入院や手術を控えること
が求められる。

0 これらの対応を最大限行つた上でも、新型インフルエンザ等の■者壼が増
加しEE機目が不足する事なとなつた場合には、当臓屁理機醐は、臓豪法施
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てあるが、在宅壺
=を
,う ことが困難であり入院診燎を受ける必要のある■

■諄が奢えられる.

0 このほか、病原佳及び塵棄ヵが相当高い、または治瞭法が■立 していない
等の新型インフルエンザ等の発生により、ス院診療を妻する患●7‐が増加し

たため、院内感摯対策上、こ者等とそれ以外の疾患の菫者とを菫目的に分離

する目的で、当骸患者等を臨時の医療施設に入院させる場合も考えられる.

0 臨時の医療施設においては、医療従事者の確保や、日僚霞備面等から高度
なE暉の撻■は困難であることから、可能な限り臨時0医療鮨置を設置 しな
ければならないJlう な状況を回量できるよう医菫機目が診療僣続計日を作

成 運用することにより、病炒連携・崩病菫携のI「奎を推進することが望ま
しい。

4 3 医臨 者に対する要請・指示、補償について

0 特措去第31条 において、新型インフルエンザ等のこ者尋に対するE贅の提
供を行うため必要があると認めるときは、医師、看霞師その他の最令て定め

るE晨関係者に対し、都コ存県知事はE書を行うよう菱薔又は指示 (以下 r要

籠●Jという.)すること力ヽできるとされている.また、ロュび都道府県は、
予防機種を行うため必要があると認めるときは、E晨口係者に対して必要な
愴力を要田又は指示することができるとされている.

0 特棺議椰 2条″ 2項におしヽて、日及び都道府県は、ヨ鯖等に応じて患者等
に対する医饉等を行う匡晨関係者に対して、政令で定める工準に従い、その

実費を弁償しな1ナればならないとされている.

0 特情法筆63彙 において、も道府県は、要隣キに応して、患者年に対する医
療の提供を行う医療関係者が、そのため死亡 し、負傷 し、若しくは疾病にふ

か り、又は障害の状なとなつたときは、政令で定めるところにより、tの者
又はその者の遺族著 しくは被扶姜者がこれらの原因によって受ける損害を補

償 しなければならないとされている。

(1) 要請 指示を行う状況について
0 新型インフルエンサ●が発生した場合、都道府県行動計日に定めるところ
により、医僚の提供が行われることとなるが、病原性が非常に高しヽ場合など、

4 4 抗インフルエンサウイルス薬
=に
ついて

0抗 ィンフルン プウイルス薬については、厚生労働省の新型インフルエンザ専円
家奎ヨのr新型ィンフルエンザ対策ガイドラインの見直しに係る意見書1で取りまと

められている内容が概ね妥当であり、次のように考えられる.

(1) 抗インフルエンザウイルス菜の備蓄
0 鰭外国における補蓄状況や最新の医学的な知見●を目まえ、国民の 4596に
相当する量を目繍として、抗インフルエンザウイルス策をII目 的かつ安定的

に備雷する.なお、その際、現在0備書状況や流通の状況守も詢案する.

0 インフルエンザウイルス株によつては、現在、備書に占める割合が高いオ
セルタミビルリン螢■ (商品名 :タ ミフル)に●I性を示す場合もあることか
ら、抗ィンフルエンサウイルス薬耐建絆0検出決滉や籠床現場での使用状況
等を踏まえ、今後、■蓄薬を追加 更新する際に1ま、他の集剤0"害場合を
増やすことを横尉する必要がある.

0 嬌規の抗インフルエンザウイルス葉として、ベラミビル水和物 (口品名 :

ラピアクタ)と ラニナミピルオクタン酸エステル水和物 (冑呂名 :イナビル)

が承躍されているが、現時点では有効期間が比較的短

"間
であり必ずしも備

蓄に適してしヽないことから、従来どおり、オセルタヽビルリン腱嘔 (商品名 :

タミフ′の とザナミピル水和物 (南F.名 :リ レン

"0■ =を
燿絆じていく

こととするが、新規の抗インフルエンザウイルス薬の備書についても、今後

ヨ1さ檀き検討していく必姜がある。

o 厚生労●■1ま、諸外国0備書方法の事例等の情報を収集し、これらを
'■に、効率的かつ含理的な抗インフルエンザウイルス業の綺書方まについて投

耐することが求められる.

(2)抗 インフルエンサウイルス薬0前轟口壺について
0 厚生労働省は、抗インフルエンザウイルス員の議壼状調を■2し、新型イ
ンフルエンザ発生時に円滑に供給される体

“

を構築するとともに、医睾崚ロ

や薬局、区葉畠口曇晟売菓者に対し、読ィンフルエンサウイルス藁の適正識

■を指導することが求められる。

(3) 抗インフルエンサウイルス薬の予防投与について

螂 道府県知事による通常●協力鎌 のみではE晨の確保ができないような
場合」に雲ヨ年を検討する。なお、実躍の要請等は■■に行うべきものとす

るべきである.

0 「都道府県知事による通常の協力依燿のみては医療の確 ができないよう
な場合Jと は、以下のような場合が想定される.
・ 帰曰肴 権燿者外来や臨時の医療施設など、日常診壼とは異なる場にお
いてE姜の提供を行う必要があり、そのための医療E臨者を確保できない
■合

・ 例えiス 地域0ほとんど全てのE療機関が多書を休止するなど当骸地撃
における医療体制の確保が困難となり、当腋地城に所在する医療機関に対

し医療の提供を要請する場合

0 医療関係者への要請等0方法については、医療回係者に対し口月1に要請等
を行い日常診書とは奥なる場で医療の提供を行う方差、又は、医療機関の管

理者に要田等を行い、日常診ほとは異なる場着しくは当ま医療機関において

診療体制の構築を依頼する方去等が考えられる.

(2) 要鵬等を受けて医療等を提供する体制について
0 特措法
"1条
OE■関係者は、災害救助法など類似の法令を参考として定

める方議が考えられる。

0 新型インフルエンザ年の発生時においても、質が高く、安心で安全な医療
牛を円滑に■供するためには、新型インフルエンザ等の患者等に対してE燎
を行う医療関係者の他、事務麟員を含め多くの機種の協力が不可欠であり、

各医凛スタッフ年がチームとして医螢提供を行うことが求められる.したが
つて、特措
=常
31彙に・●づき妻IB等 を受けて医療等を提供する体制は、医師、

■圧師手の有責薔者のみならず、■者等と直接接する事務職員キを含めたも

のとすることも検討すべきである.

(3) 補償6串、申隋手続等の政令妥件について
0 補償基準、申腑手競寄については、新型インフルエンザ●によるものと
災書専によるものとは大きな違いがないものと考えられるため、災害散助議

等と同41のこ黎、手観音とすることが適当と考えられる。

0 海外発勤 及び地●発生早期に、抗インフルエンサウイルス薬の予防投与
を行う鳳には、日及tr●道府県が備薔している分を使用できるものとするベ

きである.

0 新型インフルエンザウイルスの嗜雷を受けた者は、感彙する場合がある。
新型インフルエンザに嘱柴した場合、無症状又は軽微な症状であっても他人

に感染させるおそれがあることから、海外発生期及び地域晏
=早
期には、抗

インフルエンサウイルス童の予防投与を実施することが求められる.具体的
に予防投与の対,と して,定される者は次に掲げるとおりである.
イ)a着の同居■
地城雑 早期|二おいて、患者の日居者き、新型ィンフルエンチウイルスの曜日

を受けている,龍仁がヽく、予防■,●対象とする.
ll●●彙期以Fは、地域,生早期における予防投

=の
効果,を,薇した上で、

ラ肪投与を籠燎するかどうかを決定する.

口)同層奢を鳳く●者と0■厚接餞者及0●キと同じ学校ヽ●●●に■う者
le重,生早期に■■が■露されたjl合 .菫靡

=オ
,15彙の規定にこづき 獨

極的晨■口■が実ヽされる。その●晏特定された■■と0■暉崚触者 (同居■●
陰く_)、 ■

=と
同じ学校、口,●に■う者のうち薔壺インフルエンサウイルスの

嗜■を受けたとうえられる者については、●者の行動範囲等を考慮した上で予防

撃与0対oとする。
jl“辱艤月以澤は 増加する,■へ媛 晨を饉力し、これらの対,■ ^の予防
投与を凛日として,合わせるものとする|

ハ)E壼■■者● ス臓対贅田蛛書
・ E菫屁事看●・ホ澤対彙口係

=0,壼
を予防することは、医晨●能φ籠持や感

羮拡大肪上のためにEIである。したがって、地麟見笙旱
"に
おいて、十分な薔

摯防止策を,わずに、自書にIn饉摯Jしたこれらの奢は予防後与の封,とする。

こ)lorョ じ込め奏菫t球の住民
・ 鯰崚,生旱翔においては、一定の彙件rRた された■合、地城]し込め封漿が
実

“

きお●ことlrぁ り■ ,。 そ0朦は、当欧増

“

内●住民に対し、一斉予防E与
を実施する.

0 抗イ ンフルエンザウイルス薬の予防性与 を行う実施者としては 以下が想
定される。
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・ 積極的●学田■の皓凛、二厚摯離 と
"明
した者に対し、̈ 区椰が予防

担与を,う 。

・  e者 1=凛
"榛
触したE燎従事著■や水燎

"贅
口係者に対し,医l●●田■び検

「所■の医鰤が予防■与を行う。

・ t鑽ヨじ込め栞菫0■の住民に対し、保檀所及びEttL腱キのE節が予防,与を
行う.

(※ )をお.予防置与0対,■が医学的ハイリスク者である場合●は、主力こと相

談し攪与●可香を横肘することが求められる。

0 予防投与については、投与対彙者 (小児の場合は保饉者を含む.)に、そ0
有効性2び安全性について十分に情報饉供L.同量を得た上て行うものとす
るべきである.予防投与の方まについては、添付文書に配載されている用議
に従うことを原則とするあ要がある。

(4) 流行期の処方おの取扱いについて   ′
0 在宅で療姜する菫者に対し、医師が電冨による診″により麟国インフルエ
ンザ等へのE員の有●や慣性姿患の状況について診断ができた場合、医師が
ファクシミリ寺により抗インフルエンサウイルス薬等の処方せんを発行・Cき

るものとするべきである.

0 具体的には、以下のような場合が考えられるが、薔本的に電話で病状鰺壼
するのは困難であることから、原則として、外出自層が要薔されている場合

等 I二限るものとするべきである。ただし、慢性疾患を抱えるコ者に対する定

期処方集のファクシミリ等処方は、より弾力的に電められることが望ましい.

イ)慣性´屋年を有する定
"■
3,者の場合

0新 型インフルエンf●に罹日していると考えられる場合
患者に菫よがない段諄で、3■が

'ァ
クシミリ年により抗インフルエンサウイル

ス葉等の処方をお日し かつ、かかりつけの屋
「

が7承 したIB合 には、その日を

カルテ■に記●しておくこととする.

力′レテ■に

'■
がある●者については ,腱尋●薦状を目めた臓に、■3による

0彙により新●インフルエンサ■への3豪の有厳について鰺断できた場合に、フ

ァクシミリ手により

"イ

ンフルエンザウイルス薬●0ユ方せんを■,■ きる.

0慢性′●●■に
'す
●こ彙こがあ甍な0合

当腋

`者

0慢性姜
`が
安定しており、かつ電話により●■な壼■僣

““

可籠な,
合にlt.E●●口内における嘔葉を防止する●点から、■おによるOCで ファク

5 新型インフルエンザ等緊急事態について

(御度の概要)

0 特指法郷 2条において、政府対策本部長は、新型インフルエンザ年 (国民
の生命及び健康に著しく■大●侵書を与えるおそれがあるも,と して政令で

定める事件に餞当するものに限る.)が口内で発生し、その全目的か0急量な
まん廷により国民生活及び口民経済に書大な影書を及ぼし、又はそのおそれ

があるものとして政令で定める晏件に餃当する事ユが発生したと臨めるとき

は、新型インフルエンザ専■

'事
餞菫■を行い、日会に報告することとされ

ている.

なお、新型インフルエンザ●が発生しても、病原Lが低い場合においては
新型インフルエンザ等緊急事工童

=は
,われない。その場合は、最府対燎本

部は、その清原性が季節性インフルエンザと同程度以下と判明するまでは継

続的に設置されるが、特措法に澪づく目意事態措置 ま講じられず、感彙症浅

守に基づく措置が購しられることとなる。

0 政府対策本部長が行う斬聖インフルエンザ字ス急亭触宣言は、新型インフ
ルエンザ等緊急事態

=置
(注')を購しなければ、E猥提供の限界を超えてし

まい、口民の生命 。口康を保震できず、社会屁乱を招いてしまうおそれ力
`生

じるような事■であることを、国民に分かりやすく周知するためのツールで

あり、個別の緊急事籠措置を行うためのトリガーという橙籠を持つ.

5 1 新型インフルエンザ●緊彙事態童書の政令雲件について

0 新型インフルエンザ●が世界の何れかの場所で発生した場合、海外の症例
やwHoの 判断も踏まえ、ます嘔彙症法に基づき、新型インフルエンザ年の
発生の /A・表が厚生労働大臣により行われる。その後、国内で新型イン フルエ

ンザ等が発生した場合に、R意事態責書を行うか否かの中断が求められるこ
ととなるが、その時点てltある籠亡0壼例●o知見o集積が得られているこ
とが通常考えられる。そのため、R,事菫童言の要件である特措議 32彙軍

'編喘確g鏑躍
=難

:イ霊窃盟■蹴薦ぁ:鮮踊ら翌鵬r濯躊

シミリ等によう処方せんを送付することができる.

口),コインフルエンザ■を■わせる壼状のた0■■の受摯壼メある■●
・●Elこよる,燎にて晰壼インフルエンザ尋と,断した場合には ,ァ クシミリ等
により航インフルエンザウイルスロ●●処方せんを,■できる。

0 ファクシミリ等処方に目するE師と壼者との事前同菫は、原則として、新
型インフルエンす等が発生した■に行うものとし、ファクシミリ等拠方を実

際に行う置には、主着Eが患者を定用的に診書し病状を把口てきている■合
に限るものとするべきである。

(5)抗 インフルエンサウイルス案の選択について
O WHOlt、 新型インフルエンザに対して、ノイラミニダーゼ阻害員による
治象を■ユしている。量が日を含め、各国で:ま、経口内霰薬で幼児から高齢

著までポ咸用しやすいタミフルを申0に■言している。しかし、インフルエ
ンサウイルス株によっては、タヨフルに対する耐性をもち、リレンザに感晏

性を示すことが判明していることから、量が日でもタミフル耐性ウイルスが

出現した■

`を
電定して、tet電 oためl_リ レンサを備蓄している。なお、

ノイラミニダーゼ阻害薬としては、経口内鳳藁のタミフル、籠口収入薬のリ

レンザに加え、晰たに経口吸入薬φイナビル、い脈内

`与
ヨ■のラビアクタ

が国内で製造燿発承口を受けているところである。

0 新型インフルエンザ発生時の力壼
=に
ついては、抗インフルエンチウイル

ス薦の囀微等を踏まえ、また.地方●生研究所や目立感染症研究所で,つて
いるサーベイランス●に薔づく抗インフルエンザウイルス薬に対するウィル

スの耐性夕滉年を●考に選択する。

0 なお、新型インフルエンザの予防・治壼方針等については随時最新の科学
的知見を取り入れ見直す●長があること年から、今後とも抗インフルエンチ

ウイルス事の効果や薬用■性についての研究、情報収■を行うこととし、抗

インフルエンサウイルス案0■■ユロ・量やその■与方法については、■時
薔切に見■しを,う こととする。

1■の「国民の生命及び●巌にをしく■大な櫨署を与えるおそれがあるもの

として政令で定める要件Jの考え方としては、■症掟樹 (||工、多鷹暑不全、
日症など)が通常のインフルエンザと比ヨし、相当,く みられる囁含とし【政

令事項】、その電用に当たって海外及び口内の自床例■の知,を集積し、それ
らに
=づ
き、こ本的対処方針寄譴周壺員会で絆●することが適当である.

0 特H摯第 32彙第 1■の新型インフルエンザキの「全目的かつ急速なまんエ
によリロ■生活■

`日
民嗜済に薔大な影薔を及ぼし:又はそのおそれがある

も0と して政令で定める要件」の考え方としては、報告された患者等が確か
ら感彙したが不明な場合又は饉告された0者停が推から感染したかは尋明し
ているが、嘔員の■なる拡大0可能性が香定できないと判断された場合とし
【R'事項】.その運用に当たって●簗e琺

"15彙
に薔づくこ者年に目する

盾撮釣笙学口査の革桑に基づき、こ本的対厠方針手B日委員会で評価するこ
とが適当である。

0 新型インフルエンサ等対策緊急事態童書を行うまでの手順は 以下のとお
りとすることがI●えられる。

・ 厚生労働省 tD立感葉症研究所を含む。)は、発生初期において限られた情
報しかない中であっても、収彙した情報を分析し、専門家年の意見も聴きつ

つ、■府対策本部■に関係情報を颯告.

・ 政府対Я本部長から、こ本的対処方針●鱈同委員会に対し r新型ィンフ
ルエンザ●緊急事■1の要件に腋当するかどうかについて、公示案として譴
固。あわせて、新型インフルエンザ尋目i事■に伴う新型インフルエンザ

=
緊息事t措置の実施に関する■要な事項を定めるため、基本的対処方針の■
■について、基本的対処方針守臓問委員会に詰同.

・ 基本的対処方針等皓同晏員会による「断聖インフルエンザ串緊急事餞」の
■件に岐当するとの専目的諄●.基本nl対処方

“

の貪更に関する専門的評価

を踏まえ_向存対策本部長が新型インフルエンザ等栞意事■●I言を行うこと

を決定.

・ 政府対資本部長は新型インフルエンザ尋緊●●磨童書を行うとともに、変
更した鉢 的対処方針を示す。

・ |わせて、政府対策ホ部長は、新型インフルエンザ0緊急事態童言を行つ
た旨を国会に報告.
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5 2 晰里インフルエンサキ緊,事態措置を実施すべき期間・ 区崚・概要に
ついて

0 新型インフルエンザ
=騒
ε事摯童富とは、斬型インフルエンザ等緊急事■

が発生した普及び次に掲げる事項を公示することである。

・ 新型インフルェンザ●緊菫事田措置を実施すぺ告期間
新型インフルエンザ等栞意事饉僣置を実施すべき区域

`住

民への予妨接薔

の措置を除く。)

・ 新里インフルエンザ等緊急事■の機黎

(1)新型インフルエンザ守緊急事饉措置を実施すべき期r.5に ついて
0 特浩法第 32条第 2項から■ 4項までにおいて、新型ィンフルエンザ●緊急

=餞
の期間は 2年を超えない期間とされて tヽる。ただし、新型インフルエン

ザ等のまん延の状況並びに国F4活及び口民経蒻の状況を動案して、 1回に
瞑り、 1年以内の延長が可館とされている。

0 実際に餞定する期間 1ま、発生時に、新型インフルエンザ等の病原性の捏度
や流行状配等を組合的に勘案し、度府対策本部長力嘘 本的対処方針等Er・1重

員会の電見を聴いて決定する必要がある.なお、新型インフルエンザ等嘔摯
症が発生した場合には、どれくらいの期間で大多薇0国民が免皮を量待し、
季節性インフルエンザに移行するかは、宣言時には確定的な判断は困難であ

り、新森 症についても童書時には知見は限られているため、当初は2年と
し、新型インフルエンザ等R急■■措置の必要がなくなり次軍速やかに解除
することがヨ当と考えられる.

0 特定都道府県知事は、
=本
的対処方針に従い、新型インフルエンサ等緊急

事聴情置について当酸地城0状況に応じて具体的な対策を請じることが求め
られる。

(2)新型インフルエンザ寺緊急事菫措置を実施する工崚について
0 新型インフルエンサ尋需魚事E措置を実施すべき目麟1よ、公示され、当蟄
区麟内においてのみ新型インフルエンザ●緊急事態措置の実施が可能となる
こととされている。

0 実際に設定する区崚は、対策が手遅れとならないようにするとの危機管理
の観点から.新コィンフルエンザ等の病環性の籠農や流行ナ況尋を慇合的に

5 0 新型インフルエンザキ緊急事饉瞬除宣書の要件について

0 特措差露 32彙 軍 5■において、r政府対策本部長は、新型インフルエンザ
等素急事墟菫言をした後、新型インフルエンサ等緊e事■分置を実施するあ

=が
なくなつたと露めるときは、

=や
かに、新型インフルエンザ苺緊急事態

解除童書1を行うこととされている。■桂管理としての特措法 (ミおいては、
事霞を軽く見て、後で事態oレベルを上げるよりも、最悪の事■を燿定して
対応し、事
=が
予
=よ
りも軽かった場合には、日澪に対応を修工する●度が

適切であり、解除を的確に行うことはnIで ぁる。

0 「新型インフルエンザ尋素急事菫括■を実施する●要がなくなったと口め
るときJとは、具体的には、

罹ユ者の強、ワクテン機種者の数■から、国民の多くが新型ィンフルエ

ンザ年に対する免疲を凛待したと考えられる場合

・ 臓層者数が減少し、医療塁供の腕昇内におさまり.社会経済活動が通常
ベースで営まれるようになつた場合

症例が積み二なつてきた段日で、当初
=定
したよりも、新規罹患奢餞、

■虚IL・ 死亡する患者数が少なく、医書提供の限界内に抑えられる見込み

がたつた■●

などについて、国内外の魔行状況、国民主活、口民経済の状況●を綸合的に働

案し、基本的対処方針●略間■員会の量見を聴いて、政府対策本部長が遺やか

に決定する●■がある。

勘案し、政府

"贅
本部が
=本
的対処方針専整間彙員会o三見を聴いて決定す

るあ要がある。

0 また、実際に発生した新型インフルエンザキがどれくらいのスピー ドで感
彙拡大 していくかは、当初のコ,時にlt判 明せず、軒感染症についても知見
は国られているため、区城については以下の■本的考え方で投定することが

考えられる.

原則、広墟的な行政単位である椰道府熙の区城を最小単位とし、区域を

設定する。

・ 原則、上配の単位をもとに`発生区域の存する都道府県及びその隣接県
を指定する。ただし、人の流れなどの地域特性や感筆の拡大状況を踏まえ

て工歌な区城設定もあり得る。

全国的な人の交流
=点
となっている区崚で発生している

=合
には、その

ときの人の社会的充勁性や流薇 滉年も勘案しつつ、早い段階で日本全城

を指定する場合も考えられる。

0 特定椰■府果知事は、政府対策本部長が設定した区量内において、基本的
対処方針に,い、外出自重要請などそれぞれの個別の根拠彙文に従い、地域
の実情に応して措置をとる区麟を定め、対贅を誨じることが求められる.

(3)新型インフルエンザ等緊
=事
書の経費について

0 新型インフルエンザ等対賛を推進するためには,日家の危機管理に関わる
二要な課題という共通の理tlo下に、国だけでなく、地方公共団体、医疲祖
関、事業者、目良0各々が役割を燿瞼し、その時点で最も信頼てきる情報を
■に綱断し適切なけ動をとることが■要である。

0 このため、斎型インフルエンザ専緊急奉■における公示において、以下の
情颯を盛り込む必要がある.

・ 新型インフルエンザ等の発生歌配 (ユ者敗、各壼者がII認 された地域、各

息者の4Tnt路 )
病原体の自原性

掟状

感染・ まん二防上にあ■な情織

6 感染防止の協力要請について

0 /A●棄籠生学上、感染成立の三要素として 「宿コ  (人の感受性)、 r冑原体J
(ウイルスギ錮自の特り 、「嘔奎経路,(ウイルスや錮菌が体内に入る方漱 (飛

沐、陸触、経口感業など))が手げられるが、感染拡大を防止するためには、
このうちの r感彙軽路J、 すなわち、人と人との挨■●できる限り椰制するこ

とが菫要である。

0 特措ま,45条において、特定●遭府県知事は、新型インフルエンザ専緊急
事餞において、基本的対処方針に従よ、新型インフルエンザ年のまん延を防

止し、口民の生命及び健康を保饉し、並びに国民生冠及び国民経済の混乱を

日■するためι姜があると●めるときは、不要不亀の外出自粛等の要請、施

設0口用
"理
事の■欝年の墓彙拡大肪上資を請 じることができることとされ

ている.

0 これらの感染拡大防止策を実施する段職については、暉生労働省の新型イ
ンフルエンザ専門家会日の 時 奎インフルエンザ対策ガイドラインの見直 し

に保る意見
=1で
取りまとめられている童見が■ね署当であり、次のように

考えることが適当である.

イ)口内発生早期、国内感染期のうち流行が拡大するまでの間の対策
(目的)

国内発生早期から国内騒■用のうち壼行が拡大するまでの間において

は、思者数が少なしヽ殿籠で感彙の拡大を獅

“

することができれば、その後

の嫌 拡大のタイミングを比載的運らせ、流行のビークを理露させられる

●F掟性があることから、場合によつては、一定期間、地域全体で学技・保

冑Im年の臨時休彙、奥行場の自粛■を行つて、感染
=大
を抑制する等の

対漿を行う_

口)国内感桑期のうち、流,拡大が■む時期における対贅
(目 的)

目内嗜彙期のうち議行が拡大した段自 〈例えば定点当たり罹n者数が
1(注り を超えた段階)においてはt嘔彙拡大を止めることは困難であ
り.対策の主曜を早期 0■極的な感彙拡大防止策から、一般の医●● ||
においても新型インフルエンザ専壼者のB壼を17う などの強害軽減に切
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り書える.学校 保青施購 の臨時休業や興行場の自粛■は,地球で―
斉に行つたとしても穣美拡大を抑●する効果は地城発生早期に比べて小

さく、個別に判断を行うこととなる.

ハ)国内感彙用のうち、魔
'0ピ
ークにおける対策

(目的 )

国
"感
染期において、さらに流行が■大し、流行がピークとなった場

合:感楽拡大防止策の効果は期待できないことか ら、書本的には対贅を
崚つすることとなる.ただし、最者取の増加に伴い地麟におけるE燎体
制の負荷が過大となり、道切を医療を受けられないことによる死亡青敷

の増脚が■込まれる●の特別な状震においては、学校・保吉應骰専0日
時休葉や興行場の自粛等など、ビークを抑

"す
るための対策を簾じるこ

とがヨまれる.

0 なお、地域での一斉0学校・保青施設等の臨時休彙牛について〔よ、対無傑
際後にかえつて豊者数が増加する●のリスクもあることから、情嘔収彙を行

い壼切に円断することがあ口となる。

6 1 不
=不
意の外出自■等のInについて

0 特措議第 45条第 1■ I=おいて、特定椰道府県知事1ま、新型インフルエンザ
等緊急事態において、住民に対し、詢間と区壌を定めて、生活の性特に必要

な場合を除きみたりに71出 しないことその他の辱摯防止に必要な協力を
=鯖

することがでをることとされている。   
｀

0 大規凛をまん理によってヨ:き趙こされるE彙提供体傷工びに国民生お■び
国民経済の混乱を商上するため、人と人の機触をで,る置 り椰

"す
ることが

必要であること、一方で、外出しなければ、必要な生活・社会機能が動かな

いことを考慮し、外出自宙事の要

"の
対0とならない外出としては、具体的

には、医療機関への通院.食料の■い出し、仕事場への出働など生活のIL持
のために必要なものが考えられる.これ以外0、 いわゆる不要不

'の
外出に

ついては、自濁することが求められる。  、

(1)期間の考え方について

0 第 46条
“

■ヽに
=づ
く不要不εO外出自■語 0■mo期 間1■ついては、新

型ィンフルエンザ年の「,伏
"同
及び着重までの期間を考慮Jして、感染拡

えられる。

0 こ本的対処方針で示された区ICの考え方を踏まえ、特定●遺府県知事は、
地●の実情を■まえ、区燎を決定0上、不要不魚の外出自粛年の妻口をlrう
ことが求められる。

6 2 施設の使用
"限
等め要腑りについて

0 特惜法歯 45条■1項 l‐おいて、特定3逮府県ln率は、RCI●■において、
期間を定めて、学校.社会福祉施置、奥行場0多数の者が利用する施餃の管

理者又はそれらの施設を使用して籠物を開催する者!=対 し、施殷の使用の劇

阻等の棺置を購ずるよう婁用することがで吉ることとされている.

0 また、日条
=2項
において、工当な理由がないのに要請に応じないときは、

要路をにつた特定都道府県知事は、新型インフルエンザ■のまん工防止等の

ために特に必要があると口ある場合に限り、施設の使用の前限等を相示する

ことができることとされている (指示|二基づく行ムを行わなくとも、特措浅
上罰到はな19.

0 なお、特定も遭府県知事は、同条第4項にLづき、要静 指示を
'つ
たと

きは、その旨を公表することとされている。

(1)期間 区崚の考え方
`=つ

いて

0 不要不2の外出自■等の要謗及び施設の使用制限等の要請等は一体として
運用されるべきものである。

0 このため、施設の使用
"限
等の要■年の期間及び区城の考え方Iま、不要不

急の外出自粛等の要讚o期間及び区城の奢え方と同様であることが求められ
る。

(2)対象施設について
0 新型インフルエンザ●I=||する研究や、公衆

"生
学の知え、国民生盾や日

民経済に与える影喜、■段のIE量の違いを踏まえ、議切な感策拡大防止対策

を実施できるようl_菫令、政府行■計口写を定あるあ褻がある。

大防止のために効果があると考えられる期間を、基本的対処方針で示すこと

となる。

0 現時慮で.将来発生する新型インフルエンザ等の「層伏期日や治痣までの

“

同1を予劇することは困豊である。このため、政府対策本部が基本的対処
方針で示す力門 よ、斃

=申
二、その時童の知見も踏まえ、基本的対如方針宇

鵬問委員会の意見を踏まえて決定することとなるが、新里インフルエンザ守

感染症については、幸i性インフルエンザの着伏期間が 1～ 5日、発症から
治籠までの期間がおおむねフロ寝底であることを目まえ、おおt・ね 1-2週
間理由 (慶 )0期口となることを■定とすることが■えられる。なお、壼者
数の増加に伴い、地麟における医書体

"の
負書が過大となり、■切な医療を

受けられないことによる死亡者壼の増加が見込まれる0の特別な状況におい
ては例外的に、医菫●関の状

'0も
,考に糧ね―遇同程度を単位として筵晏

の■香を判断することも想定される。

0 こ本|1対処方針で示された期間を蟄まえ、特定

“

道府県知事は、地球の実

情を踏まえ、期間を決定の上、不晏不,の外出自粛■o■■を行うことが求
められる。                     ―

(2)E■の■え方について
0 第 45彙第 1項に

=づ
く不■不急の外出自粛等の要llを実施する区崚につい

てlt、 特定

`道
府県知事が、嬌里インフルエンザ■の「発生の状況を考慮

`して、感染拡大防上のために効晏があると考えられる区

'を
定めることとき

れている。

0 区増につLヽては、発生時に、その時点の知見も踏まえ、特定0道府県知事
が決定することとなるが、こ本的対処方針において、特定部道府県知事が定

める地■の考え方は、人の移||の実
=(鉄
道網、通助 通手日、商案施設等

の集客ルー ト守)3の地

“

の実情を踏まえて、感染絋大防上に効果があると

考えられる区増 〈市町村単位、都道府環内のプロック単位

'と
することが考

また 口こ■●Tは 

“

こ インフルェンすら■のD■,●nn● ■虫,1ヽ亡した 日のセ B」 らヽ7日 tE■↑ 0■

(区分 1)こ れまでの研究により■彙リスクが高い施設等
感簗筐大に関する研究

“

果の個凛性が高いと思われる実肛的研

“

がある

施設である学校及びそれに霞する施設である保市所●について1ま、施師

使用憫餞を含め最優先て対応することが適当である.

(区分 2)社会生活をに持する上であ晏●施設
施腋の使用

"口
●●措置を日じる目的の一つとして「国民生活ユび国民

饉済の工乱を回量するJことがll措議事 45条に明記されており、距殷0使
用鋼電守を請しなければ口摯が拡大し、口民生活■び口民経済が混ましてし

まうとこ定される口がある一方で、日常の社会
=清
を経持する上であ要な施

摯力:ある。例えば、■将畠店や/tt共交通●関手を使用

"限
した場合、国民の

日常生活に支障を生じるおそれがある。

こういっt‐481については、これらのこ薔性を考IEjる と、どちらかに■
つた対策 (特措芸椰 45乗にこづさすべての施餞の使用罰晨年を行う又は対

策を全く■じない)を腑じること1ま適当でない.
このため、こういった施設について1ま、特措法嬌

“

葉に基づく籠蟄の使
用罰限等の借置ではなく、特措二■24魚案9■0-般的な任意のB力 I鵬
はりといった対策を目じること■当である。

(区分 ●)それ以外の施臓
区分 l・ 2に接当しない、興行施設■の施設については公衆衛生宰のこ
本的知見から最なの状配も想定し、幅広く特措法

"“
彙の政令で定める対

■とすることが考えられる.

ただし、区分 3の施設については、以下の点に留意する必要がある.
(イ )区分3の施設についても、柔軟に対応する観点からは、区分 1施設 (学
校等)と民なり異証研卿 ないこと、線 施設カテゴリー・対象施設強

が多く存在することから、最初から特措法常 45榮の要用を行うのでは

なく、まず特猾法

"24条
第 9項の一殷的なInを 行った■で、対応す

ることが考えられる。

(口 )区分0のた餃については、特織法第

“

条の対象とすることが考えら

れるが 特措法
=45彙
においては対,■設につしヽて r多象の者が利用

する施設」と規定していることに饉み、政令においては、国民生活に与

える影薔及び中小菫腋の被る最許的影■を分慮して、行政上o基準とし
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て「1∞0市目Jの施設を対彙とすることがコ当であると考えられる。
ただし、1000市以下の施設についても、感染拡大防止o目的が違咸
できない差し迪った状況う(鳳められる場合には、厚生労働大臣nt特に定

めた施設のカテゴリー 1ま、例外的に学校等 (区分 1の施設)と同様に、
規模に関係なく特指法第 45条の対象とする彙漱な対応ができる規定を

政令に置くことメあ要である。なお、厚生

"●
大臣が対ユ施骰を定める

際は、こ本的対■方針専結問重員会の量見を雇くことが自当である.

0ヽ〉区分3の施壁として特捨求

“

45条の対象として政令で規定した施設

については、接触密度や発生した新壼インフルエンザ等の特性なども踏

まえ、基本的対処方llに おいて施設の使用割口以外0措置も含めて対策
を講していくことも検討するZ・Iがある.例えば、博物館など、入場者
敷制限を行うことにより人と人との機饉を避けることができる施性に

ついては、施設の利用案理も踏まえ、特措
=菫
45条第 2項の政令で定

める使用封限以外の彙敢な対応 (入場H霞等)による対応も考えられる。

0 感染防止を進める上では、■記の施腱への対策のみでなく、さらに、住民
に対する手洗い、咳エテケットの徹底などの周知徹底や、事案所に対する彙

務の重点lLな どのガイドラインの提示、発生した新型インフルエンザ年の特

性も含めた適切な情報提供年の結置も講することが必要である。

0 具体的な区分 1～ 3に畝当する施設は、以下のものが考えられる。
(区分 1)(政令で短足.特措法雰 45条に

=づ
き最優先で対応)

学校 (大学等を除く)

・ 保育所、通所施設その他これ らに菫するもの
(区分 2)(政令では規定せず、政府●●81口 に記口し、発生鮮1=おいて、特

惜菫第 24条第 9項 |こ基づく任意の協力要鷺等を行う。)
・ 病院ヌはじ壼所
・ 卸売市場、全将島売場
飲食店.料理店

・ ホテル又は旅館
・ 共同住宅、寄宿告又は下宿
・ 車両の停車場又Iま船油若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅
客の彙眸又|ま待合の用に供するもの

工■

饉行

事椰所

る。

・ 入場倒瞑、消毒薬の設置.咳エテケツトの徹底●
・ 場合によつては施設の一時的休彙
※ 要請に応していただけない場合、特措法第 45条の要

"・

公表を行うこと

があるということを併せて周知する。

O 第 2段階として、第 24条第 9項による協力の■睛に応じていただけず、公
衆薇生上のrl題が生じていると判断された施設 〈:.000げ目の施設)に対して

のみ限定的に特借圭

"45条
による要目を個別に行う(A tt B地 区のα映回館、

β百■店).

なお、対,外となる 1,Oll lポ以下の施設については、特措去第 24彙第0■

によるこ■の協カコ隋により対応t、 特に必
=が
ある場合には、規模に口係な

く特檜法諄 5彙の対象とする_

・ 保健所、現務署その他不特定多数の者が利用する官公署
・ 公衆浴
=・ 取令で定める施餃であって、1∞O nf以下のお證

(区分 3)(取令で規定.特措議 45条に基づく措置について、■用上彙軟な
対にが必要 (原Hlと して :000“ 超の施置が対象))

 ヽ 大学等、自動車教雷所、学智二、準遭教
=、
日碁数室.その他これら

に類するもの

・ 体書館 。ボーリング場・スケー ト■・水沐場その他これらに類するこ
勁施設又は遊技場
。 劇場、■覧■、映口館又は演芸場
・ 集会場又1ま公会豊 (ホテ,時の実会場を含む。,
・ 展示場
・ 博物館、動物口、水族館、実術館叉け回書館
・ 百貨店 マーケットその他の物品販売彙を営む店饉 (卸売市場、奎品、
医薬品、医壼晏暑、燃料年の発場を除く。)
‐ 理製店、■邑、費衣装屋その他これらに日するサービス業を営む店鑢
・ キヤパレー、ナイトクラブ、タンスホールその他これに日するもの

0 柔軟な対応として、特指ま第 45条第 2■において施設の使用制限 停止 .
僣物の開催制限 停止のほか「その他政令で定める措置」を要請することが
できることとされている措置は、以下の措置を政令F定めることが考えられ
〔政令事項】、雄触密度や発生した新型インフルエンザ尋の特性なども踏まえ、

=本
的対処方針において鱗すべき措置を示すことが求められる.
・ 入場制限など施圧利用者力嘔いに横触・棲近しないようにするために必
いヽ措置の実施

・ 発腱などの症状がある人の入場業上           ′

・ 消毒液や手洗いの場所の設置による手指消壽の徹底
・ 政エテケットの機店
施設等利用者が発目などの甕彙が疑われる症漱を示した場合、消毒・清

掃等の心Iな経奥予防贅をBじることができる体制構築
・ その他らヨな措置として告示 I=定めるもの

(奥行場0(区分 3の施設)に対する
=鯖
・ 指示・公表の流れについて)

0 区分 3の施臓 (興FT場等)については、第 lR階として、特構議第 24条第
9項による協力の要請を、施量のカテゴリーごとにすべての規模を対象に (A
県B地区の曖口館年)行う。長目の具体的な内容としては、以下が想定され

7 予防機種・特定機種について

7 1 特定接■

(1)特定l●■の対●者について

イ)特定接糧哺 魔概要について
0 特定機■とは、特措ま第 23彙に基づき、「医●の提供並びに国民生活及び
国民経済の安定を置保するため」に行うものであり、政府対策本部長がそ0
緊彙の必要があると口めるときに、臨時にfわれる予妨機種をいう。特定機
駐0封t者 1ま、OE● ●提供の葉濁又は口民主着及び国民経請の安定に寄与
する葉籍を行う事栞者であつて厚生労働大臣の定めるところにより厚生労働

大臣の螢壕を受けているもの (以下「登録事業者Jという。)のこれらの案
場に従事する者 (厚生労●l大巨の定めるこ単に該当する者に限る。)、 ②新

型インフルエンザ●対贅の実施に撓わる日車公覇員、③新型インフルエンサ

0対策0実施に樹わる地方公務員である。           
´

口)特定接粗の位置づけ
0 新型インフルエンザ●発生時の欠ltの原国としては、従事著本人の罹患に
よるだ 1ナでなく、蒙族の看病や介餞、不安によう欠働も相当電慶鬱定される

ため、欠動者を減少させる効果という点では、特定饉■の効果は限定的であ

ると考えられる。このため.ECの 搬 並びに国民生活及び目良経済の安定
に寄与する彙層の鱚燒については、公豪衛

=的
対策、E饉提供体IIの壺

"、■要彙格への■点

`L.事
業者間の連携●、横政の対策を

“

合的に組み合わさ

れること卜も
=で
あり、特定接Inは あくまでも、こうしたバランスに配慮し

た戦略のなかで位口づけられる含理的な支援手段の 1つである。

0 特定le種につιヽてlt、 備
=し
ているプレスンデミックヮクテンが有効であ

れば、備雷ワクチンを用いることとなるが、発生した新型インフルエンザ等

がH5Nl以 外の感染症てあった場合や重型がH6Nlの 新型インフルエン
ザ等感築症であっても備書しているプレバンデ

=ツ
クワクテンの有効性が低

い場合には、′くンテミックワクテンを用いることとなる。

0 特定控覆対象者は、海外で新型インフリレエンザ●が発生した場合に、住民

44
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よりヽ先に、有効性のあるワクテンの接■を開始することが想定される (注")

ため、接雛に用いるワクテンの別に関わらず、特定接■対象者の範囲やe数
は、国民が十分理解できるもので●Iければならなし`。

したがつて、新型インフルエンザ等緊急事態時において優先的に接籠すべき

要国のある住民の予防檬コの緊急性を踏まえれば、41定担コ封ユ看0重函や総
敗I士、国民の理解が得られるよう.政府対策本部において、発生時の状況に応
して柔軟に決定されるぺ薔である。

O 発生時の状況に応じて決定される特
=接
種の0牧の水中

=よ
つては、事業

組線のための他の対策をより強化するとともに、国民には量饉事睾著によるサ

ービス提供の低下を受君することが求められる。

0 このため、新型インフルエンザ●Iが発生したII合には、事業者の従彙員の
罹患事により、一時期、サービスキ手メ相当日魔低下する可能性を許客すべ

きことを、国民に呼びかけることもEIで ある。

(チ考)ワクチンに期待する効果
0 季節性のインフルエンサワクテンの効果は現在次のようなものが■日され
ており (注〔`).新里インフルエンザワクテンに鵬しても同様0動桑が期待さ
れる.

感染肪上効果 :なし

インフルエンザにかかる時はインフルエンザウイルスが口や鼻から体●

中に入つてくることから始まる。体の中に入つたウイルスは次に納胞に長人

して増売する。この状■を「口楽」というが、ワクテンはこれを抑える働き

はない。

発生防止効果 :45%

ウイルスが増えると、数日の着鋤 口を縫て、発腱やのどの着みなどの

インフルエンザの症状起きる.この状触を「斃症Jという。ワクテンには、
この発症を抑える効果が―定P_鷹日められている.

重日 し防止効果 :BO●|

発症後、多くの方は 1ヨ間粗Eで回■するが、なわЧこは肺贅や目症などの
■い合併症が現れ、入院治饉をあ■とする方や死亡される方もいる.これを

インフルエンザの「■症イL,と いう。特に基礎疾患のある方や高

"の
方では

1語肝駕:7諸蹴1」ま篤  【等″静
に■十る臨∈断蜂丼各ヽ

“
盤■に

0 指定公共機関は、晰里インフルエンザキの発生による「口晨生活及
`口
星

経済に及ぼす影響の最少4じ Jを目的とするため、r新型ィンフルエンザ等に対

口するための必要な措口との関■性Jを有する「匿書.医薬品又は医薔饉書
の製造又は販売、電気又はガスの供給、輸送、通信その他の公

=的
事彙を営

む送人]を■定することとなる。

指定された法人は、新登ィンフルエンザ守発生時における業務凛縮の責層を

有し1(特措法第 3条第 5■ ).新型インフルエンザ●対策に保る彙務al回 の作
成 (特措法第 9条)、 綸■ (特■法■ 10彙 )、 政府対筆ホ

“

晏●による0合
"整・指示 喘 法第 20彙専)や、個別の構量の実施買■・権示 (41措議343

桑、第 47条、■ 52彙、常 53彙、
"“
彙)に従い、日やll方 /A・ 共団体と連携

協力し、新型インフルエンサキ対贅の万全を用す責臓 (特棺走第 3彙
=6号

)

を有する。

指定 /4N丼雄関は、日、地方公共団体と重ふ新型インフルエンザ等対質の実

施主体として、特措法上の想定する公共性・ 7AR益性を体現している。

0 指定公共機関は登録
=桑
者に必要な特着法上の/A・夫性・ 公壺性を満たす核

心的存在であると考えられ、ステップ :く業層基準>は、指定公共機関を中
心にその基準を設けることが適当であり、具体的に ま以下のとおりである。

A 医贅分野 (「医療の提供の業務」に該当する「彙担J)

1 新型インフルエンサキ医晨里
(基準)新型インフルエンザ寄E崚
2 生命保饉型
(1)重大 緊急医療系
(基準)新型インフルエンザ宇医晨には従事しないが、生命・ 曇康に
重大 緊急の影雪がある医療

(2)介護・ IB社系
(基準)サービスの停止尋が利用者の生命維持に■大・ 緊急の影書が
ある介躍・福社事栞

具体的にl」l.サービスの仔止寺が利用者の生命量持に■大か

つ緊急の影書がある利用者 (以下「■大利用奢Jと いう)がい
る入所施設と肪同事拿所とすることが■当てある。

なお、「ュ大利用者Jは、
=介
E者については■介餞産 3以上、

「

書者については障害毬鷹区分 4以上、障詈児:=ついては陣書

児理菫区分2以上、児童については未就学児以下とすることが
五当である。

菫症化する可能性が高いと考えられている。ワクテンの最も大きな効果は、

このユ壼化を軽

"す
る効果である。

ハ)特定機電対象者の基準の者え方
0特 定撻■は住民模凛よりも先に開始 されるものであることを踏まえれば、
その対t●は、国民にとって十分締得感が得られるように、特措法が電定す
る公盤性・公共性があると露あられるものに口定的に選定されるあ晏がある。

このため、政府行動計画に定めるべき■年については、以下のような実●●

準、事彙著
=率
ユび従事著熱 を投定することが適当である。

ステップ :く彙雹二率>
: 公益性P公共性の■点から「 E俵の提供の彙綺又は目民生活及び国民経済
の安定に寄与する葉綺」を行う事彙者に餞当する案■を選定

ステップロくo彙奢善

“

>
: ステップ Iで選定 した■覇を行う事暴者について、特措圭第 4条

=|■
の

義務 (事業饉蘊崚3)を果たし得るか年について棧尉
ステップロく従事者出準>
: ステップ

=で
取り込んだ事業

=の
当麟集場に「従事する者Jの選定書率か

ら従●●を紋りおむ

① ステップIく業種善串>
O E晨提供体

“

を確保することが新型インフルエンザ等対策の基本であるこ
とを饉みると、医療の腱供の案務を特定機種の対象とすることは当然に必要

'

である。

O r日民生活Дび国RI済の安定に寄与する睾務を行う事業者」については、
特措芸上の高い公共性・公益性を有するかどうかの観点から彙llの基準を投
けるあ晏がある。

て※)五所施設・短期入所施出ま、特措法
""彙
事に書づく

サービスの体上
=薔
がなされる対象施,である.通所施設

短期入所

"性
が一時開餞した場合、そのサービスをお用して

いた■大利用者へのサービス提供は、訪同事彙所手が行うこ

とが,定される.
(※ )臓燎■供書やその他の特定接踵対象者が姜市する児童等

を■かる■宙所年の■保方法については、今後検討すること

があ■である.

B 国民生活 =国民饉済安定分野 (「国民生活及び日― の安定に寄与する葉
覇Jに餞当する「彙■1)
1:相定里
(64)指定 (地方)7AN夫機関にお定されている幸人であること
2 指定日販型
(1)栞 薔同燿系
(=準 )事業規饉の観点から,定公共綸関のIn定は受けていないが、
指定 (地方)公共機関と同臓の/At盤的事彙を営んていること
※ 新型インフルエンザ●対策の効果を―層強口なものとする
ためには、指定 (地方)公共績関に

“

して喘僣法が館定する

措置にIB当する業務の遂行を確保することが■要であり、豊

量事輔 に腋当するもの■考えられるため.

(2)社会インフラ栞
(基準)電気やガスと類似した目民生活及び目民経済全体に関わるこ
菫事栞と評価できるものであり、かつ、発生時においてもその

写彙の安定的に継焼する責務を■わせることがあ要にしてやむ

を40ないものと同等レベルの公奎性をおたす葉● (石油元発事
|●者、熱供給車業奢、金田証券決★事業若)

0 登録事実者となる案鵬を行う彙種の候補としては、屎険拿.■料品製造・
販売 流通彙、生活必需品 ●生層品田連彙、倉暉彙、火

= 
埋葬彙、感員

性鹿秦格処理業が考えられるが、政府●詢計画を作成するまでl=、 業所管省

庁や葉界団体の意見を踏またつつ、今性、検討する。
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② ステップロく事業者基準>
0 ステップIて選定した業務を行う事栞者について、特措去34棗第3項0
努力薔議 (事業籠続義務)を果たし得るか4についての工準を設ける必要が
ある。このため、「A 医療分野」は、以下0事業者基準②を、「曰 国民生
活・国民経芸安定分野Jは、以下の事実著こⅢЭ、②のいずれも同時に満た
すことを基準とすることが適当である.

0 特定接凛を迅速に進め、住民接種をできる国り早く実施するため、事業者
l■自らか接建体制を豊えることが必要となる.このため、「B国民生活・国民
経済安定分野Jの事業者基準は、産栞区を選任していること(注;`)とする (事
業者基準0).
なお、「新型インフルエンザ等E療分野J及び「■大・R●_E燎桑1につい
ては、当ま基準は適用しないこととするが.事案者自ら授ヨ体IIを■えること

を求めることが必■である。また、「介餞・福祉桑」については、日屁医に依

層するなど迅速に接種が行える体制を確保することがあ要である。

0 登録事業者は、当餞 r案務を経籠的に実施するよう勢め]る責3(特措法

とすることが適当であり この点については、特措漱上、事業者の役歯が明
示されている場合とそうでない場合があるが、いずれにせよ、政府将働計画

を作成するまでに、業所督t庁や案界団体の意見を踏まえつつ、今後、具体
的に検封することが必要である.

(常動換算)

0 また、「A 医療分野J「 B 国民生活 国民経済安定分野1につtヽては、
例えば、週 1日 しか勁騎しない者が 5人いる■合と、週 5自動務する者が 1

人いる場合の均衝を考慮 し、■鳳する従事者燎は、常勘換算することが適当

である.

(外部協力者の考え方)

0 豊縁の護となる案務の構機に|よ、目二会社等の外部協力者の協力があ要な
場合がある.このため、豊錢事案者の量餞の基となる葉務を受

"し
ている外部

事業者のlL■ (■彙事業者に常駐して当醸 葛を行う0不lr分一体となつてい
る場合にInる。)iま、登録事業者の奎従業員数の母菫に含0こ ととし、その晏
件に腋当しない場合、外部事葉者に対して|ま、■聟事業者力唯 実に当腋彙務■

■者を雷理することを前■にその割り当てられたヮクテンを外部事業者の従

事者に配分することを口めることとすることが適当である。

麟 調長について)

0 「量燎のことなる栞務に直接従事する者Jの うち発生時にあ甚な晏員につ
いては、新型インフルエンザ年の発生時に国民か ら求められるサービス水準

と田慄するものである。発生状諄やワクテンのコ量・菫前1しのスピード、日

民の住民摯種の栞念性等からワクテン接■人籠が倒釣されることもキえられ

る.こ 0ようなことを考nすると、発生時lL基本的対処方針●横田委員会の
意見を増いて政府対策ホ椰力f■筆決定する特定接種の,クチン0●置をこに,
「髯枠調整率Jを用いることが適当であると考えられる。

0 上F●4を 踏まえると、以下の二定式により、事集者ごと0接祖総敗が決
まることとなる。

_n● ―

第 4条菫 3■ )を負うことから、新型インフルエンザ等発生時から終息まで
の間、経饉じ得る体颯・計画が整つていなければならない.このため、事業
者基準としてBCPの件成を●B付けることとする (事業者抑 )。

0 なお、特定機社は、「緊急のあコ」があるときに実施するものであり、同薔
事彙を提供し得る事案者が多数存在し、指定聖及び指定同類型以外の彙務を
~●
う業種については、まん画時にもある理

=の
事彙を餞続していることが■

定される場合は特定絵種の必要性は少ないと考えられる.

⑤ ステップロく従事議 準>
0 蓋餞事彙者として量緑した場合であっても、当腋葉務に従事する者が全て
特定植積の対,となるのではなく、特措宝第 23彙第 1■霊 1号においては厚
生労働大臣の定めるこ準に該当する者に限定されることが規定されている。

この厚生労働大臣が定める善準についても、登録のことなる当該業務を実施

するために■にあ要な従事者に限定されな1ナればならなぃ。このため、ステ

ップロで絞 り込んだ事業者の当ま業務に「従事する者」についての基準を設

けること力範 当てある。

0 噺
=イ

ンフルエンザ■医療型」及び「■大・ 緊急瞑蒙系Jについては
以下のとおり 従事者

=率
を議けることが■当である。

・ 需要が増加すると
=定
される
'新
型インフルエンザ等E晨量」について

は、その医療の提供の集務に従事する者 (医師、看護師、薬割師、窓口事

務■員など)と する。

「菫大 栞急巨

“

系1について
'ま

、新型インフルエンザ等の医療の提供に

□与しないがヨ大・緊急の生命保護に従事する有資格者とする。

O r分 菫 .m栞 りについては サービスのF上写が生命維持に重大 It
の影薔がある利用者にサービスを提供するのに必要な者とすることが適当で

あり、具体的には、介餞キの生命縄持に関わるサービスを直接行う摯員と
=思決定者とする。

(介ll等●●lS綸持に口わるサービスを直接行う職員とは、介IEn員、保僣
師 .助産師・を餃師 泄看菫師t保青士、ヨ宇療法士等を摯定.童思決定書
と

`よ

施震■,22)

0 「B 国民生活 国民饉歯安定分野Jについては、ステップ Iの彙洒基準
に腋当する機拠となる「登録の書となる業務に直接従事する者]で あること

0 また、当面の豊ほのための「総枠田璧率」については、
バンデミックワクテンを特定機種に使用する場合1士、住民接韓とトレー

ドオフの関係にあり、備苦ワクチンを使用する場合も国民より発行的に播種

を開始すること|こ国民の理解が不可欠であることは当然であり、工本的な関

係は同薇である。

・ ●蓄ワクテンを●用する場合 特定l●Iの対象者は 0～ l,000万人の範囲
内 (※ )と燎定することができる。また、バンデミックヮクチンを特定模■
に●用する■合は、ワクテンの供給量が初期には十分でない恐れがあるとい

う意味で事なが切壇しており、より限定的1=実施することが考えられる.

(X,■■ウクチンrI勁でない場合など、薇■しない可能性もあり得る。
といった状況を踏まえ、初回の■蜂の瞭は、■定的に特定検口0-定 の総粋を
想定して、鯰枠口整率を般定したうえで登録することとする.な お、当面の長
餞のための瞥定的な摯枠鵬整率等は、機種対象者の情査を実施した後に、■宣

見直すことを想定する (3年に,48童 )。
なお、口々の事案者における事業活動の特徴も踏まえつつ、バンデミック発

生時にどの程底のサービス水睾になるのかなどについて、議令の■カイヒも関係

することから、産彙界、労働界と行政が協力して今後検討していく必要があり、

,た、そうした検討を本会諄でも活かしていくことが求められる。

④ 発生
"の
観宙翻 麒喘 ●■本的考え方と豊録のあり方

0 特定機■の範囲の考え方については、平時に■理 して準備してお くことが
■■であり、発生時の特定法■の範囲について1よ、こ本的にはあらかしあ量

録された事業者 従事者について実施するものである。
ただし、罰彎インフルエンザ■

=螢
型と菫大・ R3医薇系を除く登録事彙

奢・従事者については、日外的であるが、輌原性が高く出る層、ワクテンの出

荷時期、感染拡大の状ヨ、社会屋乱の檸相など.具体的状況に応して、これら
の者の中から実際に特定機種を実施する者を腋り込んで決定しな1ナればなら

ない状況もキえられる。

こ0ため、最終的には発生時において基本的対処方針等鰭同●■会の量見を
重いて政府対策ホ鶴において全体的撃況を■まえ、国民の求めるサー trス 水準

も樹案して41定機■の総枠及び対■ 住民
への予防組 の8B始のタイミングを

決定することが■当である。                   .

0 螢燎
"産
は、贅録により、奎●●彙者に特定接■の実たを用まする磁定的

権利は免
=し
ない仕48みとすべきであり、螢峰実施要領において豊燎事彙苦

響糧 Xロス回
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の具体的な地世や豊

"事
業者の具体的著務等を明示することが必要である。

0 さらに、以下のような事項についても、登朦実施姜領に明示することが必
要である.

・ 事葉者から登録申請がなされた際、所筐行政機□から申田内容の確認等の
ため、関係事業書に対し2・要なデータ0掟出を求めた場合、当跛データ■の

提出がなされない場合には中目は■理されなしヽ (葺爆ができない).

事実と異なる申請をして豊||された事業者については、登録を粽消する.

=賛
な場合l_は事業者名を公表する。

・ 登録申請に当たつては、事業饉統計回の提出を求める。

⑤豊壕事業者の■務の担保拾IE

O 登録
=彙
者として豊録した事業者は、「葉3を最擁的に案おするようジめJ

る義務 (特措去菫 4条第 3項)を■うが、■日への機種よりも先に棲菫する
ことか らも、このような義務を果たすことを担保するため、特措漱上0公共
性 公
=佳
と登録事案者の利益の程度に応じた地位こ藩を明確にするあ晏が

ある。

0 このため、例え|コ .以下のようなHEが Z・■である。
奎蒙事業者として色晨しr_事 業書については、その事彙署名を■性完7
時に /A● 表する.

新型インフルエンザ専発生時に、豊録事案者にワクテンを機種した場合

には、以下の事項を届出ヌは公表する。

く届出> 臓●した事業者名、事業者ごとの接覆人燎、接糧した個人名
事葉者ごとの機種人鑽のうち実凛にあ彗 した人数

く公表> 接糧した事彙著名、子彙著ごとの棲■人数

⑥公務員の特定棲雛対彙者について

0 公務員の特定凄■対,者についても、民Fn● 彙者である奎峰事集
=に
おけ

る対象者の考え方を踏まえ、検討を進めていくあ妻がある。

(2)特定接種の晏彙方法事について

イ) 具体的な量薇方法

④ 当腋事彙チの長は、所贅行政機関の■ !二対し豊饉申
“

のな思を回答する。

⑤  各所薔行取機関の長は、上記の意向に■づき擦口を希望する事彙奢0リ
ス ト (二次リス ト)を作成する。
O 所管行政機関の長Iま、二次リス トに薔づ音当腋事業者の長に対し、●定
接種に係る登録申請を行うよう連絡する。

0 各所管行政機関0長は、作成した二次リス トを厚生労働大臣宛て提出す
る。

O 登録申晴の手籠きにつしヽては、以下の方まがなえられる.
① 登録の候補となる事業者の長は、所管け政機口を経由して厚生労働大直
へ登峰中請 (注")する。 その際、所管行政機関の■は当腋事業者の壺饉
内容を把握することとする。

②  当EI所 ,行政饉関の長は、当該事業者の登録内容について確目を行い、
内容に疑■がある場合には、あ裏に応、して当議事業者に対して

「

_会を行う

こととする。

③ 当該所管看政構関の長は、当●●彙奢0量餞内容に疑こが彙けれは、厚
生労働大臣えてに姜餞内容を確理した旨ヨ知する.

④ 当腋所管行政饉回のIIからの当腋轟知を受輌した厚生労働大臣:ま、●録
内容の確認を行い、当骸事業者の豊縁内容に疑

=が
無けれは、登録を行う。

⑤  当嵌菫録を,つた厚生労働大臣は、当す事彙者の■及び当該耐 行政晨
関の長に対して、■餞が完了した日壼知する。

0 特定櫻種の対
'と

なる日
=公
務員や地方公務員については、その所属機関

が対,者を把握し、厚生労働大臣宛てに報告すること7oK考 えられる.

rl) 接種体制
0 特定接a対象者に対し、速やかに接糟することが求められるも0であるた
め、未発生期からできるだけ早用に接襦体制を構築することが求められる.

0 原則として集団的腋口を行うこととするため、111人以上を単位として罐目
体制を構築する●■がある。登録

`業
者は、企業内静療所において棲糧体

"を構築する.又は機目を
'う
地域のE療機口とあらかじめ発生時に構和 =協

力する旨の協定を結ぶやにより接社体

"を
構築することとする。llXl人以上0

彙団的接口体

"を
構築できない彙僚事業者については、彙織専業者が日する

事集者団体ごとに集団的機■体

"の
確保を目ることが求められる.

0 特定接積の対拿となる贅餞事彙者は、医壼の提供並びに国民生活及び国民
経済の安定に寄与する案務を行う事実者のうち、今後、

“

寺,●II回におい
RI示される

'電
峰0=牢に鵬する事項 (製 1)」 により定められることとなる.

0 その量量事業者0従業員のうち、厚生労働大臣が定める善旱 (注iう に菫当
する医晨の提供並びに回民生活及び国民経済の安定に寄与する婁務に従事す

る者のみが、実際に特定機種の対拿となる。

O 特定機■は、特i=速やかに実施する0要があることから、厚生労働大臣が
‐

定める以下,具体的な手順 (注りにより、あらかじめ接電対ま者の■する事
著者に対し特定拒社に

“

る量麟の周知●を行い、量餞申腑を受け付け、接覆
対■人数を把握することが求められる.

0 特拮法第28条第3■において、厚生労働大臣は、自らが行う特定機種よび
曇餞の実施に関しあ要があると認めるときは、官公■に対し、

`晏
な資料の

EE■年を求め、又は登録事業者その他の関係者に対し、あ姜な亭項0口告を       .
求めることができることとされている。

0 第20条第4項において、厚生
"0大
臣は、特定機■及び奎録の円滑な実施

0ため媛 があると口めるときは、■録事彙者、椰遺府栞知事.市町村II及
び各生各庁の長に対して、労葛又は施設の確保その他のこ晏な協力を求める
ことができることときれている。       

｀

0 ■量の周知事の手続きについては、以下の方法がキえられる.
① 厚生労●j大臣は、政府行動al口により示される41定桂■の■餞工■に基
づき、事彙者に対し奎録申

"に
ついて情報提供■

`R知
、工びに所管する

行菫le田 (注り0長に対し当践

“

邁事務について色力をするよう仕″する。     .
0 各所管行政糧関の長は、自らが籠管している事業者を彙種別にリストア
ップし、一次リストを作成する.

0 各所管行取機関の■は、
「
成した一次リストに基づき当餞事業者の長に

対し、特定接■に係る螢量申麟について情報掟供し、奎偉申請の菫向を確
口する.

1●  ― ■3■●2■●3= "2曇 第■嗅疇1■つ颯
“

ょる
「
生
"口

大臣め̈ 薔■に口する事■をいう

0 上日の方法によってもなお、贅餞事実著又は壺饉事業者が■する事業者団
体ごとに集口的機種体‖を構贅することが甲離な場合には、Ir生労働省は、

必要に応じ、●■府県や市町村の協力を得て績覆体鋼を構築するこ要がある_

権覆会場I=ついては、保腱所 保健センター●公的な施設を活用するが、日
晨機関に●■することん嗜 えられる。

0 臓壼従事者への特定tlliま、動層する医燎●口において実施することとな
るため、当まE菫機関て■ll体

“

を網隻するあ要がある.

0 特定接■の対,と なる目菫公務員や地方公務員については、その所属機田
が自ヨ体IIの構築を回る必要がある。

フ 2 住民に対する予鷹接糧

0 特,議 1■おいて、新型インフルエンチ寄緊急事

“

措■の―つとして住民に

対する予防接種の枠組ができたことから、緊急事態童書が行われている場合

については、特措法第 46条に基づき、予防接菫法男6条の規定 (臨時の予防
棲薇)による予防接llを 行うこととなる.

0 -方 、景急事饉宣書が,われていない場合については、予防棲■,■ 6彙
第3項の規定 (晰臨時接■)に

=づ
く接撻を行うこととなる.

0 住民に対する予防
'■
については、厚生労働告の新型インフルエンザ専門

家会離の「晰奎インフルエンザ対策ガイドラインの見直しに係る重見書Jで
取りまとめられている内容が薇わ妥当■lあ り、次のように考えられる。

(1) 肇 書社対彙者の考え方
0 バンデミックワクチンの供I.・の開始から奎国民分の供給までには

「

定の期

同を要するため、未発生期に、新型インフルエンザ年の発生後の状況に応じ

て′くンデミックワクチンの機踵燿位を決定する瞭の豊本的な考え方を壺理 し、

それを麟まえて政府対策ホ部で的確かつ迅速に決定しうるようにしておく必

要がある.

0 特定接凛が行われず、瘤鷹性が低い場合に行われる可能t●ある予嘘 籠
法常 6彙第3現の新

―
予防接■においては、首ず、新コインフルエンザ
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年の層者の診燎に直接従事する医療従事者から接覆する。

0 特定接種対象者以外の機■対彙者については、以下の4編に分重するのが
週当と考えられる.

0医学
"ハ
イリスク者 :呼■器疾患、心臓血管系羨患を有する者専.発症す

ることにより菫菫化するリスクが高いと考えられる者

・工躍疾Jを有する者
(X)こ饉疾■により入屁●叉は■院中の著をいう.平成21年″ ンヽテミツク時に
とり吉とめられた r噺

`ィ
ンフルエンサワクランの優先餞■の対

'と
する●腱

去●の書

“

手
'i●

Jを

'オ
に、発ました新型インフルエンザ■による病状博を

贅まえ、斃
=時
に薔摯

'テ
す必要がある.

妊婦

②小児 (1筆未着の小児の保護者及び身体的な理由により予防機種が受けら

れない小児0保護者を含t・。)
③成人 若年者

④高齢者 :ウイルスに感染することによって菫症化するリスクが高いと考え

られる■ (65●以上の言)

0 績I饉位については、新型インフルエンザによる二症イし、死亡を可籠な阻
り椰えることに■点を置いた考え方を原則とするが、■が国の将来を守るこ

とに■点をEいた考え方や、これらの考え方を併せた考え方もあることがら、
こうした考え方を踏まえ判断するべきである。

イ)重
=化
、死亡を可能な限り獅えることに重点を置いた考え方

咸人 ′若年音に■に者が多いタイプの新型インフ′レエンアの場合

(医学的′ヽイリスク者>成人・若年寺>小児>声齢者の照で■壼ILしやすいと仮定)

0医学的′ヽイリスク者 ②に人・吉年を 0小児 ④
=|1晉

高い●に■壺者が多いタイプの新型インフルエンザ●■合

(E学 ||ハイリスク奢>古齢オ>小え>咸人 若年
`の
日で■自ヒしゃすいと,定 )

lDE学的ハイリスク者 の■
“

■ 0小児 ④蔵人‐若年者
小児:=■症者が多いタイプの新型インフルエンサの

“

合

tE学的ハイリスク者>小児>お|1者 >鷹人 苦帝 の疇で■嵐イししやすいと仮定)

0目学的′ヽィリスク者 ②小児 ③古|1者 0曖人 若年
=

口)〕が日の将来を
'る
ことに重点を置いた考え方

咸人 若年者に二壼書が多し`タイプ0新コインフルエンザの■合

する。

・ 都道府県は、●I府県口発
"発
案・IE含等の関係者と十分なtl“■●しヽ、各■綸先

`  への納入口売販売睾肴を決定する。その馘、可注な嗅り.1つのワクテン供畿先に
1つのコ売販売来者を対屋させる.

各ワクテン供輪先は、発注の熙、螢接穂者敗●動向手にこづき 需■を●切に見
込み、可■な限り、小口1三分割して,菫する。一部のワクテンタ綸先からの過

"な発注が●められる場合には、都道府県は 医師会,のE壼口供口体の協力を,て 、
注
=嗅"を
,う。

(3) 棲程体制
イ)未発生
"に
おける■傭

0 バンデミックワクテンについては、全国民が速やかに接懸することができ
るよう、未発生期から体制の構築を図る0晏がある.

0 円滑な接菫の実施のた倒 こ.あらかじめ市Or村同及びも遭府熙間専で広崚
的な協定を締結し、居住地以外の市町村における接種を可たとするとともに、

健康技害が生じた場合の手続きを明■化しておくことが求められる。

0 あらかじめ流入 流出入口年を■まえた各市ar村のヮクテン需要量を耳出
しておく等、住民に対する予防棲■のシミュレーションを行うことも泌■と

考えられる.

口)接菫対
'■0 実施主体である各市町村が,電を実施する対彙■は、当瞭市町村の区麟内

に居住する者を原則とする。

0 当餃市町村の区
"内
に層tする者以外に、広崚的な協定の構餞により、当

腋市町常に所在するE蘇機口にコ覆する医療従事者、及び入陸中のE者● 1ご
対しても.接■を実施する場合が考えられる。

'ヽ

)接口体
"の
構饉7

(バイアルサイズ)

0 バンデミックワクチンを早期に供綸 し、てきるだけ早く接燿するためには、
ワクテンの大部分を 1輛 |な どの大きな単位のパイア′して供綸することをニホ

とし、原則として集団的横■を行うものとする。

(医学的ハイリスク者>成人・若年寺>高 |1著0輌で■
=ILし
やすいと重定,

0●児 ②医●||ハイリスク者 0膚人・- 0高 |1青

古|1者に■
=書
が多いタイプ0斬菫ィンフルエンザの■合

(医手的ハイリスク奢>占齢音>成人 署年者のほてユattし ゃすぃと[定 ,
Cい, ②医学的ハイリスク者 On"者  0戌人 苦年著

ハ)■症化、死亡を可能な限り抑えることに重点を置昔つつ、併せて,ヵt国の

将来を守ることにも二点を置く考え方

膚人 若年手に■に者が多いタイプの新里インフルエンサの■合
(咸人・者年■>宙

“

者の日で■に,ししやすいと長定)

0医学的ハイリスク者 C■蜆  0咸人 若年を ④高齢書
高齢者に■徒者が多いタイプの新型インフルエンサの場合

(=m奢 >蔵人 若4■の層で,壼化しやすいと[定 )
①医学的ハイリスク

= 
②■ヽ児 0古

"者
 Ont人 若年著

0 こ0ほか、年齢によるヮクテンの効果等も考慮する必要がある.

0 ワクテン棲■の順仕等を決定する際には、基本的対処方針継 間委員会に
詰つた上で、新型インフルエンザ等対策本部において、決定するものとする

oきである。なお、必要に応じ、基本的対処方針●鵬H姜員会に新型インフ
ルエンザ●対策有

"者
会議の●■を含め専門家の出席を求めるも0とする.

(2) 供綸体
"0 厚生労働省は、未発生期において、奎国民分のバンデミックヮクテンを円

滑に流通できる体

“

を構築 し、発生後においては、確操したワクテンが、接

種の実施主体である市町村に円滑に供綸されるよう綱壺することが求められ

る。

0 流通のコ菫にあたり、不晏在庫を発生させないため、及びワクテンが平尋
に供給されるために.新型インフルエンザワクチンの議ヨ政書に関する検2f
会彙告書を踏まえ、以下等の対応が求められる.

厚生労働省● ●■府県ごと0配分量を、各●道府彙の人口、当餃優先袴J対●
者菫年の

「

螢2び■行状況などに工づき,luする.
厚生労●省仕、■嘘重発,IllttJte先へ燿売した■■び

"翔
に侯る情IEを定期

的に収睾し ●■府熙に■■■供する。●J府彙は、各ワクチン供お先における腱
糧予定本口などを的口に把Eし、ワクテレの0■を生じないように供綸本破を■壺

0 なお、lm ′くイアル、プレフィル ドシリンジ■の小さな単位のワクテンに
ついては、妊帰、在宅医晨の受薇中の農者など、特にあ晏な者が利用するも

のとし、これら0著について1ま僣別機種■行うも0とする。

(医療従事者の■保)

0 撻種には多く0医僚時 が必要となることから、地,E昴会等の協力を
得て、そ0確保を図る。

(横題0実施会場の確保)
0 接■のための会場については.地量の奥情に応じつつ、人口 1万人に lか
所露度の任口会場を設けて接IEを行うものとする。

0 市町村!よ、■健所・保ロセンター、学校など/4N的 な施設を活用するか、医
療機関に●

"す
ること■により、接■会■を確保する。

(摘祖体制の構築)

0 原HJと して彙団的推■を行うこととするため、そのf‐めの体制を確保する。
mち、■会場において集国

"籠
目を実施できるよう予おを邁切に実施するほ

か、E書従事者や勝導のための人員.待含室や罐■場所年の設備、接■に要
する晏奥 (]反応の発生に対応するための十のを含む。)● を確屎する必要が

ある.

0 発熱■の生状をユしている0の予防接薇を,う ことが不適当な状Lにある
者については、接■会場にたがないよう広筆手により員知すること、■び棲

口会場におい,格示手により注菫喚起すること■により、横種会場1■ おける
感彙対策を回ることが必要である.               '

0 基礎疾息を有しE撃機日に通院中の医学的ハイリスク奢に

“

しては、■院

中の医壼こ日から発行された r優先接社対彙
=証
明魯Jを持,した上で、集

口的機■を実施する会場において■■することを原則とする。なお、実施主

体である市町村の劇所により、通院中の虜姜機口において,電することも考
えられる.
。 ワクテン0大も分が 1い1● I●大きな阜l10,マイアルで僕ヽきれることを菫

=え
、

通腑する匡■■腱において薇aする●●であつても、■日として彙回的,■を
'うこととするた0.菫■として100人以上を単位として荘薔体鋼を構

=す
る.

l mi● 0小さな●●●バイアj●●■■状滉軸 =よっては、E●
"′

、イリスク者
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に対し、コ院中の医壼●関において、あずしも集団的贖IEによらず,aを行うこと
も芳えられる。

医学的ハィリスク者に対するワクテン接■についてき、接■に慄るリスク年も考

慮して、素目的饉■を実応する■合であつても 予彗工びヨ
=本
に目する情報提供

をより慎■1=,う ことに留量する.

0 医療従事者、医療機関に入院中の日者、在宅医療を受燎中の自者について
は、基本的に当鑽医療機関において機種を行う。ただし、在宅医晨を受■中

の患者であつて、当腋区療機関における機種が困難な■合、動同による横薇

も考 えられる.

0 社会福祉施設●に入所中の者については、出本的に当よ社会福祉施設0に
おいて集団的桂種を行う。

0 事業者等の従事奢手については、接置を円■に実施する■点から、事車者
等が企業内診燎層●において来口的接極を実施することも考えられる.

企彙内摯壼所における■目的崚口を口■としており、一定●●以上の燎蜃0事 R
者等であることすが

`■
と考えられるため、その実おにあたり、未斃笙期0段摯

から、実施主体である市町

"キ
ロ慄●口と+分な3日があ要である。

二,機種の予対等
0 饉種の予lb等についてlt、 以下に掲げる方法等を,考に、地城の実情に応
してあらかじめその手順をal日 しておく必菫がある。

(轟知により行う方■)

0 接種対象者に対し、籠糧サを送付するとともに、経■日■
`接
In■所年を

指定 した通知を行う。

(例 )

・接目の優先順位、優先機種対

'者
ごとの接■の開始日についてtま、広報等

により周知する。

・接菫会■、撮臓を受 するための具体的な方まについて円知を行う。

・市町村 1き、優先接薇対a舌ごとに、氏名を印刷 した接糧券を迷付するとと
もに、播薔曰及び接覆■,■を指定した通知を行う.
(※ )や0を饉なしヽ事情■により薔●曰等の贅■

=千
菫する場合のみ、市nr●が■

置する予

"=口
において受けIIけることも考えられる.

け 約を曇 1ナ付ける方ま ,

0 接種対彙者について、校糧中を送付し、店この予7.|を 受け付ける。なお.
複機種者朧 崚0接種会■に■複して

=継
することがなtヽよう、市町村Iま霊

口を続―した上で、確覆彙■を通切に振り分,サることわ彎 ましい。

(")
・市町■は、全住民に、氏名を印刷した機種手を送付する。

・接aの優先日位、優先接a対彙者ごとの接■の開始日については、割途広
報■により周知する。

・腋菫会場、檻極を受けるための具衛 な方表について層知を行う。

・接粗0予約の■付は、予的受付電鮨等 t餃けて行う。

フ ● ワクテンについて

0 ワクテンについては、厚生労●省の新型インフルエンザ専目競 饉の「輌
菫インフルエンザ対策ガイ ドラインの見直しに保る筆見書」で取りまとめら

れてい0内容が,わ摯 であり.次のように考えられる。

(1) 研究開発尋
0 厚生,■●は、細胞略曇圭等の新しいワクテン製遺まや、経鼻島農ワクテ
ン●の新しい投与方法等の研究・開発を4eaするとともに、生産ラインの整
薔を植遣する。また.これ らのワクチン開発に合わせて、ュび、海外ワクテ
ンの最新知見を収集しながら、小児への整■月■について検討を行うあ凛が

ある。

o 厚生労働省
`ま

.新型インフルエンサ発生時に特定機繊 者に接糧するプ

レバンデミックワクテンのキカな接燿方法椰の検針に■するよう、■漸●読

,状況を目まえ、有効性・ 安全性についての日床研究を性遣すべきである.
臨床研究の対n者については、WHO:二 助言している目岡委員会が提示して
いる範囲を踏まえ.島ィンフルエンす (H5Nl)ゥ ィルスを扱う研究者、
島インフルエンサ発生時に防疲案務守

`ミ

従事する者、医彙従事者とする他、
積極的疫学諄■に従事する者や、有効性・贅針 ■に関する正確な情報を分
かりやすく情報機供した上で■定公共機

“

等で自民生活■び国民経済の安定
に寄与する業務に従事する者0とすることが考えられる。

本的対魅方

"専
嬌口 ,■奎に日った■で、晰壼インフルエンサ,対策本IIで決定す

る●菫がある。

なお.厚生労●4は、リスク・ベネフイットを●
=の
■.`菫に0し、小児を

"彙として実籠した●床研究 (だつ●●■■び最新の知■を,■に、機種月■の餃
定を崚●する。

(4)安全性の確保について
(■反応健告)

0 新型インフルエンサワクテンは、初めて大規機1=接臓が,われることとな
ることから、接■と並行して迅速にEl反応に口する情彙を収集し、経観的に
接凛の構練●可否を判断すうとともに、安全性l_関する情報を目民に提供す
ることが2・Iてある。

(2) プレバンデミックワクテンの
「
=・
事

"コ
剤fLけについて

0′マンデミックヮクテンの開発・製造には―定の時間がかかるため、それまで
の対応として、特定法祖対ユ者に対 し、プレバンテミックワクチンの接口を

FTう こととし、厚生労働■は、その原液の製造・ ●
=(―
都豊珈化)を建め

る必要がある.

(チつ プレ′
`ン

デミツクラクテンの■■状況 碑 蔵24■ :2月 時点)

原層

平成22年■ 的 1111万人分 (ペ トナム株ノインドネシア■)
平成 23年層 ● 1,Oal万 人分 (ア ンフイ株)
平成 24年度 ●101X万 人分 (テンバイ棒)●書予定

=都
化

平成24年度 瞭薇●■株 1株当たり●54万人分を襲
"t予
定

(3) 発生時のワクテンの薇景
(プ レバンデミックワクテン)

0 厚生労働省は、海外の状況、プレ′くンデミックワクチンの有効性のは醒
び基本|1対処方針等路問■■会の専門家の意見等を踏まえつつ、口書されて

いるプレバンデミックワクチンの中から最も有効性が期待されるウイルス株

を選択するも0と するべきである.

0 厚生労働省は、最も有効性が期待されるウイルス株の■択後、速や力ヽ こ特
定接纏対拿者に対して

'め
製■ 4ヒ してあった当餞ワクチンを横糧できるよう

関係任関に周知する。傭善してあつた当藪ワクテン原蔵は、幸節性インフル

エンザワクテンなど他のワクテンに優先して五逮に製如ltを 行うよう、製遣

業者に依颯する。

(バンデミックワクテン)

0 現時点で、新型ィジフルエンザが,生 した■合.バンデミックワクテンは
■卵路美法を用いて、インフルエン

'HAワ
クテンの製

=、
又は沈障インフ

ルエンザワクチン (H5Nl)の製法のいずれかにより製造されることとな
るが、■降インフルエンザワクチン (H5Nl)の製法により襲遺された場
合、小児の使用について、以下のことに 書`を要する。
・ これまでのVfm■から小児においても有効性は,あられてしヽる一方、

`年
齢小

児において発熱ポ■

"=に
,られる.

・ したがって、発生した,コインフルエンサl_よ う奮状専ユ●■,0●宇
"知
珈こ

基づいて、小児:こ対してもワクチンEIEを,うべきが、in曖の■■■を目まえ薔
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8 その他

0 1 インフルエンザサーベイランスについて

0 サーベイランスのガイドラインについては、「新型インフルエンザ対策ガ
イ ドラインの見直しに保る

=見
書」I`基づき、新設するべきてある。

(1)平 時からのサーベイランス体Hの菫■・ t進
0 幸節性インフルエンザ及び新型インフルエンザに対応するため、平時から
実施する以下のサーベイランスについて、目的、実施方漁 実施時期■を明

示するべきである:

・ 鯖 発生サーペイランス (約 5∝Oo患者定点E療機関によるインフルエ
ンザ発生動向のle題)                     .
′ ウイルスサーベィランス (■●定点医薇祖関のうち約 500の病原体定点医
療機関から墨出された検体のィンフルエンザウイルスの分析 )
, 入院サーベイランス (的 5000=絆定点E優機関によるス院ユ者の発生助
向・特ほの把握)

・ 学校サーベイランス (全国の全ての幼保、小中高年におけるインフルエン
ザに関する臨時休葉の情4a収集 )

・ 嘔彙症流行予瀾調査 (口民0各年代の血■続体鶴■)
・  その■、地域ごとの実情に応した研究事業等も活用したサーベイランス

(2, 発生時に追加 強4ヒするサーベィランスの実施方差事の明確 {ヒ
0 新型インフルエンザ,生時に追加・強化する以下のサーベイランスについ
て、目的、実施方法、実施コ間年を明示するべきである。

・ 新菫インフルエンチユ者の全戦把編 (確定患者 疑似症菫奢o層出基準を
例示.国内皇者数百例等まで実施)
・ 学校サーベイランス0強4L個内発生早期■において、報告対彙を大学等
に拡大するほか、ウィルス検体を保取 して工型等を分析 )

・ ウイルスサーベイランスの強化 (平時の対象に加え、奎贅le還患看 (地域
発生早期まで)、 学技等での■団発生、■●■者等のウイルスを分わ

・ 横極的贅学口童の実施

“

彙

`露
4● 者の基礎疾患・症状 治壼経過、接

餞者等の口■)

・ その他 (死亡 =症ユ看崚 場、思者0障床情崚の分析 専)

8 2 水燎対策について

0 水際対策については、厚生労働省の新型インフルエンザ専日
=会
目の「晰

●インフルエンザ対策ガイ ドラインの見直しに係る電■書Jで取りまとめら
れている内容が最ね妥当であり、次のように考えられる。

(1)崩 Ft4の 種産に応した水際対策
0 海外で新型インフルエンザ等が発生した場合、政府対象本部は、その数死
率、感業者が入目する可籠性等を踏まえ、■本的対処方針等絡間委員会の意

見を聴きつつ、総合的に検討を行い、検質の強化等の実施方針を決定する。

ただし、現場において腱乱が生じないよう、在外邦人の帰目や外目人の入日

については、国内の受け入れ触勢 (検菫所の■9、 停口の収書龍力宇)と壺

合を回る晨 がある。

(2)実 施方針
o 水隕対策の具体的な実施方針については、感染拡大の状況や、病原性の判
明の状況年に応じ、様々な対応があり得ることから、標準的な対応パターン

を示し、状況に応じて増小・ 中止を含め柔軟に対策を実施する必要がある。

(3)集 的海空港
0 航空機・船舶を集約する国内検査実施場所 (特措建に基づく「特定検疲港
●」)は、腱技彙将場及び検疲港のうち、行口BI口にある.成自.羽日、口冒、

申部ユび福田空港の S空港と績澤、神戸、口円及び博多港の4海港が想定さ

れる.

0 停目を実施する場合には、厚生労■・●oI“ l=基づき
““

輩庁同で協目を

行い、海外における発生状況.餞空祖 船口の■航状虎●に0して、国内験
疲妻
"場
所 (特檜法にごづくr特定検崚澪,,)を 指定し、葉約4Lを図るヒと

を検討する。

(4)停 R施設 (停口の実彬!ま集●する場合に口る。)
(オユ施設)

0 停口施餃として使用する宿泊籠量は、
「

口者罰の接■を最小限に抑える観

点から、都量の中にユロ、 トイレ、テレビ、電鮨年の性■が設置されている
●.原厠一人―室で使用でき、結婚式,会諄年のイベント●を,わない●泊
に特4Lした宿泊施設の使用を横肘する。

(3) 島類、日が保有するインフルエンザウイルスのサーベイランス
0 関係■庁等の連携の下、島蠍 豚が保有するインフルエンザウイルスにEC
してそれぞl■が得た情報を共有・4的化し、新型インフルエンザの出現の監
観に活用するために、日立建築壼研究所において分析評価を実施するべきで
ある。

また.■菫.豚が保有するインフルエンザウイルスのサーベイランスに関
する関係+庁連絡会を適ヨ開催し、情報及びそあ分析結果の共有、並びにサ
ーベイランスの実施方表事について薫見交換を実施するとともに、必事な対
策を検討し、予め対応マニュアルを検討・作成するべきである.

(4) 第団発生のサーベイランス
0 集団発生の把握のため、手節性インフルエンザに対しては、学級閉競●|を
対象とした全日の全ての幼保、小中高等に報告を求める学校サーベィランス
を,われているが、新型インフルエンサ発生時には、この取り組みを強iL
徹慮して、早期対応のための探知に役立てることが重要である。
そのために、平時から●染症発生動向について、地墳ごとに異常を探知て
きる情報収集及び分析体制を自膚し、またそのt‐めの研究等も利用し、早期
対応に
'十
てられるよう■備しておくことが不可欠であり、そのユ要性をガ

イドラインに記載するべきである。

(5) その他
0 発生時のウイルス検■については、地方衛生研究所と日立感摯症研究所の■
自分担について、綺虔管理も含めて別途整理するべきである。

0 発生時o競極的疫宇調査については、当初は目が積極的に支目する必≡が
あるが、その方贅及び日の役割について、別途菫理するべきである.

0 発生時に緊急的にあ
=と
なる公衆tf牛 卜の調

=(血
用抗体調査等)の研究

をヽ速に,う ため、平時から倫理審
=等
の手驚きについて予め検討するべき

である。

0 平時からインフルエンザのサーベイランスに保る研究事業の推進を回るベ
書である.

て暉 )

0 停日施投として側弔する宿泊施殺は、停留者を搬送する際の利便性を考慮
し、特定検疫港等からあアクセス性を基礎として定める必要があることから、
特定検査港ヽ が所在する市町村と隣接する市町村の中から必要な区崚を■定
する。

(事前皐In:施設管理者の同意)
0 厚生労働省は、宿泊施設等の管理者に対し事前に説明を,い施設の使用に
関して同意を得ることができるように

"め
、口摯したおそれのある者を停留

するための集的海空港の周囲の宿泊施設の政懺を曇める。

(鳴措圭にこづく停留施設の使用)
0 厚生労働省は、検岐対象者が増加して、停留施設の不足1こより停留の実施
が国

“

であると認められる瞭には、仔日施置として使用したい特定検燃 等
周辺の施設の管理者から同量を得られないll合においても、特措議にこづく
停留施故の■月を検討する。

国際航空機・旅客船の集約化の流れ

“
…

ｍ嘔̈　　　・」？脚‐・=:鮨
枷こ」ち τ ll洲o… Ⅲ畦

・・
L口 nI●●

…
す
・
2」
・
姜・

謝 も■t― ‐ ●口
=口
■燎
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8 3 発生国からの航空社・ 船籠等の運航制園妥飾等

0 厚生労島大Eは、特僣法第 20条に基づく挨護のための停留施設φ使用の措
置を障しても仔目を行うことが著 しく日難で、新型インフルエンザ■の病原

体が国内に優入することを防止できないおそれがあるときは、関係省庁 (日

ユ交通雀、外薔省)と毬摯の上、政府対策本部長に報告する.政府対策本部
長は、国民の生命及び健康に対する著 しく■大な櫨書0発生

=び
に国民生活

二び日民籠済の混ユを回道するため騒念の●掟があると餞めるとき
`き

、発生

国における地域討じ込めの状況、WHOに よる発生目又はその地城への■航
自粛勧告がなされた■合や他目における連

"日
粛姜lR等の状況等を踏まえ、

日際的な連携を確保しつつ、航空会社や船m奎4Lに対し、発生地撃から来航
又は

"航
する航空機・旅客船であつてその地域から員り込んだ者がいるもの

の運航自膚事を要請すること力味 められる。

8 4 在日第人への対応
0 政府は、海外で新壼インフルエンサ年が発生した場合には、在日椰人保田
のため以下の措置を実施することが求められる。この過程で、あ晏に応して

諸外国と協力する必要がある.

イ)情 報収葉 提供
_ 在外公館を通した関係口当局・現地在日郵人のネットワーク年からの情報
収集
WHO等の国際的ネットヮークを通した情報収集 (発生状況、規地医療体
制、主要国の動向■)
収集した情報について、在日邦人との菫絡協饉全、ホームページ、メー

ルサービス等を通した在日郷人へ情颯提gt(菫糧備書の動桑等)
・ 状況に応して「感彙症危険輌颯」(※ )発出
(在日外人に対し、自宅待機や安全な地麟への■還などを含めた遺切な安全

対策を語するようまt嗅燿)
※ 感染症危険情報については、WHO■■在外企館からの増告に基づいて
発出を検討する.また.これらの情報については、厚生労働●0と も共有
する。

口)帰 日を希望する0外部人への帰口支援
・ 在日邦人への定期便0口行欄 、帰国に日して検度が強4ヒされていること

の情報提供 (口慄各国を連籠)

・ 増便があ口な場合の航空会社への依績 [日土交通省と協力]
定翔腔 便等の電青停止後は、日ちにチヤーター機手配等0代書的張目手
段のなけ

ハ)在留
"人
感染者への対応              ,

・ 現地薔療機関との連携 (現地匡療機関の処方箋を踏まえ、現地劇
=に
剛し

た対応)

・ 現地区薦機関が●催しなιl●の栞急・ 特例的な状況に■え、緊急支撻 供
与月として、在外公館に、抗インフルエンサウイルえ薬を■苦 ●♂)

8 S 国内発生初期における現地対応

0 新型インフルエンザ等が国内で初めて発生した■合であって、発生初期の
段贈における口

=支
饉のためめ要があると認めるときは、政府対策本部長は、

当餞椰■府県に新型インフルエンザ●副 対策本部 ('政府■地対策本部1)

を設置することが求められる。この増合において、政府現地対策本部は、3
道府彙が

'う
新型インフルエンザ等0発生0状配、動向及び原因の調査の支

量
=び
に政府対策本部及び都道府県対策本部の情報発信の調整を

'う
ことと

する.なお.位敗の地域で同時多発的に発生した場合には.当摯地城の椰遺
府県の調■力を勘案し、殴IIB所 を■定するこ

=が
ある.

0 政府現地対策本部の構成は、専目的な菫争田●●の知見を有する■■ (厚
生労■省の招当職員 (日立感染症研究所凛員を含む。))、 内‖宙房■■とし、

あ要に応じ基本的対処方針,路間委員会の委員の一部ヌは同晏員会の絶■を
受けた0円

'も
派遣する必要がある。

O 政府対策本部と●道府県対策本部ポニ元的なものとなってはいけなしヽので、
現地の

“

道府県対策本部が行う専目的な度学的情報収彙などをサポL卜 する
という姜

'マ
取り組むあ

=が
あると考えられる。

0 敗府瑣地対策本部は 発生した麟型ィンフルエンザ事の特性に係る情報が、
ある電膚書稲された段階で慶止するものと考えられる.

4霊:1組]」「臓■需躍貼,顧鍵
=眺
よ鵡にこ114懲辮

0 新型インフルエンザ●発生時の要撻餞者への対応について、市町村が関係
団体や地麟団体、社会IEt■設=介口支目事黎者、障害41■サービス●黎者
寄に協力を依颯し、発生,■やかにあ要な支援が行える体IIを構築する.

0 要饉圧者の■螢情■を分析し、あ姜な支目内喜、協力者への機瀬内容を検
討する。支援内害としては、安香確

=、
食料や生活あ需品の配違写が考ぇら

れる。

0 安否薔認の方法どしては 協力者が訪間して確認する方まのほか、■撻護
者自身が安香を電口やメールで知らせる方法が考えられる.また、■Hや生
活必書品を配連する日にはま関先までとするなど協力者等の感豪掟会や負担

を軽減できる方去を検討する.

0 個人、家壼における対策として自Rbの観点 ま■■であり、災害31のょうに
,‖品や生活あ需昌写を備書しておくことが推妻される.

口)新型インフルエンザ等発生後の対応
0 新型インフルエンザ等の発生後、市町村は、新型インフルエンザ年の発生
が確日されたことを要臓籠者や協力者へ連略する。

0 市町村は、計画に基づき、要接護者対策を実施する。

(2)新 型インフルエンザ等発生時の甚樫諄奢、在宅患者への医壼提供につ
いて

0 新型インフルエンザ等が発生じ地城感彙期に至つた場合.肪問看E・ 訪問

`燎
に対する需要が増加する一方,これらの業務に従事する医薇従事者が罹

慮すること等により、欠働者が増加することも,おされることから、訪間看
菫・紡間診療が継籠的に行われるよう、関係機関日士協力できる体llを事前

に検討し、精葉しておく必要がある.

0 新型インフルエンザ●に罹患し在宅で猥姜する場告に支優があ要な鳳者の
情報について、都詢嗜県及び市町村と関係E療概 等との間で情颯共有に勢
める。

0 地嬌感員翔において馨彙la会 を韓 する等の観点から、慢性疾患牛を有す
る定翔受じ患者は、本人またはその介饉者等が、事||に

=治
医と地嬌壼彙翔

8 6 社会的轟者へ0支晨にっいて

(1) 新型ィンフルエンチ

“

発生時の要晨腱者への生活支援について

イ)未発生翔の準備
0 市町村は、自治奎■と違榛して、新型インフルエンザ●の■行により孤立
4に し、生活に支障を来すおそれがある世書のletに 努め、発生後達やかにあ

要な支授ができるようにするあ要がある。

0 新型インフルエンザ嗜発生時の要晨腱者lt、 家族が同層していない又は近
くにいないため、介餞ヘルバー等の介饉や介助なしては日常生活ができない

独居富齢者や障害者が対象籠国となる。災害時■目餞者の対魚者を,力に範
囲を定めることが■えられるが、災書時IIE者 の対,者であっても、日居
者がいたり、家族が近くにいる場合や、あるいは独居高齢看であっても実陣

なく日常生活できる割 ま対,外 となる。

0 以下の例を
'考
に、各地域の状況に応じて、各市町村が■援撻者を決める.

一人暮らして介籠ヘルバー等の介饉等がなければ、日常生活 (特に食事)

が非常に困難な者

介護施設に入所できず、やむを得ず独島し介讀サービスを受けている者

障害者のうち、一人暮らして介餞ヘルバーの介饉や介助がなければ、日

常生活が非常に困難な舌

・ 障害者のうち.一 人暮らして支援がなけれは市町村■からの情報を正し
く理解することができず、感築予防や

`菜
時 流行鶴の対屋が国最な者」

その他、支援を希望する者 (ただし、要撻置者として饉められる事情を
有する者 )

0 要躍護者情報の収集 共有方式としては、関係機関共有方式 手上げ方式 .
同意方式がぁる。市町村が災書崎

=援
護者リス トの作成方法等を参考に■市

町村の状況に応じて新型インフルエンザ●l■生時の妻饉護者リス トを作成す

る。

o 口人情報の活月については、各市町村において、事||に包賠的な同意が取
れる仕組みを作つておくこと、又は必要に応じ個人情■保餞に目する条例の

改正を行つておくこと、若しくは弾力的な運用を検討しておくことが望まれ

る.
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における対応 (長期処方、ファクシミリ処方●I)について相談しておくこと

が望ましい。

B フ 新型インフルエンザ等発生時の埋
=及
び火葬について

(1)遺 体の埋火葬手続の特側の制定
0 特措注でI二 新型ンンフルエンザ等緊急事燿だおいて、埋葬又は火葬を円
滑に,う ことが困饉となった場合において、公衆爾生上の危書の発生を防止
するため緊急のあ要があるときは、政今で定めるところI=よ り、理火諄手続

0特倒を餞けることができることとしている。

0 遺体の埋火諄の手連については、厚生労働大臣が指定した地増や期間にお
いて1よ、lD2亡地以外のいずれの市町村においても埋火車の許可を受けられ
るようにするとともに、②公認,生上の危書を防止するために特に緊急の必
要があると認められるときは、埋火葬の許可を要しないものとし、火事場替
理者事が死亡診断書師 提出をもって市町村に確認することとするといった
手観の特例を設lナるあ要があると考えられる.

(2) 特定都道府県知事事による理火■0実施の特,
0 特措法では、特定都道府県知事は、■鼻又は火凛を行おうとする者が理姜
又は火諄を行うことが自盤な■合において、公衆薔生上の危害の発生を防止
するため繁急の必要があると認めるときは.厚生労働大臣の定めるところに
より.埋
"又
は火界のお置をとらなければならないとしている。●た、特定

薔道府県知事は、埋
=又
は火葬をユ遠に行うために必要があると認めるとき

は、当腋措置の実施の事務の一部を特定市n「H長が行うこととすることがで
きることとなっている。

0 この具体的内容については、新型インフルエンザ専に起因して死亡した者
に保る火葬につき火r■の火口龍力が■tヽつかず、遺体メ火

=さ
れない状■

が焼く場合に、公彙籠生上のた害り発生を防止するため緊急の
`要
があると

きには、都道府県字が、遺族の観 を■日の上、一時||に埋rを行うことが

あ■となる場合が考えられる。

新型 インフルエ ンザ等対策有講者会議 開催経緯

0 31鴎 壺インフルエンサ等対策有い者会■

開催日 :平成24年 B月 7日 (火 )
日 事●(1)有繊者会議について
(2'こ れまでの

"型
インフルエンザ対策の取laみ について

(3)新型インフルエンザ●対策特別僣量法について
(4)検 討事項について

(6)今 後のスケジュール|■ついて

O F2回 新型インフルエンサ等対策有臓静 日
gnt自 :平成24年 0月 11日 (火 )
臓 事 :(1)新里インフルエンf●緊急事●I`ついて
(2)日 染防止の協力妻疇1■ついて
(3)=本的人権0尊■について
(4,リスクコミゴマトウ ョンこおける個人情42の取螢いについて

0 第 3口新型インフルエンザキ対策有臓者会議
腑僧日 :平成24年 10月 16日 (火 )
● 事 1(1)新型ィンフルエンサ害対螢実施上のB●点について
(2)新型インフルエンサ帯緊急事なについて
(3)感彙防止の I●力宴日について
(4)リスクコミニ ケ■ンョン=おけ引0人情颯の取扱いについて

0 
「

4回晰型インフルエンザ専対鮪 臓者会議
開催日 :平成24年 11月 7日 (水 )
臓 ● :(1)●コィンフルエンチ千緊急亭理について
(2,日 彙防上の協力要請I`ついて
(3)在 日
"人

への対応について

(4)航空燎・船m●の運航●I颯要情について
(5)載府現le対策本部について

新型インフルエンザ等発生時の社会状況等の例   (別紙 )

口
",生
―
=ん
ヽ
"1ニ

ヨ定さ
れるよ況 ('新型ィンフルエンサ

"菫
ガイドラインで

''1,(平
ユ

■■テにおける対童と,■
(各彙界のノイドライン2び企彙の■

―

綱確
医
楽
0-部のE●桂口Iよ ,新型イン
フルエンテヘ●拿璃資源の
■点的投入のため、じ晨H目
を饉定
0■見的に着ヨ摯■え、医

"撮口にお!チるネ蒻彙■ にヨ薇

==、
医エユ 贅塁材、ベッ

ド●)が不足する

0翼奎氏口 Fじて、嗜笙ヽ大銹■鶴巣等を勘葉
して,策を講じる。
〔
=崚
,生早期まで,

・発生目からの帰口著等で発議 呼吸尋症状●
を有する者を

"国
者・嬢触看ヽ 来において診

断

軒里インフルエンザ等星著は、日則として感
染壼議■に■づき感集症指定E廣壺関年ヘ
の入院精こ●の対ユとなる
【地雄感朝 以口
・―段OF晨●関において診燎 ("日者 接触
者外来の原員1中

“
・二者欧の大幅な増加に備え、新

=ィ
ンフルエ

ンザ■●者のうち、■壼者はヽぼ洛壼、ミ壼
者は■宅勝虫に接り分ける
待崚可にな入院や手術を控える

資料 :菫 2回医燿 公,枷三分事会■ヽより

電 気

0`桑ロス●ILの ,重から、―

“

薫務を薔小・こ期
0保 ,・ 遺用の■

=員
不足によ

り地域的・一時的に停t●I“

生じるおそれ

o■栞■●40%が● 2■口欠勁することを想定
し 優先事務として0電気0安定供給に必要不
可欠なも,、 ②会社●能4"のため必要なも
の、0法令菫守しなけttばならないもの、など
を基輌する方針としている。
0優先彙3を凛続するために、自肉感彙用に優■
彙場以外 (―

“

のイベントや贅雄 の低しヽ案
3)の鱚小 謳期を検討している。

贅● :電気事事者のFTttll口
'よ
り■■

公共交
通

O●■■不足により、理
'本
量

が鷺少
0外出自彙 こヽ時 量の主■に
より、公共交I●口、の,■
メ大幅灌少

0公共,■に田わる事象者は「まん延勁でも、担
力■●を総持する,こ ととしているが、乗璃員
の体彙事にEした

"=ダ
イヤを定めており、

40%の欠

“

では半城●I相当の減■になること
を想定し■lおく凛 がある.

■●:r,●
=に
おナる●コインフルエンザ●凛籠lt
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■ 5回新型インフルエンザ尊対策有
=者
会ロ

開催日 :,蔵 24年 12月 10日 (月 )
議 事 :(1)地方/AN共 団体における連携方策について
(2)感染を防止するための■力晏籠等について
(3)各分科会における餞

“

の状況報告

(4)中 FInと りまとめに向けての進め方等について

第6回晰壺インフルエンザ●対策暴 諄

開催日 ;平成25年 1月 15日 (火 )
日 事 :(1)感染をL」Lするための脇力壺81等について
(2)中 間とりまとめについて

オ 7回燿 インフルエンザ年対策有凛者会‖

開催日 :平戌25年 1月 29日 (火 )

" 
事 :(1)中間とりまとめについて

新 型イ ンフルエンザ等対策有議者会議

社会機 能に関する分科会 開催経総

第 1回社会機能に||す る分科会

目饉日 :平成24年 8月 27日 (月 )
ぼ 事 :(1,社会栓籠に関する分日会のまれ
(2)新型インフルエンザ発生時の社会情

'(3)指定 (地方)公共薔口について
(4)特定接社対象者に口する検討の経緯

■ 2回 tt全饉籠に関する分ヽ会

開催日 :平成 24年 0月 18日 (火 )
離 事 :(1)特t腱種の餞日の着め方の留菫事項
(2)特定接種と住民籠種のB8係
(3)特定接種対●者の考え方
(4)社会機能雑持に必要な方燎 (事案者ガイ ドライン)

第3回 tte機能に関する分科会

開催日 :平成 24年 10月 17日 (水 )
日 事 :(1)ヒアリング

'新
型インフルエンザワクチンとE贅倫理」

(東京大学医学霧研究躊 E晨倫理学分日 赤募 朗教授)
(2)新型インフルエンザ発生時の社会情

"(3)指定 (地方)7AN共桂国の指定二準
(4)特定腱薔対象者颯 定

=準

■4回社会崚能に回する分事会

日僣口 :平威 24年 11月 7日 (水 )
臓 事 :(1)事業者へのにアリング、贅疑

電気●ユ 【電気事彙理合彙】

:磁締I曇載::留IP/HホP鋼腱欄
・ 奎凛 【日本崚,、 全国銀行協会】
壼洒 【セプン●アイホールディングス、日本テr―ンストアヒ会】

第5回社会機能に関する分科会
園催曰 :平成24年 ヽ1月 19日 (月 )
日 事 :(1)指定 の 方)/AN共

“

関の指定二4
(2)特定性凛対象者の選定基準

新型ィ ンフルエ ンザ等対策有臓者会議

医療・ 公衆衛生に関す る分科会 開催経緯

0 口 1回 医晨・公衆

“

生に関する分日会

30t日 :平成 24年 9月 10日 (月 )
● ■ :(1)今後の検討の■め方について
(2,平成24年 度ブレバンデミックヮクテン

“
=株
の選定につい

て

(3)籠害株の

「

部製剤4しについて

0 第 2回 E暉 。公量衝生に00する分科会
開饉日:平成 24年 10月 9日 (火 )
● 事 :(1)新 型インフルエンザ宇発生時のE壼掟供体日について
(2)日壼口係者に対する妻腑 。指示、補償について
(3)水臓対策について

0 第3回 E療・ 公衆衝生に関する分科会             `
開饉日:平成 24年 :0月 20日 (月 )
■ ■ :(1)抗 ィンフルエンザウイルス革につしヽて
(2)特定綺■について (奎録方法、接籠体制等)
(3)バンデミックワクチンのtan位 の考え方●について
(4)イ ンフルエンザワクチンについて (口昧研究、事前糧腱等 )

0 第4口 医療 公衆輛生に関する分科会
開催日ミ平成 24年 11月 12日 (月 )
日 ● =(1)予喘接覆体

"年
について

`供

綸体

"、

綺覆体日、その他)

(2)イ ンフルエンザサーベイランス1二ついて
(3)社会的ヨ者への対応 I二ついて
(4)水畷対策について (停留を行うための施設の使用)
(5)新型インフルエンサ発生時の被害想定l_ついて
(6)そ のlL(鍋壼ィンフルエンザ●籠生時の菫

"ユ
融 躍について)

0 第5回 E燎・公衆籠生に回する分科会
略饉日:平成 24年 12月 2'日 (ω
瞳 =:(1)曖 優・公衆齋生に関する分科会 中間とりまとめ (案 )につ

いて

第 6回 IL● I●鮨に口する分料金

開催日 :平成 24年 12月 3日 (月〉
誨 |● :(1)特定機種対彙■の選定について

第 7回社会機籠l_関 する分H会
開催日:平成 24年 12月 2'日 (木)
麟 事 :(1)介贖・薔社事業

=ヒ
アリング

(2)特定撲電対●者の■定について
(3)有 籠者会臓 中日とりまとめに向けての対応専について
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新型 イ ンフルエンザ等対 策有精 会議 委員名簿

伊藤 華也  医療情報研究所 医蒙ジャーナリス ト
●東 紀子  まや芸絆事務所 弁震士

丼戸 敏
=  
兵庫県知事

膚原 俊

“

  II● ●行政法人日立病院祖構ニユ輌院晏

大石 和偲  目立曜彙症研究所感葉症情報センター長
大西 瞳   日本学術会議会長 東京大手大学院工学索研究科敦授
大精 俊二  裾野市長

0 田部 信虐  "1雷雪菫毒露菫辱努所感葉産繕報センター■)
3  首合  日本総合研究所理事
押容 仁   東北大学大学院医学系研究科薇生物十分野教授

0 尾身 =   1斎職諄多,力1,奪ξ窯栞饗腎雲露嵩曇賢茎量員長)
析木 ■―  前統合車僚長
河田 =裕   東京大学目科学研究所感咆 朦研究センター長

J‖名 明彦  防衛医科大学校内科学講座2(感染症・呼n記)教僚
Jl本 書郎  同本社大学法学郎・ 法学研究科観授
小藤 貴   日本医師会常任理事
櫻井 敬子  学雷院大学ま学部教侵
0 口代 工人  目立嘔築壼研究所インフルエンザウイルス研究センター長
口畑 日出男 東京商工会腱所まちづくり●員会晏■晏
朝野 和典  大阪大学大手院医学系研究科感雲制●半分野教授
永井 席次  社団法人全日本病院協会理事
古木 哲共  和木町長
松井 壺一   日本経済団体連合会 国民生活委員会 企画験 長
丸井 案二  人間総合科学大学人間科学部政授
南  ゆ   読売新日東京本社編集局次晏兼E薇情颯部長
安永 貴夫   日本労働組合彙理合会 El事薔局ニ
椰澤 チ夫  日本放譴協会解説委員長
0:全曇  0:奎 晏代理

新 型 インフルエンザ等対策有識者会議

社 会機能に関す る分科会  委員名簿

丼戸 敏三  兵庫県知事

0 尾原 俊昭  独立行職 人目立病院機構ニユ病院長
0 大西 曖    日本学術会日会長・東京大学大学腕工学系研究科教授
翁  百合   日本綸合研究所理事

折木 ユー  前統合車燎■

小澤 ,   日本医師会常任理事

根井 敬子  学習院大手議学部象摂

松井 憲―   日本書ヌ団体連合会 国民生活羹員会 企画昴会長
日畑 日出男  東京冑工会議所まちづくり委員会委員長
安永 責夫   日本労働 II合総連合会 副事務局長

絆澤 ,夫   日本版送協会解睡 員長

0:分 営会長  0:分 14会長代理
(五+音順 敬市略)

(五十書層 破称略〉

新 型 イン フルエ ンザ等対策有議者 会議

医療・ 公衆 衛 生に関す る分科会  委員・ 臨時委員名簿

井戸 敏三   兵庫彙知事

鹿凛 俊昭   独立行政議人口立病院機輛二重病院晏

o 大石 和籠   日立感彙壺研究所燿染壼情報センター長
大橋 俊二   撮野市長

0 国都 僣産   ,1● 市薔生研究所長
(前日立疇彙症研究所感染症情報センター長 )

掃各 仁    東北大学大学掟医学系研究昇機生物学分野教授
打岡 =裕   東京大学E科学研究所底彙症口魔研究センター晏

"1名

 鴫虐   防衛EH大学校内科学口菫2(饉染症・ 呼吸畢)紋摂
小藤 貴    日本医師奎常任理事

根井 敬子   学晋院大学藍学部緻授

日代 員人
 _ 呈
立感彙掟研究所インフルエンサウイルス研究センター

ヨ野 和奥   大阪大学大学購医学系研究■饉黎●I"学分野徴撮
ス井 鷹次   社団法人奎日本病院協鋼 事

古未 哲共   和木町■

丸井 英二   人r・|●合科学大手人間科学部教授

南  砂    餞売新自東京本社編集局次長兼医壼情報部長｀

0:分 科会長  0:分 科全晏代理

【臨時委員】

坂元  昇   川崎市儘底福■局筐務監

佐々木隆―郎  長野黒飯口保口所嘔

(二十書鳳・ ■称略 )
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字.行政備蓄用抗インフルエンザウイルス薬 (タ ミフル・リレンザ)の備蓄量

行政備蓄用抗インフルエンザウイルス薬 (タ ミフル・リレンザ)については、
平成25年 1月末までに約6, 219万人分を確保。

○ タミフル

約 2,913万 人分
約 2, 420万 人分

約 5, 333万 人分

○ リレンザ

約 300万 人分
約 586万 人分

約 886万 人分    .

来 都道府県別の内訳は別紙参照

書

蓄

備

備

　

計

国

県

蓄

蓄

備

備

　

計

国

県
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(男1紙 )

都道府県別の抗インフルエンザウイルス薬備蓄状況一覧 (H25年 1月末時点)

No 都道府県名  備蓄量 (千人分)
タミフル リレンザ

1 北海道   1,031.7   57.7
2 青森県   259.2  145
3 岩手県   251、 8   140
4 宮城県   4255  363
5 秋田県   204.5   11.4
6 山形県   220.4  123
7 福島県   3983  213
8 茨城県   549.3  307
9 栃木県   3514  40.0
10 群馬県   374.6  20.9
11 埼玉県  1,3400  152.0
12 千葉県  1,1430   63.9
13 東京都   3,8400 3,840.0
14 神奈川県  1,6692  937
15 新潟県   4426  24.7
16 富山県   2039   114
17  7ヨ′‖垢ミ       206 9      20.7

18 福井県   1511   8.4
19 山梨県   1328  39.6
20 長野県   403.2  22.5
21 岐阜県   389.8  218
22 静岡県   7057  39.4
23 愛知県、 1,378.6   77.1
24 二重県   347.0   19.5

備蓄量 (千人分 )

タミフル  リレンザ
251.6      25.2

436 2      83 2

1,009.1     566.1

1,040.6      58.2

167.6      78.1

184.6      10.4

103.5      16 0

123.1      15 0

363.4     20.3
539.0      30.0

270.3      15 1

147 6      8 2
185.6      11 0

267 2      14.9

138.4      14.0

901 3     93.4
192.0   ~  20 0

268.0      15.0

223.2      18.9

222.0      12.4

210.9   11.8
266.0     12.0

260 3      14 6

24‐ 203     5,858

No.

25

26

27

28

29

30

31

32

33

都道府県名

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島.県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

計

４

５

６

７

８

９

０

１

２

３

４

５

６

７

３

３

３

３

３

３

４

４

４

４

４

４

４

４

.合
 計   約30,061千人分

注1)各都道府県における抗インフルエンザウイルス薬の備書は、各都道府県と製造販売業者との契約に基づき、計画
的に納入される予定である。

注 2)上記都道府県備蓄分の不足が見込まれる場合には、都道府県からの要請に基づき、国の備蓄分を放出することと
している。          ~

(1月 末時点)

*1 各都道府県が備蓄しているタミフルカプセル 〈オセルタこビルリン酸塩)及びリレンザ (ザナミビル)、 それぞれの
備書量 (人数分)を掲載している。
+2 抗インフルエンザウイルス薬の製造販売業者と各都道府県との契約に基づき、備蓄用として平成25年 1月 末までに
納品された抗インフルエンザウイルス薬の数量を計上している。

*3 県内に患者が発生した場合に備え、各都道府県が保僻所等に配置換えをした抗インフルエンザウイルス薬の数量を合
んでおり、数量は千人単位としている。
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感染症法上の5類感染症として定点で、インフルエンザ菌・肺炎球菌を含む細菌による
髄膜炎患者数を把握

>疾 病 名 :「細菌性髄膜炎」
>対象患者 :基幹定点医療機関で診断された患者
>収集情報 :患者数、年齢、性別

口 厚生労働科学研究の研究事業において、特定地域の小児におけるインフルェンザ菌感染
症・肺炎球菌感染症の発生動向を調査し、ワクチンの効果を検証している(庵原班)。

今後、ヒブワクチン、小児用肺炎球菌ワクテンが接種されていくに当たり、その発生動向を
正確に把握していく必要がある。

しかしながら、現行では

・ インフルエンザ菌・肺炎球菌の感染症例は、細菌性髄膜炎として報告されるため、両
病原体による患者の発生動向が明らかでないこと

・ ワクチン導入後、インフルエンザ菌感染症・月市炎球菌感染症の患者数が減少している
と推定され (庵原班 )、 定点把握のみでは両感染症の傾向を掴みにくくなること
・ワクチン導入後、流行する血清型の変化を把握する必要があること

から、現在の疾病分類及び定点での届出では発生動向の十分な把握が困難である。

届出対象 必要な検査所見

0髄液細胞数の増加■ ■ 1

疾病名 届出対象 必要な検査所見

'■
1●     :‐  ' 

「
 ‐髄液又は血液からあ   ::全ての医療機関で診断された患者
   ⅢFttφ検■ `.: ‐j i 791月Fr,vィ 1^りЦ  I I

全ての医療機関で診断された患者   霜薔曇鷹農畜
からの

0髄液細胞数の増加:

0髄凛等申量の増加と精の減少

◆ 抗体保有状況の把握 :「感染症流行予測調査事業」における感受性調査対象として恒常的
な実施を検討
◆ 原因血清型の把握 :研究事業における調査を継続するとともに、「感染症流行予測調査事

L_ri」∫♪■■■竜モ習査対象
として恒常的な実施を検討                  :

※1:一般に、本来無目的な部位から菌が検出された感染症を「侵襲性」として用いることが多いが、ここでは「侵襲性感染症Jのうち髄液又は血液から日が検出さ
れた場合に限定して用いることとする。
※2:但し、この場合髄膜炎菌、インフルエンザ菌、肺炎球菌を原因として同定された場合を除く。
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口 感染症法上の5類感染症として全ての医療機関で診断された髄膜炎菌による髄
膜炎患者数を把握              

｀

>疾 病 名:「髄膜炎菌性髄膜炎」             ´

>対象患者 :全医療機関の患者
>収集情報 :患者数、年齢、性男1、 症状、診断方法、その他

口 平成23年に発生した宮崎県での集団感染時※1における様に、髄膜炎以外の症状
を呈する患者の情報も、感染拡大の危険性を評価するにあたつて重要である。

口 しかしながら、現行では髄膜炎菌による髄1莫炎のみが届出対象になっており、敗血
症などの必要な疾病が届出されない。 したがうて、現行の疾病名では必要な情報を
十分に収集し、評価することが困難である。

L_____― ― ― ― ― ― ― …… … 日 ― ― ― ― ― ― ― 中 ― ―

※1:平成23年4月 から5月 にかけて高校の寮生活での集団的な髄膜炎菌感染確定例を検出(4例、うち1例は死亡、全てB群髄膜炎菌)。
確定例のうち髄膜炎0例 )、 敗血症(2例 )であつた。(病原微生物検出情報 VoL32 No 10(2011年 10月 )より引用)

疾病名 届出対象 必要な検査所見

疾病名 届出対象 必要な検査所見

※ 髄膜炎だけでなく、敗血症も含めて届出を行えるようにする。

◆ 原因血清型の把握 :患者発生時には、積極的疫学調査を実施し、患者由来菌株について、
原因血清型の判別を実施する。

:  

… ~~‐
…

「

~~ ‐・
‐ ‐ ~‐

―・ ―
´ ― …

:― …中……‥―――――ニー___… ………………………………………………………………―日………………

※1:一般に、本来無菌的な部位から菌が検出された感染症を『侵襲性」として用いることが多いが、ここでは「侵襲性感染症」のうち髄液又は
血液から菌が検出された場合に限定して用いることとする。
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結核緊急事態宣言後の具体的施策

平成 11年 7月
10月

11月

平成 12年 3月
4月
7月
9月

10月

平成 13年 3月
7月

平成 14年 3月
6月

7月

平成 15年 2月

4月

平成 16年 6月

平成 17年 4月
9月 ん 11月

平成 18年 12月

平成 21年 2月

平成 19年 3月
4月

結核緊急事態宣言
積極的疫学調査チームを編成
「結核院内 (施設内)感染予防の手引き」の策定 。周知
結核対策特別促進事業に、「大都市における結核の治療率向上
事業」、「高齢者に対する INHの投与事業」を追カロ
結核患者収容モデル事業の対象に精神病床を追加
結核医療の基準を一部改正

「保健所における結核対策強化の手引き」をとりまとめ
結核緊急対策検討班の設置
検討班報告書「重点的に実施すべき結核対策について」
結核予防マニュアルの作成 。配布 (結核研究所 )
CD―ROM「 結核の診断と治療」作成・配布 (結核研究所)
第 1回全国DOTS推 進連絡会議
平成 12年 7月 の検討班報告書を踏まえ、結核対策特別推進事
業の一部を見直し、「高齢者等に対する結核予防総合事業」、
「大都市における結核の治療率向上 (DOTS)事 業」を追加

平成 12年度結核緊急実態調査報告書
結核部会のワーキシググループ (WG)において、結核対策見
直し検討開始

結核部会報告 「結核対策の包括的見直しに関する提言」
結核部会・感染症部会の共同調査審議に係る合同委員会報告書
提出
感染症分科会意見「結核対策の包括的見直しについて」

患者の早期発見とまん延防止対策のためDOTS事 業と接触者
検診を推進 。強化 (課長通知「今後の結核対策の推進・強化」)
小 1・ 中 1に対するツベルクリン反応検査及びBCG再 接種の
中止 (結核予防法施行令二部改正)

結核予防法の一部を改正する法律案が第 159回 国会にて可決
・成立

結核予防法の一部を改正する法律の施行
厚生科学審議会感染症分科会において、結核予防法を感染症法
に統合することについて検討

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の
言部を改正する法律案が第 165回臨時国会にて可決・成立

結核予防法の廃止
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の
一部を改正する法律の施行

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行
規則の一部を改正する省令及び結核医療の基準の全部を改正す
る件の施行

結核に関する特定感染症予防指針の一部改正
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7.都道府県別新登録結核患者数及び罹患率 (平成23年 )



8.感染症指定医療機関の指定状況 (平成 24年 4月 1日現在 )

○ 特定感染症指定医療機関 : 3医療機関 (8床 )
病  院  名 病床数 所在地

成田赤十字病院 2J 千葉県
独立行政法人国立国際医療研究セジター病院 4f 東京都
りんくう総合医療センター (旧 市立泉佐野病院) 25 大阪府

0第 一種感染症指定医療機関 : 41医療機関 (79床 )
病  院  名 ,床数 所在地

市立札幌病院 2J

盛 岡 テ立病院 2E ヨ手県
山形県立中央ツ 2床 山形県
公立大学法人福島県立医科大学附属病院 2ラに じ県

JAとりで総合医療センター 2床
群馬大学医学部附属病院 2床 群馬県
埼玉医科大学病院       ~~~~ 2床 埼玉県
成田赤十字病院 1床 ヨ

1立墨東病院 2床 東京都
都立駒込病院 2床 東京都
公益財団法人東京都保健医療公社荏原病院 2床 椰
1浜 T「立市民病院 2床 神奈ノI 県
新潟1 テ民病院 2床 F潟県
冨井県立病院 2F 昌井県
県 立 病院 2床 山梨県
県立須坂病院 2床 長野県
岐阜 : く十字病院 2「 岐阜県
静岡市立静岡病院 2床 静岡県
名古屋第二赤十宇病院 2床 ] 1知県
伊勢赤十字病院 2」 二重帰
大津市民病院 2床 滋賀県
京都府立医科大学付属病院 2J 京都府
りんくう総合医療センター 2床 大阪府
大阪市立総合医療センター 1床 大阪カ
市立堺病院 l床 大阪府
神戸市立医療センター中央市民病院 2床 兵庫県
兵庫県立加古川医療センター 2F J ミ

t立医科大学附病院 2床 雪良県
日本赤十字社 和歌山医療センター 2床 和歌山県
鳥取県立厚生病院 2床 Llヽ

21

]山大学病院 2床 岡山県
国立大学法人広島大学病院 2f 広島県
山口県立総合医療センター 2床 山口県
徳島大学病院 2床 徳島県
高知医療センター 2床

こども病院・感染症センター 2″ 昌岡県
長崎大学病院 2万 長崎県
熊本 F F立熊本市民病院 21 ミ
1縄県立南部医療センター。こども医療セン戸 2J シ

琉球 主医学部附属病院 2J 絆

0第 二種感染症指定医療機関
・ 感染症病床を有する指定医療機関             327医 療機関 ( 1, 717床 )
・ 結核病床を有する指定医療機関              235医 療機関 ( 6, 998床 )
・ 結核患者収容モデル事業(※ 1)を実施する指定医療機関     75医 療機関 (   411床 )
【参考】第二種感染症指定医療機関 総数           530医 療機関 ( 9, 126床 )

○ 結核指定医療機関 (※2): 132, 121医 療機関
・  病院 :8, 572   尋参療所 :71,518   薬局 :52, 031

※ 1高度な合併症を有する結核患者又は入院を要する精神病患者である結核患者に対して、一般病床又は精
神病床において収容治療するためのモデル事業

※ 2結核患者に対する適正な医療 (通院医療)を担当させる医療機関
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9.動物由来感染症対策について

世界における狂大病の発生状況

輸入動物届出実績 (2011年 )
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狂犬病の発生状況

暉生労■■低 局協篠蘊鰭
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こよ の 2009-

年次

二類感染症 三類感染症 四類感染症 累計

鳥インフルエンザ

(H5Nl)

細菌性赤痢 エキノコックス症

鳥類 サ ル 犬

2009 0 34 ０
４ 36

2010
ｎ
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υ
ｒ
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2011
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乙
７
′
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′
う
０ 0 ｎ

υ
ハ
Ｖ

累計 31 130
う
０ 214

哺乳類 鳥類 智歯目の死体 総計

届出件数 (件 ) 2,230 1,346 ●
υ 31582

届出数量 (匹/羽 ) 432,928 21,182 1,535,510 1,989!620

馨詈-35



10.性感染症報告数の年次推移
定点報告

※ 平成23年の報告数については、概数である。

20064「

(18年 )

20074「

(19年 )

20084F
(20年 )

20091F
(21年 )

2010年
(22年 )

2011年

(23年 )

定 点 医 療 機 関 数

性器クラミジア感染症 総数
男
女

性器ヘルペスウイル 総数
ス  感  染  症 男

女

尖 圭 コンジ ロー マ 総数
男
女

淋 菌 感 染 症 総数
男
女

946

32,112

13,909

10,203

10,447

4,311

6,136

6,420

3,547

2,873

12,468

10,236

2,232

968

291939

13,176

16,763

9,223

3,757

5,466

6,197

3,472

2,725

11,157

9,104

2,053

971

28,398

12,401

15,997

２

３

９

９

８

０

２

３

９

８

３

４

5,919

31357

2,562

10,218

8,203

2,015

961

26,045

11,345

14,200

7,760

3,078

4,682

5,270

2,981

2,289

9,285

7,358

1,927

965

26,315

12,428

13,887

8,420

3,272

5,148

5,252

3,014

2,238

10,327

8,453

1,874

96フ

251682

111736

13,946

8,240

3,292

4,948

5,219

2,987

2,232

10,247

8,076

2,171

全数報告

2006年
(18年 )

2007年
(19年 )

2008年

(20年 )

20091「

(21年 )
2010年
(22年 )

2011年
(20年 )

梅 数総

男
女
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1.難病対策について

平成25年度予算 (案)においては、
①難治性疾患の原因解明や治療法の確立に向けた難治性疾患克服研究事業、

②難病患者の医療費負担を軽減する特定疾患治療研究事業、

③難病相談・支援センター事業等による地域における難病患者の生活支援

など、難病対策を総合的に推進・充実することとしており、難病対策関係予算として

総額約 549億円、うち疾病対策課分として447億円を計上した。

(1)難治性疾患克服研究事業等について
難病に関する研究については、難病の診断・治療法の開発等の研究を推進する難治

性疾患克服研究事業に約 82億円、病因解明等を加速させる「健康長寿社会実現のた
めのライフ・イノベーションプロジェクトの推進 (難病、がん、肝炎等の疾患の克服

(う ち難病関連分野)」 に約 18億円、計 100億円を平成 25年度予算 (案)に計
上した。

難治性疾患克服研究事業では、臨床調査研究分野の130疾患の研究を進め、研究
奨励分野 (これまで十分に研究が行われていない疾患について、診断法の確立や実態

把握のための研究)により、研究内容の充実を図る。
「健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジェクトの推進 (難病、

がん、肝炎等の疾患の克月腱 (う ち難病関連分野)」 では、次世代遺伝子解析装置を用
いて、疾患の早期解明や新たな治療法 。開発を加速度的に推進する。

また、希少疾病のなかでもきわめて患者数の少ない疾病の医薬品や医療機器の研究

開発に対する支援を行い、製品化を推進するために、2億円を計上した。

(2)特定疾患治療研究事業について
特定疾患治療研究事業 (難病の医療費助成)については、平成 25年度予算 (案 )
に対前年度比 90億円増の440億円 (対前年度 25%増)を計上した。
特定疾患治療研究事業については、平成 25年 1月 27日 に総務大臣、財務大臣、
厚生労働大臣による大臣折衝を行い、「平成25年度における年少扶養控除等の見直し

による地方財政の追加増収分等の取扱い等について」を三大臣で合意した。

特定疾患治療研究事業の関係の合意事項としては、          、
。 平成 26年度予算において超過負担の解消を実現すべく、法制化その他必要な
措置について調整を進める。                    、
。 平成 25年度予算における特定疾患治療研究事業の国庫補助金については、当
該事業の国費不足額が平成 24年度における国費不足額を下回るよう、所要額を
計上する。

となっている。  |
なお、都道府県においては、引き続き公費負担医療の効果的かつ適切な実施に努め

ていただきたい。
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○ 医療受給者証の有効期間の始期について、交付申請書の受理 日からとしている
が、申請者の中には対象となることを知 らずに申請が遅れた事例等が発生してい

ることから、各都道府県で、郵送等による申請受付など窓口での申請受付体制の

整備を推進するとともに、医療機関等を通 じて本事業の手続きを含め十分な周知

に引き続き努めていただきたい。

○ 対象者の認定 。審査が円滑に行われるよう、都道府県特定疾患対策協議会の実
施体制の確保や特定疾患解析システム (難病患者認定適正化事業 (国庫補助事

業))を活用 した体制の整備を引き続き図つていただきたい。

(3)難病特別対策推進事業について
本事業については、難病患者に対する総合的な相談 。支援や地域での受入病院の

確保、在宅療養上の適切な支援、安定した療養生活の確保、難病患者とその家族の

生活の質の向上に資することを目的に実施 しており、平成 25年度予算 (案)で約
5億円を計上した。

都道府県においては、平素よりご努力いただいているが、引き続き事業の実施及

び充実に向けて積極的に推進されるよう、お願いする。

ア 難病相談 。支援センター事業について
本事業については、難病患者等の療養上、日常生活上の悩みや不安等の解消

を図るとともに、様々なニーズに対応 したきめ細やかな相談や支援を通じて、

地域の難病患者等へめ支援を一層推進するため、平成 15年度から開始し、平
成 19年度には全都道府県に難病相談 。支援センターを設置 した。
本事業の実施について、内容の充実を図りつつ、引き続き難病患者への支援

をお願いする。

なお、平成 25年度からの新規事業 として、安定所 (ハ マーワーク)に 「難
病患者就職サポーター (仮称)」 が配置される予定 (※ )

※ 全国15カ所の安定所に配置。ハローワークの障害者の職業相談窓口である専門援助部門に
おいて、難病相談・支援センターと連携しながら、就職を希望する難病患者に対する症状

の特性を踏まえたきめ細やかな就労支援や、在職中に難病を発症した患者の雇用継続等の

総合的な就労支援を行う。所管課室は厚生労働省職業安定局高齢・障害者雇用対策部障害

者雇用対策課。

難病患者就労支援事業については、平成 24年度で廃止することになるが、
「難病患者就職サポーター」 (仮称)が限られた地域での配置となることから、
ハローワークや患者会等とも十分に連携を図つていただき、地域の実情に応 じ

た対応など、今後も特段のご配慮をお願いする。
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重症難病患者入院施設確保事業について

本事業は、重症難病患者の適時 。適切な入院施設の確保等が行えるよう、都

道府県ごとに拠点 。協力病院による難病医療体制 (拠点病院 :都道府県ごとに

1か所、協力病院 :概ね二次医療圏ごとに 1か所を整備)の整備等を図るもの
である。

拠点病院及び協力病院の整備について、未整備の都道府県にあつては、引き

続き地域の実情に応じた整備の促進にご協力をお願いすると

なお、平成 22年度に開始した、在宅療養中の重症難病患者であつて、介護
者の事情により在宅で介護等を受けることが困難になった場合に一時的に入院

することが可能な病床を各都道府県の拠点病院に確保するための事業について

も、引き続き積極的な活用をお願いする。

難病患者地域支援対策推進事業について

本事業は、難病患者の在宅療養の生活の質の向上を図るため、①患者ごとの

在宅療養支援計画の策定・評価事業、②医療相談事業、③医療相談事業に参カロ

できない難病患者等への訪問相談事業、④訪問指導 (診療)事業を推進するも
のである。

各都道府県・保健所設置市・特別区にあつては、保健所を中心に地域の医療

機関、市町村福祉部署等の関係機関と十分な連携を図り、地域の実情に応じた

支援について、特段のご配慮をお願いする。

神経難病患者在宅医療支援事業について

本事業は、診断の困難な神経難病の早期確定診断を行うとともに、当該神経

難病患者等の療養上の不安を解消し、安定した療養生活を確保するため、一般

診療医の要請により都道府県等に配置した専門医による在宅医療支援チームを

派遣する体制を確保することを主な目的としており、引き続き体制の確保に向

けた取組をお願いする。

難病患者認定適正化事業について

本事業で使用する特定疾患解析システムの入力は、対象患者の認定業務の効

率化や難病患者の動向等を全国規模で把握することを目的に行つており、これ

までも的確な調査票の電算処理 (入力及び厚生労働省への登録)をお願いして
いるが、依然として厚生労働省への登録件数が未だに低い状況にある。

厚生労働省に登録されるデータの入力は、研究事業として必要であることか

ら、的確な臨床調査個人票の電算処理に努めていただくようお願いする。

また、難病患者の認定基準の遵守についても、引き続き周知徹底を図ってい

ただくようお願いする。
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難病患者等居宅生活支援事業について

本事業は、地域における難病患者等の日常生活を支援することにより、難病

患者等の自立と社会参加を促進することを目的として、難病患者等ホームヘル

プサービス事業、難病患者等短期入所事業及び難病患者等 日常生活用具給付事

業が平成 8年度から行われている。
しかし、平成 25年 4月 から施行される障害者総合支援法において、ヽ障害者
の定義に新たに難病等が位置付けられることとなったことにより、障害福祉サ

ービス等の対象となることから、本事業は平成 24年度で廃止するため、福祉
部局 と連携 し、支援に支障が生じないよう対応をお願い したい。

なお、難病患者等居宅生活支援事業は廃止するが、関連事業として難病患者

等ホームヘルパー養成研修事業は引き続き、難病患者等の特性に鑑み、厚生労

働省健康局疾病対策課において実施するものとする。

難病患者の在宅医療 。介護の充実 。強化事業について

在宅医療・介護を必要とする難病患者が安心・安全な生活を営めるよう、医

療・介護従事者研修の実施、難病相談 。支援センター間のネットワーク支援の

構築等を通じて、在宅難病患者の包括的な支援体制の充実 。強化を図ることを

目的としている。

各都道府県にあつては、本事業の活用を通じて、在宅医療・介護が必要な難

病患者がよリー層、在宅や地域で安心・安全な生活が営めるよう、ご協力をお

願いする。

難病対策の推進のための患者データ登録整備事業について

難病患者データの精度の向上と有効活用、国際協力の推進を図るため、新た

な患者データ登録システムを開発し、患者 。国民“医療現場 。行政機関等に成

果を還元できる仕組みの構築を図るため、平成 25年度予算 (案)で 152百
万円を計上した。

なお、本事業は、厚生労働省健康局疾病対策課において、患者データ登録シ

ステムを開発するための経費である。

難病情報センター事業について

難病情報センターホームページは、順次内容の充実を図つており、平成 24
年度で月平均約 133万件のアクセスがなされるなど、難病患者やそのご家族、
医療関係者などにご活用いただいている。

都道府県にあっては、引き続き管内の保健所等を通 じ本事業の積極的な活用

をお願いするとともにくインターネットの活用が困難な難病患者への情報提供

についても特段のご配慮をお願いする。

(掲載先URL:難 病情報センター (http:/ん w.nanbyOu.or.jp/))
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コ 特定疾患医療従事者研修事業について
本事業は、地域保健活動に従事する都道府県等の保健師等を対象 とした研修

と難病相談 。支援センターの職員に対する研修を平成 23年度より国立保健医
療科学院で実施 している。

この研修は、都道府県職員のほか、難病相談 。支援センター業務に従事する

非常勤職員等も参加対象であるので、都道府県等におかれては、引き続き研修

の周知及び職員の参加について特段のご配慮をお願いする。

サ CJDサ ーベイランス体制の強化等について
クロイツフェル ト・ヤコブ病 (CJD)等 に関するサーベイランスについて
は、厚生労働科学研究班のCJDサ ーベイランス委員会 (以下 「委員会」とい
う。)が、特定疾患治療研究事業における臨床調査個人票、感染症の予防及び
感染症の患者に対する医療に関する法律 (平成 10年法律第 114号。以下
「感染症法」とい う。)第 12条第 1項の規定に基づくCJDの 届出などに基
づく症例の把握により実施 している。

CJD等 はその病態が特殊であり、迅速な患者発生状況と臨床情報の把握が
必要なため、従来より関係通知により委員会等への情報提供の徹底について依

頼 しており、引き続きご協力をお願いする。

なお、 (3)イ 及び工で記 したとおり、
① 保健衛生施設等設備整備費補助金の重症難病患者拠点・協力病院設備
整備事業で、 C」 D確定診断 (剖検)支援の一環としての検査機器 (電
気メス及び電気鋸 )

② 神経難病患者在宅医療支援事業で、 C」 Dの確定診断 (剖検)に要す
る経費

を国庫補助対象 としている。これらの制度を活用しつつ、可能な限 りC」 Dの

確定診断 (剖検)に努めていただきたい。
また、CJD対 策の相談体制については、既に送付 しているCJD専 門医リ
ス トを参考の上、患者や家族等からの相談に十分な対応をお願いする。

(4)その他関連事業について

ア 在宅人工呼吸器使用特定疾患患者訪問看護治療研究事業について
特定疾患治療研究事業の中で、ALS等 の在宅人工呼吸器使用特定疾患患者に
対して、原則として 1日 につき4回 日以降の訪問看護について、患者の療養実態
の把握等を行 う事業について、引き続き円滑な実施のためのご協力をお願いする。

イ 特定疾患治療研究事業におけるスモンの取扱いにういて
① スモン (SMON)は 整腸剤キノホルムの副作用による薬害で、 「亜急性
脊髄・視神経・末梢神経障害」の略である。主症状は視覚、感覚、運動障害

であるが、このほか中枢神経及び末梢神経が侵されることによる様々な症状

が全身に幅広 く併発する疾患であることが認められている椰記の蹴欄を押 )。
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② スモン患者に対する医療費については、スモンの患者救済策の観点から、
特定疾患治療研究事業の対象として、医療費の自己負担分を公費負担 (補助

率 :10/10)と している。
③ スモン患者については、薬害の被害者であることを十分ご理解のうえ、ス
モン患者に対する特定疾患治療研究事業の適用をお願いする。

症状

神経症状 (下肢の異常知覚、自律神経障害、頑固な腹部症状等)をはじめと
して、循環器系及び泌尿器系の疾病のほか、骨折、自内障、振戦、高血圧、慢

性疼痛、めまい、不眠、膝関節痛、腰痛など、歯科疾患を含め、今なお、全身

に様々な症状が幅広く併発することから、診療・治療に当たつてはスモンによ

る影響を十分配慮することが必要となっている。

※症状の例示であって、スモンの全ての症状を記載 しているものではない。

ウ 災害時における人工透析及び難病患者等への対応について
災害時における人工透析及び難病患者等への対応について、 「厚生労働省防災

業務計画」に基づき対応 しているが、地震や台風等の大規模災害が頻発 している

状況に鑑み、災害時の人工透析及び難病患者等への医療の供給体制の確保が迅速

に行えるよう、人工透析及び難病患者等の被害や医療供給体制の支障等について

情報を得た場合は、厚生労働省健康局疾病対策課に速やかに情報提供願いたい。

工 難治性疾患患者雇用開発助成金への対応について
難病のある人の就労支援策 として、難病のある人の雇用を促進 し職業生活上の

課題を把握するため、平成 21年度より `「難治性疾患患者雇用開発助成金」を創
設 し、難治性疾患克服研究事業のうち臨床調査研究分野における疾患 (130疾
患)の患者等を新たに雇用 し、雇用管理に関する事項を把握 ,報告する事業主に
対 し、助成を行っているところである。

難病相談 r支援センター等において、厚生労働省ホームページ (http:/んw.m
hlw.go.jp/bunya/koyou/shougaisha/pdf/nanbyo leaflet02.pdf)に 掲載している

本人向けのリーフレット等を活用した本事業の周知にご協力いただくとともに、

ハローワーク等と連携するなど、本事業の効果的な実施にご協力をお願いしたい。

オ 難病患者サポート事業について
本事業は、難病患者・患者家族の療養や生活上の不安、ストレス解消に向けた

支援や、患者団体等の活動を支援するため、平成 23年度より国の委託事業とし
て実施しており、引き続き支援策の充実を図る。
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(5)難病対策の見直しについて
難治性疾患克服研究事業及び特定疾患治療研究事業については、対象疾患を拡大 し

てほしいとの要望がある一方、医療費助成の安定的な財源の確保が必要となっている

ほか、医療、福祉、就労等の総合的な対策が求められていることから、厚生科学審議

会疾病対策部会難病対策委員会において、平成 23年 9月 より難病対策全般の見直 し
を精力的に進めてきた。

平成 23年 12月 1日 に「今後の難病対策の検討に当たつて (中間的な整理)」 が
とりまとめられ、昨年 2月 17日 に閣議決定された 「社会保障・税一体改革大綱」で
は難病対策が盛 り込まれ、難病の医療費助成について、法制化も視野に入れ、助成対

象の希少・難治性疾患の範囲の拡大を含め、より公平・安定的な支援の仕組みの構築

を目指すこととされた。

さらに、昨年 8月 16日 には難病対策委員会の 「今後の難病対策の在 り方 (中間報
告)」 力`取 りまとめられ、その後も引き続き審議を行い、平成 25年 1月 25日 に
「難病対策の改革について (提言)」 が取 りまとめられた。

今後は、本提言を踏まえ、

。医療費助成の具体的な対象疾患及び対象患者の認定基準

・医療費助成の対象患者の負担害1合及び月額負担上限 等
個別具体的な事項について、審議を行 う予定としている。

また、平成 25年 1月 27日 に総務大臣、財務大臣、厚生労働大臣により合意され
た 「平成 25年度における年少扶養控除等の見直しによる地方財政の追加増収分等の
取扱い等について」には、「特定疾患治療研究事業については、平成 26年度予算に
おいて超過負担の解消を実現すべ く、法制化その他必要な措置について調整を進める

こと。」とされてお り、関係府省 と連携 し、調整を進めることとしている。

(掲載先URLI難病対策の改革について(提言) (http′ l・ww口 hlw,go`ip′ Stf′ shingi≠ 2r9852000002udfi― att′2r9852000002udhO,pdf))

2.エイズ対策について

我が国における平成 23年のHIV感 染者・エイズ患者 (以下「感染者等」とい
う。)の新規報告数の合計は1,529件 、平成 24年は速報値で1,446件 となり、依然とし
て高い水準で推移 している。

報告数の年齢別内訳では、 20代から30代の害1合が多く、また、感染経路別内訳で
は、性的接触 (特に男性同性間性的接触)が大部分を占めている状況である。
また、HIV抗 体検査件数は、平成 21年からの減少傾向に歯止めはかかったものの、
平成 24年は131,235件 と、平成 20年のピーク時 (177,156件 )に比べると依然として
低い状況にあり、検査件数の減少に伴 う感染拡大が懸念される。
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(参考)
○平成 24年第 1～第 4四半期の新規HIV感 染者 エヽイズ患者報告数 (速報値 )
第 1四半期  HIV 246件   エイズ 105件  計  351件
第 2四半期  HIV 225件   エイズ 115件  計  340件
第 3四半期  HIV 273件   エイズ 111件  計  384件

○平
残l色軍晶

1～
黒督霜瑠錨軍
民
濶 ま具ヽ 1117建渉甜亀6篇

定値)
第 2四半期  保健所 26,406件 保健所以外 7,405件 計 33,811件
第 3四半期  保健所 24,484件 保健所以外 6,924件 計 31,408件

我が国のエイズ対策は、感染症法に基づき策定された「エイズ予防指針](厚生労働
大臣告示)に則 して実施 されているが、平成 23年度に同指針を見直し、平成 24年 1
月 19日 に告示を改正したところである。
都道府県、保健所設置市及び特別区 (以下「都道府県等」という。)におかれては、
引き続き、改正後のエイズ予防指針に基づき、以下の事項に留意 し、エイズ対策に取 り

組まれるようお願いする。

(1)HIV検 査・相談事業の見直しについて
近年のHIV抗 体検査件数の減少について、検査の日時や場所等の利便性が十分に
確保できていないことが要因の一つとして指摘されている。

これを踏まえ、HIV検 査 。相談事業を見直 し、利便性に配慮 した体制の整備、検
査の必要性が高い対象者やこれらの対象者の多い地域への重点化など、効率的・効果

的な施策の推進を図ることとする。

① 重点都道府県等特別対策事業 (新規 )
新規感染者等の数が仝国水準より高いなどの地域において、検査の必要性の高い

者 (青少年やMSM(男 性間で性行為を行 う者)な どの個別施策層)の利便性に配
慮した検査 。相談を実施し、効率的・効果的な施策の推進並びに施策の重点化を図る。

② 保健所やエイズ治療拠点病院におけるHIV検 査 。相談 (改正 )
従来のHIV検 査 。相談事業についても、利便性に配慮した体制整備を促進する
とともに、実施形態や実績に見合つた補助を行 うことにより、効率的・効果的な検

査 。相談を実施する。

ア 保健所等におけるHIV検 査・相談 (無料匿名の検査 。相談)
イ エイズ治療拠点病院におけるHIV検 査・相談 (有料の検査 。相談) .
各都道府県等におかれては、当該見直しを踏まえ、効率的・効果的な検査 。相談の

実施に努めていただきたい。

なお、平成 23年度より「HIV検 査・相談室整備事業」を実施 してお り、同事業
に要する経費については、補助金 (保健衛生施設等施設整備費補助金及び保健衛生施

設等設備整備費補助金)の対象となる。
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(2)地域における総合的な医療提供体制の充実について
エイズ治療の地方ブロック拠点病院等一部の医療機関への感染者等の集中や診療拒

否疑い事例を解決するため、都道府県等は、中核拠点病院が設置する連絡協議会や地

域の医師会・歯科医師会等と連携 し、中核拠点病院を中心とする治療拠点病院、地域

診療所等 との診療連携の充実を図ることが重要である。

特に、歯科診療や長期療養施設への受入、在宅療養等については、地域での保健医

療サービスと福祉サービスの連携が必要であり、各都道府県におかれては、これらの

コーディネーションを担 うことができる看護師等の育成、中核拠点病院への配置を推

進されたい。

なお、コーディネーターナースを養成する「中核拠点病院連絡調整員養成事業」及

び訪問看護師や訪問介護員等への実地研修、地域の医師や歯科医師への医療講習会等

を行 う「HIV感 染者・エイズ患者の在宅医療・介護の環境整備事業」について、平
成 25年度 も実施する予定であるので、各都道府県におかれては、引き続き両事業の
円滑な実施にご協力いただきたい。

(3)その他

① 「エイズ対策推進協議会」等の積極的な活用について

エイズ対策の推進を図る観点から、各地方公共団体において、地域の実情を踏まえ

た対策の企画・立案を行う「エイズ対策推進協議会」 (以下「推進協議会」とい

う。)等の設置・運営をお願いしている。
既に推進協議会等を設置・運営している都道府県等におかれては、引き続き積極的

な活用をお願いするとともに、本設置の都道府県等におかれては、設置の上、地域の

関係団体等との連携・協力によリエイズ対策の円滑な実施を図るようお願いする。

②先天性血液凝固因子障害等治療研究事業の対象となる医療の範囲について

本事業の対象となる医療の範由については、「先天性血液凝白因子障害等治療研究

事業の実施について」 (平成 17年 4月 1日 健疾発第0401003号 厚生労alJ省健
康局局疾病対策課長通知)により示しているが、近年、医療機関によってその取扱い
に差異があるとの意見があることから、各都道府県におかれては、公費負担の対象と

なる医療の範囲について、あらためて関係機関に周知していただきたい。

③H′IV診療等に関する各種マニュアル等の周知について
HIV診療の進歩により感染者等は長期存命が可能となり、新たに高齢化に伴う慢
性疾患や介護等の問題が生じてきている。

薬害エイズ患者を含む感染者等に対する医療については、厚生労働科学研究 (エイ

ズ対策研究)班 (以下「研究班」という。)や関係学会により各種マニュアル・ガイ
ドラインが作成されているので、各都道府県におかれては、適切な医療が提供される

よう、マニュアル・ガイドラインについて医療機関等へ周知していただきたい。
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また、介護についても、研究班によリガイ ドラインが作成されているので、各都道

府県におかれては、介護担当部局と連携の上、適切な介護サービスが提供されるよう、

ガイ ドラインについて関係機関へ周知していただきたい。

(掲載先URL:エ イズ予防情報ネット (http://api―net.jfap or.jp/))

④針刺 し後のHIV感 染防止について
感染者等に対する医療において針刺し事故等が発生した場合の対応については、

「医療事故後のHIV感 染防止のための予防服用マニュアル」が独立行政法人国立国
際医療研究センターエイズ治療・研究開発センターにより作成 されているので参考に

されたい。

また、針刺 し等の事故後に行われる抗HIV薬 の投与等の一連の処置については、
労災保険の保険給付 として認められているので、同マニュアルと併せて、関係機関ヘ

周知 していただきたい。

⑤診療報酬改定に係るHIV検 査について
医療機関においてHIV感 染症が疑われる場合のHIV抗 体検査について、平成 2
4年度診療報酬改定により、算定要件が従来の「性感染症が認められる場合で、HI
V感染症を疑わせる自他覚症状がある場合」から「性感染症が認められる場合、既往
のある場合又は疑われる場合で、HIV感 染症を疑う場合」に拡大されたので、各都
道府県におかれては、適切なHIV抗 体検査が行われるよう、医療機関へ周知してい
ただきたい。

ハンセン病対策について

(1)ハンセン病問題の経緯について
厚生労働省においては、平成 8年の 「らい予防法」廃止以降、平成 13年 5月 の国
家賠償請求訴訟熊本地裁判決での敗訴に対 して、同月 23日 に内閣として控訴しない
ことを決定し、同月 25日 に内閣総理大臣談話及び政府声明を発表 した。
また、ハンセン病問題の早期かつ全面的な解決を図るため、同年 6月 15日 に議員
立法で「ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律」が成立し、

同月 22日 に公布・施行され、ハンセン病患者・元患者の名誉回復及び福祉増進を目
的とした各種施策を実施してきた。

これらの取組により、ハンセン病患者であつた者等の精神的苦痛に対する慰謝と補

償の問題については一定の解決が図られたが、ハンセン病患者であつた者等の福祉の

増進、名誉回復等に関 し、未解決の問題が残されていた。このような状況を踏まえ、

これらの問題の解決の促進に関して必要な事項を定めた 「ハンセン病問題の解決の促

進に関する法律」 (以下「促進法」という。)が、平成 21年 4月 1日 より施行され、
各種施策を引き続き実施 している。
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①私立ハンセン病療養所における療養等の確保

私立ハンセン病療養所の入所者に対する医療、給与金の支給等福祉事業及び療養

所の運営に要する経費を補助することにより入所者の福祉の増進を図ることとして

いる。 (国立ハンセン病療養所における療養及び生活の保障は、医政局において実

施。)

※ハンセン病療養所入所者数 (平成24年 5月 現在)
施設数    15カ 所 (国立 13カ所、私立2カ所)
入所者数 2, 144名
平均年齢  81.6歳

②社会復帰の支援及び社会生活の援助

療養所を退所したハンセン病元患者の社会復帰等を支援するため、退所者給与金

及び非入所者給与金の支給、相談事業等の施策を実施。

③名誉回復及び死没者の追悼
ハンセン病患者・元患者に対する慰謝及び名誉回復のため、ハンセン病に関する

正しい知識の普及啓発のための全中学一年生向けパンフレットの作成・配布、シン

ポジウムの開催、社会交流支援事業や普及啓発資料の作成のほか、療養所等におい

て収蔵している死没者の焼骨に係る改葬費の支給等の施策を実施。

④親族に対する援護
ハンセン病療養所に入所したことにより、その家族が生計困難になつた場合に、

その家族に対して、生活保護の基準の例により援護 (生活援助、教育援助、住宅援

助、出産援F/b、 生業援助、葬祭援助)を実施。

(2)地方公共団体におけるハンセン病問題の解決の促進に向けた施策の実施について
促進法第‐5条において、「地方公共団体は、基本理念にのっとり、国と協力しつつ、
その地域の実情を踏まえ、ハンセン病の患者であつた者等の福祉の増進等を図るため

の施策を策定し、及び実施する責務を有する」とされており、各地方公共団体におい

ては、ハンセン病問題の解決の促進に向けた施策の実施をお願いする。

①普及啓発について

ハンセン病に対する偏見・差別を解消し、ハンセン病患者・元患者の名誉回復を

図るためには、普及啓発を継続的に実施することが重要であることから、各地方公

共団体においては、ハンセン病問題に対する正しい知識の普及啓発について、より

一層の取組をお願いする。

なお、地方公共団体がハンセン病に対する偏見・差別の解消等に向けた新たに取

り組む普及啓発事業を支援する「ハンセン病対策促進事業」を平成 24年度から実
施しているので、本事業を積極的に活用し、地域におけるハンセン病問題の解決に

向けた施策の推進にご協力をお願いする。
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②相談及び情報の提供等について

促進法第 17条において、「国及び地方公共団体は、退所者及び非入所者が日常
生活又は社会生活を円滑に営むことができるようにするため、これらの者からの相

談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行う等必要な措置を講ずる」とされている。

各地方公共団体においては、退所者や退所希望者等に対する社会生活支援に関す

る相談事業の充実をお願いする。

また、退所者に対する公営住宅の斡旋・優先入居、ハンセン病療養所死没者の納

骨、改葬に対する支援などについてもご配慮をお願いする。

③国立ハンセン病療養所等入所者家族生活援護費について

各都道府県においては、療養所に入所したことにより、その家族が生計困難にな

った場合に、促進法第 19条の規定に基づき、その家族に対して生活保護の基準の
例により援護を行つているところであるが、本年 8月 の生活保護基準の見直しに伴

い当該援護費についても見直しが必要になるため、生活保護基準の見直し内容等に

ついて、各都道府県の生活保護担当部局と連絡を密にするなど適切な対応をお願い

する。

④情報の共有及び連携について

国と地方公共団体との情報の共有や連携の強化を図るために平成 21年度から
「ハンセン病問題対策促進会議」を開催 しており、平成 24年度は、平成 25年 3
月 12日 に国立ハンセン病資料館において開催 したところである。
ハンセン病問題の角子決の促進のためには、各都道府県、厚生労働省及びハンセン

病療養所の連携、協力、支援等が不可欠であり、引き続き特段のご協力をお願いする。

(3)厚生労働省におけるハンセン病問題の解決に向けた主な取組について
促進法第 18条において「国は、ハンセン病の患者であつた者等の名誉の回復を図
るため、国立のハンセン病資料館の設置、歴史的建造物の保存等ハンセン病及びハン

セン病対策の歴史に関する正しい知識の普及啓発その他必要な措置を講ずる」とされ

ている。

厚生労働省においては、ハンセン病に対する偏見・差別を解消し、ハンセン病患者

・元患者の名誉回復を図るため、国民に対 してハンセン病問題に対する正しい知識の

啓発に努めるなど、普及啓発を継続的に実施 していくこととしている。

①国立ハンセン病資料館について

平成 19年 4月 の再オープン以来、普及啓発の拠点、情報の拠点、交流の拠点と
して位置付け、様々な取組を行つている。

促進法第 18条においても、ハンセン病及びハンセン病対策の歴史に関する知識
の普及啓発を行 うための拠点として明確な位置付けがされたところである。

平成 23年度は約 2万 2千人が来館してお り、引き続きハンセン病及びハンセン
病対策の歴史に関する普及啓発に向けた取組を推進することとしている。
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②重監房再現・展示施設について

促進法第 18条やハンセン病問題対策協議会における確認事項を踏まえ、普及啓
発事業の上環として、ハンセン病政策の中でもとりわけ過酷な歴史を持つ(国立療
養所栗生楽泉園 (群馬県草津町)に設置されていた重監房 (特別病室)の一部を再
現し、更なる啓発活動に資するため重監房資料館を整備することとしている。

③ハンセン病問題に関するシンポジウムについて

厚生労働省が主催する「ハンセン病問題に関するシンポジウム」を平成 16年度
から開催しており、平成 24年度は、平成 25年 2月 9日 に鹿児島県鹿児島市で開
催した。

④らい予防法による被害者の名誉回復及び追悼の日について

平成21年度より6月 22日 ※を「らい予防法による被害者の名誉回復及び追悼の
日」とし、厚生労働省主催の追悼、慰霊と名誉回復の行事を実施している。

(※ 6月 22日 :「ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する
法律」の施行日)

平成25年度も同様の行事の実施を予定しているが、詳細な内容については追つ
て連絡する。

4.リ ウマチ・アレルギー対策について

リウマチ、気管支喘息、アトピー性皮膚炎、花粉症等のリウマチ・アレルギー疾患を

有する患者は、国民の約 50%にのぼると言われており、放置できない重要な問題とな
つていることから、平成 23年 8月 の「リウマチ対策の方向性等」及び「アレルギー疾
患対策の方向性等」に基づき、リウマチ。アレルギー対策を総合的 。体系的に推進して

いるところである。各都道府県等においては、本方向性等を踏まえ、今後のリウマチ 。

アレルギー対策を推進されるよう取組をお願いする。

(1)リ ウマチ 。アレルギー相談員養成研修会について
本事業は、各都道府県等の保健関係、福祉関係従事者等を対象に、リウマチ・アレ

ルギー疾患についての必要な知識を修得させ、地域における相談体制を整備すること

を目的として、平成 13年度より実施している。
本研修会は平成 25年度も引き続き実施する予定であり、各都道府県等にあっては、
研修会への職員の派遣について、保健関係、福祉関係部局への呼びかけ等、特段のご

配慮をお願いするとともに、当研修会の成果を活用する等により、地域の実情に応じ

た各種普及啓発事業の積極的な展開をお願いする。
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(2)リ ウマチ・アレルギー疾患に関する正しい情報の普及について

リウマチ・アレルギー疾患については、病因・病態が未だ不明で根治療法がない状

況下において、民間療法も含め情報が氾濫していることから、正しい情報の普及を強

化することを目的として、厚生労働省ホームページに「リウマチ・アレルギー情報

(http://wl■7.allergy.go.jp/)」 を開設し情報提供をおこなつている。   '
また、平成 19年度よリアレルギー相談センター (https:/ん w.illlnaune.jp/allerg
y/consults/)を設置し、アレルギー疾患患者及びその家族等に対しての相談事業を実

施 しているので、関係各位に対してのアレルギー相談センターの周知をお願いしたい。

(3)リ ウマチ・アレルギー特別対策事業について

本事業は、地域における喘息死を減少させること並びにリウマチ及びアレルギー系

疾患の新規患者数を減少させることを目的として、普及啓発事業や医療関係者向けの

研修等を推進 しているところであり、本事業の積極的な活用をお願いする。

.腎疾患対策について

我が国における慢性腎不全による透析は年々増加傾向にあり、平成 23年末には約 3
0万人が透析療法を受け、透析を必要とする患者は年約 1万人以上のペースで増え続け

ている状況にある。また、腎不全による死亡は全疾患の中で 8位になつており、新規透

析導入患者等腎疾患患者の重症化を早期に防止することが急務である。

このような状況を踏まえ、平成 20年 3月 に腎疾患対策検討会において、今後の腎疾
患対策を総合的かつ体系的に推進するため、「今後の腎疾患対策のあり方について」を

取 りまとめ、都道府県等に通知 したところである。各都道府県においては、本報告書を

踏まえ、今後の腎疾患対策を推進されるようお願いする。

(1)慢性腎臓病 (CKD)特 別対策事業について
CKDは 、生命や生活の質に重大な影響を与えうる重篤な疾患であるが、適切な対
応を行えば、予防・治療や進行の遅延が可能な疾患である。しかし、患者数は極めて

多く、腎機能異常に気付いていない潜在的なCKD患 者の存在も推測されている。ま
た、すべての患者に腎臓専門医が対応するのは困難であるため、腎臓専門医以外にも

CKD患 者の診療を担 うかかりつけ医をはじめとする医療関係者等の人材育成が必要
である。

このため、CKDに 関する工しい知識の普及啓発等を図るため、平成 21年度から、
慢性腎臓病 (CKD)特 別対策事業として、各都道府県に連絡協議会を設置 し、かか
りつけ医、保健師等を対象とした研修を実施するとともに、患者等一般向けの講演会

等の開催をお願いする。
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(2)腎疾患に関する正 しい情報の普及について
CKDに ついて、正 しい知識の普及啓発を図るため、世界腎臓デーに慢性腎臓病
(CKD)シ ンポジウムを開催する予定である (平成 25年 3月 16日 (土)東京都
千代田区「東京国際フォーラム」)。 各都道府県においても様々な機会を通じて、慢

性腎臓病 (CKD)に 関する普及啓発に努めていただきたい。

6.慢性疼痛対策について

「慢性疼痛」を来す疾患には、数百万人の患者が罹患しており、多額の医療費を要し、

社会的損失も大きいため、平成22年度に開催した「慢性の痛みに関する検討会」の提
言を踏まえ、慢性の痛みに関する診断・治療法の研究開発を推進するとともに、「から

だの痛み相談 。支援事業」を平成 24年度より実施している。各都道府県等においては、
研究の成果やからだの痛み相談 。支援事業を活用いただき、よリー層の慢性疼痛対策の

推進をお願いする。

・からだの痛み相談 。支援事業 (http://― ,pain― medres.info/contact/index.html)

疼痛患者・患者家族が症状や窮状を訴えても医療機関や行政機関から的確な診断や

助言が得られないことがある現状を改善するため、患者の症状や境遇に合わせた的確

な相談や助言ができる信頼性の高い相談窓口等、患者の受け皿的機関を設けることと

しており、関係機関への周知等、ご協力をお願いする。

(事業内容)

①痛みに関する電話相談

②痛みに関する普及啓発活動

③医療従事者への研修事業
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平成25年度 疾病対策課予算(案)一覧表
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事 項
度
額
年２４
算
成平
予

犠
ω

２５
額
成
算
平
予

差    引
増 △ 減 額

主 な 内 容

I 難病対策

千円

(45,850,958)

35.650.058

|

(ぶ
|

千 円

く対前年度比 1198%〉

く対前年度比 1255%〉

1調査研究の推進

厚生労働科学研究費

(主な事業)

・難治性疾患克服研究事業

・健康長寿社会実現のためのライフ:
イノベーション(難病分)

難病対策の国際連携

希少疾病用医薬品等の開発支援

(10,201.525)

(10,llC10,lX10)

(8.Olltl,Ollll)

(2.000,OIXl)

1.525

(200.000)

医療施設等の整備

・重症難病患者拠点・協力病院設備

(保健衛生施設等施設・設備整備費のメニュー)

事 事 項 )

3医療費の自己負担の軽減

(主な事業)

・特定疾患治療研究事業

⑤  種黒思惹ξ
推進のための患者データ登録

35,004,089

35′000,00o ||||||||||

地域における保健医療福祉の充実・連携

(主な事業)

・難病相談・支援センター事業

・重症難病患者入院施設確保事業

・難病患者地域支援対策推進事業

・神経難病患者在宅医療支援事業

・難病患者認定適正化事業

:難病患者を対象とする医療・介護従事者
研修の支援

・難病情報センター事業

・特定疾患医療従事者研修事業

・難病患者サポート事業

00Lの 向上を目指した福祉施策の推進

・難病患者等ホームヘルパー養成研修事業

632.070

:66.411

153,977

:42,590

フ.056

52,488

28,230

2ファ:42

3.030

20,133

13274

12,674

576166

144,287

139,728

140873

6909

51,997

25,407

20,00フ

2,832

17,980

12.074

12,074

↓
　

↓



事 項
度

額

年２４
算
成平
予

費
∞

２５
額
成
算
平
予

差    引
増 △ 減 額

主 な 内 容

I エイズ
対策

千円

(5.682,630)

1.191,607

千円

(5,381.673)

1,135.566

千円

(△300,957)

△ 56.101

千円 千 円

く対前年度比 947%〉

く対前年度比 953%〉

1原因の究明・発生の予防及びまん延の防止

(主な事業)

・エイズ発生動向調査経費

・血液凝固異常症実態調査事業

・HrV感染者等保健福祉相談事業

・保健所等におけるHlV検査 相談事業

2医療等の提供

(主な事業)

・HIV感染者・エイズ患者の在宅医療・介
護の環境整備事業

・中核拠点病院連絡調整員養成事業

・HIV診療支援ネットワークシステム運営事業

・HlV診療医師情報網支援事業

・地方プロック拠点病院整備促進事業

・血友病急者等治療研究事業

3研究開発の推進

(主な研究事業)

・エイズ対策研究の推進

・外国人研究者招へい等研究推進事業

・エイズ・結核合併症治療研究事業

③・墜奪配郡i継理
における医療イノベーションの

(356.835)→

89,883 -→

(355,171)

88375

3,747 0        3,6741

6.964→    6916

79,172→    7フ 785

(265,209)― →     (265,176)

(822.449)―      (792.382)

フ62.669 -      736.483

39,58フ  ー→ 39474

12,275 -→       11,758

23.222 -       23.222

13.192 -        13.113

200,000 -      180,000

459.91o→    459,916

(2,749,927)―→

(1075018)― →

(177.885)→

(3Q413)→

(0)→

(2,6ワ :.87:)

(967.352)

(160,986)

(30,418)

(200,000)

国際的な連携

・エイズ国際協力計画推進検討事業

・エイズ国際会議研究者等派遣事業

人権の尊重.普及啓発及び教育・関係機
関との新たな連携   .

(主な事業)

・NGO等への支援事業

・「世界エイズデー」啓発普及事業

・青少年エイズ対策事業

(257.328)

3328

1,291

2,03フ

(1,16フ ,091)

195,787

153.011

23,164

5,716

(140,0∞ )

140,000

140000

(189,000)

(189.000)

→   (111,208)

‐        10,457

-'        8328

-→         2,129

-→    (1,136,041)

‐      174.251

138,955

26,494

1,155

(126,000)

126.000

126.000

(189,000)

(189,00o)

6都道府県等によるエイズ対策促進

'エイズ対策促進事業費等補助金  `

7独立行政法人口立国際医療研究センター
運営費交付金

・エイズ医療治験研究費

↓
　

↓

資-3



事 項
度
額
年２４
算
成平
予

牲
ω

２５
額
成
算
平
予

差    引
増 △ 減 額

主 な 内 容

皿 ハンセン
病対策

。ぼ]
千円

(36,5フ 9,792)

4.163.473Ч蠣|

千 円 千円

く対前年度比 942%〉

く対前年度比 855%〉

謝罪・名誉回復措置

(主な事業)

・ハンセン訴訟和解経費

日外ハンセン病癬養所入所者等補償経費

・中学生を対象としたバンフレット作成

・シンポジウム開催・普及啓発資料作成

・国立ハンセン病資料館運営経費

′・再発防止検討調査事業委託費

・歴史的建造物の保存等経費 |

〔うち重監房再現に関する経費〕

1,417,591

230.000

561,003

24.412

22,301

315,889

16057

239,351

〔227.557〕

↓
　
　
↓

在園保障

・日立ハンセン病療養所の運営経費等

・私立ハンセン病療養所の運営経費等

(34,198,744)

216.975

(33,981,769)

216.975

社会復帰・社会生活支援

(主な事業)

・国内ハンセン病療養所退所者給与金

・国内ハンセン病療養所非入所者給与金

・療養所入所者家族に対する生活援護

・社会復帰者支援事業

3.232,781

2.930,724

66.805

32,940

89,401

↓
　

↓

2,982,308

2692289

63,080

26.036

84.147

※〔〕は再掲
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事 項
度
額
年２４
算
成平
予

雑
口

２５
額
成
算
平
予

差    引
増 △ 減 額

主 な 内 容

Ⅳ リウマチアレ
ルキ
・―対策

V腎 疾患
対策

落
策
性
対
慢
痛
Ⅵ

千円

(591834)

20,フ 66

036.849)

44.333

(122,67フ )

10,000

千円

(589,319)

18251

(209 .600)

40,241

(1 22,204)

9,527

千円

(△ 2.515)

△ 2,515

(△ 27.249

△ 4,092

(△ 473)

△ 473

千円 千円

く対前年度比 996か

く対前年度比 B79%〉

1リウマチアレルギー疾患に関する正しい情報
の提供

・リウマチ:アレルギー対策検討会経費

・リウマチアレルキ・―相談員養成研修経費

・アレルギー相談センター事業費

13,606 -

363 -

3243 →

10,OtlD ―→

12.653

345

2,765

9543

5,598

5.598

(571,068)

(571.068)

リウマチアレルキ
・―疾患に関する医療の提供

:リウマチ・アレルキ
・―特別対策事業費

リウマチアレルキ
・―疾患に関する研究等の推進

厚生労働科学研究費

・免疫アレルキ
・―疾患等予防・治療研究

7,:60

フ,160

(571.068)

(571.068)

↓
　

↓

〈対前年度比 38馴〉

〈対前年度比 908ゆ

1腎疾患に関する正しい情報の提供

・腎疾患対策検討会経費

・腎疾患普及啓発経費

2腎疾患に関する医療の提供

・慢性腎臓病(CKD,特別対策事業費

・腎疾患重症化予防実践事業

3腎疾患に関する研究等の推進

厚生労働科学研究費

・腎疾患対策研究

く対前年度比 996ゆ

く対前年度比 953ゆ

1慢性疼痛に関する正しい情報の提供

・からだの痛み・相談支援事業

3.369 -→         3′ 129

1,082 ‐         874

2.287 -'        2.255

40,964 -■       37.112

9926 -→         9,389

31,038 -→       2フ 723

(192.516)→   (169,359)

(192,516)→     (169,359)

慢性疼痛に関する研究等の推進

厚生労働科学研究費

・慢性の痛み対策研究

10000 →

10000→

(112.677)‐

(112.677)→

9,52フ

952フ

(112.677)

012.6フ 7)

計

(91,334,064)

41,785p71

(97.827606)

50.112,076

(6,493,542)

8.327.005

く対前年度比 107J%〉

く対前年度比 1199→

|

|  |

※()書きは、他課、他局計上分及び他局対策分を含めた額。
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難治性疾患克服研究事業 (臨床調査研究分野)の対象疾患
(○は特定疾患治療研究事業対象)

血 液 系 特発性造血障害 ○再生不良性貧血、溶血性貧血、不応性貧血 (骨髄異形成症侯群)、 骨髄線維症

血液凝固異常症 〇特発性血小板減少性紫斑病、特発性血栓症、血栓性血ガ瀬減少性紫斑病 (TTP)

原発性免疫不全症候
群

○原発性免疫不全症候群

免  疫 難治性血管条
○大勁脈炎症侯群(高安動脈炎)、 OL/ュ ルガー病 (パージャー病)、 O結節性動脈周囲炎、Oウェゲナー肉芽臓爺、
リウマチ、アレルギー性肉芽腫性血管炎、倒頭動脈炎、抗リン脂質抗体症候群

〇悪性関節

自己免疫疾患 0全身性エリテマトーデス (SLE)、 O皮膚筋炎及び多発性筋炎、シェーグレン症侯群、成人ステイル病

べ∵チェット病 ○ベーチェット病

内分泌系
ホルモン受容機構具
常

偽性副甲状腺機能低下症、ビタミンD受容機構異常症、TSH受容体異常症、甲状腺ホルモン不応症

間脳下垂体機能障害
OPRL分 泌異常症、○ゴナドトロピン分泌異常症、OADH分 泌異常症、O下垂体機能低下症、〇クッシシグ病、O先端巨大
症、〇下垂体性TSH分泌異常症

副青ホルモン産生異
常

原発性アルドステロン症、偽性低アルドステロン症、グルココルチコイド抵抗症、副腎酵素欠損症、副腎低形成 (アジソン病)

中枢性摂食異常症 中枢性摂食異常症

代 謝 系 原発性高脂血症 原発性高脂典症 (0家族性高ヨレステロール血症 (ホモ接合体))

アミロイ ドーシス 〇アミロイ ドーシス

神経 筋 遅発性ウイルス疾患
〇タロイツフエルト・ヤコプ病 (CID)
症、○亜急性硬化性全脳炎 (SSPE)、

、Clゲルストマン・ス トロイスラー シヤインカー病
進行性多巣性白質脳炎 (PML)

(CsS)、 o致死佳家族性不眠

運動失調症 ○脅髄小脳変性症、Oシャイ ドレーガー症候群、o線条体黒質変性症、○副腎白質ジストロフィー、ベルオキンソーム病

神経変性疾患
○筋萎縮性側索硬化症 (ALS)、 0パーキンソン病、O進行性核上性麻痺、O大脳皮質基底核変性症、Oハンチントン病、O脊髄
性筋姜縮症、O球脊髄性筋萎縮症、脊髄空洞症、原発性側索硬化症、有棘赤血球舞踏病

ライソゾーム病・
ペルオキシンーム病

〇ライソゾーム病、べ/レオキシツーム病

免疫性神経疾患
○多発性硬化症、O重症筋無力症、ギラン・
ニュー●パチー (ルイス・サムナー症侯群)
(MI)

パレー症候群、フィッシヤー・IE候鮮、○慢性炎症性脱髄性多発神経炎、多巣性運動
、単クローン抗体を伴う末梢神経炎 (ク ロウ フカセ症候群)、 HTLV l間違脊髄症

正常圧水頭症 正常圧水項症

モヤモヤ病 〇モヤモヤ病 (ウ ィリス動脈輪閉塞FI)

視 覚 系
網膜脈絡膜・視神経
萎縮症

〇網膜色素変性症、加齢性黄斑変性症、難治性視神経症

平
系
・
能
覚
機
聴
衛

前庭機能異常 メニエール病、遅発性内リンパ水饉

急性高度難聴 突発性難聴、特発性両側性感音難聴

循環器系 特発性心筋症
〇特発性拡張型 (う つ血型)
候群

,さ筋症、0肥大型心筋症、O拘束型心筋症、Oミ トコンドリア病 0フ ァプリー痛、家族性突然死症

呼吸器系 びまん性肺疾患 〇特発性「D3質性肺炎、びまん桂汎細気管支炎、Oサルコイドーシス

呼吸不全
○原発性肺高血圧症、O特発性慢性肺血栓基栓症 (肺高血圧型)
詳、肺胞低換気症候群、Cリ ンパ脈管筋腫症 (LAM)

若年性肺気踵、ラングルハンス細胞組織球症、月巴満低換気症侯

消化器系
難治性炎症性腸管陣
害

〇潰癌性大腸炎、Oク ローン病

難活性の肝 胆道疾
患

○原発性胆汁性肝硬変、自己免疫性肝炎、O難治性の肝炎のうち劇自汗炎、肝内結石症、肝内胆管障害

門脈血行異常症 〇パット・キアリ (Bud″ぬiarl)症候群、特発性門脈圧克進症、肝外Fヨ lfK開塞症

難治性膵疾患 〇重症急性膵炎、膵嚢胞腺維症、慢性膵炎

皮膚
結合組織

稀少難治性皮膚疾患 0表皮水疱症 (接合部型及び栄姜障害型)、 O膿胞性軋響、○天庖療、先天性魚鰈癬様紅皮症

強皮症 〇強皮症、好酸球性筋膜炎、硬化性萎縮性苔癬

混合性結合組織病 〇混合性結合組織病

神経皮膚症候群
〇神経線維腫症 I型 (レ ックリング・ハウゼン病)、 0神経腺維腫症 (■型)、 結節性硬化症 (プリングル病)
色素性乾皮症 (xP)

重症多形滲出性紅斑 〇重症多形滲出性紅斑 (急性期)

節・関
系
骨

脊柱靭帯骨化症 O後縦靭布骨化症、O広範脊柱管狭窄症、O貢色靭帯骨化症、前縦靱帯骨化症、進行性骨化性線維異形成症 (FOP)

特発性大盟骨頭壊死
症

〇特発性大歴骨頭壊死症、特発性ステロイド性骨壊死症

腎
泌尿器系

進行性腎障害 IgA■症、急速進行性糸球体腎炎、難治性ネプローゼ症侯群、多発性嚢胞腎

メ モ ン スモ ン 〇スモン
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特定疾患医療受給者証所持者数

間脳下垂体機能障害 (PRL分泌異常症、ゴナドトロピン分泌異
常症、ADH分泌異常症、下垂体性TSH分泌異常症、クッシン
グ病、先端巨大症、下垂体機能低下症 )

平成21年 10月

出典:平成23年度衛生行政報告例Ｄ

”

※

※ 対象疾患は平成21年 4月 1日現在における対象疾患である。
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事業主側にも受給の要件がありますので、ご注意下さい。     :

以下のすべてに該当する事業主です。

① 雇用保険の適用事業主であること。
② 対象労働者 (雇入れられた日現在における満年齢が65歳未満の者に限る。)をハローワ
ークの紹介により、雇用保険の一般被保険者こして雇い入れる事業主であること。

③ 管轄労lCl局長に対し対象労働者に係る雇用管理に関する事項を報告する事業主であること」
④ 対象労働者を助成金の受給終了後も雇用保険の一般被保険者として引き続き相当期間雇用
することが確実であると認められる事業主であること。       

｀

⑤ 資本、資金、人事、取ヨ1等の状況からみて対象労働者を雇用していた事業主と密接な関係
にある事業主でないこと。

⑥ 対象労働者の雇入れ日の前後6か月間に事業主の都合による従業員の解雇 (勧奨退職を言
む。)をしていないこと。

⑦ 文]象労働者の雇入れ日の前後6か月間に倒産や解雇など特定受給資格者となる離職理由の
被保険者数が対象労働者の雇入れ日における被保険者数の6%を超えていない (特定受給資
格者となる離職理由の被保険者が3人以下の場合を除く。)こと:

③ 対象労働者の出勤状況及び賃金の支払い状況等を明らかにする書類 (労働者名簿、賃金台
帳、出勤簿等)を整備・保管し、速やかに提出する事業主であること。

上記に該当する事業主であつても、対象労働者がハローワークの紹介以前に雇用 (研修、
アルバイトを含む。)さねていた場合や雇用の予約があった場合、助成金の支給対象期FoO中
に対象労lEl者を事業主都合により解雇 (勧奨退職を言む。)した場合、ハローワークからの
紹介のB寺点で在職中であった場合等は、助成金の支給は行われません。
詳し<は、最寄りのハローワ=クにご相談<ださい。

厚 生 労 働 省
都 道 府 県 労 働 局
ハローワニク (公共職業安定所 ) (236 1)
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日本国籍 外国国籍

女

診断区分
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エイズ患者
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感染経路

異性間の性的接触

同性間の性的接触
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母子感染

その他
*2

異性間の性的接触
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+2
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782 372  1154
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5

49
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274    207

125      2

23      2

1      4

23    15
336    142

039  1,752

1,911

696  6717

2,494

2,435

50

17

205

1.516

86 21,422

18  1439

61

19

286

324

2,013

2,308

25

12
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1.278

1.296

2,070

2,430

45

10

170

1,796

2,305

22

9

147

960

16.497  1.134 17

1.038

*1 両性間性的接触を含む。  |
*2輸血などに伴う感染例や推定される感染経路が複数ある例を含む。        .
*3平 成11年3月 31日までの病状変化によるエイズ患者報告数154件を含む。
*4「血液凝固異常症全国調査」による2011年 5月 31日現在の凝固因子製剤による感染者数

※工立董担告数   __            |
感染症法施行後の任意報告数(平成11年 4月 1日 ～平成24年 12月 jl日 ) 323名

1.421     18  1.439

エイズ予防法
摯5に
基づく法定報告数 (平成元年2月 17日 ～平成11年 3月 31日 ) 596 名

凝固因子製剤による感染者の累積死亡者数
*6

５

６

＊
　
＊

エイズ予防法第5条に基づき、血液凝固因子製剤による感染者を除く。
「血液凝固異常症全国調査」による2011年 5月 31日現在の報告数
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表3 HIV感染者及びエイズ患者の都道府県別累積報告状況

プロック名 都道府

エイズ患者

黒名
論

前日 累 計 累 計

口を増 ι
`嗜

ξυ 報告地    〔居住地〕 ■告嗜 〔居住亀】 ″す着 `ξ″″ 報告地    〔居住地〕
北海道    11し 海道    3  〔3 ′ ″ 193   13%   [86】   [16% 1 2 2 122   18% 48〕    〔18%〕

東北     2青 森
3着手
4宮城
5秋田
6山形
7福島
プロ1

果   0 〔0〕

早   2 〔2〕

黒      2   〔3〕
晨   2 〔2〕

桑   0  10〕
県      2   〔2〕

0    `″
0   `″
2   [■〕
O    ω
ο   `″
′   [喚

43   03%   〔15〕    〔03%〕

25   02%    〔8〕    〔01%〕
101   07%    〔36〕    〔07%〕
20   01%    〔5〕    〔01%〕
21   01%    〔8〕   〔01%〕
60   04%    〔24〕    〔04%〕

0 〔0〕
1 〔0〕
0 〔0〕
1 〔1〕
0  〔01
0    〔o〕

0   `″
0    ″
′    ″
θ    `″

θ    `2ノ

′   ″ノ

24   04%     〔6〕、  〔02%〕
29   04%    〔11〕    〔o4%〕
67   10%    〔34〕    〔i3%〕

23   03%    〔10〕   〔04%〕
23  03%   〔6〕   〔Q2%〕
40 06%

′ク計 8 9
`
ω 270   18%    〔96〕   〔18%| 2 1 ′ 200   31% 81〕   〔30%〕

関東・甲信越  8茨 城
9栃木
10群属
11崎
=12千葉

13東京
14神奈
15新潟
16山梨
17長野
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県

県

県
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川

県
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2    [2]
2    〔0〕
4    〔4〕
6 〔11〕
5   〔12】
94   〔72〕
21  〔19〕
, 〔1〕
1 〔1〕
3    〔2〕

`    
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′  ″″
ゴ
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′θπ  =マ3〕
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ω

θ   `″
′    θ

488   33%    〔87〕    〔16%〕
210   15%   〔53〕   〔10“〕
155   11%   〔44〕    〔03%〕
428   29%   〔278〕   〔51%〕
659   45%  〔237〕   〔44%〕
5.534  376% 〔1.649〕   〔305%〕
998   68%  【379〕    〔フllX〕
76   05%   〔20〕   〔04%〕
104   07%   〔23〕    〔04%〕
289   20%    〔45〕    〔08%〕

2 〔2〕
3 〔1〕
3 〔2〕
3 〔5〕
10   〔6〕
23   〔21】
13  (12〕
0 〔0〕
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0 〔0〕

ω
ω
″
θ
″
ω
θ
ω
″
θ

θ

′

０

′

，

″

′

′

′

′

297   44%    〔58〕   〔22%〕
170   25%    〔36〕   〔13%〕
119   18%    〔32〕   〔12%〕
294   4i4%   〔125〕   〔46%〕
448   67%   〔136〕   〔50%〕
1,752  261%   〔544〕   〔202%〕
505   75%   〔150〕    〔56%〕
50   07%    〔17〕    [06%〕
43   06%     〔9〕   〔03%〕
182   27%    〔41〕   〔15%〕

ゴ
"  /735]

8947  608% 〔2815〕   〔521%〕 57   〔49〕 ´  ′η 3.860  575%  〔1 148〕   〔426%〕
18冨
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20福

山県    0  〔0〕
川県    0  〔0〕
井県    1  〔1〕
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θ

θ

′

30   02%    〔9〕    〔02%〕
59   04%   〔30〕   〔06%〕
43   03%   〔16〕    〔03%〕

0 〔0〕
2 〔2〕
0 〔0〕
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ノ ω
′  ″ノ

24   04%     〔8〕   〔03%〕
28   04%    〔18〕    〔07%〕
24   04%    〔14]   〔05%〕

1 1 ′ βJ 132   09%    〔55〕   〔10%〕 2 ″θ 76  11% 40]   [15%]

東海    21岐 阜県    2  〔2〕
22静岡県    2  〔3〕
23愛知県   15 〔13〕
24二重県    5  〔4〕
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112   08%   〔71〕   〔13%〕
349   24%  〔100〕    〔18鴨〕
864 59“ 〔377〕  〔フ幌〕
125   09%   〔38〕    〔07%】

2    13J
4 〔5〕
8 【5】
0    〔0〕
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」   ω
, ″″
θ   ′″

88   13%   〔53〕   〔20%〕
170   25%    〔55〕   〔20%〕
445   00%   〔296〕   〔110%〕
76   1 1%    〔30〕   〔1 1%〕

″  ルノ 1,450   99%   〔586〕   〔108%〕 14  〔13〕 ノ′  ″″ 779  116% 434〕 〔161%〕
近畿    25滋 賀県    o  〔1〕

26京都府    3  〔1〕
2,大阪府   30 〔26〕

,      28兵庫県    9  〔8〕
29奈良県    0  〔1〕
30和歌山県   :  〔0〕
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194   13%   〔87〕   〔16%〕
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310   21%  〔197〕   〔36%〕
85   06%    〔44〕    〔08%〕
48   03%    〔25〕    〔05%〕

2 〔1〕
1 〔1〕
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2 〔4〕
2 〔1〕
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′

″
″
β″
″

ω
ω

43   06%    〔16〕    〔06%〕
94   14%    〔43〕    〔16%〕
58:   86“    〔357〕   〔132%〕
174   26%    〔91〕    〔34%〕
57   08%    〔31〕    〔11%〕
41   06%    〔13〕   〔05%〕

″ 刀 2.491  169% [1 145]  [212%〕 23   1120〕 ′′ π 990  147%   〔551〕   〔204%〕
国・四国  31鳥取県    0  〔0〕

32島根県    0  〔1〕
33岡山県    1  [1〕
34広島県    2  〔1〕
35山口県   1 [1〕
36徳島県    0  〔0〕
37香川県   o 〔o〕
38愛媛県    2  〔2〕
39高知県    o  〔o〕
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9   01%     〔7〕   〔03%〕
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60   09%    〔29〕    〔1 1%〕
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,6   02%     〔6〕    〔02%〕
17   03%     〔9〕    〔03%〕
32   05%    〔21〕    〔03%〕
45   07%    〔26〕    〔10%〕
17   o3%     〔8〕    〔03%〕
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『岡県   24 〔19〕
:賀県    2  〔1〕
:崎県    0  〔1〕
:本県    1  〔0〕
:分県    1  〔1〕
1崎県    1  〔0〕
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1縄県      2   〔2]
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343   23%   〔186】    〔34%〕
16  01%   〔15〕    〔03%〕
37   03%   〔14〕    〔03%〕
62   04%   〔25〕   〔05%〕
35  02%   〔24〕    〔04%〕
29   02%    〔15〕    〔03%〕
64   04%    〔33〕   〔00%〕
150   10%   〔75〕   〔14%〕
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0 〔0〕
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163   24%   〔105〕    〔39%】
12   02“     〔11〕    〔04%〕
23   03%    〔11〕    〔04%〕
46   07%    〔33〕    〔12%】
19   031    〔13〕   〔05%〕
22   03%    〔16〕   〔06%〕
41   06%    〔16〕   〔06%〕
82   12%    〔32〕   〔12%〕

ロック計   33  r261 ゴJ  ル″ 736   50%   〔387〕   [72%〕 , 408   61% :237〕    〔88%〕
合言+                     257    228 ′Zθ 14,705  100% 〔5.407〕 ‐〔1000% ゴノノ    f99 6717   100%  〔2.697〕  〔1000%〕

ズ

※〔報告地〕:昭和60年から集計
※〔居住地〕:最近数年間の主な居住地(平成19年4月から記載)

後天性免疫不全症候群発生届出(抜粋 )

間の主な居住地

1)日 本国内(   都道府県)
2)その他(     )
3)不明
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